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　７月27日 教育委員会
　　神戸市学校給食会　学校給食会について－大かわら鈴子議員
　７月27日 水道局
　　神戸市水道サービス公社　経営改善の取組みと人材育成について－山本じゅんじ議員
　７月31日 住宅都市局
　　神戸すまいまちづくり公社　すまいるネットの対応について－森本真議員
　　　　　　　　　　　　　　　借上公営住宅返還後の活用について－森本真議員
　　雲井通５丁目再開発（株）　バスターミナル整備について－森本真議員
　　神戸高速鉄道（株）　バリアフリー化について－大かわら鈴子議員
　　（株）神戸サンセンタープラザ　中期経営計画について－山本じゅんじ議員
　　　　　　　　　　　　　　　　貸会議室事業について－山本じゅんじ議員
　　神戸新交通（株）　人材育成について－山本じゅんじ議員

市議会だより No.221（2018年９月23日）…………………………………………………………………… 71
外郭団体特別委員会審査から②
　８月６日 経済観光局
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　　神戸商工貿易センター　中央区役所の移転について－森本真議員
　　神戸市産業振興財団　神戸経済の現状について－大かわら鈴子議員
　　神戸観光局　神戸らしさを感じる取り組みについて－森本真議員
　　神戸みのりの公社　農業サポーターに－山本じゅんじ議員
　８月９日 市民参画推進局
　　神戸いきいき勤労財団　シルバー人材センター事業について－大かわら鈴子議員
　　　　　　　　　　　　　ハッピーパック事業について－大かわら鈴子議員
　８月９日 みなと総局
　　阪神国際港湾株式会社　阪神国際港湾（株）の国との関係について－森本真議員
　８月９日 交通局
　　神戸交通振興（株）　魚崎営業所について－山本じゅんじ議員
18年９月議会・決算特別委員会日程と共産党議員の質問予定

市議会だより No.222（2018年９月30日）…………………………………………………………………… 73
市民アンケートを実施－5000人からの回答をいただきました
中間集計結果から

市議会だより No.223（2018年10月７日）…………………………………………………………………… 75
神戸市議会の９月議会が始まる－森本議員が議案質疑
　災害被害を踏まえた緊急対策について
市民の命を守る中央市民病院の変質はやめよ－大かわら議員が反対討論
私有財産にも災害状況に見合った公的支援の拡充を－赤田議員が代表質疑
生徒数の過密化による仮設校舎をなくす施策を－大前議員が代表質疑

市議会だより No.224（2018年10月14日）… ……………………………………………………………… 77
決算特別委員会審査から
　ヤミ専従を生んだ元凶　強引な職員減らし見直しを－９月27日 行財政局審査で赤田議員
　市バス運転手の労働条件を改善せよ－９月27日 交通局審査で松本議員
　人口減少対策の足を引っ張る「都市空間向上計画」は撤回を－９月28日 企画調整局審査で朝倉議員
　市民を守る消防出張所の被災は問題－９月28日 危機管理室審査で西議員
　早く消防力整備指針を満たすよう求める－10月１日 消防局審査で大前議員
まちを破壊する神戸市都市空間の撤回を！－日本共産党神戸市会議員団

市議会だより No.225（2018年10月21日）… ……………………………………………………………… 79
決算特別委員会審査から
　水道法改正案は水道事業の市場化を狙うもの！－10月１日 水道局審査で山本議員
　民営化しても受け皿は増えない　保育所増設で待機児解消を

－10月２日 こども家庭局審査で今井議員と朝倉議員
　現状の大気汚染物質より増える石炭火力発電所の増設はやめるべき－10月２日 環境局審査で林議員
　いじめ・隠ぺいの根絶は教育委員会本来の役割発揮で－10月３日 教育委員会審査で味口議員
　調査分析もしていない計画は撤回せよ－10月３日 住宅都市局審査で金沢議員

市議会だより No.226（2018年10月28日）… ……………………………………………………………… 81
神戸市　労使癒着の「ヤミ専従」　強引な職員削減路線にこそメスを
2017年度決算認定に反対する日本共産党の意見表明
決算特別委員会　審査日程延長について日本共産党の反対表明（概要）
各会派の態度

市議会だより No.227（2018年11月４日）…………………………………………………………………… 83
決算特別委員会審査から
　済生会兵庫県病院は北神地域の命を守る砦－10月４日 保険福祉局審査で森本議員
　被災した中小企業への支援強化せよ－10月４日 経済観光局審査で大かわら議員

　神戸文化ホール　三宮移転ありきの計画撤回を－10月５日 市民参画推進局審査で今井議員
　民間所有の土地にも支援を－10月５日 建設局審査で山本議員
　六甲アイランドの賑わいを守れ－10月９日 みなと総局審査で西議員
11月議会の予定

市議会だより No.228（2018年11月11日）… ……………………………………………………………… 85
すべての体育館にエアコンを設置せよ－今井議員が一般質問
神戸港の全面復旧には民間企業にも支援を－大かわら議員が議案質疑
ヤミ専従の不祥事をつかった職員の権利縮小は許されない－味口議員が議案質疑
東灘区民センター小ホールの廃止に反対－西議員が反対討論
教育委員会本来の役割発揮できる根本的な改革を－森本議員が反対討論

市議会だより No.229（2018年12月９日）…………………………………………………………………… 87
認知症対策で市民増税（個人市民税均等割超過課税）はおかしい
　税金の使い方を改めれば増税なくてもできる－森本議員が議案質疑
保育・教育予算の増額を求める－今井議員が請願討論
ヤミ専従問題　「神戸市当局主導」の違法行為と第三者委員会が断罪－味口議員が総括質疑
神戸市職員の職員団体等の活動における職務専念義務違反に関する調査委員会による中間報告等（概要）

市議会だより No.230（2018年12月16日）… ……………………………………………………………… 89
西区玉津に区役所の存続を
神戸高齢者総合ケアセンター存続を－大前議員が反対討論
市の責任で北区の地域医療を守れ－朝倉議員が一般質問
赤田議員が議員提出議案
金沢議員が決算反対討論

市議会だより No.231（2018年12月23日）… ……………………………………………………………… 91
外郭団体特別委員会審査から③
　９月７日 行財政局
　　公立学校法人神戸市外国語大学　市内就職支援の取り組みについて－大かわら鈴子議員
　９月７日 市長室
　　神戸国際協力交流センター　海外事務所の所管について－森本真議員
　　　　　　　　　　　　　　　アジア交流プラザについて－森本真議員
　12月11日 企画調整局
　　神戸都市振興サービス　新たな投資計画の事業化について－山本じゅんじ議員
　　阪神・淡路大震災復興基金　震災の経験・教訓継承事業について－大かわら鈴子議員
　　神戸医療産業都市推進機構　神戸市からの出捐金について－森本真議員
　　計算科学振興財団　スーパーコンピュータの経営と誘致について－森本真議員
　12月13日 企画調整局
　　神戸在宅医療・介護推進財団　老人健康センターについて－大かわら鈴子議員
　　神戸市民病院機構　西神戸医療センターについて－森本真議員
　　　　　　　　　　　医師の時間外勤務について
　　こうべ市民福祉振興協会　介護保険の指定介護認定業務について－山本じゅんじ議員

市議会だより No.232（2019年２月17日）…………………………………………………………………… 93
2019年度神戸市予算案について
　アベ政治の持ち込みによる “神戸のまち壊し”にストップ！
　住民と力をあわせて、政治を動かし、要求実現を前へ－日本共産党神戸市会議員団
　１　�うわべだけの “質” を求めて駅前開発を進める予算から、地域の暮らしに根付いた「住民の福祉の

向上」に転換を
　２　住民の願いをまっすぐ届け、実現へ全力－日本共産党市議団
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市議会だより No.233（2019年２月24日）…………………………………………………………………… 95
2019年度神戸市予算案について その②
　アベ政治の持ち込みによる “神戸のまち壊し”にストップ！
　住民と力をあわせて、政治を動かし、要求実現を前へ－日本共産党神戸市会議員団
　３　アベ政治の持ち込みによる “神戸のまち壊し”にストップを！
　４　住民の切実な願いに背を向ける－自民党主導の与党会派
ヤミ専従　久元市長らトップの責任は明白－森本議員が議案質疑
組合幹部と市職員幹部の不正行為を理由に職員の正当な権利を縮小するな－赤田議員が反対討論

市議会だより No.234（2019年３月３日）…………………………………………………………………… 97
国の悪政から、福祉と子育て・暮らしを守る予算へ転換を－森本議員が代表質疑
駅前開発を規制し、地域の住民サービス充実に全力あげよ－味口議員が代表質疑

市議会だより No.235（2019年３月10日）…………………………………………………………………… 99
予算特別委員会審査から
　垂水駅周辺の公共用地活用は住民合意で－行財政局審査で赤田議員
　徒歩圏で安心して住めるまちづくりを－企画調整局審査で朝倉議員
　土砂災害想定区域にある要援護者施設の避難確保計画策定を－危機管理室審査で金沢議員
　被災者に寄り添い生活再建への支援を－建設局審査で森本議員
　マンション建設で発生する商店街への影響対策を－経済観光局審査で大前議員
　消費税で値上げされる水道料金はこれ以上あげるな－水道局審査で山本議員

市議会だより No.236（2019年３月17日）…………………………………………………………………  101
予算特別委員会審査から
　体育施設を垂水駅前再開発の犠牲にするな－市民参画推進局審査で今井議員
　六甲アイランドの防災・病院・子ども教育環境の対策を－みなと総局審査で西議員
　国保料を下げるため法定外繰入を－保険福祉審査で松本議員
　兵庫区の市営住宅は廃止せず建て替えを－住宅都市局審査で大かわら議員
　美野丘小学校の過密解消を－教育委員会審査で味口議員
　乗り換えなしの循環バスを西神ニュータウンに－交通局審査で林議員

市議会だより No.237（2019年３月24日）…………………………………………………………………  103
不要不急の市役所建て替えがなぜ神戸の活性化につながるのか？－大かわら議員が総括質疑
ニュータウンの活性化　優良な公共ストック活かせ－山本議員が一般質問
住民の願い実現の財源はある－林議員が予算組み替え提案を説明
国民健康保険料の引き下げを－大前議員が請願討論
開発優先の予算案に反対－今井議員が予算反対討論
神戸市議会２月議会の主な会派の態度

市議会だより No.238（2019年３月31日）…………………………………………………………………  105
ぶれない党だからできる財政提案－日本共産党神戸市会議員団
三宮再開発などやめ市民の福祉を増進する本来の役割を
2019年度神戸市予算　組み替え提案の主な内容
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格差と貧困をただす神戸市政へ転換を
大型開発復活・公約投げ捨て・住民不在の予算案神

戸
市
予
算
案

２
０
１
７
年

　神戸市が発表した2017年度当初予算案は、
下図となっています。当初予算では一般会計
が増となっていますが、これまで兵庫県予算
だった教職員人件費が神戸市に移管されたも
のが715億円の増として含まれています。こ
のほか外郭団体貸付金の会計制度変更で184
億円の減が含まれているため、実質前年度並
みの予算額が確保されています。

2017年度予算規模
2017年度 前年比

一般会計 7,812億円 538億円・7.4％増
特別会計 7,077億円 208億円・2.9％減
企業会計 3,207億円 46億円・1.5％増
合　計 １兆8,097億円 376億円・2.1％増

子育て二大公約をなげすて
「医療費ゼロ」「待機児解消」先おくり
　今年の秋には神戸市長選挙が予定されてお
り、2017年度予算案は、久元喜造市長の任期
４年の総仕上げとなる予算です。
　久元市長は、４年前の神戸市長選挙では「任
期中に、中学卒業まで子どもの医療費ゼロ」
「平成29年度末までに待機児童を解消する」
など具体的な選挙公約をかかげ、「若い世代
が安心して子育てできるまち」をつくるとし
て当選しました。
　しかし、毎年の予算編成では子どもの医療
費無料化は先送りにされ、2017年度神戸市予
算案でも「特に、幼子を育てている世帯の経
済的負担を軽減します」としながら、無料化
の予算を提案せず、子育て世代の願いに背を
向けました。

　保育所待機児童解消でも認可保育所の建設
を抑制してきた結果、これまで減ってきてい
た「待機児童」が2016年度は増加に転じまし
た。新年度予算案では「平成30年度の待機児
童の解消をめざす」と先延ばしを表明し、任
期中の実現を断念しました。

大型開発「復活」を宣言
　新年度予算案で久元市長は、震災から22年
が経過し「震災で残された課題に一定の目
途」がつき「これまで取り組むことができな
かったプロジェクトに着手」したとして、大
型開発「復活」を宣言。具体的なプロジェク
トとして、大阪湾岸道路西伸部の整備、神戸
空港のコンセッション（民営化）、都心三宮
の再整備をあげました。
　大阪湾岸道路西伸事業は、六甲アイランド
から長田区駒栄まで海上を中心に14.5キロに
わたる橋上高速道路の建設です。総事業費は
5000億円で、原則三分の一を地元（兵庫県と
神戸市）が負担。これまで過大な交通需要予
測とともに地元合意ができておらず事業化が
進んでいませんでしたが、安倍内閣で大型公
共事業が次々復活する中で、新年度政府予算
案では10億円が事業計上（神戸市予算は３億
3334万円）されました。　
　神戸空港事業では、新年度予算案では70億
円を計上。神戸市はこれまで神戸空港を「震
災の創造的復興事業」として「神戸経済と雇
用をふやす」ための事業として推進してきま
した。ところが関西空港と伊丹空港が「民営
化」されたことをうけ「関西経済の活性化に

大型開発を本格的に始動しようとしている

貢献する」ためと、運営民営化（コンセッシ
ョン）をおしすすめようとしています。これ
までの数百億円の借金を分離し、運営のもう
けのみを民間にわたすとんでもない計画です。

三宮一極集中で、地域課題の
解決に逆行したまちづくり

　都心三宮再整備とウォーターフロント整備
で54億円が計上されました。昨年11月に５カ
年のアクションプランを策定し、民間活力の
導入をはかりながら三宮駅前に中長距離のバ
スターミナルを併設した超高層商業ビルの建
設を計画。市長は、事業地づくりに中央区役
所や勤労会館、三宮図書館の移転をトップダ
ウンで決めてしまいました。
　新年度予算案では、区役所の移転候補地を
「年内をめどに検討し、再開発の具体化に大
きな一歩を踏み出したい」と調査費を計上す
るほか、ウォーターフロント地区（新港第一
突堤基部）再開発を事業化しました。
　一方、都心から少し離れた市街地やニュー
タウン・郊外地域では少子高齢化で深刻な事
態がおこっています。高齢化が進む須磨区や
西区の開発団地では、メイン店舗が次々と縮
小撤退がつづき「買い物難民」がうまれてい
ます。オールドタウン対策で神戸市の関与が
必要な時に、団地の中心の公的施設の管理運
営を、地域管理に移管して手を引こうとして
います。
　人口増加する六甲アイランドでは子育て世
代が保育園に入れず、電車で何キロもはなれ

（２面につづく）

　日本共産党神戸市会議員団は２月９日、神戸
市勤労会館で予算懇談会を開催、50人が参加
しました。松本のり子団長はあいさつのなか
で、安倍政権に追随し、大型開発、規制緩和、公
共施設の統廃合をすすめる市政を批判。きだ
結県議からは「神戸市の予算を学び県の予算
議会に臨んでいきたい」とあいさつしました。
　市議団からは、森本真幹事長が、久元神戸
市政の特徴と新年度予算編成方針を説明。参
加者からは「市長は公約通り中学卒業までの
医療費無料化を一日も早く実現すること」

「就学援助の増額と前倒し支給」「全国的
に広がる学校給食無料化の流れに反する小
学校給食費の値上げ中止」「学校給食のデ
リバリー方式の見直し」を求めました。
　その他にも「特別支援学校跡地を障害者
施設として活用すること」「保育士不足と処
遇改善」「高すぎる国保料引き下げと軽減制
度」「中小企業融資の県市制度一本化による
独自制度廃止の懸念」「神戸空港民営化」な
ど子育て支援、教育、福祉、医療、中小企業
支援など様々な分野での質問、要望が挙げら

れました。
　最後に金沢はるみ議員から「これからも交
流を深め運動と連動し、みなさんと一緒に進
めていきたいと考えている」「ぜひ代表質
疑、予算特別委員会に傍聴に来て欲しい」と
しました。

日本共産党市議団が予算懇談会



―10― ―11―

日本共産党 神戸市議団

市議会だより 発行  日本共産党神戸市会議員団
神戸市中央区加納町6-5-1
神戸市議会内  TEL  322-5847  FAX  322-6165

日本共産党
神戸市会議員団のホームページ

日本共産党神戸市議団 検索

2017年３月５日（日）No.191

公約放棄は許されない
子ども医療費完全無料化を

　久元喜造市長は４年前の選挙時には「中学卒
業まで子どもの医療費をゼロ」にすると公約。
就任後も議会で、「任期中には必ず実現する」
と答弁していました。
　しかし、市長は、予算発表の記者会見では
「どのような候補者も実際に当選をして、100
％実施できることはあまりない」「知事や市長
に就任してきて初めてわかる事柄もあるわけで
すから、一般論としては実現できないものもあ
る」と発言し、無料化を提案しなかったことを
合理化しました。
　金沢議員は、「この発言は、公約違反と言われ
ても仕方がない。久元市長は、市民との約束は守
らなくていいとお考えか」と厳しく批判しました。

◇
答弁：久元市長は「完全無料化ではなく、すべて
の子どもができるだけ安い一部負担、あるいは
無料で受診できる今回の対応が最もふさわし
い」と公約放棄を宣言。「完全無料化を公約した
のは事実だが、そうするべきではない意見も聞
いている」として、神戸市子育て施策に関する有
識者会議や平成27年12月の政令指定都市会の提
言で「限られた財源の中で利用者の自己負担を
求めるべき」とされていることを上げました。
　金沢議員は、政令指定都市会の提言を取りま
とめたのは誰かと問い、久元市長は「私が中心
にとりまとめた」と認め、公約撤回を合理化す
るために自作自演したことが、はっきりしまし
た。金沢議員は「市民も議会も欺くものと言わ
れても仕方がない」と批判し、公約通り、完全
無料化を求めました。

復活させるべきは
大型開発ではなく暮らし応援

　市長は、震災復興で取り組むことができなか
った「大きなプロジェクト」を始めることがで
きたとして、都心・三宮再開発、大阪湾岸道路
西伸部の整備や神戸空港のコンセッション、国
際コンテナ戦略港湾、ウォーターフロント整備

などに多額の予算を計上しました。
　これらの事業は、安倍政権が推進している陸
海空の国際競争力の強化そのものです。
　久元市長はこれらの事業の展開を「成長の果
実を福祉やまちのさらなる成長に投資する好循
環を生み出すため」としています。大型開発で
潤う大企業のおこぼれに期待するトリクルダウ
ン施策を予算の柱に位置付けています。
　金沢議員は、これまで震災復興事業で様々な
事業ができなかったというのであれば、優先す
べきことはトリクルダウンを期待する大型開発
の推進ではないと指摘。政府の言いなり大型開
発をやめ「これまで切り捨ててきた市民の暮ら
し応援の施策こそ復活し充実させるべき」と求
めました。

◇
答弁：久元市長は「（税収をふやすために都市
基盤を整備するもので）トリクルダウンではな
い」「三宮再開発も、神戸港整備も国の支援で行
っているだけで自主的な事業」と答弁しました。
　金沢議員は、湾岸道路も国際戦略港湾も国の
直轄事業、三宮再開発も特定緊急整備事業とい
う国の制度でやっている。大規模開発して、市
民の福祉や暮らしに回るという幻想はトリクル
ダウンそのものだと批判しました。

地域の疲弊を加速する
公共施設10％削減撤回を

　神戸市は、大型開発を推進する一方で、学校の
統廃合・市営住宅の建て替え・廃止、公立保育所
の民営化や市立幼稚園の廃止などを進めてきま
した。これによって地域の疲弊が加速しています。
　例えば、中央区では、小学校統廃合を進めた
一方、マンションなどの人口増でプレハブ校舎
も足りず、子どもがのびのび遊べない状況に置
かれています。婦人団体の会議で市長も「見通
すことができず、神戸市は本来、減少すると思
って小学校の統廃合を行った。今起きているこ
とで我々の責任で解決しなければならない」と
発言しています。
　金沢議員は、地域のコミュニティを形成し、
まちづくりを発展させてきた身近な公共施設の

くらし・子育て・雇用の応援を
「選挙公約」放棄の新年度予算を批判

　２月23日に開かれた神戸市議会本会議で、日本共産党議員団から、金沢はる
み、山本じゅんじ両議員が代表質疑に立ち、久元市長の政治姿勢をただしました。
　金沢議員は、市長公約である子どもの医療費無料、大型開発偏重、身近な公
共投資、雇用の格差と中小企業支援、子どもの貧困対策について質疑しまし
た。山本議員は、大阪湾岸道路等など大阪湾ベイエリア開発、開発指導要綱の
条例化、介護保険にかかる新総合事業について質疑しました。

10％削減はすべきではないとして、削減計画の
撤回を求めました。

◇
答弁：玉田敏郎副市長は「公共施設の統廃合
は、時代のニーズで総合的判断している。その
結果、時間がたって状況が変わることはありう
る」と答弁しました。
　金沢議員は、北区でも学校統廃合や幼稚園・
保育所が廃止され子育てしにくい地域にされて
いる。公共施設の統廃合ありきではなく、住民
と真剣に議論して、公用施設を活かした地域づ
くりを進めるべきと求めました。

格差是正は中小企業の振興で
　大企業と中小企業で働く労働者の間には、中
小企業が大企業の約５割程度という賃金格差が
存在しています。しかし神戸市は成長産業とベ
ンチャー企業に特化した支援策をすすめたた
め、中小企業の淘汰が進み、神戸市でも中小企
業が2004年４万7000社から2014年で４万社まで
減ってしまっています。
　金沢議員は、雇用の格差是正のため、既存中
小企業支援策を強めるべきと求めました。

◇
答弁：岡口憲義副市長は「神戸経済の発展のカ
ギが中小企業にあると考えてることに変わりは
ない」と答弁しました。

子どもの貧困化実態調査と対策を
　子どもの貧困が進むなか、地方自治体も「子
供の貧困対策についての検討の場」を設け、ま
た「子供の貧困対策についての計画」の策定を
国から求められています。神戸市でも、どれく
らいの子どもが貧困なのか、実態を調査し、ど

（２面につづく）

金沢はるみ議員が代表質疑

質問する金沢はるみ議員

金沢はるみ・山本じゅんじ両議員が代表質疑

た保育園にあずける事態がおこっています。
　神戸市はBRT（連結バス）路線の社会実験
で実施しますが、交通不便地域である北区や
垂水区ではなく、ポートライナーのある三宮
―神戸空港間をはしらせようとしています。
　三宮一極集中の開発をすすめながら、地域
課題の解決に逆行した街づくりが進められよ
うとしています。このほか、国際コンテナ戦
略港湾に113億円、神戸医療産業都市構想で
42億円など大型開発・都心プロジェクト偏重
の予算となっています。

トリクルダウン政策だのみ
「成長の果実を福祉に投資」が予算の根幹
　久元市長は、予算編成にあたって、上記の
ような「大きなプロジェクト」を政府と一体
となって推進し、その「成長の果実を福祉や
まちのさらなる成長に投資する好循環生み出
す」としています。過去の開発行政の破たん
に無反省のまま、大型開発にトリクルダウン
政策だのみが、神戸市予算編成の根幹にすえ
られています。
　その背景には、安倍政権の、大型開発と
「規制緩和」の、大都市を中心とした自治体
への集中・誘導があります。久元市長は、国
の政策に歩調を合わせ「神戸に日本屈指のビ
ジネス環境をつくる」として、誘致企業への
減税や補助金を拡大する一方、これまで神戸
の地域経済を支えてきた中小製造業や商店街
などが、仕事や売り上げの減少、高齢化や後
継者不足などを理由に次々廃業に追い込まれ
ていることには手を差し伸べませんでした。
　国の規制緩和で、神戸で働く雇用者も、多
くで非正規化がすすみ低賃金での長時間労働
を強いられています。「ブラック企業」「ブラ
ックバイト」と言われる働かせ方が神戸でも
広がっています。
　しかし久元市長は、こうした神戸市民の実
態をよそに、「雇用環境が全体として改善し
ている」「中小企業の人材不足が深刻化して
いるのは『雇用のミスマッチ』だ」などと、
神戸の格差と貧困を根本からただそうとして
いせん。
　これまで神戸市が独自で行ってきた中小企
業施策も、支援機関を兵庫県の機関と統合、神
戸市独自の融資制度も廃止してしまいました。

福祉の基盤破壊と「格差と貧困」広げる
事務事業「見直し」

　一方、大型プロジェクトなどの施策を積極
的に展開するためには「事務事業の見直しが
不可欠」と67項目で実施。その影響額は、市
民負担増を含め17億円となっています。実態
は、不要不急の大規模開発事業の見直しには
手を付けず、高齢者や低所得者のためのサー
ビスを廃止しています。

　高齢者のための配食サービス助成や日常生
活用具給付事業が廃止。社会福祉施設に対し
ても、賃料補助や借入金利子補給、上下水道
料金減免をのきなみ廃止するなど、高齢者福
祉を支える社会基盤を壊しています。
　さらに、勤労学生や雇用保険受給者など低
所得者の市民税減免制度を改悪する一方、誘
致大企業に対する市税減免制度は温存するな
ど「格差と貧困」の拡大に拍車をかけていま
す。
　長年の願いが実り高校生など国の奨学金が
拡充されましたが、神戸市が独自の奨学金を
減額することで、経済的な苦労を背負う学生
には国の制度拡充の恩恵が全くありません。
　これまで公立保育園や図書館などが民営化
され、子育て教育にかかわる大切な施設での
公的責任の後退が進められてきましたが、さ
らに小学校給食の「民営化」に着手するな
ど、子どもの安心に関わる部分の「民間丸投
げ」が進められようとしています。

政府言いなりで公共施設削減
地域経済低迷・衰退に拍車

　安倍政権は、「国際競争力」の名のもと、
地方自治体に、大企業のもうけのための大型
開発と「規制緩和」を押し付ける一方、住民
の福祉と暮らしを破壊し、地域経済の低迷・
衰退に拍車をかける政策を強行しています。
　問題になっているのが公共施設の削減で
す。安倍内閣は地方自治体に対し、所有する
全ての公共施設等を対象に、地域の実情に応
じて総合的かつ計画的に管理する計画の策定
を求め、神戸市も「公共施設等総合管理計
画」を策定しました。そこでは、公共施設を
30年で10％削減することをうちだし、これま
で行ってきた公共施設削減に拍車がかかって
います。公立保育所の民間移管につづき公立
幼稚園９園の廃止がすすめられています。市
営住宅では7000戸削減する計画により、被災
者が入居する借上公営住宅の廃止と転居の強
制が進められ、被災自治体である神戸市が被
災者である入居者を「提訴」するという事態
になっています。
　新規建設は極端に抑制され、小中学校では
人口増加地域では校庭を削ってたれられたプ
レハブ校舎に詰め込まれ、少子高齢化がすす
む地域では強引な学校統廃合がすすめられま
した。中央区では統廃合した学校がマンショ
ン建設で過密になる事態に、市長も間違った
対応だったと認めるほどの矛盾をひろげてい
ます。

市民運動の成果も反映
「三宮一極集中」批判で、地域課題でも
　新年度予算案全体は、市長が選挙で掲げた
「公約」実現には程遠い内容ですが、一部に

市民の粘り強い運動や共産党議員団の議会論
戦なども反映されています。
　子どもの医療費の無料化の願いは４年連続
見送られましたが、新年度予算では所得制限
が中学卒業まで撤廃されました。妊婦健康検
査助成が助成券制度から無料受診券に替り総
額が拡大されます。特定不妊治療費助成の独
自助成も拡大されました。
　昨年にひきつづき小中学校への学校司書や
スクールカウンセラーの配置が拡充されるほ
か、共産党議員がとりあげた、医療的ケアを
必要とする児童生徒支援として看護師は県の
拡充は週１回から週５回派遣へと拡充します。
　保育所待機児童対策についても前年度700
人の定員増が2017年度1200人の定員増を実
施。保育所保育料も最高階層とひとり親家庭
が改善され、国基準額の70%以下への引き下
げとなりました。
　子ども・子育て世帯の貧困対策では、困窮
するひとり親世帯に対する家賃補助が実現、
月１万5000円を最大６年間補助します。
　市長は、昨年11月の議会で与野党問わず突
きつけられた「三宮一極集中」との批判を受
け、「地域の資源や特徴を生かしながら、地
域課題に対応したまちづくりを展開する」と
しています。
　地域の住環境改善では、北神出張所が支所
になり窓口業務が充実。東灘区深江地区へは
図書館サービスコーナーが設置されます。西
区では西神中央地域への区役所調査整備に合
わせ、西図書館の機能充実が検討されます。
　地域交通支援では、神戸の交通ネットワー
クの将来像を描いた「地域公共交通網形成計
画」づくりとあわせ、神戸電鉄の高齢者利用
促進パス「シーパスワン」の継続、田園地域
におけるコミュニティバス補助制度が創設さ
れ、北区での本格運行がはじまります。
　地下鉄海岸線の中学生以下の料金無料を社
会実験で実施するほか、バス通学する児童生
徒の通学費の助成を拡充します。

呼び込み依存やめ、
住民を大切にする市政へ

　いま神戸市政にもとめられているのは、国
の悪政でひろがった格差と貧困の拡大を、自
治体の仕事でただすことです。三宮一極集中
に見られる呼び込み型の経済や観光政策に依
存するのではなく、神戸の今ある資源と特徴
を活かして、くらしやすい地域づくりを神戸
の隅々にいきわたらせることに全力をそそぐ
べきです。
　日本共産党神戸市会議員団は、神戸に住
み、神戸で働き、神戸で子育てする住民を一
番に大切するあたたかい市政への転換をもと
め、全力でがんばります。

２月23日（木）午後１時30分頃から市議会本会議場にて 市役所１号館25階で傍聴
手続きをお願いします

傍聴にお越しください
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2017年３月12日（日）No.192

予算特別委員会審査から

おこない、３年分で54億円も
黒字を積み上げています。
　赤田議員は、基金を暮らし
向上に使おうとしないなど、
神戸市の開発優先の政治姿勢
が予算編成に表れていると批
判。基金を取り崩し、市長が
見送った子どもの医療費無料
化など、くらし応援に活用す
るよう求めました。 　赤田議員：総務省も「優先

的に取り組むべき事業への活
用」を認めている。財政調整
基金を取り崩し、くらし・福
祉の直接支援に充当すべきで
はないですか。
　岸本義一行財政局長：2016
年度補正予算では緊急的な対
応を要する施設整備に12億円

活用した。経常的な事業は経
常的な歳入で賄うべきと考え
ている。
　赤田議員：新年度予算で、
施設工事に一般財源充当分は
100億円を超える。ここに基
金をあてれば、暮らしに必要
な予算が確保できます！

質
疑
項
目

１．財政調整基金の活用について
２．公共施設等総合管理計画について
３．交付税トップランナー方式について
４．（仮称）行政事務センター開設について

ため込んだ基金
くらしに活用を

行財政局審査で赤田議員

　２月27日の神戸市議会予算
特別委員会・行財政局審査で
赤田かつのり議員が質疑しま
した。
　神戸市が財政難を理由に福
祉を切り捨ててきた結果、
129億円もの基金がため込ま
れました（財政調整基金・
2016年度末）。久元市長にな
ってからも、高校奨学金の縮
小や敬老祝い金の廃止などを

答弁ダイジェスト

再生可能エネルギーは
地元密着の中小企業で

環境局審査で林議員

　２月27日の予算特別委員会
環境局審査で、林まさひと議
員が質問にたちました。
　世界レベルで石炭火力を削
減している中、神戸製鋼は、
石炭火力発電所増設を計画し
ています。排出CO２は1490

万トンと神戸市の総排出量を
上回り、地域からも反対の声
があがっています。林議員
は、神戸市マスタープランで
2030年までに温室効果ガスで
34％以上削減するとなってい
ることを取り上げ、市長が国

　林議員：再生可能エネルギ
ーは地産地消が最大のメリッ
ト。市民に積極的にアピールを。
　米田幹生担当部長：再生可
能エネルギーの促進は環境局
はもちろん、他の局でも取り
組んでいる。再生可能エネル

ギーの普及・促進はひとつの
柱なので他の局とも連携して
努めたい。
　林議員：各局が一緒になっ
て促進していく専門の「課」
をつくって積極的に取り組ん
でほしい。

答弁ダイジェスト

質
疑
項
目

１．低炭素社会実現へ向けて
　⃝�神戸製鋼の石炭火力増設反対すべき
　⃝化石燃料由来の水素戦略はやめよ
２．�再生可能エネルギーは地元密着の中小企業で
３．ごみゼロ社会へ向けて

や神戸製鋼に増設の反対意見
をいうよう求めました。
　神戸市が推進する水素戦略
は、水素とともにCO２が大量
に発生します。CO２の回収・
封じこめ技術も、まだ研究段
階。しかも一部の大企業支援
にしかなりません。林議員は
「エネルギー対策は大企業中

心でなく、神戸経済を下支え
している中小企業や街の電気
屋さん、工務店さん等が活躍
できるようにするべき。再生
可能エネルギーや自然エネル
ギーを利用する取り組みを応
援する対策こそ必要だ」と迫
りました。

地域経済おきざり
大阪湾岸道路西伸事業

　久元市長は、広域幹線道路や神戸空港、神戸
港など陸海空の交通結節機能の強化や都心の再
生などに取り組むとして、そのプロジェクトの
ひとつとして阪神高速湾岸道路の延伸事業（大
阪湾岸道路西伸部）をあげています。
　安倍政権は、東京から大阪に至るエリアをひ
とつの大都市圏（スーパー・メガリージョン）
として、国際競争力強化をはかっています。大
阪湾岸道路西伸部は「大阪での万博誘致など大
阪湾ベイエリアにおける今後の大型プロジェク
トを見据えその経済効果を取り込む」ことをね
らっているものです。
　山本議員は「まだ何の実態もない “よその勢
い” を取り込もうとするもので、神戸経済を支
えてきた地元中小企業などは置き去りだ」とし
て、事業の中止をもとめました

◇
答弁：鳥居聡副市長は「大阪湾岸道路は、関西
全体の発展のためにも必要不可欠」と答弁しま
した。久元市長は「大阪万博が終わった後、湾
岸道路も開通すれば、人の流れも変化がある、
海と陸の連携強化も考え、（新たな海路をふく
めた大阪湾ベイエリア）調査費も計上させてい
ただいた」と答弁しました。

開発指導要綱の条例化
　神戸市の開発指導要綱は、「神戸市の
特質を生かした開発を計画的に行い、均
衡ある健全な市街地の形成を図り、もっ
て市民の福祉に寄与すること」を目的に、
開発行為に対して神戸市が指導誘導するために
制定され、昭和45年から運用されてきました。
　今議会では要綱の条例化が提案されていま
す。条例案では「開発事業の円滑かつ適正な実
施を図る」ことが目的とされ、これまで民間の
開発行為に際し、公益施設用地や公園の設置が
「義務」から「協議事項」へ緩和されています。
　山本議員は、住環境の保全のためには、現行
並みの誘導策を規定すべきと求めました。

◇
答弁：鳥居副市長は「現在は必要な公共施設は
かなり整ってきている。大型開発が実際起こっ
た場合、必要である場合は協議を義務付けてい
る」と答弁しました。

介護はずしの「総合事業」
“現行相当”で実施すべき

　介護の総合事業は、要支援１または２と認定
された人の訪問介護と通所介護を、介護保険事
業の給付対象から外すかわりに、自治体が独自

　２月17日の本会議で日本共産党
議員団の西ただす議員が議案質疑
に立ち、「神戸市手数料条例の一
部改正する条例」「阪神高速道路
料金の改定」などについて、久元
喜造市長らの政治姿勢をただしま
した。
　手数料条例の一部改正は、2014
年の国会で可決した「医療介護総
合確保推進法」に基づき「介護予
防・日常生活支援総合事業」に参
入する事業者から手数料を徴収す
るものです。
　これは「訪問介護」「通所介
護」を保険給付から外し自治体独
自の制度として行うもので、国の
介護給付費の削減が目的です。

　また議案に関わる「緩和型」の
事業では、現行の訪問サービスに
比べ報酬は８割。訪問介護指定業
者の約1000事業者で参入の意向を
示したのは38事業者です。
　西議員は「この報酬では事業者
の存廃に関わる」「現行どおりの
報酬にすべき」と批判しました。

　２月23日の本会議で日本共産党
議員団の林まさひと議員が「阪神
高速道路の値上げの料金改定」
「神戸市手数料条例の一部を改正
する条例」などについて反対討論
に立ちました。
　高速道路の料金改定は、阪神高
速道路株式会社が「阪神高速道路
の値上げの料金改定の同意」を求
めるものです。
　これは、まだ出来てもいない「大
阪湾岸道路西伸部」や「淀川左岸
線延伸」を整備するため、財源を
現在の利用者から取ろうというも
のです。高速道路料金は利用者が
払うという「償還主義」が高速道
路行政の大原則。この原則に反し

２路線の建設費を値上げによる増
収などでまかなおうとしています。
　一部の短距離区間では値下がり
もするが、既存の割引制度が廃止さ
れ金額が上がるところもあります。
　林議員は「とうてい市民の理解
を得られるものではない」「神戸
市は、こうした料金改定に同意す
べきではない」としました。

総合事業は現行相当の報酬で行うべき 道路の建設費を値上げで賄うな
西ただす議員が議案質疑

に実施する「総合事業」に移すというもので
す。
　先行実施している自治体では、認知症の方が
無理に介護サービスから卒業させられたり、利
用を断られたりするなど、適切な介護を受けら
れない事態が出ています。
　日本共産党議員団がおこなった、神戸市内の
介護事業所アンケート調査では、多くの事業者
が、介護の人材不足は報酬が少ないことが原因
と指摘し、報酬カットにつながる総合事業への
参入については消極的です。サービスの専門性
も確保できないとの声も。
　山本議員は、総合事業にあたっては、介護報酬
が８割など緩和型の基準は導入せず、現行相当の
報酬支給の事業として実施すべきと求めました。

◇
答弁：玉田副市長は「（緩和型を実施する事業
者が）十分確保できない場合は従来型のサービ
スを行う」と答弁しました。

３月13日（月）午前11時頃から
市議会本会議場にて森本真議員が総括質疑

市役所１号館25階で傍聴手続きをお願いします

傍聴にお越しください

質問する山本じゅんじ議員

大型開発偏重した予算やめよ
山本じゅんじ議員が代表質疑

質問する西ただす議員 反対討論する林まさひと議員

林まさひと議員が反対討論

ういう対策をいつまでにとるのか、目標を決め
て取り組むことが必要です。
　金沢議員は、早急に神戸の実態調査をして、

子どもの貧困化対策を講ずるべきと求めました。
◇

答弁：玉田副市長は「神戸市では平成25年にひ

とり親家庭の実態調査をおこなったが、子ども
の貧困全体の調査については今後の検討にした
い」と答弁しました。
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予算特別委員会審査から

ため、バスが主要な移動交通
手段となっています。西議員
は岐阜市交通市民会議の例を
あげながら、バスの路線や便
数は市民といっしょに考えな
がら決めるべきことだと提案
しました。
　また、市バスの運転手の勤
務と次の日の勤務の間が８時
間ほどしかない状況を指摘、
「市民に安全・安心の交通環境
を保障する上でも大きな問題

　内藤直樹自動車部長：ラッ
シュ時の減便は避けて、病院
への無料シャトルバスが出て
いる時間帯の減便なので、影
響を与えるような減便でな
い。
　西議員：無料シャトルバス
にはいったい何人流れている

か調査したのか。
　内藤部長：具体的に何人乗
っているかの情報は得ていな
い。
　西議員：調査もせず、住民
の声も聞かないで減便を押し
付けるのは、住民が納得しな
い。

質
疑
項
目

１．渦森台地域の便数減は撤回を
２．安心・安全な交通環境に責任を
　⃝勤務間インターバル制度の導入
　⃝管理委託先の市バス運転手の待遇改善

渦森台地域の
バス減便は撤回を

交通局審査で西議員

　３月１日に行われた予算特
別委員会交通局審査で、西た
だす議員が質疑にたちまし
た。
　交通局はこの４月から各地
域で市バス路線の便数を大幅
に減らす計画をしています。
東灘区の渦森台地域では黒字
路線まで減便するやり方に地
域の住民から撤回を求める陳
情が出されました。この地域
は高齢化率が高く坂道も多い 答弁ダイジェスト

大規模災害を見据えた
消防力の整備を

消防局審査で大かわら議員

　３月１日の神戸市議会予算
特別委員会・消防局審査で大
かわら鈴子議員が質疑しまし

た。
　災害から市民の命と財産を
守るためにも消防力の強化は

　菅原隆喜消防局長：国の基
準に従い、神戸市についても
整備指針を策定している。定
期的に見直しながらすすめて
いる。今後の取り組みで消防

署の適切な配置。消防車両の
整備更新、救急車の適正な配
置。人員車両の整備に引き続
き努力していきたい。

答弁ダイジェスト
質
疑
項
目

１．消防力の強化
２．女性消防団への配慮
３．航空機動隊ヘリポートの神戸空港島への移転
４．救急あんしんセンターの設置について
５．放火対策について
６．グリーフケア（悲嘆に暮れる人の支援）について

欠かせません。現在の基準を
最低ラインとし、消防署、消
防ポンプ車、人員増など早期
に達成できるよう計画的にす
すめるべきです。
　消防署の建替えでは、まだ
建替えができていない署もあ
ります。西神南地区は人口が

増加しており、新しい拠点が
必要と考えています。
　大かわら議員は「人員の充
足率も達していない」と指
摘。大規模災害を見据え計画
的な計画をつくり実行するよ
う強く求めました。

だ」として、国が勧めている勤
務間インターバル（仕事と仕

事の時間をなるべく空ける）
を取り入れるよう求めました。

新産業に偏った
助成やめよ

企画調整局審査で金沢議員

危機管理室審査で森本議員

　２月27日の神戸市議会予算
特別委員会・企画調整局審査
で金沢はるみ議員が質疑しま
した。
　神戸市は誘致企業に限定し
た市民税・事業所税減税をお
こなっています。来年度から
は、航空やITなど国が成長を
見込まれるとした「戦略的産

　２月28日の神戸市議会予算
特別委員会・危機管理室審査
で森本真議員が質疑しました。
阪神・淡路大震災が発生した
７年後「様々な災害への対
応」「地域防災計画」「安全で安
心なまちづくり」を目的に危
機管理室が創設されました。
　今回の予算案で久元市長は

「震災の残された課題に一定
の目途」と発言しています。
　被災者にとって「生活」
「住宅」「生業」の早期の再
建が欠かせません。森本議員
は「防災・減災だけではなく
被災者の生活再建が終わると
ころまで、関与するべき」と
求めました。

　森本議員：熊本地震では、
これまで考えられなった事象
も生じている。熊本地震での
救援・復興活動の教訓をどう
活かし取り組もうとしている
のか。
　後藤範三危機管理監：熊本
地震で明らかになった課題の
うち早急に対応すべき内容に
ついては、昨年９月の神戸市
防災会議で改定した。
　森本議員：４月に現地に行
った。震災発生から二週間た
っていたが、避難場所の学校
の教室には、ダンボールと毛

布しかなく貧弱で食事も粗
末。物資は近くまで来ている
にも関わらず避難所に届かな
い。再び神戸で地震が発生し
ても、このような問題は発生
しないと確約できるか。
　後藤危機管理監：物資の供
給業者とも協定を結んでい
る。かつてのような事にはし
ない構えで対応している。
　森本議員：地域防災に関わ
ることは危機管理室も責任を
持つべき。縦割りでは駄目。
危機管理室から施策を発信し
て欲しい。

業」に重点化されます（最大
９割減税）。神戸市が創設する
中小企業に就職する若者奨学
金返還助成も、国のスキーム
に併せて、ベンチャーや戦略
産業分野に限定されていま
す。
　金沢議員は、減税の効果も
検証せず「戦略的産業」に偏 　金沢議員：誘致企業への減

税要件に、雇用や地元企業と
の連携がある。雇用は正規雇
用を求めているのか、地元企
業との連携の具体例は。
　大石隆企業誘致部長：雇用
は企業経営の根幹であるた
め、正規か非正規化は求めて

いない。地元企業との連携に
ついても具体的に説明する状
況にない。
　金沢議員：実際の効果がわ
からないのに、これまで48億
円も支援している。正規雇用
すら求めない。

被災者の生活再建
最後までよりそいを

１．開発指導要綱の条例化について
２．�三宮再開発にともなう公共施設移転について
３．誘致企業に限定した減税について
４．奨学金返還資金創設について

質
疑
項
目

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

った支援を批判。これまで神
戸を支えてきた既存の中小企

業への支援こそふやすべきと
求めました。

１．�熊本地震での教訓を活かす取り組みについて
２．�危機管理室のあり方について
３．�集中豪雨で民地被害の事前防止策について

質
疑
項
目

３月13日（月）午前11時頃から市議会本会議場にて
森本真議員が総括質疑 市役所１号館25階で

傍聴手続きをお願いします

傍聴にお越しください
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　大前議員：
合区に伴う新
区名および新
庁舎の位置の
決定にあたっ
ては「地元住
民の意向を尊
重する」とい
う付帯決議が

あったうえで合区した。バス

予算特別委員会審査から

は三宮周辺を求めていまし
た。
　大前議員は「中央区役所の
移転はやめるべき」と求めま
した。
　赤田議員は「文化行政」と
「男女共同参画の推進」につ
いて質疑しました。

　３月３日の神戸市議会予算
特別委員会・市民参画推進局
審査で大前まさひろ・赤田か
つのり両議員が質疑しまし
た。神戸市は、三宮再整備で
バスターミナルが組みこまれ
た巨大商業ビルを建設するた
めに、中央区役所、勤労会館
を移転しようとしています。
中央区役所がおこなった区民
アンケート結果でも、移転先

　３月３日の神戸市議会予算
特別委員会・みなと総局審査
で味口としゆき議員が質疑し
ました。神戸市は国策にそっ
た施策で港湾・ウォーターフ
ロント・空港と、三宮再開発に
力を集中しています。一方、
ニュータウンでは高齢化がす

すみ、これへの対処が必要に
も関わらず、神戸市は会館の
地元管理や近隣センター縮小
などを行うとしています。
　自治機能が弱いニュータウ
ンでは、会館の整備などが問
題になっています。
　味口議員は「９区がバラン

　みなと総局：ニュータウン
の問題など地域の問題には地
元自治会と協議を実施。住民
説明会なども実施している。
会館の整備などは地域の意向
を確認、要望を聞いたうえです
すめていきたいと考えている。

　味口議員：国策に沿うこと
が神戸経済の発展につながる
のかを考えてほしい。神戸全
体を見る必要がある。ニュー
タウンの問題や近隣センター
の問題も当局にはしっかり取
り組んでもらいたい。

答弁ダイジェスト

ターミナルのために移転する
ということは「この付帯決議
に反する」のではないか。
　岸田泰幸局長：区民の意見
を十分聞きながらすすめてい
きたい。
　大前議員：地元住民の意向
を尊重し決めた区役所を、上
からの押し付けで移転をする
のは許されない。

答弁ダイジェスト

質
疑
項
目

１．国際戦略港湾の推進について
２．ウォーターフロント地区の再開発について
３．湾岸道路と消防航空機動隊移転について
４．�神戸空港の運営権売却（コンセッション）に
ついて

５．計画的開発団地のイノベーションについて

スよくやるには様々な問題が
でてきている」人口が減少す
るなか活力ある神戸をつくる

には「市民にあたたかい施
策」が必要としました。

質
疑
項
目

１．中央区役所について（大前議員）
２．葺合文化センターについて（大前議員）
３．文化行政について（赤田議員）
４．男女共同参画の推進について（赤田議員）

市民参画推進局審査で赤田・大前両議員

合意無視した
区役所移転やめよ

都心再開発より
地域の会館充実を

みなと総局審査で味口議員

阪神高速湾岸線は過大な投資
延伸事業は中止を

建設局審査で山本議員

こども家庭局審査で大前議員

　３月２日に予算特別委員会
建設局審査が行われ、山本じ
ゅんじ議員が質問にたちまし
た。
　神戸市は、阪神高速の渋滞
緩和のためとして、総額5000
億円かけて阪神高速湾岸線の
延伸事業を進めるとしていま
す。しかし効果は、17時に神
戸空港～大阪駅間で最大27分
と予測する程度。他の時間帯

　３月２日の神戸市議会予算
特別委員会・こども家庭局審
査で大前まさひろ議員が質疑
しました。

　神戸市は、平成31年までに
高学年を含む希望するすべて
の児童を受け入れることを掲
げ、計画的に質・量の確保に

　大前議員：この１年、過密
学童は解消されず10施設も増
えている。計画通り進んでい
ない。
　大下勝局長：面積基準を満
たすところから段階的に高学
年を受け入れているが、さら
にスピードアップが必要。小

学校にこだわらず、地域の会
館や公園などを活用したい。
　大前議員：公園となればプ
レハブなど仮の施設。これで
は安心して預けられない。４
年生の受け入れができていな
い施設は44施設ある。児童館
の整備が必要だ。

では10分程度の短縮か、短縮
効果すら得られない時間帯も
あります。山本議員は「わず
かな時間短縮効果だけで延伸
事業を行うのはあまりにも過
大な投資だ」として、延伸事
業の中止を求めました。
　また、熊本の震災で緊急輸
送路としての高速道路が壊れ
ました。国土交通省において
現在新たな知見が検討されて 　山本議員：阪神高速がアク

ションプランで１台あたりの
平均おくれ時間を出している
が、深江、魚崎あたりは８～
９分、摩耶出口は数分程度
だ。特に摩耶出口は交差点を
改良したことで流れが良くな
った。一般道路と組み合わせ
た工夫で改善できる。
　衣川湾岸道路本部長：抜本

的な対策になっていない。時
間の短縮は市民生活に大きく
貢献するので、湾岸の必要性
感じる。
　山本議員：推計では阪神高
速全体で交通量は84％に下が
っている。料金体系を変えた
ので、どう効果が現れるかな
ど、まずは総合判断をするべ
き。

過密学童保育の
解消を

１．阪神高速湾岸線延伸事業は中止を
２．開発指導要綱の条例化について
　⃝公園用地の確保
　⃝土砂災害等のおそれのある地区への対策
３．須磨多聞線は地元との対話を優先すべき
４．�下水道事業は公費負担の増額と繰入基準の見
直しを国に求めよ

質
疑
項
目

３月28日（火）午前11時頃から
今井まさこ議員が一般質問
市議会本会議場にて 市役所１号館25階で

傍聴手続きをお願いします

傍聴にお越しください

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

います。改定されれば設計変
更などで追加負担の可能性も
あり、新たな市民負担にもな

りかねません。山本議員は、知
見の方向性が出るまで判断を
待つべきだと追及しました。

１．子どもの貧困調査と対策について
２．子どもの医療費無料化について
３．待機児童解消について
４．保育士の処遇改善について
５．過密学童の解消について

質
疑
項
目

取り組むとしています。しか
し、施設基準を超える過密の
学童保育が多いため、高学年
の受け入れが計画通り進んで
いません。

　大前議員は、過密学童が
年々増えていると指摘（図参
照）。児童館の積極的な整備で
過密解消と速やかな高学年の
受け入れ実施を求めました。
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　久元市長：幹部職員が文章
をつくり、岡口副市長に相談
していたことは知らなかっ
た。報道があった日の午前中
に岡口副市長から報告を受け
た。
　森本議員：私たちのところ
に、いろんな行為を受けたと
いう文書も声も届いている。

　岡口副市長：当
該職員から私見に
もとづくものとし
て話を聞いたもの

で、報道にあるような補助金
などに言及するものではなか
った。特段の対応を必要とす
る状況に至らなかった。

予算特別委員会審査から

など総合的な対策が必要な場
合、市長も加わるコンプライ
アンス対策会議を開くことが
求められています。
　森本議員は「問題が２年も
前に明らかになっていながら
放置していたことになる」
「副市長の政治的責任、久元
市長の指導監督責任が問われ
ている」と指摘。「なぜ開催
しなかったのか」と追求しま
した。

　神戸市議会予算特別委員会
の総括質疑が３月13日に開か
れ、森本真議員が質疑しまし
た。
　ポートアイランドにある特
定の地域団体への過大な補助
金。特定団体のトップを「中
央区長特別顧問」として委
嘱。恫喝事件などが新聞報道
されました。
　神戸市のコンプライアンス
条例では、重大な損害を与え
るおそれがある不当要求行為

　３月７日の神戸市議会予算
特別委員会・教育委員会審査
で今井まさこ議員が質疑しま

した。神戸市は「学校園のあ
り方懇話会報告」に基づき、
小学校で11学級以下となる、

　今井議員：神戸市全体は出
生数を現状維持する目標を掲
げているのに、教育委員会は
子ども減少を基準にしている
のは矛盾があるのではないか。
　岡本光太郎担当部長：人口
だけでなく、クラス替えなど
学校運営ができないなどある

ところなど、個々のケースで
統合している。
　今井議員：一度学校をつぶ
すと、用地確保など建設する
のが難しくなる。須磨区の大
地小学校では30教室の半分が
仮設校舎になっている。安易
な統廃合は中止すべきだ。

答弁ダイジェスト

助成金の額の問題ではない。
いかに職員や教職員に不当要
求行為を行ってきたかという
ことが問題の本質。
　岡口副市長：不当要求行為
があったとの報告は受けてい
ない。もしそのようなことが
あれば、制度に則り毅然と対
応していく。

質
疑
項
目

１．子どもの貧困調査と対策について
２．小学校給食費の値上げについて
３．就学援助について
４．高校生奨学金について
５．小中学校の統廃合について

中学校で８学級以下となる学
校の統廃合をすすめていま
す。一方で、統廃合をおこな
った中央区のこうべ小学校
や、須磨区のだいち小学校で
は仮設のプレハブ校舎ができ
るなど過密学校となっていま

す。
　今井議員は、安易な統廃合
で詰め込み学校をつくるので
はなく、児童数が減少するな
ら35人や30人など少人数学級
を導入してゆとりある学校づ
くりを求めました。

不当要求には毅然と対応を
森
本
議
員
が
総
括
質
疑

教育委員会審査で今井議員

過密を生む
学校統廃合やめよ

答弁
ダイジ
ェスト

ポートアイランド関連団体・神戸市政介入問題

介護予防・日常生活支援総合事業

報酬単価は現行相当で
保健福祉局審査で松本議員

観光経済局審査で大かわら議員

　３月６日の神戸市議会予算
特別委員会・観光経済局審査
で大かわら鈴子議員が質疑し
ました。神戸市は新産業や企
業誘致を重点施策として掲げ
すすめています。これらは国
の成長戦略に従ったものです。

　田中恵子経済部長：企業誘
致として本社機能の移転など
に神戸市も力を入れている。
機能移転による税収増、雇用
増など、一定の効果が認めら
れると考えている。地域内で
経済が循環することが、大変
重要なことだとも考えている。

　大かわら議員：神戸都市計
画区域マスタープランでの製
造出荷額、商品販売額などの
計画内容と現状を把握してい
るのか。実際の額は計画より
大幅に下降している。国の成
長戦略に従っても、神戸経済
の活性化が見えてこない。

　田中恵子経済部長：神
戸都市計画区域マスター
プランでの値は、サブプ
ライムローン問題など世
界で発生した危機、景気
後退要素は考慮されてい
ない。あくまで理論値。
推計値である。
　大かわら議員：現実を
しっかり見てもらいた
い。支援すべきところが
違うのではないか。今、
必要なのは既存中小企業
への支援ではないか。

　３月６日に予算特別委員会
保健福祉局審査が行われ、松
本のり子議員が質疑しました。
　神戸市では、４月１日から
「要支援１、２」の方の訪問
介護と通所介護を介護保険給
付の対象から外し、「総合事
業」へ移行する制度が始まり
ます。総合事業の生活支援サ
ービスでは報酬単価が現行の
８割と低くなるため、申請す
る事業所は少なく、580事業
所中、わずか47事業所（３月

５日時点）です。松本議員は
「新たに無資格のヘルパーを
雇えないため、今のヘルパー
で対応すれば事業所の存続が
できなくなる」など、議員団
が行ったアンケートに書かれ
ていた声などを紹介、報酬単
価を現行相当で行うよう迫り
ました。
　特別養護老人ホームの増設
については、H29、H30で市
内800床整備する予定ですが、
多床室も求めました。

　松本議員：本会議で副市長
はヘルパーを確保できない場
合は現行相当で行うと答え
た。総合事業の破綻を認めた
ということだ。

　三木孝保健福祉局長：要介
護認定を受けている方は１年
間で順次移行していく。大半
が掃除や買い物代行で、研修
を受講すれば誰でもでき、新

たな担い手を確保するためも
ある。
　松本議員：議員団の行った
アンケート調査に103事業所
から返答があった。新たに人
は雇えないが、要支援の方を
見捨てるわけにはいかないの
で、今いるヘルパーで対応し

なければならない。どう存続
していけばいいのか、という
意見が大半だ。現状でさえ経
営は厳しい。８割をやめて現
行相当で行うべきだ。
　三木孝保健福祉局長：特別
養護老人ホームの増設では、
多床室もつくっていきたい。

　大かわら議員は「地域が潤
うためには、経済が域内で循
環することが必要」とし、地
域産業の企業の経済活動によ
って得た利益が、再び地域内
で「還元される仕組み」をつ
くることが重要としました。

地域循環型の
経済対策を

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

１．地域経済の活性化を
２．中小企業振興条例の制定を
３．中小企業融資の県市協調実施について
４．�イオン開業による商店街への影響対策について
５．川崎重工業の船舶事業継続を

質
疑
項
目

１．介護保険制度について
２．特別養護老人ホームの増設を
３．�先端医療センターとアイセンターは市民
病院機構に組み込むな

４．国民健康保険料の引き下げを（要望のみ）
５．老人医療費の改悪について

質
疑
項
目
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財源の中で利用者の自己負担
を求めるべき」とした提言を
持ち出しました。しかし、提
言は久元市長が中心になって
取りまとめた自作自演の提言
です。

性化や都市基盤の整備で、税
収を生み出すとして大型開発
の復活を宣言。湾岸道路の延
伸、戦略港湾の整備、神戸空
港の民営化など陸海空の大型
プロジェクトを推進し、その
結節点である都心・三宮で
は、巨大再開発を押しすすめ
ています。
　過去に矢田市長は「神戸空
港や医療産業で市民所得の10
％アップをめざす」政策をか
かげました。しかし、実現ど
ころか、雇用者報酬を中心に
市民所得は減少し、数千億円

という大型開発の借金だけが
残されました。
　森本議員は、大型開発で潤
うのは一部のゼネコン大企業
だけで、そのおこぼれに頼る
のはトリクルダウンそのもの
と批判。過去の開発の反省な
しに、繰り返すことは許され
ないと質しました。
　久元市長は「大企業や富裕
層のための政策ではない。神
戸空港は、生活保護を受けて
いる方が使うのは難しいが、
市民は恩恵を受けている」な
どと答弁しました。
　森本議員は、無駄な大型開
発など予算の2.5％を削減す
れば、子どもの医療費無料化
など市民が願う施策が直ちに
実現できると、予算組み替え
動議を提出しました。

　森本議員は「選挙公報どお
り、子どもの医療費をゼロに
すべきだ」と求めました。
　久元市長は「選挙公報は、
字数の制限がある。選挙の時
に配った公約集には『段階的
に拡充』と書いている」と答
弁しました。

　森本議員は「まったくの市
民だましだ」と批判。日本共
産党議員団は、新社会党と無
所属議員との共同で、子ども
の医療費無料化を実施するた
めの条例修正案を委員会に提
出しました。

　久元喜造神戸市長は、４年
前の市長選で「こどもの医療
費を速やかにゼロにします
（選挙公報）」と公約し当選
しました。しかし任期中、一
度も無料化を提案せず、最終
年となる今年の予算編成では
「一部負担を残す方式が一番
ふさわしい」と公約放棄を宣
言しました。
　久元市長は、記者会見で公
約破棄の理由を「市長になっ
て初めてわかることもある」
「公約を100％実現する候補
者はいない」などと、市民と
の約束放棄を合理化しまし
た。
　さらに、2015年11月の政令
指定都市市長会が「限られた

　また、森本議員は、久元市
長の経済政策の問題点につい
ても質問。市長は、都心の活

　神戸市議会予算特別委員会の総括質疑が３月
13日に開かれ、日本共産党の森本真議員が質疑
しました。

久元市長の
「公約違反」を追及

子どもの医療費無料化へ
条例修正案を提案

大型開発ではなく
暮らし優先の予算に転換を

森
本
議
員
が
総
括
質
疑

１．不明朗補助金・市政介入問題
２．市長公約について
３．神戸経済の活性化について
４．三宮再整備について

質
疑
項
目

（市政介入問題はNo.195をごらん下さい）

水道局審査で西議員

住宅都市局審査で朝倉議員

　３月８日の神戸市議会予算
特別委員会・住宅都市局審査
で朝倉えつ子議員が質疑しま

　朝倉議員：中央区役所、図
書館など公的な施設は市民の
財産。市民に知らせず移転先
も決めずに潰そうとしてい
る。誰のための再開発なのか
理解できない。三宮一極集中
の再整備をすすめることが、
本当に適当なのか。
　岩橋哲哉局長：都心三宮の

再整備は、神戸の活力を発揮
するために必要。地域の皆さ
んの意見も聞きながら一緒に
検討していきたい。
　朝倉議員：桜の宮市住建替
えは、民間任せのPF I ではす
すまない。住民の状況を把
握、直接声を聴きすすめるべ
き。

　３月７日に行われた予算特
別委員会水道局審査で西ただ
す議員が質疑しました。
　神戸市では現在、水道局や
その外郭団体が行っていた業
務の民間委託が進められてい
ます。
　昨年は、市内の西部地域の
水道メーター検針業務と滞納
者への対応業務が、第一環境
と官工事業協同組合に落札さ

れました。さらに、現在中部
・東部地域の業務も公募をさ
れています。
　第一環境は、岡山市水道局
の検針業務で検針ミスを隠ぺ
いするため、個人宅に入り庭
の散水栓から水を流し、間違
っていたところまで使用量を
調整していたことが発覚して
いました。 西議員は、「現
在、第一環境は、岡山市から

　西議員：受託するところが
変われば、そこで働いていた
人は首を切られる。人が変わ
ることで個人情報漏洩の問題
もある。
　水口和彦水道局長：受託者
が変わっても引き続き同じ人
が継続して働いている。労働

関連法があるので、法令遵守
を注視している。
　西議員：同じ人が継続して
働いていても、契約が変わる
度に給料も下がっている。辞
めるのも地獄、続けるのも地
獄という状況で、大きな問題
だ。

した。
　神戸市は、三宮からウォー
ターフロントへの「回遊性を

高め、賑わいをつくる」とし
て、都心三宮再整備では、市
役所２、３号館まで高層化
し、そこにも商業施設を入れ
ようとしています。
　朝倉議員は「桜の宮住宅」

や「山の街住宅」では、市営
住宅の戸数を削減し公的施設
を減らした結果、住みにくく
なっている。これでは格差が
広がるばかりと批判しまし
た。

住民の願いに沿った
まちづくりを

水道局の
公共性を守る

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

１．三宮再整備について
　⃝庁舎２号館の建替え
　⃝中長距離バスターミナル
２．市営住宅マネジメントについて
３．借上住宅について
４．桜の宮住宅について
５．山の街住宅について
６．地域公共交通網計画について

質
疑
項
目

１．水道事業の公共性を守る
　⃝検針事業などの民間委託路線は見直しを
　⃝�入札参加者である第一環境の不正行為に
対する市の対応

　⃝上ヶ原浄水場の再整備について
２．マイクロ小水力発電について

質
疑
項
目

指名停止処分を受けており、
その会社が今回の入札に参加

することはおかしい」と迫り
ました。
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いて、久元市長や岡口副市長
らが「不当要求は一切なかっ
た」というこれまでの発言は
事実と異なるもので「不当要
求」を認めるべきだと指摘し
ました。
　また今井議員は、中央区の
幹部職員から岡口副市長が港
島をめぐる区政運営にかかわ
る文書を受け取りながら、２
年間対応してこなかったこと
を批判。徹底した再調査を求
めました。

　今井まさこ議員は、中央区
港島での補助金問題や不当要
求行為が、連日報道されてい
る問題について質問しまし
た。
　３月22日の総務財政委員会
や文教こども委員会の審査で
は、中央区港島では教育委員
会において不当要求行為があ
り、その対応として地域団体
の方を出入り禁止とした事実
が明らかになりました。
　今井議員は、一般質問にお

　３月28日に神戸市議会本会議が開かれ、日本共産
党の今井まさこ議員が一般質問にたち、港島関連団
体問題や市長選挙公約などについて久元市長の政治
姿勢を質しました。

市長は不当要求から
職員・市民を守る
立場に立つべき

市長の選挙公約は
誰からも信用されない

今
井
議
員
が
一
般
質
問

ビラは医療費ゼロになっているが、
私の考えは段階的だ久元市長

１．港島関連団体問題
２．�子どもの医療費についての
選挙公約

３．保育所待機児童
４．特別支援学校
５．就学援助

質
疑
項
目

　今井議員：岡口
副市長は、中央区
の幹部職員から、

港島をめぐる区政運営にかか
わる問題行為が書かれた文書
を受け取ったとされたが、市
長にはどう報告したのか。
　岡口副市長：新聞報道の翌
日、文書を持参し、それを見
てもらいながら報告した。
　今井議員：その文書には不

　久元市長：（総
括質疑で触れたパ
ンフレットは）選

挙期間中は配布できないのは
事実だ。しかし、様々な手法
で「段階的な無料化」を主張
してきた。
　今井議員：法定ビラや個人
ビラなど３種のビラを配布さ
れている。どこにも段階的と
書かれていない「医療費をゼ
ロにする」が、選挙公約では
ないのか。
　久元市長：ビラはそうなっ
ているが、私は「段階的かつ
速やかに」という考え方で有
権者に訴えてきた。
　今井議員：有権者は選挙公

当要求行為にあたる内容はな
かったのか？
　久元市長：中央区の幹部職
員が書いたメモの提示があ
り、ざっとみたが副市長に返
却した。
　今井議員：区の幹部職員が
副市長に報告するのはよっぽ
どのことである。区役所の職
員の思いを受け止めて、再調
査をすべきだ。

報やビラを見て投票した。今
後、市長が出されたものは誰
からも信用されないことを指
摘する。

◇
　このほか今井議員は、認可
保育所を増やしての待機児童
解消、垂水区での特別支援学
校の存続、就学援助入学準備
金の前倒し支給などを求めま
した。答弁に立った雪村教育
長らは「垂水区の跡地での支
援学校は考えていない」「入
学前支給には慎重にならざる
を得ないが、実施都市も参考
にしながら検討は始める」な
どと答弁しました。

答弁
ダイジ
ェスト

答弁
ダイジ
ェスト

　今井議員は、子どもの医療
費の無料化に関わる市長公約
についても質問しました。
　市長は、３月13日の総括質
疑では、選挙公報では「速や
かに医療費をゼロにします」
と記載したが、字数に制約が
あり、パンフレットに「段階的

な助成の拡充」としていると、
公約放棄を合理化しました。
　今井議員は、選挙公報は字
数に制約はなく、21ページに
わたるパンフレットは選挙期
間中に配布できず詭弁だと指
摘。市民との約束を守り医療
費無料化の実施を求めました。

　３月14日に開かれた神戸市
議会予算特別委員会で日本共
産党議員団の大かわら鈴子議
員が予算に対する意見表明を
おこないました。意見表明で
は、2017年度神戸市一般会計
予算等の議案に対して以下の

　日本共産党神戸市会議員団
は、３月27日に開催された神
戸市議会で、久元喜造市長が
提案する神戸市一般会計予算
案に対する組み替え動議を提
出。西ただす議員が提案説明
を行いました。
　市長提案の予算案は、選挙
公約である中学卒業までの子
どもの医療費無料化の実施を
放棄。その一方、阪神・淡路
大震災の復興課題にめどがつ
いたとして、三宮再開発な
ど、これまで手をつけられな
かった様々な大型プロジェク
トに取り組む予算となってい
ます。
　西議員は、大型開発による
「都市基盤の整備」を進めれ
ば、神戸の好循環につながる

理由を付して反対意見を表明
しました。
　大かわら議員は、日本共産
党議員団が提案した子どもの
医療費無料化のための条例修
正案と一般会計予算の組み替
え動議の採択を求めました。

とした、久元市長の考えはあ
やまっていると批判。市民の
暮らしと福祉を守り、神戸経
済を真に発展させるための予
算の組み替えを求めました。

◇
　子育て支援策の充実では、
中学校卒業までの医
療費無料化。全行政
区で認可保育所の整
備。小学校全学年で
35人学級の実施。小
学校給食は公費負担
で充実し、就学援助
は入学準備費の支給
を入学前に前倒しし
ます。

◇
　医療・介護・福祉
の充実では、国民健

康保険料の１人１万円引き下
げ・介護保険料の5000円引き
下げを実施。特別養護老人ホ
ームの建設。敬老祝い金の支
給は復活し、敬老パスの無料
化復活や神戸電鉄粟生線など
鉄軌道路線へ対象を広げま
す。

◇
　地域経済の活性化につなが
る経済政策では、中小企業振
興条例を制定し、住宅・店舗
リフォーム助成制度を創設。
ブラック企業・ブラックバイ

ト規制の条例化や、従業員の
賃金アップや正規化をすすめ
る小規模事業者に交付金を創
設します。

◇
　財源は、大型開発偏重予算
の削減でねん出。公共投資も
大型開発から保育所など地域
密着に見直します。市債発行
額も圧縮され、将来への負担
軽減もはかれます。これらは、
予算案のわずか2.5％を組み
替えることで実現できます。

公約違反の予算に反対

くらし応援へ
予算の抜本組み替えを

一般会計予算案に反対する主な理由
１．�市長が選挙で市民に約束した「公約」を放棄する予
算になっていること

２．�官僚的トップダウンで市民の意見を聞かない姿勢が
現われた予算になっていること

３．�神戸の良さや特性が生かされていない。大型開発で
潤う大企業からの利益のみを期待する手法になって
いること

４．�人口減少を口実に地域課題の解決に逆行した街づく
りを進めていること

５．�神戸経済の主役である既存中小企業対策の支援では
なく、企業誘致と新産業支援に特化した予算になっ
ていること

６．�市民のくらし・福祉を充実させる予算となっていな
いこと

予算に対する
意見表明
大かわら議員

予算組み替え
提案説明
西議員
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が、矢田立郎前市長が「大規
模投資は抑制し、市民生活に
身近な投資を優先する」「六
甲アイランド南は凍結する」
という選挙公約をかかげ１期
目の市長選挙で当選。その後
の議会でも市政でも基本姿勢
となっています。
　味口議員は、矢田前市長の
「大規模投資は抑制し…」と
する発言を紹介し、矢田前市
政が大規模投資を抑制したか
は議論が分かれるが、久元市
長が「継承するとした」矢田
市政の重点公約である六甲ア
イランド南の凍結を解除する
ことは、市民生活に身近な投
資よりも大規模投資を優先す
ることに他ならないと批判し
ました。

ている各局の補助金や指定管
理料等を把握・管理・指導で
きる状況になく、市として情
報公開に対応できない」「民
生委員の指導・監督権限を持
つ『中央区長特別顧問』の職
を設け、これを委嘱している
が、法的根拠はなく、違法の
可能性も高い」など、報道で
明らかになって是正された内
容が記載されていました。
　味口議員は、幹部職員から
副市長に対応を求める文書を
２年も隠ぺい放置してきた責
任は重いと追及。久元市長の
「副市長はその時適切に対応
した」とする姿勢を批判しま
した。

　味口としゆき議員は、神戸
港開港150年の式典で突如発
表された「神戸港将来構想」
について質問しました。
　「構想」の重点プロジェク
トの一つは、六甲アイランド
南の産業廃棄物埋め立て地で
あるフェニックスの新たな人
工島計画です。そこに、まだ
出来てもいない大阪湾岸道路
を延伸させ、巨大なコンテナ
ターミナルを整備する「ロジス
ティクスパーク構想」です。
　市民からは「なぜ新たな島
をつくるのか」「不要不急の人
工島ではなく、市民のくらし
を直接応援する施策を」とい
う意見があがっています。
　六甲アイランド南の人工島
計画は震災前からありました

　味口議員は、港島の地域団
体の問題について質問しまし
た。
　今年３月神戸新聞の報道
で、港島の地域団体が、地元
会館や学校運営に不当に介入
し、補助金を極端に多くうけ
とっていることが発覚。
　この報道の２年前に、中央
区の幹部職員が岡口副市長に
報告・対応を求めていました
が、副市長は是正の措置をと
りませんでした。
　日本共産党神戸市議団は、
幹部職員が副市長に提出した
「港島自連協にかかわる現状
について」と題する文書を、
独自に入手。文書には「港島
ふれあいセンター等に支出し

　６月26日の神戸市議会・本会議で、日本共産党神
戸市会議員団の味口としゆき、大前まさひろ議員が
一般質問をおこない、久元喜造市長の政治姿勢を質
しました。

市の基本姿勢を放棄する

巨大人工島構想は中止を
味
口
議
員
が
一
般
質
問

職員の訴え隠ぺいする副市長港島関連
団体問題

１．神戸港将来構想
⃝�六甲アイランド南
　人工島埋め立て計画について
⃝�神港突堤西地区
　高層商業ビル建設について
２．三宮一極集中の再開発
３．港島関連団体問題

質
疑
項
目

　味口議員：矢田
前市長の公約を変
える方向をうちだ

すのは、大規模投資を優先す
るということか。
　久元市長：「凍結」は選挙
公約というが、大事なのは市
会でどのような議論があり、
どう答弁したかだ。

　味口議員：岡口
副市長は、（区の
幹部職員が報告し

た２週間後）対応を求める文
書が出されているが、市長は
知っていたのか。
　久元市長：（区の幹部職員
が報告した２週間後の文書
は）副市長から見せられた記
憶はない。

　味口議員：紹介した発言は
議会答弁である。こどもの医
療費ゼロという自らの公約を
反故にし、今度は、前市長の
公約まで「選挙公約がどうだ
ったかは問題ではない」と言
って放棄するのは二重に許さ
れない。

　味口議員：不当要求への対
応を求める文書を、報道があ
っても市長に見せない。これ
で適切に対応されたと言える
のか。市長は風通しが悪い体
質があったというが、それは
市長や副市長のところにあ
る。いくら内部通報の制度を
触っても解決しない。

答弁
ダイジ
ェスト

答弁
ダイジ
ェスト

問題なかったと
かばう市長でいいのか

　３月27日に開かれた神戸市
議会本会議で、日本共産党の

松本のり子議員が2017年
度神戸市一般会計予算等
の議案に反対し予算編成
替えを求める討論を行い
ました。

◇
　松本議員は議案に反対
する理由として、市長が

選挙で市民に約束をした「公
約」を守らず、トップダウン

で大型開発をすすめているこ
とを指摘。特定の団体・個人
に特権を与える歪んだ市政運
営を放置せず、市民の立場で
の予算にすべきとしました。
　松本議員は、三会派が提案
した「こどもの医療費を無料
化にする条例修正案」への賛
同を求めました。また、日本
共産党神戸市会議員団が提案

した予算の編成替えは、大企
業・外資系企業など誘致企業
への行き過ぎた支援の経費を
削減、市民サービスの削減な
どでため込んだ財政調整基金
を活用し、暮らし・福祉・教
育・中小企業支援と市民の願
いに応えるものとして採択を
求めました。

久元市長は市民との約束
「公約」を守れ

予算反対討論

松本議員

　３月27日に開かれた神
戸市議会本会議で、日本
共産党の朝倉えつ子議員
が兵庫労連から提出され
た「最低賃金の改善と中
小企業支援の拡充を求め
る意見書」の請願の採択
を求めて討論しました。

◇
　2016年に最低賃金が改定さ
れましたが、兵庫県の最低賃
金は819円、全国平均を下回
っています。
　消費税や原材料費や日用品
費の高騰に対して、小規模事
業者ほど価格転嫁できておら
ず、大企業と中小企業の格差

是正は切迫した課題です。
　大企業による下請け企業の
代金の買いたたきや支払い遅
延をなくすため、請願では、中
小企業憲章をふまえ、中小企
業基本法、独占禁止法など、法
律改正を国に求めています。
　朝倉議員は、速やかな最低
賃金のアップを求めました。

全国一律で最低賃金
時給1000円以上へ

請願採択求め
討論
朝倉議員

請願番号 件　　名 自民 共産 公明 民進こうベ 日本維新 民進 新社会 志民 岡島議員 浦上議員 松木（し）議員

請願第15号 最低賃金の改善と中小企業支援の拡充等を要請す
る意見書提出を求める請願 × ○ × × × × ○ × × ○ ×

　３月27日に開かれた神戸市
議会本会議で、日本共産党の
赤田かつのり議員が「神戸市
乳幼児等医療費の助成に関す
る条例等の一部を改正する条
例の件に対する修正案」の提
案説明を行いました。

◇
　こどもの医療費無料化は全

国的な流れです。兵庫県下で
もこの４月に１町増え、41市
町のうち、35市町に広がりま
す。市民からも市議会に何度
も請願、陳情が提出されてい
ます。
　赤田議員は、そもそも中学
卒業までの医療費無料化は、
神戸市長選での久元市長が

「速やかにゼロにしま
す」と公約したこと。こ
の定例会がタイムリミッ
トで、本来なら市長の責
任で条例を改正し実施に
踏み切るべきものとし
て、提案理由を説明しま
した。

こどもの医療費無料化は
全国的な流れ

提案議員を
代表して
提案説明
赤田議員

請願番号 件　　名 自民 共産 公明 民進こうベ 日本維新 民進 新社会 志民 岡島議員 浦上議員 松木（し）議員

第25号議案 神戸市乳幼児等医療費の助成に関する条例等の一
部を改正する条例の件に対する修正案 × ○ × × ○ × ○ ○ × ○ ×
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　回答者の性別は、男性が47％、女性が48％、
不明が５%となっています。

　「悪くなった・やや悪くなった」をあわせると
49％と「良くなった・多少良くなった」を足した
10％を大きく上まわり、多くの方が悪くなったと
感じています。

　「地域課題の解決を優先して取り組んでほしい」が77％で「三宮
駅前開発を優先ですすめてほしい」の23％を大きく上回りました。多
くの方が地域課題の解決を優先にすすめてほしいと考えています。

　年代構成は、59歳以下が30.39％で60歳以上が69.44％となっています。
また20～30代の若い世代の方から100人以上の回答をいただきました。

　職業については、高齢者からの返信が多いことを反映してか「年金生
活」が38.99％となっています。また現役で働いておられる方（自営業
含む）からも34.55％回答をいただきました。

　日本共産党神戸市会議員団は３月から
「市民アンケート」に取り組みました。
これまでに約4,200人の方から回答が寄
せられています。６月までの段階での中
間結果をまとめました。4200人からの回答をいただきました

回答者の
性別、年代別、職業など

市民アンケートを実施

安倍内閣および久元市政のもとで、
あなたの暮らし向きは以前と比べて
どうですか？

皆さんのお住まいでも解決してほしい地域課題が山積
しているなか、久元市長は三宮駅前再開発を最優先で
すすめていますが、どう考えますか？

2017年度 所属常任委員会・特別委員会等
常任委員会 委員名 特別委員会 委員名
総務財政 ○森本　　　真 林　まさひと 外郭団体等 △大前まさひろ、今井まさこ、赤田かつのり
文教こども 　味口としゆき 山本じゅんじ 大都市税財政 △朝倉えつ子、山本じゅんじ、大かわら鈴子
福祉環境 ◎赤田かつのり 金沢　はるみ 未来都市創造 △味口としゆき、西ただす、森本真
企業建設 　朝倉　えつ子 西　　ただす
経済港湾 　大前まさひろ 大かわら鈴子 阪神水道企業団議会議員 △赤田かつのり、山本じゅんじ
都市防災 　今井　まさこ 松本　のり子 農業委員会委員 林まさひと
市会運営（議運）△赤田かつのり 西　　ただす ◎委員長、○副委員長、△理事

団　　長　森本　　　真
幹 事 長　赤田かつのり
総務会長　大かわら鈴子
政調会長　西　　ただす

議員団 新役員

　就学援助の新入学児童生徒
学用品費は、現在１年生の７
月に支給されています。入学
前に前倒しを求める声が多
く、日本共産党神戸市議団も
議会で質問をしてきました。
　神戸市は、6月19日の文教

こども委員会で、支給時期を
入学前の３月へ前倒しすると
発表。保護者の運動と議員団
の議会論戦が実を結びまし
た。新日本婦人の会が3月に
提出した前倒し支給を求める
請願は、委員会で継続審査に

なっていましたが、自民、公
明、民主、維新などが「支給
時期を見直したから」と請願
の不採択を主張しました。
　日本共産党の赤田かつのり
議員は、6月23日の本会議で

討論に立ち、前倒し支給の実
現は、粘り強く行われてきた
市民による運動の反映であ
り、請願は当然採択すべきと
求めました。

保護者の運動と
共産党の議会論戦が実る

赤田議員が請願討論

　大前まさひろ議員は、小学
校給食の民営化について質問
しました。
　神戸市は、６月19日に小学
校の給食調理を民営化すると
突然に発表。民営化は140校
中40校程度を予定し、来年４
月から、東灘、魚崎、高羽、
だいち、伊川谷、井吹の丘の
６小学校ではじめるとしてい
ます。

　大前議員は、久元市長が選
挙公約に掲げた「待機児童を
ゼロに」とした保育所問題を
質問しました。
　久元市長は、当初「2014年度
中に待機児童の解消をめざす」
としていました。2014年４月に
は、預けたくても預けられない
児童数は882人でしたが、2017
年４月には952人になりまし
た。久元市長になってから３
年、待機児童は解消どころか
増え続け、久元市長は「平成30
年４月の解消を目指したい」
と任期中の実現をあきらめ、

選挙公約を放棄しています。
　保護者からは「預けられそ
うなところを選んで引っ越し
たのに、預けられないなんて
あんまりだ」との声も上がっ
ています。
　大前議員は、神戸市が2014
年度に定めた「子ども子育て
支援事業計画」にもとづき、長
田、北、須磨、垂水、西区な
ど半数以上の行政区で保育所
の新設を抑制したことが問題
で市長の責任が重いと指摘。
すべての行政区で認可保育所
を増設することを求めました。

　学校給食は重要な学校教育
の一環です。民営化すれば、
その役割を神戸市が投げ出す
ことになります。
　大前議員は、自校調理で民
営化したところでは異物混入
や調理不備などが多数起きて
いる。子どもたちに安全安心
の給食を届けるためにも民間
委託はきっぱりと中止し、直
営を維持すべきと求めました。

子どもの安全安心脅かす
民営化やめよ

小学校給食民営化 大
前
議
員
が
一
般
質
問

　大前議員：教育
長は、全国的に民
営化され安全性が

実証されているとするが、で
はなぜ中学校給食で、民間業
者の衛生管理違反で給食がス
トップしたのか。問題が起こ
った全国事例を調査したのか。
　雪村教育長：大きな事故に

ついては聞いていない。一層
の安全確保を行いたい。
　大前議員：名古屋市では、
民営化した途端に異物混入が
増えた。浜松市では、新学期
に調理員が確保できず給食が
止まっている。これで安全安
心な給食が保たれていると言
えるのか。

答弁
ダイジ
ェスト

　大前議員：２年
間５行政区で、認
可保育所を新設し

なかった計画が誤りだったと
認めるべきだ。
　玉田副市長：利用希望者数

の実績が計画より増えている
ことから、年内に計画の見直
しを行う。
　大前議員：整備を全く行わ
ないという計画が、待機児童
を増加させた原因だ。

答弁
ダイジ
ェスト

１．中央区役所の移転
２．元町高架通
３．待機児童の解消
４．小学校給食の民営化

質
疑
項
目

認可保育所増設いそげ

入学準備金の
３月支給が実現

就
学
援
助

請願への各党・議員の態度（６月議会で結論が出たもの）
件　　名 共産 自民 公明 民進こうベ 日本維新 民進 新社会 志民 岡島議員 浦上議員 松本（し）議員

裁判を撤回し、希望者全員の借上住宅継続入居を求める請願 〇 ■ ■ ■ － ■ － － － － －
就学援助の入学準備金の３月支給を求める請願 〇 × × × × × 〇 × × 〇 ×
「神戸市不明朗補助金問題」の再調査を求める請願 〇 × × × 〇 〇 × 〇 × 〇 ×
〇：採択を主張　　×：不採択を主張　　■：継続審査を申し出ない（審議未了廃案に同意）

待機児ゼロ公約まで放棄久元市長
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2017年９月３日（日）No.200

　神戸市議会外郭団体に関する特別委員会が８月７日から始まり、日本共産党神戸市会議員団の赤田かつのり、
今井まさこ、大前まさひろ議員が外郭団体の運営状況などについて質問しました。

外郭団体特別委員会審査から①

（２面につづく）

　� �大前まさひろ議員

公益財団法人 神戸市民文化振興財団

利便性を考えた
区民センターを

市民参画推進局８月７日

建 設 局８月７日

　� �大前まさひろ議員

公益財団法人 神戸いきいき勤労財団

最賃以外の賃金アップへ

　� �赤田かつのり議員

神戸市道路公社

六甲有料道路は生活道路
市民の声を聞いて

　� �今井まさこ議員

公益財団法人 神戸市公園緑化協会

国営明石海峡公園・
あいな里山公園は

国が管理運営するのが当然

　公益財団法人神戸いきいき勤労財団の審査
では、日本共産党の大前議員が、シルバー人
材センターの最低賃金について質問しまし
た。
　2017年10月から最低賃金が上がります。昨
年の10月は25円上昇して819円になりました。
　大前議員は「毎年、最低賃金が問題になっ
ている」として最賃以上へ賃金アップと高齢
者が作業している職場環境について「休憩が
なかなかとれない」などの声を聞くとして、
十分な熱中症対策をするように求めました。

◆
答弁：矢野正人常務理事兼事務局長らは「シ
ルバー人材センターの受注単価は、仕事の難
易度、会員の能力などを考慮し民間事業者を
圧迫しないように受注単価を決めている」と

したうえで「平成29年度はまだ決まっていな
いが、同等程度の値上げをすると聞いてい
る」としました。熱中症対策については「支
障があれば発注者に申し伝え安全対策に十分
努めていきたい」と答弁しました。

　公益財団法人神戸市民文化振興財団の審査
では、日本共産党の大前議員が、葺合文化セ
ンターのあり方について質問しました。
　大前議員は、区民から「暫定移転で気軽に

立ち寄れなくなった」などの声を聞くとして
改善を求めました。

◆
答弁：伊藤正事務局長らは「平成28年度上半
期について葺合文化センターのホールが耐震
改修のため半年ほど使えなかった」として
「地域連携授業数が例年にくらべ減ってい
る」と答え、集客を増やす努力をしていきた
いとしました。

　神戸市道路公社の審査では、日本共産党の
赤田議員が、六甲３路線改築事業について質
問しました。
　赤田議員は、渋滞個所の４車線化の工事の
進み具合と改築事業をすることで料金徴収期
間が2027年11月27日までだった予定が、2031
年７月２日と３年間以上も延長されるのか見
解を求めました。

◆
答弁：尾園克憲道路管理部長らは「４車線の
拡幅工事は平成30年９月完了予定」と答え、
拡幅の必要性について「大沢IC付近で年間
を通して北行きで30日、南行きで70日ていど

渋滞が発生している」としました。料金徴収
期間については、六甲山トンネルの改良工
事、ETC複数化、橋梁の耐震化工事などを含
めた改築工事となり、料金の値上げか徴収期
間の延長かの選択となった。それで徴収期間
の延長としたと答弁しました。

◆
　赤田議員は「六甲有料道路は生活道路」
「無料にしてほしいという声が強い」市民の
税金を工夫し活用し無料化するよう頑張るべ
きとしました。

　公益財団法人神戸市公園緑化協会の審査で
は、日本共産党の今井議員が、国営明石海峡
公園・あいな里山公園について質問しました。
　自然豊かな山の中に膨大な税金を注ぎ込

み、自然を破壊して公園を作りました。ここ
は国立公園ですが建設費の1/6を神戸市が負
担しなければなりません。日本共産党市会議
員団は、最終的に幾らかかるか分からない状
況の中で地元負担が押し付けられ、自然破壊
をするのはおかしいとして建設に反対しまし
た。
　今井議員は「本来ならば国が管理運営する
のが当然」「なぜ外郭団体である緑化協会が
管理運営することになったのか」など答弁を
求めました。

◆

（共産党持ち時間� 90分）９月５日（火）15時40分頃から日 時
森本真議員、林まさひと議員が登壇します　８月30日から神戸市議会が

はじまりました。平成28年度神
戸市決算が審査され９月５日
に代表質疑がおこなわれます。
ぜひ傍聴にお越しください。 市議会本会議場場 所 市役所１号館25階で

傍聴手続きをお願いします

傍聴にお越しください

　「少し不満・大いに不満」をあわせると69％と不満が「評
価する・ある程度評価する」を足した12％を大きく上回り、
多くの方が不満と考えています。

　反対が賛成を大きく上回り、60％の方々が反対しています。
半数以上の方が憲法９条を改定することに反対しています。

　前回、実施したアンケート結果と同様に若
い世代の人からは教育費や保育料の負担軽減
など子育て支援の充実。高齢者の人からは、
年金・介護・医療費などの福祉の充実、これ
からの暮らしへの不安を訴える声が多く寄せ
られています。
　自由意見欄には道路や公園の整備。バスの

減便など市当局に対応を求めています。地域の
方と協力して運動を進めたいと考えています。
　また「収入は横ばい、支出は増えている（消
費税、社会保険、公共料金）」や市長の公約
である子どもの医療費無料化に対しては「公
約したのだからきちんと守るべきだと思う」
「公約が実現できなかった理由を納得できる

よう説明してほしい」などの意見が寄せられ
ています。
　日本共産党議員団は、このような意見を議
会の質問でも紹介し、皆さんの生活が少しで
も良くなるように、全力で頑張る決意です。
今後ともご協力いただきますよう、お願い申
し上げます。

　「無駄な公共事業の削減」が最も多く「国民健康保険料
の軽減」「介護保険料・利用料軽減」と続きます。

　「子育て、教育、福祉など『格差と貧困』の是正につな
がる予算を増やす」が一番多く、次に「ブラック企業を規
制、雇用を正規化する企業を応援する」「地域に身近な商店
や町工場の仕事づくりと事業継承を支援する」と続きます。

久元市長は「こどもの医療費をゼロにする」
と公約しましたが、４年間に一度も無料化を
提案しなかったことを、どう考えますか？

安倍内閣が憲法９条「改定」しようとしてい
ることについて

　「評価しない」が「評価する」を大きく上回り、45％の
方々が評価していません。

久元市長は「政治的中立を損なう」として、
神戸市が長年おこなってきた憲法集会の「後
援」を拒否したことについて

雇用の非正規化・低賃金で、「中間層」の疲
弊や「格差と貧困」が広がっています。
暮らしや雇用の改善に神戸市政に何が必要と
考えますか？

あなたが神戸市政にのぞむことを選んでください

中
間
集
計
結
果
か
ら

憲法について
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2017年９月10日（日）No.201

９月22日（金）12時55分～日 時 市議会本会議場場 所 市役所１号館25階で
傍聴手続きをお願いします

大かわら鈴子議員が総括質疑 多くの方の傍聴をお願いします。
※時間は早くなる可能性がありますので、余裕をもってお越しください。

傍聴にお越しください

　岡口副市長：空
港を安全に運営し
てもらえると思っ

　玉田副市長：市
民病院機構は、市
民の生命と健康を

　大かわら議員：半世紀近く
借金は残り、運営企業に利益
を吸い上げるコンセッション
は中止を。

医療などを行うこととしてい
る。引き続き市民の生命と健
康を守るという市民病院とし
ての使命を果していきたいと
思っている。

　神戸市は、コンセッション
に向け神戸空港、空港ターミ
ナルなどを約39億円で買い入
れ、関西エアポート神戸株式
会社に対し運営権を設定しよ
うとしています。
　大かわら議員は、関西エア
ポー卜の提案内容が妥当との

評価する資料が示されていな
いと批判。民間が５年かけて
も300万人程度しか見込め
ず、空港島の借金も「空港島
だけを区分して考える必要な
い」としていることから、破
たんを認め、コンセッション
の中止を求めました。

　保育士の賃金は、一般賃金
と比べて10万円低いと言わ
れ、保育士の処遇の悪さが社
会問題にもなっています。神
戸市は「待機児童解消に向け
た緊急対策」として、一時金
を給付することで新卒保育士
を確保しようとしています。
29年・30年度の新卒保育士を

対象に２年で計40万円を支給
するという内容です。
　大かわら議員は「新卒を含
む全ての職員を視野に入れた
賃金改善が必要」「保育現場
に格差を持ち込むような支給
の仕方ではないか」と質しま
した。

　市民病院機構の中期計画で
「眼科領域で高水準の医療を
提供できる基幹病院」とし
て、一般診療だけでなく、再
生医療分野を中心に、海外患
者の受入れも積極的に行うな

どと表明しています。大かわ
ら議員は、再生医療が強化さ
れる一方で市民が求める標準
医療がおろそかになること
は、あってはならないと見解
を求めました。

大
か
わ
ら
議
員
が
議
案
質
疑答弁

ダイジ
ェスト

答弁
ダイジ
ェスト

民間の低い提案で破たん明らか
神戸空港のコンセッション

市民の願いは標準医療の充実
神戸アイセンターの開設における市民病院との統合 保育現場に格差持ち込みやめよ

待機児童解消に不十分な「緊急対策」

　神戸市議会定例市会が、８月30日より始まりました。神戸空港のコンセッション、市民病院機構の中期計画の変更、
補正予算に編成されている待機児童解消に向けた緊急対策について、日本共産党の大かわら鈴子議員が質疑しました。

神戸市議会の９月議会が始まる

守るという理念のもとで救
急医療、感染症医療と市内医
療機関で対応が難しい高度な

ている。潜在需要を掘起こ
し旅客数増加に勤めたい。

　玉田副市長：保
育定員を大幅に拡
大するためには、

張っている保育士を応援しよ
うという観点がみられない。
保育士不足を解消するには、
「職員給与改善補助」を全体
として引きあげるなど、根本
的対策が必要。

答弁
ダイジ
ェスト
保育人材の確保、定着が必
要。
　大かわら議員：今現在、頑

答弁：井谷誠司常務理事らは「あいな里山公
園・国営明石海峡公園の神戸地区に約71億強
のお金を注ぎ込んでいる」「市民の憩い場の
提供という意味で神戸市民の貴重な財産の一

つになると考え応募した」と答えました。
◆

　今井議員は、昨年の入園者が３万８千人で
目標の８万人の半分にも届いてないことを指

摘。公園全体の1/4で72億円もの膨大な税金
が投入されている、国に対してこれ以上のム
ダな開発はやめて、最低限の整備で終われる
ように働きかける必要があるとしました。

　一般財団法人神戸市水道サービス公社の審
査では、日本共産党の赤田議員が、入札制
度、競争制が導入され、公社の仕事がなくな
ってきていることについて質問しました。公
社は、公益目的が前提の団体で、主な事業
は、メーター検針や未納整理などです。競争

　一般財団法人神戸みのりの公社の審査で
は、日本共産党の今井議員が、道の駅「神戸
フルーツ・フラワーパーク大沢」と地域農業
の活性化や地産地消について質問しました。
　今井議員は「フルーツ・フラワーパークが
上手くいかないのは、いろいろやり過ぎて、
本来の農業振興策が曖昧になったから」とも
聞いているとして「農業振興策を中心にする
のであれば、もう少し考えていく必要がある
のではないか」と指摘。農業の後継者問題に
ついて見解を求めました。

◆
答弁：長沢担当局長らは「フルーツ・フラワ
ーパークには従前からのモンキー劇場等の賑

わいの施設も含めフルーツ・フラワーパーク
全体で考え、さらに農業振興に力を入れると
いうことで様々な取り組みを行っている」と
しました。
　後継者問題では、研修のできるチャレンジ
事業を設立。農家がいろいろな視察、グルー

プでの研修ができるような制度を設けている
と答弁しました。

◆
　今井議員は「道の駅として来る人が遊びに
来るのか、新鮮な農産物を求めてきているの
か、もっと調査すべき」としました。

　公益財団法人神戸市産業振興財団の審査で
は、日本共産党の赤田議員が質問しました。
神戸市産業振興財団の中小企業支援は、地元
の中小企業と接して個々の企業にあった支援
をすることを基本方針として、2001年４月か
ら中小企業支援センターとしての指定を受
け、今日に至っています。
　赤田議員は「経年でみると相談やセミナ
ー、研修などの支援事業費という項目が2009

年から2015年までに年々収
支が減り続けている」こと
を指摘。個々の企業に寄り
そった支援策ではないとし
ました。月日が経って中小
企業への支援策の考え方を
変えてきているように思え
るとして見解を求めまし
た。

◆
答弁：平野常務理事らは
「基本的に事業規模や内容
は大きく変わっていない」
として「市内中小企業を取
り巻く環境としては、厳し
いというのは認識してい
る」と答えました。
　赤田議員は、中小企業の
実態調査にたいし経済環境
でどのような影響が上位と

して占めているのか見解を求めました。
　平野常務理事らは「回答の高いものから54
％が消費税の増税をあげている」とし、次に
「為替レートの影響」として「やはり消費税
増税に伴い転化できる値上げで売り上げが伸
び悩んでいるという声を聞いている」としま
した。

◆
　赤田議員は「中小業者らが潜在的に要求し
ていることは何なのかをもっと分析して対策
をしてもらいたい」と求めました。

入札では民間業者にコストで勝てず仕事を取
られ、常勤職が約150名近くいましたが、今
では派遣を含めて約80名で、派遣を除くと約
半分ぐらいの規模になっています。
　赤田議員は「質の高い技術力は大事にしな
いといけない」。入札制度、競争制が導入さ
れ、どんどん公社の仕事がなくなってきてい
る。このままでは「公社の全面撤退を余儀な
くされる」「そうならない保証があるのか」
と見解を求めました。

◆
答弁：岩本裕光常務理事らは「順次競争性を
導入し領域を失っていった部分は、どうして

も人員的な整理をせざるを得なかった」「ただ
良い意味で公社として市民の皆様のために何
ができるかという原点に立ち戻ることができ
た」と答え「この分野でできる限りのことをや
っていきたいと思っている」と答弁しました。

◆
　赤田議員は「400万円の公金を横領した企
業が落札している」こと「民間は儲からない
と判断すると契約期間中であっても撤退する
可能性」を指摘。
　入札について岩本裕光常務理事らは「入札
基準内で評価しており、この内容から問題な
い」としました。

水 道 局８月７日

経済観光局８月９日

　� �赤田かつのり議員

一般財団法人 神戸市水道サービス公社

水道サービス公社の
質の高い技術力が失われる

　� �赤田かつのり議員

公益財団法人 神戸市産業振興財団

もっと中小業者に
寄りそった対策を

　一般財団法人神戸国際観光コンベンション
協会の審査では、日本共産党の大前議員が、
国際会議場・展示場に関してのコンベンショ
ンセンター再構築基本構想について質問しま
した。
　大前議員は、神戸に来てもらえるように努
力と柔軟な対応は必要だが「2006年に建てら
れた３号館をつぶし、新しく施設を作るとい
うのはするべきではない」「既存の施設を活
かして稼働率をあげるよう努力してもらいた
い」と求めました。

◆
答弁：常務理事らは「東京オリンピックの開
催期間中は東京にあるビッグサイトなどが使
えなくなるという話もある、これにより首都
圏から主催者の取り込みができるのではない
かと考えている」と答えました。

　� �大前まさひろ議員

一般財団法人 神戸国際観光コンベンション協会

既存の施設を活かし
稼働率をあげる努力が必要

　� �今井まさこ議員

一般財団法人 神戸みのりの公社

地域農業の活性化
地元農家の

後継者問題に対策を

月 日 曜日 審査
順位

質問
予定時間 分科会 担当議員

行財政局、会計室、
市長室 9 7 木 3 12:50 1 味口としゆき

環境局 9 7 木 4 13:30 2 西　　ただす
企画調整局 9 8 金 5 14:20 1 森本　　　真
経済観光局 9 8 金 2 11:20 3 大かわら鈴子
水道局 9 11 月 3 12:50 2 赤田かつのり
危機管理 9 11 月 4 13:30 3 大前まさひろ
教育委員会 9 12 火 1 10:20 1 山本じゅんじ
保健福祉局 9 12 火 2 11:20 2 金沢　はるみ
市民参画推進局 9 13 水 3 12:50 1 山本じゅんじ
みなと総局 9 13 水 5 14:20 3 松本　のり子
建設局 9 14 木 1 10:20 2 朝倉　えつ子
住宅都市局 9 14 木 2 11:20 3 今井　まさこ
こども家庭局、選管、
人事委員会、
監査委員会

9 15 金 4 13:30 1 林　まさひと

交通局 9 15 金 5 14:20 2 西　　ただす
消防局 9 19 火 1 10:20 3 大前まさひろ
総括質疑 9 22 金 3 － － 大かわら鈴子
※ 質問開始時間についてはあくまで予定ですので、前もって議員団までお問

合せください。

17年9月議会･決算特別委員会日程と共産党議員の質問予定
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2017年９月17日（日）No.202

９月22日（金）12時55分～日 時 市議会本会議場場 所 市役所１号館25階で
傍聴手続きをお願いします

大かわら鈴子議員が総括質疑 多くの方の傍聴をお願いします。
※時間は早くなる可能性がありますので、余裕をもってお越しください。

傍聴にお越しください

　全国の自治体８割で中学校
卒業までの無料化が行われて
います。久元市長も４年前の
選挙公報に「こどもの医療費
を速やかにゼロにします」と
いう公約を書いていました。
　しかし、久元市長は「本当
の公約は後援会のパンフ」な

どと言い訳をして公約は放棄
し、政令指定都市市長会では
座長として「一部負担の導入
が良い」と方向転換しまし
た。
　森本議員は「市長の選挙公
約とはそんなものか」と質し
ました。

　玉田敏郎副市長 
：毎年、制度を拡
充してきた。公約

違反ではない。
　森本議員：公約には「ゼロ

にします」と書いてある。ど
こもゼロになっていない。群
馬県の知事は選挙で「中学卒
業まで医療費無料化」を公約
に掲げ当選。２年後に「ゼロ」

にした。これが公約実現。
　久元市長：完全に実現はし
ていないが、ほぼ達成した状
態にした。３回目がゼロだ。

　森本議員：３回目からゼロ
は以前からの制度だ。市民は
無料化を望んでいる。公約は
守ってもらいたい。

答弁
ダイジ
ェスト

１．�久元市長の公約破棄について
２．�震災は終わったのか
３．�大型再開発は誰のためにやるのか
４．港島問題について
５．�自民党政活費詐欺について

質
疑
項
目

三宮開発より
地域・くらし優先へ
　９月５日、神戸市議会定例市会で各会計決算及び
関連議案について日本共産党の森本真議員と林議員
が久元喜造市長に質疑しました。

子どもの医療費は無料に

　久元市長は「震災の残され
た課題に一定のめどがつい
た」「新しいステージ」として、
大阪湾岸道路の延伸、三宮駅
前からウォーターフロントま
での巨大開発、空港島の建設
費償還の解決にならない神戸
空港の民営化と「陸・海・

空」の大型開発を次々にやろ
うとしています。
　森本議員は、震災にめどが
ついたのなら、22年間続けた
「行財政改革」での保育料の値
上げの撤回、敬老パスの無料
化、職員を増やすなど市民への
施策を復活すべきとしました。

敬老パスをはじめ、「震災」を
理由に切った施策を復活せよ

森
本
議
員
が
代
表
質
疑

　鳥居聡副市長：
市民、事業者と行
政が将来像を共有

し、多くの方々の意見を聞
き、三宮周辺の再整備基本構
想などを策定した。
　森本議員：人口減少のなか
神戸市は何をしているのか。
少子化だからと公立学校園や
保育所の統廃合をする、一方
でインバウンドを含め、人が

くるからと三宮一極集中の大
型再開発をする。大変、矛盾
している。命と暮らしを守る
のが自治体の役目。いま必要
なことは、所得向上と雇用安
定、教育と福祉施策の充実、
中小企業への施策、神戸市が
可能な限り雇用を作り出す。
そこに住んでいる市民や働く
皆さんの思いに応える施策が
大事だ。

答弁
ダイジ
ェスト

（２面につづく）

　神戸交通振興株式会社の審査では、日本共
産党の大前議員が、魚崎営業所の離職率が高
いこと。ポーアイキャンパス線バスの通学定
期代について質問しました。
　各営業所の離職率が約２～３％だが魚崎営
業所については15％と高くなっています。大
前議員は「非正規なので少しでも安定した雇
用を求めているのではないか」と正規雇用な
ど処遇改善が必要としました。
　ポーアイキャンパス線は学生にとって便利な
バスです。今年４月からポートライナーの通学

　阪神国際港湾株式会社／神戸港埠頭株式会
社の審査では、日本共産党の赤田議員が、戦
略港湾の事業計画について質問しました。
　阪神港全体で51機のガントリークレーンを
管理運営しています。そのうち神戸港の分は
34機で現在、整備中の２機を併せると36機に
なります。ガントリークレーン１機あたりの
整備費は10億円で年間約38億必要です。戦略
港湾の事業計画では2008年から2015年までの
７年間で90万TEU伸ばす計画でしたが、実
際は９万TEUしか伸びていません。
　赤田議員は「今後もコンテナ取扱い量が伸
びると多額なお金をかけて整備している」
「あまりにも目標と実績に開きがあり現実的

ではない」と指摘しました。
◆

答弁：吉井局長らは「実際に届かないのは残
念」「ただ全体的に見てほしい」と答えまし
た。赤田議員は、公社時代の定款には「神戸
港の機能の強化、外国貿易の増進ならび住民

の福祉の向上および地域貢献をすることを目
的にする」と書かれてる。「神戸市民の利益
につながっているかどうかは検討する権利が
市民にはある」として、進め方があまりにも
一方的と批判しました。

神戸空港の存在を市民に一度も問うたことも
ない。非常に一方的な進め方と批判しました。

　神戸空港ターミナル株式会社の審査では、
日本共産党の赤田議員が、コンセッションに
向けての不動産の売却について質問しまし
た。神戸市は、コンセッションに向け神戸空
港、空港ターミナルなどを約39億円で買い入
れ、関西エアポート神戸株式会社に対し運営
権を設定しようとしています。

　赤田議員は「来年度以降、ター
ミナル用地はどうなるのか」見解
を求めました。

◆
答弁：吉井局長らは「年度以降は
運営権者に運営権が設定される、
ターミナル会社に賃貸している賃
貸関係は解消する」としました。
赤田議員は、土地の部分は新都市
会計から借り入れをして購入した
という経緯を指摘。本来、新都市
会計は市民の生活向上のために昔
は活用するもの。この新都市会計
が使われていることを一般市民は
知らない。コンセッションの流れ、

定期代が値下げされましたが、ポーアイキャン
パス線バスの通学定期代は値下げされていま
せん。大前議員は「奨学金を借りている学生も
多く交通費に多くは裂けない」としてポーア
イキャンパス線の料金の値下げを求めました。

◆

答弁：土井常務らは「人それぞれ理由があり
離職率がすべてではない」「処遇改善も取り
組んでいる」としました。ポーアイキャンパ
ス線は、神姫バスと共同運行しており、神姫
バスからは「これ以上の値下げは難しいとの
見解があった」と答弁しました。

　神戸交通振興株式会社の審査では、日本共
産党の今井議員が、西神中央百貨店ビルに入
居している「そごう」の賃貸料について質問
しました。全国的に百貨店は経営不振に陥っ

ています。神戸市は「そごう」に対し、家賃
の値下げをして敷金も返しました。
　今井議員は「そごうは人気のある店ではあ
るが、家賃が高く苦しんでいるのは、入居し
ている他店も同じ」「敷金はリニューアルの
費用とし活用する」ように求めました。

◆
答弁：部長らは「もっと経営努力をしてもら
い魅力ある店にするための投資として値下げ
返金をした」と答弁しました。

交 通 局８月22日

みなと総局８月22日

　� �大前まさひろ議員

神戸交通振興株式会社

安定した雇用の確保を
学生のため通学定期代の値下げを

　� �今井まさこ議員

神戸交通振興株式会社

経営が苦しいのは「そごう」
だけではない他店も同じ

　� �赤田かつのり議員

神戸空港ターミナル株式会社

神戸空港のあり方を
市民に問うべき

　� �赤田かつのり議員

阪神国際港湾株式会社／神戸港埠頭株式会社

神戸港の将来は
神戸市民が決めること

　株式会社OMこうべの審査では、日本共産
党の赤田議員が、鶴甲会館の移転について質
問しました。７月23日に説明会が開かれ、そ
こで鶴甲公園への移転を巡って様々な意見が
出されました。
　赤田議員は「住民の合意を大切にして、鶴
甲地域の今後にとって良い方向で移転先は決
めるべきである」として「会館が移転された
場合に鶴甲公園がなくなるのか」などの見解
を求めました。

◆
答弁：吉井局長らは、移転先について「鶴甲
公園を基本に置いて動いている」「移転は地
域ときちんとスキームを作ってやっていくと
いうことをご提案いただいている」「地域と
しっかりと話し合って場所を決めていくとい
う方針は当初から変わっていない。地域のご
理解を得た状態で前に進めていきたい」と答
弁しました。

　� �赤田かつのり議員

株式会社OMこうべ

「鶴甲会館の移転先は地域
と決める」と市当局が答弁

　神戸市議会外郭団体に関する特別委員会が８月７日から始まり、日本共産党神戸市会議員団の赤田かつのり、
今井まさこ、大前まさひろ議員が外郭団体の運営状況などについて質問しました。

外郭団体特別委員会審査から②

月 日 曜日 審査
順位

質問
予定時間 分科会 担当議員

水道局 9 11 月 3 12:50 2 赤田かつのり
危機管理 9 11 月 4 13:30 3 大前まさひろ
教育委員会 9 12 火 1 10:20 1 山本じゅんじ
保健福祉局 9 12 火 2 11:20 2 金沢はるみ
市民参画推進局 9 13 水 3 12:50 1 山本じゅんじ
みなと総局 9 13 水 5 14:20 3 松本のり子
建設局 9 14 木 1 10:20 2 朝倉えつ子
住宅都市局 9 14 木 2 11:20 3 今井まさこ
こども家庭局、選管、
人事委員会、
監査委員会

9 15 金 4 13:30 1 林まさひと

交通局 9 15 金 5 14:20 2 西　ただす
消防局 9 19 火 1 10:20 3 大前まさひろ
総括質疑 9 22 金 3 12:55 － 大かわら鈴子
※ 質問開始時間についてはあくまで予定ですので、前もって議員団

までお問合せください。

17年9月議会･決算特別委員会日程と共産党議員の質問予定
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決算特別委員会審査から
　９月７日から、神戸市議会決算特別委
員会がはじまりました。初日、味口とし
ゆき議員が行財政局所管事業について質
疑しました。
　神戸市は、９つの行政区どこでも、施
設の老朽化や交通問題など、解決が求め
られる切実な地域課題が山積する中、久
元喜造市長は、人もカネも三宮に一極集
中させて巨大再開発に熱中しています。
　味口議員は「人口減少が神戸でも全国
でもすすむなかで、一方では行政サービ
スの整理やダウンサイジングを進めなが
ら、なぜ三宮だけは開発をすすめるので
すか？」と質問しました。岸本義一行財

　９月７日に開かれた環境局審査で西た
だす議員が質疑にたちました。
　神戸製鋼火力発電所が新たに計画して
いる３・４号機は、稼働すると既設発電
所などと合わせて1482万トンのCO２が
発生することになります。これは全神戸
市民の総排出量1200万トンを超えるもの
です。
　西議員は、先日神戸市が行った火力発

政局長は「税収をあげるため」と答弁し
ましたが、東京資本の企業の呼び込み
や、外国人頼みで、神戸市の税収があが
る合理的な説明はありませんでした。
　また味口市議は、市職員の長時間勤務
について質問。「過労死ライン80時間」
を超えている職員は、1700人を超え、一
番多い職員は、1762時間、月平均で146
時間残業している実態を告発。市長は
「働き方改革を神戸市が本気で進めま
す」としていますが、市長自身が長時間

電所の環境影響準備書に係る公聴会で、
公述した39人全員が反対意見で「市民が
この計画を認めていないのは明らかだ」
と追及しました。　
　また、全世界的に石炭火力発電所は、
続々と廃止がきまっている。神戸市と神
鋼が結んでいる環境保全協定からいって

労働という職員の「働かせ方」そのもの
を見直し、職員削減路線をやめるべきと
求めました。

も、増設すればNOx排出量の上限値を
超えると指摘しました。

答 弁
　西議員：神鋼の提出した計画段階環境
配慮書、環境影響評価方法書に神戸市は
様々な改善点を指摘しているが、それを
受けて提出された神鋼の準備書には神戸
市側の意見が反映されていない。
　斉藤博之環境局保全部長：市長意見で
求めてきた事項に対する見解が十分に示
されていない。環境影響審査会で事業者
に明確な説明を求めている。

質
疑
項
目

１．神鋼火力発電所の増設について
　⃝CO２の削減
　⃝NOx排出量
　⃝高圧送電線
２．�六甲アイランド南計画について

質
疑
項
目

１．行財政改革2020について
２．�市役所本庁舎のあり方について
３．公有財産の適正管理について
４．職員の時間外勤務削減について
５．債権管理のあり方について

質問する味口としゆき議員

三宮一極集中は
人口減少に逆行
行財政局審査で味口議員

神戸市は
神鋼の姿勢を正せ
環境局審査で西議員

質問する西ただす議員

金沢はるみ議員が一般質問 ※�時間は早くなる可能性がありますので、
余裕をもってお越しください。

傍聴にお越しください

１．�三宮周辺の行政機能のあり方につ
いて

２．�神戸市民病院機構と先端医療セン
ターとの統合について

３．�企業誘致・神戸医療産業都市の経済
効果について

企画調整局審査 森本真議員の質問項目
１．地域経済の活性化について
２．中小企業振興条例について
３．中小企業融資制度について
４．川崎重工の商船建造縮小について

経済観光局審査 大かわら鈴子議員の質問項目

※各議員の答弁は「神戸市会ホームページ」委員会の「インターネット録画中継」でご覧いただけます。

10月６日（金）13時15分～日 時 市議会本会議場場 所 市役所１号館25階で
傍聴手続きをお願いします

９月８日

　自民党による政務活動費の
不正使用で神戸市はおろか全
国から連日多数の批判が寄せ
られています。日本共産党神
戸市会議員団は政務活動費を
支給している会派の責任を明
確にし、百条調査による不正

の徹底解明と関係者の辞職を
求めています。
　森本議員は久元市長に対し
て「政務活動費は公金であり
不正を正す立場であれば関係
者を告訴すべき」と強く求め
ました。

　久元市長： 連
日、市民から厳し
い意見が寄せら

れ、市民の信頼が揺らいでい
ると感じている。まずは議会
で真相を明らかにするように
議長に申入れしている。
　森本議員：予算執行責任者
は市長。政務活動費を交付し

ている自民党会派に対して申
入れをすべきだ。市長は被害
者として告訴すべきだ。
　久元市長：議長に真相究明
を求めている。必要があれば
告訴する。
　森本議員：共産党として議
会には百条調査権を付した特
別委員会の設置を求めている。

答弁
ダイジ
ェスト

久元市長は自民党を告訴せよ

島、長崎市長のように政府に
批准を求めるべき」として久
元市長の見解を求めました。
　また安倍首相の「９条１項
・２項を残しつつ、明文で自
衛隊を書き込む」という改憲
発言について久元市長の賛
否、明確な答えを求めました。

　今年の７月７日に国連で核
兵器禁止条約が採択されまし
た。この核兵器禁止条約で核
兵器が違法化され「核抑止力」
論も否定されました。林議員
は「平和の『みなと』をもつ
神戸に核兵器はいらない」と
して「この条約について広

久元市長は「核兵器禁
止条約」も「改憲」も安倍
首相にいうことなし

　久元市長：核兵
器禁止条約の批准
は国の専権事項。

国で適切に判断されること。
平和首長会議の動きを知らな
い。安倍首相の憲法に関する
発言に対して地方自治体の長
が見解を述べる必要はない。

　林議員：神戸市は平和首長
会議に加盟しているが、加盟
を市長は知らないとは非常に
驚き。核兵器、改憲問題でも
市長からの答えがない。平和
首長会議に加盟している都市
の市長として国に対して意見
を言うべき。

答弁
ダイジ
ェスト

質
疑
項
目

１．�「核兵器禁止条約」について
２．�安倍首相の改憲発言について
３．国民健康保険料について
４．�押部谷団地のスーパー撤退に
ついて

林
議
員
が
代
表
質
疑

　神戸市が開発した西区押部
谷の美穂が丘団地で、唯一の
スーパーが閉店しました。多

くの住民が署名を集めスーパ
ーの存続を求めました。住民
の強い要望で移動・訪問販売

が行われているが問題は解決
していません。林議員は「神
戸市はスーパーに対し営業継
続を求めることもせず、新た

なスーパーを誘致もしていな
い」として、買い物難民を生
まないようにすべきとしまし
た。

神戸市の開発団地 　鳥居副市長：ス
ーパーの撤退は市
内の地域で問題に

なっていると認識している。
神戸の街づくりとして都心、
市街地、ニュータウンと農村
地域など、それぞれの地域で
特徴を活かしながら地域の皆
さんと共に取り組みたい。
　林議員：住民が市長に手紙

を出したが、神戸市長から公
社は解散しており「詳細がわ
からない」「民間企業に指導
はできない」「神戸市として
力添えは困難」との返事。神
戸市が開発した団地なのに非
常に冷たい内容。三宮大開発
とは大ちがいだ。あまりにも
無責任な対応だ。

答弁
ダイジ
ェスト

市長は“民間企業に指導できない”
“力添えは困難”との態度

　９月５日に開かれた本会議

で日本共産党議員団の大前ま
さひろ議員が「待機児童解消
に向けた緊急対策」「市民病
院機構の中期計画変更」「神

戸空港の民営化」の議案につ
いて反対討論を行いました。
　待機児童解消では、保育現
場に格差を持ち込む制度で

「全員が対象となる給与の底
上げと認可保育所の増設こそ
が必要」などと訴え反対を表
明し賛同を呼びかけました。

市民の声を聞く市政を大前議員が反対討論
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　久元市長は、三宮一極集中
の再開発に熱中するあまり、
区役所改革の在り方、行政施
設本来のあり方を見失い「市
民負担の軽減や利便性の向上
を図る」ということが、おざ
なりになっていることが明ら
かになりました。
　大かわら議員は「市民の利
便性を脇に置かれた中央区役
所・勤労会館の移転、市役所
２号館・３号館の再整備はや
めるべき」と質しました。

　神戸市は、三宮再開発にあ
わせ市役所２号館・３号館や
中央区役所・勤労会館の移転
・建替えを検討しています。
「神戸市役所本庁舎のあり方
に関する懇話会」の報告書で
は、便利な低層階は呼び込ん
だ企業や外国人観光客のため
に提供され、高齢者や乳児連
れなど多くの住民が利用する
役所機能は、建替えた高層ビ
ルの上層階に追いやられるこ
とになります。

　９月22日に神戸市議会決算特別委員会の総括質疑がおこなわれ、大かわら鈴子議員が三宮一極集中の大
開発、守られていない市長公約などについて質疑しました。

三宮一極集中の大開発

４年前の選挙公約守れ

三宮開発より地域とくらしの応援を

大かわら議員が総括質疑
１．政務活動費詐欺事件について
２．三宮一極集中の大開発について
３．市長公約について
　◦待機児童の解消
　◦子どもの医療費無料化

質
疑
項
目

　玉田敏郎副市長
：具体的な場所や
配置は市民の使い

やすい案を考えるべきと思っ
ている。検討していきたい。

　大かわら議員：住民の犠
牲、既存中小企業の犠牲の上
に成り立たせようとしている
三宮一極集中の巨大再開発は
中止すべきだ。

　子ども家庭局の決算審査で
「園庭のある認可保育所を増
やしてほしい」という子育て
世代の願いに対し、保育所の
新設は、２か所、保育定員
120人増にとどまっていたこ
とが明らかになりました。
　小規模保育の拡充は行われ

ていますが認可保育所は増え
ていません。多くの子どもは
園庭のない施設での保育を余
儀なくされています。
　大かわら議員は「安上がり
での待機児童を解消ではな
く、認可保育所の抜本的増設
こそ必要」としました。

　久元市長は、４年前の市長
選挙で「子どもの医療費を中
学卒業までゼロ」にすると市
民に約束しました。しかし、
市長の自著「神戸市の挑戦」
では（医療費無料は）「適切
な負担をお願いすることが必
要である」として、その理由

は「（国も地方の努力も）目
先の利害得失に目が眩んだバ
ラマキ」だからとしています。
　大かわら議員は「４年前の
公約もバラマキだったのか」
「公約通り無料にすべき」と
強く求めました。

答弁
ダイジ
ェスト

子育て世代の願いは
「子どもの医療費ゼロ」

市民不在の行政施設の
移転や建替え止めよ

　久元市長：（医
療費無料を求め
る）共産党の支援

者たちは、子どもが重篤な病
気で泣きわめいているとき
に、400円の負担をするのが嫌
だから、子どもを病院に連れ
て行かないという親なのか。
　大かわら議員：真摯な議論
をしているときに、大変失礼

だ。いま、非正規低所得で苦
しんでいる若い人たちの実態
を知らないのか。そういう中
で一生懸命に子育てしている
人たちの切実な願いになぜ応
えないのか。そういう願いに
背を向け、自分が４年前に掲
げた公約を放棄する、まった
く不誠実だ。

答弁
ダイジ
ェスト

答 弁
　児玉成二経営企画部長：あくまで検討
段階で値上げ前提でない。
　赤田議員：水道料金の滞納件数は約14
万件、さらに停水執行件数は5549件にも
のぼる。かつての福祉施策としてやって
いた減免制度を復活させるよう保健福祉
局に求めるべきだ。
　児玉部長：社会福祉の観点から総合福
祉で検討する課題で、水道局が求めるべ
き課題でない。

幹航路維持のため大水深バースにこだわ
るのをやめ、政策転換をするべきと求め
ました。
　また、市民の反対を無視し、3140億円も
の巨費を投じて建設した神戸空港は、開
港10年で貨物の取扱いも廃止されまし
た。何の検証もせず民間に運営権を売却
する神戸市の無責任な姿勢を質しました。

答 弁
　吉井真局長らは「神戸港のあゆみと歴
史は非常に大事だと認識している」と
し、大水深化については「事業はこのま
ますすめる」。神戸空港は「民営化後も
空港島の負債は土地売却で返済する」な
どと答えました。

かつのり議員が質疑にたちました。
　「水道ビジョン2025」には「料金体系
の見直し」「段階的な実施による激変緩
和策についても検討」と書かれており、
水道料金の値上げが懸念されています。
水は命を支える不可欠の基本的な資源で
す。赤田議員は「市民の暮らしの実態か
ら考えて値上げにつながるような『見直
し』は将来的にもおこなうべきでない」
と質しました。

質疑しました。
　港の大水深化が必要と六甲アイランド
の南を埋め立て「神戸港ロジスティクス
ターミナル」の構想が発表されました。
この11年間、大水深バースに1000億円以
上かけています。
　松本議員は「基幹航路は北米便が週10
便も減便で、現在5便」「欧州便は、3便
減便で週1便」です。一方、アジアの貨
物は全貨物の8割近くです。今後もアジ
ア経済の成長を考えるなら、ひたすら基

　９月13日に開かれたみなと総局審査で
松本のり子議員が神戸港の更なる大水深
バース建設中止、ウォーターフロント再
整備見直し、神戸空港の民営化について

質
疑
項
目

１．水道は民営化でなく直営で
２．�上ヶ原浄水場の再整備にPFI導
入は反対

３．「水道料金体系の見直し」について
４．水道サービス公社について

質
疑
項
目

１．神戸港将来構想について
２．�JR貨物神戸港駅跡地について
３．神戸港の大水深化について
４．神戸空港について

値上げは反対
市民の暮らしの実態を考えよ
水道局審査で赤田議員

質問する赤田かつのり議員

質
疑
項
目

１．�三宮再整備に連動した公共施設
再編について

２．葺合文化センターについて
３．ニュータウンの活性化について
４．開発団地のスーパー撤退について
５．マイナンバーについて

　９月13日に開かれた市民参画推進局審
査で山本じゅんじ議員が、三宮一極集中
の再開発にともなう、公共施設の移転に
ついて質疑しました。
　現在、三宮再整備や市役所のあり方に
ついて、市役所内部の議論が既定路線と
して進められようとしています。三宮
「再整備基本構想」や、本庁舎の「あり
方に関する懇談会」などの議論は、三宮
のにぎわいばかりが優先されており、市
役所や、区役所、勤労会館など、本来の
行政機能はどうあるべきか、その議論は
全く見えてきません。
　山本議員は「行政施設は市民生活にお

ける中心的役割を担う中心施設であるに
もかかわらず、まるで脇におかれている
のではないか」「役所内部の構想だけが
先行し、市民を置き去りにして進められ
ていくのは本末転倒だ」と指摘しました。

答 弁
　長田淳局長は「三宮再整備は全庁挙げ
て取り組んでいる。区役所は、乳幼児づ

れから高齢者まで様々な方が多数来られ
る。区民の意見を聴いて最適配置を検討
する」と答弁しましたが「（市役所２号
館３号館に移転しても）機能低下しな
い」として、結論ありきで進められよう
としていることが浮き彫りになりました。

１．若宮小学校の天井部材の剥落について
２．中学校給食について
３．小学校給食の民営化について
４．就学援助について
５．�県費教職員の市職員化について

教育委員会審査 山本じゅんじ議員の質問項目
１．北朝鮮のミサイル問題について
２．地域防災計画について
３．帰宅困難者対策の推進について
４．原発事故の避難対策について
５．津波の避難対策について
６．避難所について

危機管理室審査 大前まさひろ議員の質問項目
１．国民健康保険について
２．介護保険について
３．済生会病院の問題について
４．特別障害者手当てについて

保健福祉局審査 金沢はるみ議員の質問項目

　９月11日に開かれた水道局審査で赤田

質問する山本じゅんじ議員

庁舎再編は住民本位で
市民参画推進局審査で山本議員

質問する松本のり子議員

歴史ある港の雰囲気を残せ
みなと総局審査で松本議員

９月11日 ９月12日

※各議員の答弁は「神戸市会ホームページ」委員会の「インターネット録画中継」でご覧いただけます。
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　神戸製鋼所が計画している
石炭火力発電所が稼働した場
合、153万市民・全事業者か
ら排出される1200万トンあま
りのCO２をこえる1400万トン
ものCO２が排出されます。
　一方で、神戸市は温室効果
ガスの排出を2030年目標では、

2013年比34％削減としていま
す。CO２を減らす目標と整合性
のないこの度の火力発電所の
増設を中止するよう求めるべ
きだと金沢議員は求めました。
　新設発電所が一年間に排出
することになるCO２排出量
を節電で相殺しようとすれば、

1945万台分の家庭用エアコン
を一年間通じて止めなければ
ならないといわれています。
　金沢議員は「市民の努力を

水の泡にしてしまう計画」
「神戸市はきちんと意見を出
すべきだ」と求めました。

金
沢
議
員
が
一
般
質
問

　10月６日に神戸市議会本会議がひらかれ、日本共産党の金
沢はるみ議員が一般質問にたち、三宮巨大開発、北区の宅地
造成地での土砂災害などについて質問しました。

三宮開発より地域のくらし優先へ

安倍政権に追随した神戸の
大企業のための施策に反対

三宮巨大開発

CO２を増やす
火力発電所の増設は中止

神鋼石炭火力発電所

　金沢議員は、市長が自身の
ブログに、三宮再整備は「巨
大開発を進めるためでも商業
床を大量に供給するためでも
ありません」と書いてあるこ
とに対し「中央区役所・勤労
会館をつぶし、165メートル
のツインタワーを建設、商業
施設を作る」「市役所２号館・
３号館も建て替えて商業ビル
に」「ウォーターフロントにも
新しい商業ビルを建設」これ
は商業床を大量につくる、ま
さに巨大開発としました。
　どうしてこれだけの高層ビ

ル・商業床が必要なのか。
「安倍政権に追随した神戸の
大企業のための施策であり、
市民を応援するためのもので
はない」と批判しました。
　兵庫区のイオンモールは、
当初６月オープンの予定が、
２階店舗が埋まらず６月末に
は一部のみ、９月末にやっと
全面オープンしたことは、市
民の消費購買力が弱まってい
る証拠ではないかとし、金沢
議員は「いま市長が行うべき
は、地域を応援する施策で
す」と迫りました。

　久元市長：三宮
は神戸の玄関口。
新たな神戸らしさ

　金沢議員：三宮の大型開発
ばかりに前のめりなる方向性
では、神戸経済はひとつも良
くならない。各地域経済を応
援する施策が必要。

答弁
ダイジ
ェスト
を創出するもの。官民連携で

取り組むことが不可欠である。

　鳥居副市長：審
査会意見や市民意
見も踏まえなが

りまとめたい。
　金沢議員：協定値内であれ
ば良いわけではない。少しで
も低減する姿勢が必要。

答弁
ダイジ
ェスト
ら、最終的に市長意見を取

　９月17日の晩に上陸した台
風18号で、北区山の街の区画
整理事業の宅地造成地から土
砂が流出し、有馬街道が一時
通行止め、道路反対側のコン
ビニやデイサービスセンター
にも土砂が入り込む被害を生
じました。
　金沢議員は「これまで危険

ではないかと指摘してきたこ
とが現実になった」として、
工事施工中の防災措置につい
て神戸市の指導に問題があっ
たのではないかと指摘し「市
民の安全を最優先するため、
どのような具体的な防災対策
を事業者に求めているのか」
と追及しました。

　鳥居副市長：現
在、工事は中止し
ており施行業者が

　金沢議員：是正勧告すべき
事態。神戸市は対応が甘い。
市民の命と安全を守る立場に
立っていない。

答弁
ダイジ
ェスト
誠意をもって対応している。

市民の安全を最優先に
北区での土砂災害

１．三宮巨大開発について
２．国民健康保険料について
３．介護保険料について
４．神鋼石炭火力発電所について
５．北区での土砂災害について

質
疑
項
目

質
疑
項
目

１．住宅火災警報器の設置について
２．雑居ビルの避難経路について
３．ケアライン119について
４．消防力について

決算特別委員会審査から
料化するしかない」と質しました。ま
た、荷重積載などの違反コンテナ車の取
り締まりを強化するよう迫りました。

答 弁
　油井洋明建設局長：山麓バイパスは料
金収入を元に借金を減らしていくもので、
平成43年無料化できるだろうと考える。
　朝倉議員：とてもそれまで待てないと
いうのが住民の思いだ。償還が終わって
も新たな改修があればまた延びる可能性
もあり、いつ無料になるか分からないと
いうのが実態だ。
　油井局長：市税投入が多額になる。市
の財政状況考えると難しいなどと答えま
した。

る山麓線に大型コンテナ車の流入が激増
しました。神戸市が山麓バイパスの大型
車の運行料金割引や値下げを行ったとこ
ろ、大型車の生活道路への流入が一定減
少したが、最近また交通量が増加傾向に
あります。
　朝倉議員は、振動で家にヒビが入った
り、騒音、排ガスで苦しんでいる住民の
声を紹介「根本解決は山麓バイパスを無

質
疑
項
目

１．大阪湾岸道路の延伸事業は中止を
２．夢野白川線、山麓線について
３．�土砂災害警戒区域内の避難所に
ついて

４．宅地造成許可について
５．道路アンダーパスについて
６．下水道料金体系見直しについて

沿線住民のくらし守るため
山麓バイパスを無料に
建設局審査で朝倉議員

質問する朝倉えつ子議員

質
疑
項
目

１．三宮駅周辺の再開発について
２．借上住宅について
３．市営住宅マネジメント計画について
４．�塩屋地域のコミュニティバスヘ
の支援について

　９月14日に開かれた住宅都市局審査で
今井まさこ議員が質疑にたちました。
　三宮の中心部では、阪急が高層ビルを
建設中、JR、そごうも建替えの計画、神戸
市も次々と高層ビル計画を打ちだし、ホ
テルや多くの商業施設が予定されていま
す。一方、借上住宅問題で神戸市は「震
災から22年、借上住宅の役割は果たした」
などとし、被災者に退去を求めています。
　今井議員は「三宮センタープラザなど
空店舗が目立つ。既に店舗過剰」「三宮
に新たに多くの商業施設をつくり大丈夫

なのか」「地域がもっと疲弊しないの
か」と質し、借上住宅では「被災者で希
望する全ての人が住み続けられるよう３
基準を撤回」するように求めました。

答 弁
　三島功裕部長：神戸市は「（再開発）
頑張る地域は応援するスタンスを従来か
ら続けており、地域商業の活性化に努力
している」「（借上住宅）グループでの転

居もでき生活圏も配慮している」などと
答えました。

　９月14日に開かれた建設局審査で朝倉
えつ子議員が質疑にたちました。
　夢野白川線は、2008年に旧西神戸有料
道路が無料化され、出口の生活道路であ

質問する今井まさこ議員

被災者に寄添い
借上住宅は継続入居を
住宅都市局審査で今井議員

　９月19日に開かれた消防局審査で大前
まさひろ議員が質疑にたちました。
　住宅用火災警報器は、2006年６月より
設置が義務化されました。それから10年
が経ち神戸市の設置率が91％となってい
ます。大前議員は「のこり１割を今後ど
のように設置を広げるのか」見解を求め
ました。
　ケアラインが携帯できるペンダント型
から固定電話型に変えられました。容態

が悪くなった高齢者が固定電話まで行く
のは困難です。大前議員は「便利なペン
ダント型に戻すか携帯電話に対応するよ
う」に求めました。
　市民の命と財産を守る上でも消防力の
強化整備は欠かせません。国で整備指針
が改定され神戸市も改正しました。大前

議員は「指針に達していないものもあ
る」として、今後どうすすめるのか見解
を求めました。

答 弁
　瀬川巌部長：（火災警報器）「もっと広
報を工夫していきたい」（ケアライン）
「携帯電話の対応は考えていない」「最
近の固定電話の子機は小さく携帯電話の
代わりになり持ち歩ける」（消防力）「今
後も整備指針を踏まえ人員や消防署所は
配置、整備していく」などと答えました。

１．こども医療費について
２．待機児童の解消について
３．こども家庭センターについて
４．児童館・学童保育について
５．地域方式学童について

こども家庭局審査 林まさひと議員の質問項目
１．市バス問題について
　⃝�渦森・住吉山手・鴨子ヶ原などの減便
問題について

　⃝市民意見が反映される仕組みを
２．委託営業所問題について
３．地下鉄の駅掌の給与と待遇改善について

交通局審査 西ただす議員の質問項目

※各議員の答弁は「神戸市会ホームページ」委員会の「インターネット録画中継」でご覧いただけます。

９月15日（金）

質問する大前まさひろ議員

住宅火災警報器の
設置支援を

消防局審査で大前議員



―40― ―41―

日本共産党 神戸市議団

市議会だより 発行  日本共産党神戸市会議員団
神戸市中央区加納町6-5-1
神戸市議会内  TEL  322-5847  FAX  322-6165

日本共産党
神戸市会議員団のホームページ

日本共産党神戸市議団 検索

2017年12月３日（日）No.206

　神戸市議会外郭団体に関する特別委員会の審議が11月16日と20日に開催され、日本共産党神戸市会議員団の
赤田かつのり、今井まさこ、大前まさひろ議員が外郭団体の運営状況などについて質問しました。

外郭団体特別委員会審査から④

　地方独立行政法人　神戸市民病院機構の
審査で日本共産党の今井議員が、神戸アイ
センター病院が開設されるが、同じ敷地内
にある中央市民病院の眼科との関係はどう
なるのかなどについて質問しました。
　地方独立行政法人　神戸市民病院機構
は、市民の立場に立った質の高い医療を安
全に提供し、もっと市民の信頼に応え、市

　一般財団法人　神戸在宅医療・介護推進
財団の審査で日本共産党の大前議員が、老
人健康センターの「介護老人保健施設こう

民の生命と健康を守ることを目的として設
立されました。
　12月には、研究段階の最先端医療を行う
ために神戸アイセンターが開設されます。
今井議員は、市民病院機構のひとつである
神戸アイセンターの在り方は、中央市民病
院と同じ、安全と有効性が確認されてから
市民に向けて治療を行うべきとしました。
　また西市民病院では、眼科の専属ドクタ
ーがいないため、診察が午前中しか行われ
ていません。今井議員は「西市民病院の眼
科の状況を一刻も早く改善して欲しい」「こ
れが地域の人たちの願い」と求めました。

◆
答弁：栗本アイセンター病院整備室長は
「眼科診療全般は神戸アイセンター病院で

行い、救急診療に関して中央市民病院が行
う」「神戸アイセンター病院の医師全員が
中央市民病院を兼務する」「標準医療から
最先端の高度医療まで高水準の医療を提供
する」と答えました。
　西市民病院については「大学の医局など
に働きかけ、なんとか常勤医の確保に努め
て行きたい」と答えました。

◆
　今井議員は、大学病院が積極的に最先端
医療を取り入れるのは理解できるが、本来
の市民病院機構のなかの病院としては、役
割を大きく超えたものになるのではないか
としました。

べ」について質問しました。
　高齢化社会の進行は、世界にも例を見な
い速度であり、ねたきりや認知症の高齢者
への対応は急務です。在宅あるいは地域社
会における高齢者を対象にケアのあり方や
システムについて調査研究、在宅ケア事
業、施設運営などを実践し神戸市民の福祉
の向上を目的に神戸在宅医療・介護推進財
団が設立されました。
　大前議員は「介護老人保健施設こうべ」
の入所者数が年々減っているとして、今
後、どう入所者数を増やし運営していくの
か見解を求めました。

◆
答弁：西元財団総務部長らは「周辺の病院
を回り、施設利用者がいないかなど連携の
強化を行っている」「30年度末まで指定期
間を延長し、施設の在り方を検討する」と
答えました。

◆
　大前議員は、民間との違いは重度の方で
も受け入れているとし「行政がやっている
からできること」「こういう施設こそ残す
方向で考えて頂きたい」と求めました。

赤田かつのり議員、朝倉えつ子議員が一般質問
12月議会が11月29日から12月８日まで開かれます。ぜひ傍聴にお越しください。
市役所１号館25階で傍聴手続きをお願いします。
（他会派の質問の関係で時間が前後することもありますので、余裕をもってお越しください）

12月７日（木）16時すぎから日 時 市議会本会議場場 所

傍聴にお越しください

保健福祉局11月16日

　� �今井まさこ議員

地方独立行政法人 神戸市民病院機構

地域の人が願う　　
安全な医療の提供を

　� �大前まさひろ議員

一般財団法人 神戸在宅医療・介護推進財団

行政だからできる
介護老人保健施設は
� 残すべき

　神戸市外大の審査で日本共産党の赤田議
員が、主な収入源と定員増、学部の増設な
どについて質問しました。
　神戸市外大は、現代社会の要請に応じた
高度な外国語運用能力に備え、国際的な視
野や学術的基盤、柔軟な判断力を持ったビ
ジネス、外交、教育、研究など社会の様々
な分野で活躍できる人材を養成することを
目指しています。

　神戸市スポーツ教育協会の審査で日本共
産党の大前議員が、市内産生産野菜使用割
合と給食費の値上げなどについて質問しま
した。
　神戸市スポーツ教育協会は、すべての
人々が生涯にわたってスポーツに親しみ、
健康づくりができるスポーツ社会を基本理

念とし、神戸市におけるスポーツの普及、
競技力の向上を図り、教育・健康増進に関
する事業を行い、あわせて学校給食事業、
食育・地産地消事業を推進しています。
　平成29年４月から給食費が値上げされま
した。その値上げの理由の一つとして、給
食内容の充実ということで地産地消の推進

という項目が追加されていました。
　現在の市内産生産野菜使用割合が小学校
で16.7％、中学校が20.1％です。大前議員
は「地産地消の推進ということで値上げさ
れた訳なので使用割合がもっと増えるべ
き」「保護者負担だけが増え、地産地消量
が増えていなければ何のための値上げか分
からないのでは」と見解を求めました。

◆
答弁：長谷川担当部長は「地産地消量を上
げるために給食費を改定したのではない」
「全体のバランスを見ながら学校給食を充
実している」としました。

　神戸市スポーツ教育協会の審査で日本共
産党の今井議員が、体育館やスポーツセン
ターについて質問しました。
　各地の体育館の利用率が、東灘体育館で

は97.9％、須磨体育館でも95％、垂水でも
95％、西体育館でも97％とほぼ満杯に近
く、利用者からは「申し込んでも抽選に当
たらない」との声がでています。

　今井議員は、利用したいという人たちが
たくさんいる「増改築などもう少し広げて
いく必要があるのではないか」「建設から
50年以上経過した体育館もある。改修が必
要」とし、いろんな意味で利用者が利用し
やすい施設へ改装する考えなど見解を求め
ました。

◆
答弁：横山常務理事は、公平な抽選をする
など各地区体育館で工夫している。安全性
の確保で耐震化の工事を完了させている。
スポーツ施設を持続的に提供できるように
検討していきたい。

　神戸市外大は神戸市からの運営費交付金
と授業料、入学金、検定料などの収益で運
営されています。運営費交付金はその収益
の約半分を占めています。この運営費交付
金は段階的に引き下げられる方針です。
　赤田議員は、経済的都合で退学した学生
が数名いることを指摘。学生負担を引き上
げることがないように「運営費交付金は、
むしろ上げるべき」としました。

　神戸市外大には、Ⅱ部（夜間学部）があ
ります。赤田議員は、Ⅱ部の定員を増やし
たり、新たに学科を新設して、働きながら
学びたい学生をより多く受け入れるよう求
めました。

◆
答弁：岸本局長は「効率化を図り運営費交
付金は数年かけて引き下げるよう」お願い
している。ただし、どこまでも引き下げら
れるものではないと認識している。
　高須事務局長は、Ⅱ部については評価し
ているが、現状、適度な競争率で全国から
もたくさんの学生が集まってきているとし
て「定員を増やすことや学科の新設は考え
ていない」と答えました。

行財政局10月27日

教育委員会10月27日

　� �赤田かつのり議員

公立大学法人神戸市外国語大学

学生負担を引き上げず安心して学べる環境を

　� �大前まさひろ議員

神戸市スポーツ教育協会

子どもたちに安心安全な学校給食を

　� �今井まさこ議員

市民のだれもが楽しく
スポーツを楽しめるよう

体育館やスポーツセンターの充実を

　神戸市議会外郭団体に関する特別委員会の審議が10月27日に開催され、日本共産党神戸市会議員団の赤田かつ
のり、今井まさこ、大前まさひろ議員が外郭団体の運営状況などについて質問しました。

外郭団体特別委員会審査から③
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2017年12月24日（日）No.207

大
前
議
員
が
議
案
質
疑

　神戸市議会定例市会本会議が11月29日に開かれ、日本共産
党議員団を代表して大前まさひろ議員が議案質疑に立ち三宮
再整備「新中央区総合庁舎」について、久元喜造市長らの見
解をただしました。

市民の公共施設をつぶすのは止めよ三宮再整備
という名目で

利用者の声を聞いていない
地域密着の会館は存続を
　久元市長は三宮再整備とい
う名目で中央区役所、勤労会
館をつぶし、バスターミナル
を伴う巨大ビルの建設をすす
めようとしています。
　中央区役所、勤労会館は現
市役所３号館跡地に移転、そ
の中に葺合文化センターと生
田文化会館の機能を確保した
一体的な整備をするとしてい
ます。

　これは、葺合文化センター
と生田文化会館が地域からの
事実上の廃止で、あまりにも
唐突です。
　中央区民からは「そんなこ
と初めて知った」「会館を利用
できなくなるじゃないか」と
驚きの声があがっています。
　大前議員は「区民不在の区
役所移転・会館廃止計画は中
止すべき」とただしました。

　長田局長：区庁
舎は様々な方が来
庁される区民サー

ビスの拠点、利便性の確保は
引き続き行うことが重要。十
分周知に努め意見も聞いた。

答弁
ダイジ
ェスト

　12月６日に開かれた神戸市
議会定例本会議で林議員は、

　12月６日に開かれた神戸市
議会定例本会議で山本議員
は、一般会計補正予算案での
新中央総合庁舎基本計画案の
策定、指定管理者の選定に対
して反対討論をおこないまし

「保育・教育予
算の増額等を求める請願」に
ついて、採択を求めて討論し
ました。
　本請願は、神戸市の責任で
保育・教育予算を大幅にふや

た。
　三宮再整備でバスターミナ
ルをともなう巨大ビル建設の
ために、いまの市役所３号館
の跡地に中央区役所・勤労会
館を移転させ、生田文化会館

し、保育士や学童保育指導員
の処遇改善、認可保育所の増
設など、だれもが安心できる
保育環境の改善を求めていま
す。
　林議員は「神戸市独自で賃

と葺合文化センターもそこへ
合体しようとしています。
　しかし、区役所や各会館・
文化センターの利用当事者の
生の意見をほとんど聞かずに
すすめています。山本議員は

金や配置基準を改善するなど
大幅な処遇改善を講じるべ
き」として、請願の採択を求
めました。

「三宮一極集中ありきの再整
備」「歴史的経過や住民合意
をふまえない乱暴なすすめ方
は撤回すべき」としました。

保育士の大幅な処遇改善を

三宮一極集中ありき　　
文化施設集約やめよ

山本議員が
反対討論

　大前議員：区民意見はわず
か99件。利用者の声を聞く方
法は色々ある。十分、区民の
声を聞いたとは言えない。
　久元市長：市長選挙で三宮
再開発を進める私の支持が圧
倒的だった、これが市民の声
と理解している。三宮再開発
の中止は受け入れられない。
　大前議員：選挙で区役所の

移転計画について公約に掲げ
ていない。当選を持って信任
を得たことにはならない。市
民文化都市を目指して文化会
館を作ってきた。生田文化会
館、生田文化センターのよう
な設立の歴史をふまえず、さ
らに会館を利用者の声を聞か
ずに廃止するのは止めるべ
き。

林議員が
請願討論

住宅都市局11月20日

が目的に公益財団法人こうべ市民福祉振興
協会が設立されました。
　介護認定の公平性を確保するということ
で国は、平成18年から新規の介護認定と変
更は一ヶ所で行うという変更を行いまし
た。神戸市でも年々、介護申請される方が
増えており、11年前と比較すると1.5倍の
31,000件と増えてきています。今井議員
は、高齢者の介護度を掌握するためにも介
護調査認定は神戸市が直接行うべき事業と
したうえで、申請してから判定までの時間
を早くするよう求めました。また調査員の
身分保障が不十分として正規化も含めて検
討するよう求めました。

◆
答弁：三木局長らは「件数も増えている、
精一杯の努力している」と答えました。

　� �赤田かつのり議員

住宅改修助成事業
PR強化を

　公益財団法人こうべ市民福祉振興協会の
審査で日本共産党の今井議員が、養護介護
認定の調査業務などについて質問しまし
た。
　神戸市は「神戸市民の福祉をまもる条
例」を制定、市民福祉の理念を確立し市民
福祉の向上、福祉都市づくりの総合的推進

　一般財団法人　神戸在宅医療・介護推進
財団の審査で日本共産党の赤田議員が、住
宅改修助成事業について質問しました。
　28年度の助成件数が460件でした。29年
度の予定は490件と増えているのに関わら
ず、予定の収支明細での金額が28年度より
少なくなっています。
　赤田議員は「助成件数が増えている収入
が減るのはどうしてか」など質しました。

◆
答弁：西元財団本部長らは、助成事業は神
戸市の方から委託を受け、基本的にかかっ
たお金は神戸市から全額をもらえる。28年
度は「車を変えたりしたので経費が少しか
かった分」と答えました。

◆
　赤田議員は「神戸市からの助成は大事な

事業、需要も高いと思う」「しっかりやっ
てもらいたい」としました。

　神戸新交通株式会社の審査で日本共産党
の大前議員が、ポートライナーの運賃につ
いて質問しました。
　神戸市は交通渋滞、排ガス問題などを解
決、対処するため、都市の環境と調和し都
市構造と一体となった安全で便利な市民交
通機関の整備を図るため設立されました。
　大前議員は、ポートアイランドに住んで
いる方々から「１回の利用料金を下げてほ
しい」との声がある。４月から中学定期券
が値下げされたが、基本の運賃を値下げで
きないか質しました。

◆
答弁：中村神戸新交通株式会社常務取締役
らは「減資を行い負担が減った分と内部努

力で捻出した原資で通学定期の値下げに踏
み切った。現段階では新たな値下げの予定
はない」と答えました。

　株式会社神戸サンセンタープラザの審査
で日本共産党の今井議員が、センタープラ

ザのシャッターが下りた空きが目立つとし
て入居率などについて質問しました。
　さんプラザは三宮市街地改造事業により
建設された区分所有ビルで、さんプラザの
管理運営と近隣商店街とともに神戸の中心
商業地区の発展に寄与する目的で設立され
ました。
　今井議員は、三宮の一等地にも関わら
ず、かなり大きなスペースでシャッターが
下りており、空きが目立つ。オーナーから
は「震災でセンタープラザも大きな被害を
受け補強や改修に何千万円も出し返済など

もあり、とても震災から立ち直れない」と
聞き、家賃が高いなどの問題や実際にセン
タープラザで商売をしている方々からの声
を聞いているか、などを質しました。

◆
答弁：橋本市街地整備部長らは「神戸市も
区分所有者の一人であるが、サンセンター
プラザが行う行事には、なるべく参加し、
いろいろな方々の意見を聞くようにはして
いる。今後については、いろんな方の意見
を聞きながら進めていきたい」と答えまし
た。

　� �今井まさこ議員

公益財団法人 こうべ市民福祉振興協会

介護認定の申請から
判定の時間を少しでも
� 短くせよ

　� �今井まさこ議員

株式会社神戸サンセンタープラザ

設立理念生かし
神戸市が空きスペース
� 対策に本腰を

　� �大前まさひろ議員

一般財団法人 神戸すまいまちづくり公社

サンパルで営業している
人をおきざりにした
� 三宮再開発やめよ

　一般財団法人神戸すまいまちづくり公社
の審査で日本共産党の大前議員が、三宮周
辺地区の再整備構想の推進について質問し
ました。
　一般財団法人神戸すまいまちづくり公社

は、神戸市の発展に伴い、都市の基盤施設
の整備等に弾力的・動機的に対応するため
に設置されました。いま三宮周辺再整備の
計画でサンパルがどうなるか分からない状
態です。大前議員は、テナントの方、店子
の方々から、ものすごく不安に思う声を聞
いており、公社が神戸市と一緒になって三
宮再整備を推進していることを質しました。

◆
答弁：澤田専務理事らは「再開発のプラン
はこれから決まっていくこと、区分所有者
と検討委員会で話し合いはしている」「話
し合いが足らないのであれば努力はする」
などと答えました。

　� �大前まさひろ議員

神戸新交通株式会社

基本料金値下げで
誰もが利用しやすい料金へ
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（２面につづく）

三宮再開発にみなさんの意見をおよせ下さい

「国際競争力」の名のもとに地域破壊やめよ
三宮は既存商業の応援で活性化を

２月９日まで市民意見募集中

　神戸市は大企業の儲けを最優先に、安倍政権の成長戦略に沿って、三宮一極集中の巨大開発を強行しようとしています。
　開発を具体化するものとして「えき まち空間」基本計画（案）、新たな中・長距離バスターミナル整備に向けた雲井通５・
６丁目再整備基本計画（案）がつくられました。神戸市は２月９日まで市民意見募集（パブリックコメント）を行っています。
市民のみなさんからのご意見・ご批判を神戸市に集中していただきますようよろしくお願いします。

「えき まち空間」基本計画（案）について
　「えき まち空間」基本計画（案）には、
三ノ宮駅南を車両通行禁止にして歩行者だけ
が通行する空間（三宮クロススクエア）をつ
くり、その周辺に５つの駅前広場、新たなバ
スターミナルが建設されます。しかし基本計
画（案）の中には予算について全くふれられ
ておらず、市民からも「一体いくらかかるか
わからないものにどうコメントしろというの
か」との意見もでています。形だけ市民の意
見を聞いたこととして、莫大な税金を注ぎ込
む計画を進めることはゆるされません。

分析も予算規模も示さず大型事業を推進

　「えき まち空間」（案）の２つ目の問題
点は、交通の分析も無く、湾岸道路延伸など
大型公共工事を合理化していることです。
「三宮クロススクエア」は車両が通れなくな
るため、新たな迂回道路の整備が必要になり
ます。その迂回するのに５千億円以上かかる
湾岸道路延伸の整備が必要というのが神戸市
の考えです。例えば灘区から須磨区に向かう
ときわざわざ遠回りして湾岸道路延伸部を使
うでしょうか。

　３つ目の問題点はにぎわいづくりとして既
存の商業を考慮していないことです。三宮に
は現在、三宮センター街やサンプラザやセン
タープラザ、北に行くと二宮市場などの商店
街もあります。三宮再開発の計画では、バス
ターミナルを伴う巨大ビルを新設し新たな商
業床を増やす計画です。市役所２号館も１号
館と同規模の高層ビルに建て替え、低層部の
にぎわいづくりとして商業施設の新たな誘致
を検討しています。かなりの数の商業床の増
加が想定されていますが、既存の商店にどれ
だけの影響があるのかは一切調査をしていま
せん。これまでもミント神戸ができて、地域
の商店から「壁ができて人の流れがピタリと
止まった」などの意見がでています。今の商
業を大切にせずに、どんどん新たな商業の設
置だけ規制緩和で誘導するなど「再開発」
「再整備」と呼べない三宮壊しの計画です。

大企業・誘致企業に規制緩和で税免除次々

　４つ目の問題点は、大企業・誘致企業に対
するさらなる規制緩和と税金投入や免除制度
がつくられようとしていることです。基本計
画（案）では「都心地域へのオフィス進出を
促すための経済インセンティブの検討」とし
ています。いまでも、神戸市は「都心地域オ
フィス等立地促進事業」で六甲アイランドか
ら三宮に移転してきた「P＆G」１社に５年
間で４億５千万円の補助を出しています。三
宮一極集中をさらに加速させるために、税金
を投入するなど、さらなる地域破壊につなが
ります。
　また都市再生緊急整備地域である三宮は、
すでに容積率の緩和（例：ミント神戸は、同
じ面積で２倍の商業床を整備できる）がされ
ています。基本計画（案）には、さらに「商
業、業務系の建築物に対する容積率の検討」

がもりこまれており、景観や既存の商圏を破
壊して、大企業の儲けのために神戸市が補助、
緩和する、その本音がすでに表れています。
　今ある三宮を大切に、既存の商店や事業者
のリフォーム助成や営業支援に力をいれ、バ
リアフリーなど時代に合った改善こそ、活性
化の本道です。

新たなバスターミナル基本計画（案）について
　次に新たな中・長距離バスターミナル整備
に向けた雲井通５・６丁目再整備基本計画
（案）の問題点についてです。
　神戸市は区役所、勤労会館を市役所３号館
に移転し、その跡地にバスターミナルを伴う
巨大ビルを建設しようとしています。あわせ
て地域の文化会館の廃止や、三宮への集約が
計画されています。そんな巨大開発が必要で
しょうか。地方自治の本旨は「住民福祉の増
進」です。しかし特定都市再生緊急整備地域
では目的は「国際競走力の強化」です。国際
競走力の強化のために、地域の会館を破壊し
「住民福祉の増進」が脇に置かれるようなこ
とになってはいけません。

利用者の意見を聞かず公共施設を強引移転

　まず１つ目の問題点は、利用者の声をほと
んど聞かずに区役所などが移転されることで
す。区役所、勤労会館の移転にあわせて、生
田文化会館、葺合文化センターまであわせて
集約すると突然言い出しました。生田文化会
館、葺合文化センターは生田区、葺合区が合
区され中央区となったときにそれぞれの住民
が文化施設をつくってほしいと要望してつく
らせた地域の施設です。それを利用者の意見
をきかず移転するなど許されません。また大
倉山にある神戸文化ホールについても大ホー
ルはバスターミナルを伴う巨大ビルに中ホー
ルは市役所２号館に移転をされます。これに
ついても利用者の意見は聞かれていません。
利用者の声を聞かずにトップダウンで移転を
決めてしまうことは許されません。

公共施設の整備イメージ

います。区民からは
「若い人が住めない」
との声が上がっていま
す。朝倉議員は「人口
流出が増えている」
「さらに公的施設をな
くせば、人口減少に拍
車がかかる」と課題解
決への見解を求めまし
た。

ーマンションの建設」
など、今までに一度も
公表されていない巨大
開発の計画が唐突に出
されています。その他、
神戸掖済会病院が来年
３月に小児科を閉鎖す
ることで区民の間に不
安が広がっていること
を取り上げました。赤
田議員は「市民との合
意もなく、巨大開発を進めて はならない」とただしました。

　12月６日に開かれた神戸市
議会定例本会議で西議員は、
議員提出議案の議員報酬、費
用弁償及び期末手当に関する

条例の一部改正に対して反対
討論をおこないました。
　本議案は、市長を含めた市
職員の期末手当の改定にあわ
せて議員の期末手当を引き上
げようとするものです。

　年々、市民生活は厳しくな
るなか、一昨年の政務活動費
の不正流用問題に続き、自民
党市議による新たな不正流用
問題が明らかになりました。
真相解明や再発防止の議論も

途上です。
　西議員は「このような時に
議員自ら期末手当を引き上げ
るような提案をすべきではな
い」としました。

不正流用問題の真相解明がない
期末手当引き上げの提案などするべきではない

西議員が
反対討論

赤田議員が一般質問

　12月７日に開かれた神戸市議会定例市会本会議で、日本共産党議員団から赤田かつのり議員、朝倉えつ子両議員が
一般質問に立ち、久元喜造市長の政治姿勢をただしました。

三宮一極集中の再開発をやめ
地域を守り市民のくらしの応援を

唐突にだされる巨大開発の計画
市民との合意がない開発には反対

久元市長は北区民の声を聞き
人口減少に対しての施策を

　施政方針や11月の補正予算
案などで「雲井通５・６丁目
のバスターミナル建設予定地
に高さの上限約165ｍの高層
ツインタワー建設」「市役所
２号館を１号館並みの高層タ

ワーに建替え」「神戸文化ホ
ールを建設予定のバスターミ
ナルと建替え予定の２号館に
分割移転」「ウォーターフロン
トの再整備計画で新港第一突
堤に100ｍを超える高層タワ

　北区では、人口減少、少子
化を理由に市営住宅の戸数を

減らし、公立幼稚園は廃止、
児童館は移転などが行われて

１．�久元市長の市政運営と市民の
暮らしの実感について

２．�施政方針、都心三宮とウォー
ターフロント再開発について

３．垂水区の地域医療体制について

質
疑
項
目

１．�まちづくりと地域課題解決への� �
姿勢について

２．�学校園に通う障がい児への対応について
３．住宅リフォーム助成について
４．国民健康保険について

質
疑
項
目

　玉田敏郎副市
長：（巨大開発に
ついて）神戸市全

者のご意見を聞きながら丁寧
に進めたい。
　赤田議員：一部関係者の意
見だけを聞き、これで市民の
意見を聞いていると言えるの
か。

答弁
ダイジ
ェスト
体の賑わい経済の活性化、
競争力の強化などを踏まえ進
めている。市民、区民、関係

　久元喜造市長：
（立地適正化計画
を策定して）強制

住民を駅前などの便利なとこ
ろに定住するよう誘導した
い。

答弁
ダイジ
ェスト
ではないが不便なところの

朝倉議員が一般質問
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2018年２月25日（日）No.209

　神戸市は２月16日、2018年度神戸市当初予算案を発表しました。
　予算案では、従来型の大型プロジェクト（阪神高速湾岸道路延
伸、国際コンテナ戦略港湾、神戸空港の民営化など）へ優先的に
予算配分され、さらに、都心・三宮の大規模開発の事業化予算が
計上されました。

　一方で、昨年秋の市長選で公約に掲げた「こども医療費助成を
高校生まで拡大」にはまったく手を付けていません。また安倍内
閣の社会保障削減の流れに連動し、国民健康保険料や介護保険
料、後期高齢者保険料の大幅な値上げや、生活保護費の切り捨て
が計画されています。

地域切り捨てから、街を守る一致点で市民共同を
2018年度神戸市予算案について 日本共産党神戸市会議員団

西ただす・今井まさこ両議員が代表質疑
２月26日（月）午後３時頃から市議会本会議場にて 市役所１号館25階で傍聴

手続きをお願いします

傍聴にお越しください

　新年度予算案では、新たに「都市空間
向上計画（立地適正化計画）」策定が盛
り込まれました。
　いま、都心から離れた郊外やニュータ
ウンの地域では、生活関連施設の撤退、
バスの路線の縮小、少子高齢化など深刻
な課題に直面しています。神戸市は、こ
うした地域を応援するのではなく「人口
減少」「コンパクト化」という名目で切
り捨てようとしています。
　２月に発表された「計画」の考え方案
では、おおむね50年先には３割の人口減
少が見込まれるとして「居住誘導区域」
と「都市機能誘導区域」を設定するとし
ています。
　「居住誘導区域」では、既存の市街地
を線引きし、生活利便施設の維持や行政
サービスの水準を保証する地域が限定さ
れ、保証しない地域は「住宅以外」への

転用が誘導されます。こうして、切り捨
てられる対象地域には、過去に神戸市み
ずからが切り開いてきたニュータウン・
開発団地等が狙われています。

　多くの住民が、長年まちづくりに尽力
してこられ、様々な地域課題の解決にむ
けている最中に、こうした努力を踏みに
じり、愛着ある街を奪う権利が、いった
い誰にあるというのでしょうか。
　この計画は居住権・財産権をも侵害す
る大問題であり、従来の保守や革新とい
う枠にこだわらず、お住まいの地域に愛
着を持ち、住み続けたいと願うすべての

住民の皆さんに「都市空間向上計画（立
地適正化計画）」に反対する一致点での
共同を呼びかけます。
　さしあたり、３月13日から４月12日ま
でおこなわれる市民意見募集（パブリッ
クコメント）に、多くの皆様が、直接神
戸市に意見を寄せていただくようおねが
いします。

　一方、「都市機能誘導区域」は、駅近
などに限定され、都心・三宮では、今ま
で以上の規制緩和や支援制度によって、
商業・業務を集積させる、文字通り三宮
一極集中の計画になっています。
　久元市長は、この７月にも「計画」の
素案をまとめ、住民サービス提供を保証
しない「区域」をトップダウンで指定し
ようとしています。

三宮一極集中のために
「地域切り捨て」すすめる

保守、革新にこだわらず「愛着ある街
に住み続けたい」の一致点で共同を

都市空間
向上計画

月 日 曜日 審査順位 質問予定時間 分科会 担当議員
行財政局、会計室、市長室 ２ 28 水 ３ 12：55 １ 林　まさひと
水道局 ４ 13：40 ２ 金沢　はるみ
企画調整局

３

１ 木 ２ 11：10 １ 森本　　　真
危機管理室 ５ 14：55 ３ 今井　まさこ
保健福祉局 ２ 金 ３ 12：55 ２ 赤田かつのり
消防局 ４ 13：40 ３ 大前まさひろ
教育委員会 ５ 月 １ 10：25 １ 味口としゆき
環境局 ２ 11：10 ２ 西　　ただす

月 日 曜日 審査順位 質問予定時間 分科会 担当議員
市民参画推進局

３

６ 火 ５ 14：55 １ 味口としゆき
経済観光局 ３ 12：55 ３ 大前まさひろ
建設局 ７ 水 １ 10：25 ２ 赤田かつのり
みなと総局 ２ 11：10 ３ 大かわら鈴子
こども家庭局、選管、
人事委員会、監査委員会 ８ 木 ４ 13：40 １ 山本じゅんじ

交通局 ５ 14：55 ２ 朝倉　えつ子
住宅都市局 ９ 金 １ 10：25 ３ 松本　のり子
総括質疑 14 水 ３ 13：00 松本　のり子

予算特別委員会日程と共産党議員の質問予定など

　� �赤田かつのり議員

公益財団法人 計算科学振興財団

神戸経済の循環に
つながる支援を

　� �大前まさひろ議員

公益財団法人 先端医療振興財団

出捐金はなくし
他の社会保障に充てよ

　神戸市議会外郭団体に関する特別委員会の審議が2017年12月22日に開催され、日本共産党神戸市会議員団の
赤田かつのり、今井まさこ、大前まさひろ議員が外郭団体の運営状況などについて質問しました。

外郭団体特別委員会審査から⑤

　日本共産党の大前議員は審査で、日本語文
化学習支援事業について質問しました。
　当財団は、神戸の更なる国際都市として発
展をめざし、市民の国際交流、多文化共生など
地域の国際化、国際社会の平和と繁栄に寄与
することを目的に設立されました。
　神戸国際協力交流センターでは、定員50名
で日本語文化学習支援事業を行っています。
コミュニティセンターには、いろいろな人た

　日本共産党の赤田議員は審査で、神戸市が
スパコンを維持管理する必要性について質問
しました。
　当財団は、スーパーコンピュータの産業利
用と普及。「京」を中核に計算科学の振興、
産業経済に寄与することを目的に設立されま
した。
　神戸市は、県とそれぞれ分担金を支払いス
パコンを支援しています。
　赤田議員は、利用法人は神戸市内の企業ば
かりではないことを指摘。これで「神戸経済の

　日本共産党の大前議員は審査で、先端医療振
興財団への出捐金について質問しました。
　当財団は、神戸医療産業都市を推進。産官
学の連携で先端医療の研究と開発を行い、医
療関連産業の集積形成に寄与することを目的
に設立されました。
　神戸市は財団にたいし、いままで15億円の

出捐金をだしてきましたが、先端医療の病院
部分が中央市民病院に統合されたことで出捐
金は減額される予定です。大前議員は、今後
の出捐金の支払われ方などについて見解を求
めました。

◆
答弁：今西理事は「先端医療振興財団を発展
的に機能強化していく」「支援は今後も必
要」としており、負担金は議論中と答えまし
た。

◆
　大前議員は「出捐金をもらい続けての運営
はおかしい」とし、出捐金をなくし他の社会
保障に充てるよう求めました。

ちが訪れ、言葉が飛び交いニーズは高まって
います。しかし、利用者が多くスペースが足
らない状態になっています。大前議員は、ス
ペースを広げ、相談事業なども行っているこ
とをもっと周知するよう求めました。

◆
答弁：植松常務理事は「改修を行いスペース
の拡充をしている」などと答えました。

　日本共産党の今井議員は審査で、高齢者世
帯生活援助員設置事業補助などに財団が一部
の事業を残し解散することについて質問しま
した。
　当財団は、大震災からの復興のため各般の
取組みを補完。被災者の救済、自立支援など
総合的な対策を進め被災地域の再生を目的に
設立されました。しかし、一部の事業を残し
財団法人を解散させる予定です。

　今井議員は「高齢者世帯生活援助員設置事
業補助など、大変重要な仕事をしている」と
して、今後はどうなるのか見解を求めまし
た。

◆
答弁：谷口局長は「県市の強調事業として継
続する前提で協議を重ねている」と答えまし
た。

循環につながるのか」など見解を求めました。
◆

答弁：湯田常務理事は「全国を対象に事業を

行っている団体」「どうしても関東の企業が
多くなる」と答えました。

　� �大前まさひろ議員

公益財団法人 神戸国際協力交流センター

少しでも多くの人が
� 利用できるよう
スペースの拡充を

　� �今井まさこ議員

公益財団法人 阪神・淡路大震災復興基金

高齢者世帯生活援助設置
事業など重要な事業は
� 引き継がれることに

市 長 室12月22日

企画調整局12月22日

過密学校区に、神戸市が高層マンションを誘致

　２つ目の問題点は、居住者が増え、近隣の
小学校がさらに過密するということです。再
整備ビルには「中長期滞在機能」が盛り込ま
れています。「中長期滞在などを可能にする
高機能な居住機能」とは事実上の高層マンシ
ョンのことです。このバスターミナルを伴う
巨大ビルが建設される雲井通５・６丁目は中
央小学校の校区になります。この中央小学校
は神戸市が「今後６年について、児童の受け
入れのために何らかの対策が必要、またはそ
のおそれがある小学校区」として「要注意地

区」に指定しています。ここに大規模なマン
ションをつくればどうなるでしょうか。中央
小学校は子どもたちがあふれてしまい、子ど
もたちの教育環境を奪ってしまうことになり
ます。神戸市が、三宮一極集中のマンション
計画を推進し、安心して学べる教育環境をこ
わすなどとんでもありません。
　以上のようにこれらの基本計画には問題点
が多数あります。ぜひパブコメに参加をして
意見をあげましょう。今後議員団としては１
月22日18時半～三宮勤労会館403号室で学習
会も行います。市民の声で三宮再整備をスト
ップさせましょう。

再整備ビルの構成イメージ
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2018年３月４日（日）No.210

市の責任で規制を
　神戸市の2018年度予算案などを審議する定例市議
会が２月20日に開会されました。本会議で日本共産
党議員団の森本真議員が議案質疑に立ち「神戸市住
宅宿泊事業の実施の制限等に関する条例の件」（い
わゆる「民泊条例案」）について質疑しました。

森
本
議
員
が
議
案
質
疑

　「住宅宿泊事業法」は、
「旅館業法」を規制緩和し、
「住宅」を宿泊施設として、
国内外からの観光客の宿泊の
需要に対応するものです。
　この条例案の施行にあた
り、住宅宿泊事業（民泊）に起
因する騒音の発生、その他の

事象による地域住民の生活環
境の悪化が考えられています。
　神戸市は、本条例の目的を
「法第18条にもとづく住宅宿
泊事業の実施制限の区および
期間を定める」として、事業
を営もうとする者の責務等を
定め、生活環境悪化を防止す

る「地域との調和をはかり、
事業の適正な運営を確保する

もの」としています。

　いま、都心から離れた地域では、生活関連施設の撤退、バ
ス路線の縮小など深刻な課題に直面しています。神戸市は、
こうした地域を応援するのではなく、切り捨てる「都市空間
向上計画」を策定しようとしています。
　同計画で「住宅以外」への転用を誘導する「区域」に指定
されれば、生活利便施設や行政サービスの維持が保証されま
せん。対象地域には、郊外・ニュータウン・開発団地等が想
定されていますが、市長は今年７月に「区域」指定案をトッ
プダウンで決めようとしています。
　その一方、都心・三宮は、「マスタープラン三宮構想」案
で今まで以上の規制緩和や支援制度によって、商業・業務を
集積させる地域に指定しようとしています。
　２つの「計画」案は３月13日から４月12日まで市民意見募
集が行われます。居住権・財産権をも侵害する大問題であ
り、愛着を持つ地域に住み続けたいと願うすべての住民のみ
なさんに、「計画」の撤回を求める共同を呼びかけるととも
に、緊急学習会にこぞってご参加いただけますようお願いい
たします。

地域の切り捨てを許さない広範な共同を

13時30分～ 新長田ピフレホール 3階・会議室A昼の部
18時30分～ 神戸勤労会館 2階・多目的ホール夜の部

「都市空間向上計画・マスタープラン三宮構想」　　　学習会緊急

３月９日（金） 課題の重要性から、昼夜、二部制で開催します。
ご都合の良い時間帯に、ご参加ください。

ゆとりある居住区域に指定されると「住宅以外」に誘導されます。誘導方針

民泊による市民生活の悪化は許さない

（２面につづく）

質問の動画はこちら扌

　久元喜造市長は「人口減少社会の進展に
歯止めをかけることを基本目標」に、神戸

を「さらなる高み」に押し上げるとして、
阪神高速湾岸道路延伸に53億円、国際コン
テナ戦略港湾に38億円、神戸空港に33億円
など、陸・海・空のインフラ整備をすすめ
ようとしています。
　その要となる都心三宮・ウオーターフロ
ント（WF）開発では、新バスターミナル
整備の再開発会社の設立、三宮駅南側駅前

広場や新中央区総合庁舎の整備など、85億
円もの予算を計上しました。
　三宮再開発に関して出された、800件も
の市民意見（パブリックコメント）の集計
が済まないうちに、計画推進を予算化する
など、市民不在のトップダウンと言わざる
を得ません。

　市長は「地域の特性を生かしたバランス
のとれたまちづくりの推進」を掲げまし
た。その「バランス」の実態は、都市空間
向上計画（立地適正化計画）で市街地を選
別・線引きして、地域によって行政サービ
スに強弱をつけるというものです。
　これまで神戸市が自ら整備して来た、ニ
ュータウンや開発団地などで、「少子高齢
化で対策が困難になった」「三宮に予算を
つぎこみたい」からと、手を引くような計
画は絶対に許せません。

は、６年間で1.6兆円にものぼります。年
金、生活保護の改悪など市民の生活基盤は
極端に弱められています。にもかかわら
ず、久元市長は「すべての世代を対象とし
た社会保障政策の厚みが増した」などと、
市民の暮らしの大変さはどこ吹く風で、市
民負担増を予算化しました。
　国民健康保険料は、道府県化にあわせて
保険料の計算方式を変更（扶養親族への控
除制度縮小（21億円分、所得が低い世帯へ
の負担配分の増加）。しかし、急激に保険
料が増える世帯に対しては、上げ幅を15％
上限とする激変緩和措置しかありません。

また介護保険料は年6372円（基準額）、後
期高齢者医療保険料も年558円値上げされ
ます。生活保護制度では、国の改悪に反対
するどころか、医療費負担を求める先頭に
立っています。
　いまこそ国の悪政からの防波堤となって
「住民福祉の向上」を使命とする自治体の
役割を発揮すべきときです。神戸市とし
て、国民健康保険事業会計への法定外繰入
金の復活や、介護保険基金の全額取り崩し
など、自治体として取りうる最大限の努力
で市民負担軽減策を講ずるべきです。

　待機児童解消で、市民や運動団体が求め
てきた保育人材確保策が一部もりこまれま
した。一方、保育施設では約1600人分の保
育定員を拡大するとしていますが、施設を
新設する地域を差別化（東灘、灘、中央、　安倍内閣による社会保障の度重なる削減

垂水のみ）し、新設は285人分にとどまり
ます。
　教育環境では、保護者の強い願いに動か
され、過密校対策で、公園や児童館、市住
跡地などを活用しグラウンドや校舎の増築
の検討がはじまりました。こうした現実を
よそに、過密校の校区内に神戸市がマンシ
ョンを誘致（中央区雲井通、新港町など）
するなどとんでもありません。

　経済対策では、アベノミクスに追随した
成長産業支援が中心です。医療産業都市構
想に14億円のほか、大企業支援では、小さ
なオフィスでも「本社機能」と宣言すれば
賃料補助をしたり、研究施設をポートアイ
ランドに公費整備するなど至れり尽くせりで
す。地域に根付いた中小の産業、商業の応
援こそ求められていますが、融資の信用保
証料補助を改悪するなど、神戸市としての
支援制度を事実上皆無にしようとしていま
す。

都心・三宮・WF再整備

トップダウンの
三宮再開発は中止を

立地適正化計画

市長の「バランス」とは
不便な地域の切り捨て

国保、介護、生保

社会保障破壊すすめる
安倍内閣の防波堤こそ必要

子育て、保育、教育

医療教育の負担軽減で
子育てしやすい環境づくりを

中小企業

呼び込み型ではなく、神戸に
根付いた産業商業の応援を

2018年度神戸市予算案のポイントについて
予算の規模

平成30年度 平成29年度 増 △ 減
伸び率（％）

一般会計 7,785億円 7,812億円 △27億円 △0.4
特別会計 6,604億円 7,078億円 △474億円 △6.7
企業会計 3,177億円 3,207億円 △30億円 △1.0
合　　計 17,566億円 18,097億円 △531億円 △2.9

　新年度予算案の最大の特徴は、都心・三
宮巨大再開発を市民不在ですすめる一方、
そのための莫大な予算のねん出のために、
郊外・ニュータウン地域の利便が切り捨て

られ、子育て世代から高齢
者まで、市民生活の向上の
願いがまるごと後回しにさ
れていることです。 ※�平成29年度予算には病院の統合・開設に伴う経費149億円を含む（先端医療センタ

ー病院・西神戸医療センターの市民病院への統合、神戸アイセンター病院の開設）

　一方、市民・団体のみなさんの長年の運
動と日本共産党市議団のスクラムを組んだ
ねばりづよい取り組みが実り、就学援助入
学準備金の前倒し支給や、妊婦健診の拡
充、スクールカウンセラー・ソーシャルワ
ーカーの増員、医療的ケアが必要な児童の
保育所・幼稚園等への看護師配置・派遣、
全学年受け入れを踏まえた児童館整備の拡
充、阪神西元町駅のバリアフリー化、神鉄
シーパスワンの発行枚数の拡充などが実現
しています。

実現施策

市民運動と12名の議員団
の力で前進した施策も

財源提案

開発優先をあらためれば
市民生活向上の財源はある

　神戸市の新年度予算額は、一般会計で
7785億円とほぼ前年通り確保されていま
す。ムダな大型開発の削減や120億円もた
め込んだ基金を活用すれば、子どもの医療
費無料化や、国保介護の負担軽減、住宅店
舗リフォーム助成など多くの事業が実現で
きます。
　日本共産党神戸市会議員団は、みなさん
の願いや思いをお聞きしながら、住民本位
の予算編成への抜本的な組み替えを求め
て、全力でがんばります。
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2018年３月11日（日）No.211

西ただす議員が代表質疑

三宮一極集中の
悪影響、あきらかに

地域切り捨ての
「計画」撤回を

　２月26日の市議会本会議で、日本共産党の西ただす議員
と、今井まさこ議員が代表質疑をおこないました。
　新年度予算案は、湾岸道路の延伸、国際コンテナ戦略港
湾、神戸空港など、「陸・海・空」で大型開発を推し進め
るものとなっています。
　市長選挙の公約であった「子どもの医療費助成を高校生
まで拡大」や「待機児童を今年４月で解消」は先送りにな
りました。さらに、国民健康保険料、介護保険料の値上げ

など市民負担を増やす予算案となっています。
　三宮再開発については、市民意見募集（パブリックコメ
ント）の最中にも関わらず、新バスターミナル整備のため
の再開発会社の設立を決めるなど、およそ民主主義を無視
したトップダウンで進めています。
　西、今井両議員は、「『住民の福祉の増進』という地方自
治体の目的に立ち返るべき」として久元喜造市長の政治姿
勢を質しました。

　神戸市は都市計画マスター
プランの地域別構想“三宮～
ウォーターフロント都心地区
編”（素案）を発表しました。
構想では、「商業・業務、文
化、観光など、あらゆる都市
機能の高度な集積を三宮に図
る」とされています。
　これは、久元市長の「三宮
の周辺地域にさらなる経済集
積や、一極集中をもたらすも
のではない」とした従来答弁
からも矛盾します。
　西ただす議員は、神戸文化
ホールや葺合・生田の地域の
会館も廃止して三宮に集約す
る計画について、「これを一
極集中と言わずしてなんとい
うのか」と批判。今の開発計
画だけでも商業床が1.5倍に

なる試算を示して、開発の中
止を求めました。
　岡口憲義副市長は「商業に
ついては様々な形で入ってく
ると思われるが、巨大開発を
目的としたものではない」と 答弁しました。

　神戸市は「都市空間向上計
画」の考え方（案）を発表し
ました。都心の人口密度を維
持するため、ニュータウンな
どを「縮小」し、郊外の居住
地の「住宅以外への転用」を
進めようとしています。

　神戸市は「住宅以外への転
用」を進める地域を、今年６
月に指定します。指定された
地域は地価の下落や宅地の不
動産価値が失われる危険があ
ります。
　西議員は、高齢化が進むな

か、スーパーの閉店や幼稚園
の廃止など困難をかかえてい
る地域で「街を守るためにが
んばっている住民の努力を踏
みにじるものだ」と批判しま
した。
　久元市長は「都市空間向上
計画は、国の立地適正化計画
にもとづくもの」「国がすべ
て正しいと言わないが、この
計画は神戸の実態に合致して
いるので、推進していきたい」
と答弁しました。

神戸どこでも安心して、
� 住み続けられる街づくりを

医　療
交　通
子育て

議員団が発行した神戸市会報告３月号外も是非お読みください▶

パブリックコメント提出先（郵送・持参）受付期間：３月13日～４月12日まで
案に対するご意見に、
◦件名
◦お名前
◦住所
を添えて提出ください。

◦都市計画マスタープラン地区構想・三宮
◦神戸市都市空間向上計画件 名

〒650-8570 神戸市中央区加納町6-5-1 神戸市役所２号館４階
神戸市住宅都市局都市計画課　意見募集宛て宛 先３月14日（水）午後１時頃から市議会本会議場にて

市役所１号館25階で傍聴手続きを
お願いします松本のり子議員が総括質疑

傍聴にお越しください

　神戸市が１月にパブリック
コメントに出した「条例の骨
子案」 では、「住宅専用地
域」「学校・児童福祉施設」
の周辺の区域では民泊は認め

ないとされていました。
　しかし、２月の条例案では
住居専用地域でも学校児童福
祉施設周辺であっても「市長
が告示する地域」では民泊を

認めることになっています。
　森本議員は、「禁止」が原
則であり、条例の中身として
旅館業法に準ずることが必要
だと指摘。「市長が告示する

地域」の考え方、「民泊に対
しての苦情窓口の設置」「違
法民泊の根絶」などについて
久元喜造市長に見解を求めま
した。

　玉田敏郎副市長は、神戸市
の民泊条例案について、「国
内外からの観光客の宿泊需要
に対応している側面もある
が、他都市での特区民泊を実
施している状況から宿泊者の
安全性が危惧され、市民の生
活環境を悪化させる事態も生
じている。市民サービスを低
下させてまで宿泊場所を確保
する施策を遂行するとは、市
民の理解を得られない」とし
て「住宅宿泊事業については
一定の規制が必要」と答弁し
ました。
　副市長は、「市長が告示す
る地域」については、地域の
住民の意見等を踏まえ、検討
していく必要があるとし「生

に検討したい」と答えました。
　森本議員は「市長判断でむ
やみやたらに民泊を認めるよ
うなことになれば、制限をつ
ける条例の意味が失われる」
と質しました。
　久元喜造市長は「市長が定
めると書いてあるだけでは疑
念が生じることは理解でき
る」として「そこで民泊事業
が行われても住環境を悪化さ
せるおそれがない」というこ

とが客観的に認定でき、その
周辺の地域住民の間でコンセ
ンサスが成立している必要が
あると表明。
　市長は、「告示する方法は
検討したい」としたうえで
「きちんと説明をする責任は
市長側にある」「規則の案を
作りパブリックコメントにか
け合理的な地域の設定ができ
るのかを説明する必要があ
る」と答えました。

活環境の悪化の恐れがない」
「住民のコンセンサス（合意）
が得られている」などが必要
で、どのような形で告示地域
を決定するかは「今後、詳細

市長判断で民泊できる
地域を広げるな

　民泊実施にともない民泊施
設周辺のゴミや騒音などの問
題が発生することが考えられ
ます。ゴミや騒音は環境局、
その他は保健福祉、消防局と

担当局が違ってきます。
　森本議員は、民泊について
の地域住民の苦情、相談につ
いて「ワンストップの窓口」
を設けるよう求めました。

　久元市長は、ここに対応す
る責任は、それぞれの部局に
分かれているが「市民の皆さ
んからの苦情を受け付ける窓
口は極力、一か所が良いと思
う」として、担当部署は検討
が必要だが「いずれにしても
一つのところで受け付けられ
るようにしていきたい」と答
えました。

民泊の苦情相談
窓口は一か所に

　本条例の施行に当たっては、市民の生活環境を守り、事
業の適正な運営を確保するため、保健福祉局をはじめ関係
する部局・区において、住宅宿泊事業者の届出、周知行為

等に関する情報の共有に努めるほか、本条例が公平かつ適
正に運用されるよう実効性のある措置を講ずること。

神戸市「民泊条例」附帯決議

月 日 曜日 審査順位 質問予定時間 分科会 担当議員
教育委員会

３

５ 月
１ 10：25 １ 味口としゆき

環境局 ２ 11：10 ２ 西　　ただす
市民参画推進局

６ 火
５ 14：55 １ 味口としゆき

経済観光局 ３ 12：55 ３ 大前まさひろ
建設局 ７ 水 １ 10：25 ２ 赤田かつのり

月 日 曜日 審査順位 質問予定時間 分科会 担当議員
みなと総局

３

７ 水 ２ 11：10 ３ 大かわら鈴子

こども家庭局、選管、
人事委員会、監査委員会 ８ 木

４ 13：40 １ 山本じゅんじ

交通局 ５ 14：55 ２ 朝倉　えつ子
住宅都市局 ９ 金 １ 10：25 ３ 松本　のり子

予算特別委員会日程と共産党議員の質問予定など
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予算特別委員会審査から

と指摘。そうした議論ぬき、
民間企業の儲けのために公共
施設を明け渡すなど許されな
いと批判しました。
　岸本義一行財政局長らは
「（再編だけでは床面積がた
りないので）仮移転を考えて
いきたい。近隣の民間ビルへ
の入居を考えている。調査を
終えているので、９月には費
用も含めて提案したい」と答
弁しました。
　三宮開発を優先して行政施
設の再編で民間ビルの賃貸料
などムダな税の支出をふやす
など本末転倒です。林議員
は、その一方で、行財政局が、

入院を理由で税金を滞
納した方の自宅を差し
押さえてまで徴税を強
化し、中小商業者の実
態を見ずに信用保証料
補助を改悪してまで支
出をへらしていること
を追及しました。

ン」を策定しています。
　森本議員は「人口減
少の流れに立ち向かう
ことをあきらめ、地域
を切り捨てるようなこ
とは絶対許されない」
として「都市空間向上
計画」の撤回をもとめ
ました。
　谷口真澄企画調整局長は
「人口が110万人になること
を、神戸市が是としているわ

　林議員：やむをえず税を滞
納された方への対応は、分納
の勧めを中心にされているか。
　部長：法律に定められてい
る「換価の猶予」がある。周
知しているが運用件数が少な
く10件程度。
　林議員：資産調査が必要だ

が申請すればできる「換価の
猶予」のメリットは何か。
　部長：支払いを２年まで伸
ばすことができ、延滞金の減
免（２分の１）がある。
　林議員：分納か換価の猶予
か、本人の意思でできるよう
にすべきであり。制度を周知
し、生活実態に寄りそった対
応をすべき。

民間の儲け優先で
行政施設きりうりするな

地域きりすてる
まちづくりやめよ

　２月28日、神戸市会予算特
別委員会がひらかれ、林まさ
ひと議員が行財政局審査で質
疑をしました。
　神戸市は、三宮再整備にあ
わせ、本庁舎２号館と３号館
の建替構想を発表しました。
　延床面積は、現２・３号館
あわせて23,000㎡です。建て
替え後は15,000㎡しか本庁機
能分が確保されていません。
残りは、文化ホール（中ホー
ル）機能と民間の集客施設を
入れるとしています。
　林議員は、庁舎建て替え後
の行政機能について神戸市が
まったく検討した形跡がない

答弁ダイジェスト

　３月１日、神戸市会予算特
別委員会がひらかれ、森本真
議員が企画調整局審査で質疑
をしました。
　神戸市の住宅都市局では、
人口が2060年に110万人にな
るという、国立社会保障・人

口問題研究所の推計をもと、
ニュータウンの居住地域を一
気に縮小させる「都市空間向
上計画」案を作成しています。
　一方、企画調整局では、人
口減少をくいとめ、2060年で
130万人とする「人口ビジョ

けではない」としつつも、都
市空間向上計画と並行してす
すめていくと答弁しました。

行財政局審査で林議員

企画調整局審査で森本議員

市民生活の実態ふまえて
水道料金は値下げを

　２月28日、神戸市会予算特
別委員会がひらかれ、金沢は
るみ議員が水道局審査で質疑
をしました。
　神戸市の水道ビジョン2025
には「受益と負担の公平性に
考慮した料金体系のあり方に
ついて検討する…」とあり、

水道料金の見直しが今
後検討されることが予
想されます。金沢議員
は、水道料金を値下げ
した市や、子育て世帯
中心に値下げした市な
どを紹介、「市民生活
の実態を十分踏まえ

て、今後の料金体系を値下げ
の方向で考えていただきた
い」と要望しました。
　また、上ヶ原浄水場の再整
備に対する調査検討が行われ
ていますが、水道施設は民間
に任せるのではなく、技術の
継承や緊急時の対応など公が

　金沢議員：市民の声をもっ
と聞くべきだ。
　経営企画部長：水道料金も
安全性や安定性を追求すれば
コストもかかる。じっくり市
民の声を聞くだけでなく、出
前トークなどで双方向の議論

をしていく必要がある。
　金沢議員：国保料や介護保
険料が上がるなど、市民負担
増で生活はますます苦しくな
る。市民の声はもちろん、市
民生活の実態も十分踏まえて
水道料金を値下げすべきだ。

水道局審査で金沢議員
答弁ダイジェスト

責任をもって運営すべきと質 しました。

（２面につづく）
３月14日（水）午後１時頃から市議会本会議場にて

市役所１号館25階で
傍聴手続きをお願いします松本のり子議員が総括質疑傍聴にお越し

ください　　

国保・介護の
負担軽減に全力を

地域医療を守り
一極集中やめよ

子どもの医療費助成の
拡充・無料化を

神戸製鋼
石炭火力発電所の中止を

　安倍内閣による年金などの
社会保障の後退や、生活保護
費の削減が進んでいます。こ
うしたときに、市民生活を応

援しなければならない神戸市
が国民健康保険料や介護保険
料を軒並み値上げしようとし
ています。

　地域の病院は、医師や看護
師不足など厳しい状況にあり
ます。垂水区では、掖済会病
院の小児科廃止が大問題にな
っています。
　しかし、安倍内閣は全国で
病床を約20万床減らす計画を
打ち出し、神戸でも急性期病
床が2,400床減らされること
になります。
　今井まさこ議員は、医療産

業都市構想で、ポートアイラ
ンドに病院を集積させるので
はなく、市民がどこに住んで
いても、安心して医療が受け
られる地域医療こそ守るべき
と求めました。
　玉田副市長は「産科・小児
科の問題は全国的な課題だ
が、神戸市全体として医療体
制は確保されている」との認
識を示しました。

　久元市長の選挙公約である
「子どもの医療費の助成を高
校生まで拡大」が予算提案さ
れず、他の年齢も助成が一切
拡充しない、近年では例のな

い事態です。
　今井議員は、公約されたこ
とがなぜできないのかと追及
しました。
　久元市長は「選挙で約束し

待機児解消は
保育所新設で

　市長は選挙公約では「平成
30年４月で待機児童を解消す
る」としていました。しか
し、今年２月の時点で保育所
に入れず「保留通知」を受け
ている児童は、昨年よりも
400人増え2,128人になってい
ます。久元市長は本会議で
「地価の上昇などがあり用地
の確保が困難になった。（目
標が達成できず）お詫びしま
す」と謝罪しました。

　今井議員は、達成できなか
ったのは認可保育所の新設抑
制を続けているからだと指
摘。どこに住んでも安心して
保育が受けられるよう「認可
保育所」増設を求めました。
　玉田副市長は「保育のニー
ズはまだまだ拡大している
が、用地の確保も困難になっ
ているのも事実」と答弁しま
した。

たことは、任期４年の中で実
施したい。今年盛り込まなか

ったのは他の施策を優先した
ため」と答弁しました。

　神戸製鋼が進める石炭火力
発電所の増設計画は、パリ協
定に示される脱炭素化の流れ
からも、市域に大量の大気汚
染物質を排出する点からも到
底認められません。

　西議員は、発電所増設は、
世界の流れに逆行し、地域住
民の健康をむしばみ、社会問
題を引き起こしているとし
て、市長に対し計画に反対す
るよう求めました。

　西議員は、市長の「すべて
の世代を対象とした社会保障
政策は厚みを増した」という
認識を批判。国民健康保険料
や介護保険料に対し、一般会
計からの繰入や基金を活用す
ることを含め「神戸市として
取りうる、あらゆる手段を使

って保険料を引き下げるべ
き」と求めました。
　玉田敏郎副市長は「保険料
を引き下げるための繰入は従
来からやっていない。負担の
公平性から難しいと考える」
と答弁しました。

地域が困難を抱えたら、切り捨てる自治体が
若い世代にとって「選ばれるまち」になるでしょうか。
　久元市長は「若者に選ば
れるまち」を目指すと言っ
ています。しかし、地域が
困難に直面した時に、その
地域をまるごと切り捨てる

ような市長がいるまちを、
いったい誰が安心して選択
するでしょうか。住民を見
捨てるまちづくりに未来は
ありません。

今井まさこ議員が代表質疑
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予算特別委員会審査から
うと思っても、土地の
高騰や過密で思うよう
にできない」と答弁し
ました。
　味口議員は「神戸市
は都市空間向上計画
で、ニュータウンから
過密市街地に居住を誘
導しようとしている」

「市長は、駅前にマンション
を整備することが人口減対策
だ」としていると指摘。これで
は、市街地は、ますます教育
施設用地が確保できなくな

り、校区調整して通学補助を
増やせば、行政コストが逆に
かさみます。教育委員会とし
て、間違った街づくり計画の
中止をもとめました。

過密校地域への
人口誘導やめよ

　味口としゆき議員は過密の
「大規模校」について、国が
「速やかにその解消を図るよ
う設置者に対して促している
問題」であり、速やかに対応
すべきとしました。
　雪村新之助教育長は「分校
・新設校で過密校対策をしよ

教育委員会審査で味口議員

（２面につづく）

山本じゅんじ議員が一般質問
３月29日（木）午後13時頃から

市役所１号館25階で傍聴手続きをお願いします
市議会本会議場にて

傍聴にお越しください

ない。
　味口議員：国は、大規模校
については速やかな解消を
求めている、対策を講じるべ
きだ。
　学校計画担当部長：大規模
校は６校あるが、そのうち要
注意校２校で対策が必要であ

るが、それ以外４校は、向こ
う６年間では対策が必要は
ない。
　味口議員：小規模校の統合
だけすすめ、大規模校の課題
に光を当てず、対策を講じな
い神戸市の市政は問題であ
る。

　味口議員：学校統廃合した
地域で過密校が生まれている
ことに反省はないのか。
　学校計画担当部長：少子
化、小規模対策をすすめたも
ので、問題があったとは考え

答弁ダイジェスト

JRのモトコー立ち退きに
反対を

　平成30年度（2018年）の事
務事業の見直しで、信用保証
料補助の金額を１／２にする
ことが提案されています。こ
の信用保証料補助は平成21年

（2009年）より、小規
模事業者向けの借入負
担の軽減を図るために
全額補助となり、地域
の小規模事業を応援す
る制度として活用され
てきたものです。
　大前まさひろ議員
は、中小企業の振興を

うたいながら後退させている
として「信用保証料補助の削
減を中止し全額補助を存続す
るべき」と質しました。

経済観光局審査で大前議員

３月５日

３月６日

市民意見を聞くべき
だ」として、説明会や
公聴会を再度行うよう
迫りました。
　また、神鋼がアセス
に係るデータの検証で
不正が取りざたされて
いる神鋼の子会社に委
託していることを指
摘、第三者が検証をやり直す

神鋼　　
石炭火力全て情報を揃えた上で
もう一度市民意見を聞くべき
　昨年12月に神鋼石炭火力
発電所増設計画のデータ改ざ
ん問題が発覚しました。これ
まで神鋼は、市民の説明会で
何度追及されても大気汚染物
質などの基本的なデータを出
さず、大量のデータが後出し
で提出されるなど、市民意見
を聞きながらすすめるという
環境影響評価制度の趣旨から

も逸脱した行為を行ってきま
した。
　西ただす議員は「すべての
情報を揃えた上で、もう一度

　西議員：神鋼は住民に大気
汚染物質が減ると嘘の説明を
しているが、それで市民が納

得できると思うか。
　環境保全部長：公聴会の中
でそのような意見があったこ
とも踏まえて、審査会で審査
された。

　西議員：どうしてそこまで
はぐらかすのか。嘘をついて
いた神鋼に厳しく対応するの
が神戸市の仕事だ。それで環
境行政といえるのか。

環境局審査で西議員

答弁ダイジェスト

べきだと追及しました。

３月５日

体験を活かし避難所の
生活環境の向上を

　３月１日、神戸市会予算特
別委員会がひらかれ、日本共
産党の今井まさこ議員が危機
管理室審査で質疑をしました。
　災害が発生すると避難をよ
ぎなくされる人たちがでてき

ます。阪神・淡路大震
のときは、避難所であ
る体育館や公民館など
に身を寄せ合っている
人のプライバシーが守
られなかったという声
がありました。避難所
の生活環境の向上は非

常に重要な問題です。
　今井議員は「これは人権の
問題ととらえるべき」と指
摘。体験を通じどう解決する
のか見解を求めました。
　また、電気火災を防ぐため

感震ブレーカーの設置を進め るように求めました。
危機管理室審査で今井議員

　担当課長：「避難者の方々
にできるだけ快適に過ごせる
ように避難所の環境改善に取
組んでいる」「特にプライバ
シーの確保は重要」と答え、

感震ブレーカーについては
「我々も感震ブレーカーは必
要と考え広報を行っている」
「地震発生後の通電で火災が
起きることが知られていない
ことが普及しない原因」など
と答えました。

答弁ダイジェスト

　赤田議員：「新たな市民負
担で市民の合意が得られるも
のではない」いきなり本会議
での発表だった。予算が内示
される段階でなぜ出なかった

のか。
　局長：この度、市長が超過
課税を選択された。
　赤田議員：財源の問題でも
救済できる範囲でも十分に時
間をかけるべきだ。

を、市長は26日の本会
議で、年間１人あたり
約400円を市民税に上
乗せ徴収することを明
らかにしました。赤田
議員は、課税は新たな
市民負担になるとして
一律に課税するのは見
直すべきと質しました。

一般会計からの繰り入れで
国保料は値下げを

　３月２日、神戸市会予算特
別委員会がひらかれ、赤田か
つのり議員が保健福祉局審査
で質疑をしました。
　国民健康保険料の運営主体
が４月に市町村から都道府県
に移管されます。それによ
り、賦課割合を変更し均等割
を上げることで、多人数の世
帯ほど保険料の負担が増える
ことになります。赤田議員は、
年収380万円の世帯で10万

9,200円も保険料が上がる世
帯の例をとりあげ「国保は社
会保障の一環だ。一般会計か
ら繰り入れて、これ以上保険
料を上げないようにするべ
き」と迫りました。
　「認知症と診断された方が
事故を起こして損害賠償を求
められた場合、上限付きで給
付金を支給する救済制度を創
設する」という議案がだされ
ました。しかし、その財源

保健福祉局審査で赤田議員

答弁ダイジェスト

　森本議員：医療産業都市
で、企画調整局が土地を200
億円で買って医療研究施設に
転貸しているが、毎年の賃料

収入は１億6,000万円しかな
い。元を取るのに100年かかる。
　局長：構想にどうしても必
要な施設を誘致している。高
度専門病院を集約して、地域
の医療と連携することで、市

民の福祉につながる。
　森本議員：立派な高度専門
病院があっても、地域から医
療施設がなくなれば意味がな
い。ポートアイランドにアイ
センターを誘致し高度な最先

端の眼科医療を提供できると
しているが、長田区の西市民
病院の眼科では2013年から常
勤医がいなくなり、外来のみ
で入院ができなくなってい
る。改善すべきだ。

答弁ダイジェスト

消防力の指針を満たすよう
整備を進めよ

　３月２日、神戸市会予算特
別委員会がひらかれ、大前ま
さひろ議員が消防局審査で質
疑をしました。
　消防力の整備指針は総務省
消防庁が整備目標として2005
年６月に告示したものです。
　神戸市の人員整備指針では

1,726名になっている
が、実際は1,545名で
指針を満たしていませ
ん。
　大前議員は「指針で
は消防力の充実強化を
着実に図る必要があ
る」となっているが、消

防団の団員数、分団に応じた
装備の充実、消防職員の充足
率を100％にするなど、今回
の予算でどのように指針を満
たすのか見解を求めました。
　また、地震発生直後の停電
状態から電気が復旧、通電が
再開することで発生する火

災、通電火災を防ぐため地震
発生時に自動で電気を遮断す

る、感震ブレーカー設置、普
及に努めるよう求めました。消防局審査で大前議員

　局長：消防職員の充足率に
ついては「20年間で103名の
増員を行っている、地域の実
情を踏まえ人員の確保も検討
したい」
　部長：感震ブレーカーにつ

いて「まだまだ市民に浸透し
ていない」「兵庫県の助成制
度を案内しながら感震ブレー
カーの普及啓発を続けていき
たい」と答えました。
　大前議員：「阪神・淡路大
震災を経験した神戸市こそ助
成してでも普及促進が必要」

答弁ダイジェスト
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増税に頼らず、ムダづかいこそ見直すべき

松
本
議
員
が
総
括
質
疑

　「都市空間向上計画」は、
市街地を縮小し、三宮に商業
や行政などあらゆる機能を集
中させます。
　郊外・ニュータウンで、民
間サービスが維持される可能
性が低い地域は、行政責任も
放棄し「自助・共助」に頼る
地域にしようとしています。
　一方、三宮再開発によっ
て、都心や周辺の地価がバブ

ルのように高騰し、保育所や
学校の用地確保ができず遠距
離通学への補助などで新たな
行政コストも発生しています。
　松本議員は「過密の実態を
見ても、まちをコンパクトに
しても行政コストは効率化し
ない」として、同計画を撤回
し、ニュータウンへの若い世
帯の居住誘導を求めました。

　神戸市独自の認知症事故救済制度の財源
について、久元市長は１人あたり400円の

市民税の増税（年３億円）に頼ろうとして
います。

　松本議員は救済制度は必要だ
が、増税に頼るのではなく、毎年
６億円もの誘致企業への減税こそ
やめるべきと質しました。

都心に住む人も
郊外に住む人も誰も喜ばない計画は撤回を
都市空間向上計画 都市計画マスタープラン三宮地区編

　久元市長：社会全体で負担を分
かち合うという観点で個人市民税
の増税が適当と判断した。
　松本議員：子育て支援や、高齢
福祉は増税に頼らず、税収配分で
実施している。なぜ認知症対策だ
け増税なのか。
　久元市長：国が財政措置するま
での時限を区切り超過課税をお願
いしたい。
　松本議員：誘致企業に対する減
税は約60社で年間６億円だ。税の
使い道こそ見直すべきだ。

の高騰で、保育所や学校用地の確保が困難
になっている。土地取得や通学費補助で新
たな支出も増えている。郊外から都心に居
住誘導すればますます過密になる。
　岡口副市長：過密になれば行政コストが
生じるのは当然である。適切な人口規模と
密度を設定して、民間サービスが維持集積
される施策を展開したい。
　松本議員：三宮やウォーターフロントの
再整備の事例を見ても、市場原理にゆだね
れば、小学校の教室が不足している地域で
も、民間会社はマンションを建設してしまう。

　松本議員：都心や周辺では地価

　松本議員：２月の当初案から、３月の市
民意見募集案では「誘導方針」図が変更に
なっている（＊）。都心から郊外に子育て世
帯が移る矢印が追加されている。
　岡口副市長：計画の出発点は、民間サー
ビスが維持される可能性が高いか低いか
だ。居住誘導区域外は、都市機能を維持・
集積せず、居住も誘導しない。
　松本議員：誘導しないのになぜ「誘導方
針」に記載したのか。批判を逃れるため
の、ごまかしではないか。

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

　神戸市議会予算特別委員会が14日にひらかれ、
松本のり子議員が総括質疑を行いました。

（＊） （２月14日 都市計画審議会への報告）

⬇
（３月13日　ホームページ公表資料）

情報開示弱める
空港民営化やめよ

　神戸空港は４月から関西エ
アポート神戸株式会社による

運営となり実質民営化
が始まります。しかし
長年、市民的に議論さ
れてきた多くの課題は
残されたままです。
　大かわら鈴子議員
は、運営権が移り空港
会計が統合され情報が
見えにくくなることを

指摘。市民に対していっそう
の情報公開を求めました。

みなと総局審査で大かわら議員

要求水準書に従い「関西エア
ポート神戸」は運営される。
要求通りに運営されているか

は、神戸市がチェックする。
情報公開や市会への報告に努
める。
　大かわら議員：情報公開に
努めると言っても事前に中期
計画、単年度計画をもらった
が、Ａ４の紙３枚のみ。これ
で十分な情報公開になるの
か。

　担当局長：詳細は企業情報
に係わる部分で公開できない
部分もある。
　大かわら議員：これまで
様々な問題があった神戸空
港。結局民営化とは、こうい
うことではないか。市民にも
見えるよう情報公開をしっか
りするべき。

答弁ダイジェスト

　部長：資金難というニーズ
より、人材不足や販路拡大、

事業継承といったニーズが高
まっている。中小企業のニー
ズに機動的に対応している。
　大前議員：今の制度を維持
しながら販路拡大や人材確
保などの支援も同時に行う

べき。
　部長：（モトコーの問題に
ついて）我々は当初から振興
組合に寄添い、JR西日本と
の協議が円滑に進むよう支援
している。

答弁ダイジェスト

　また、JR西日本が立ち退
きを求めている元町高架通商
店街（モトコー）の問題につ
いて、大前議員は、経済観光
局は商店街を振興する立場と
して「立ち退きを止めさせる

べき」としました。

　赤田議員：公園で社会福祉
施設の設置を認めてしまう
と、社会福祉施設の増設を求
める住民と公園として活用し

たい住民の間でトラブルにな
らないか。
　公園部長：地元の意見をき
っちり聞きながら、公園機能
を損なわない範囲で占有を認
めていく。

　赤田議員：建設局は、公園
を増やして市民生活の向上の
ために寄与する役割がある。
公園を減らす結果になり、矛
盾する。民地を買うなど土地
の確保をしっかりこなしてい
くべきだ。

して整備するものだ」
として、中止を求めま
した。
　またこの他に、垂水
区小束山６丁目交差点
付近の慢性的な渋滞の
緩和対策や、通学路の
安全対策を求めまし
た。

社会福祉施設は公園ではなく
別の土地確保して増設を

　都市公園法が改定され、都
市公園内に保育所などの社会
福祉施設の設置を認めること
になり、神戸市議会でも占有
料金を定める条例案が提出さ
れました。
　待機児童解消のために保育
園や学童保育施設などを増設
することは緊急の課題です。
しかし、安易に公園内に設置
すると、子どもの遊び場、市

民の憩いの場を削減すること
になります。赤田かつのり議
員は「保育園などの社会福祉
施設は、市が別に土地を確保

建設局審査で赤田議員

答弁ダイジェスト

３月７日

３月７日

　味口議員：神戸文化ホール
の「市の考え方」はいつどの
ように公表されたか。
　局長：11月、市長の記者発

表と記憶している。その後は
本会議で議会答弁であったと
記憶している。
　味口議員：記者会見や議会
答弁だけで、正式な文書明記
はない。まさに市長トップダ

ウンだ。芸術文化の基幹施設
である文化ホールを、三宮の
「にぎわいづくり」のために
移転するなど、絶対許されな
い。

答弁ダイジェスト

とした整備方針に反
し、一番利用がある体
育館機能は、面積がた
りないため、周辺地域
に分散されようとして
います。
　味口としゆき議員は
「久元市長がトップダ
ウンで無理やり統合計

画を押し付けたため、多くの

トップダウンの
行政施設集約やめよ

　神戸市の新中央区総合庁舎
の整備計画では、低層階は
「にぎわい施設」が誘致さ
れ、区役所機能は２階以上と
いう来訪者につめたい計画で
す。勤労会館の機能について
も「現在の利用状況を踏ま
え、必要な機能を確保する」

市民参画推進局審査で味口議員

３月６日

面で破たんが生じている」と
して、移転・集約ありきの計
画を撤回すべきとしました。
　長田淳市民参画推進局長は

「今より遠くなる人がいるの
も事実」と答弁しました。

　担当局長：神戸市の求める
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2018年４月８日（日）No.215

値上げは反対
第二神明道路の料金改定

神戸市看護大学を
独立法人化するな

震災復興に努力した方の
退職金引き下げやめよ

　阪神高速道路の料金制度改
定により対距離料金制に変わ
りました。阪神高速道路と第
二神明道路との相互利用区間
での料金変更であり、料金水

準を実質的に引き上げるもの
です。
　赤田議員は「神戸市として
料金改定に同意すべきではな
い」として見解を求めました。

　国家公務員の退職給付金の
引き下げにともない、神戸市
も一般職員の退職手当を国の
指導に応じて引き下げようと
するもので、平均すると一人
あたり72万円もの減額になり

ます。
　赤田議員は、阪神・淡路大
震災で復興に努力してきた職
員もいる、「市長の判断で退職
手当引き下げを中止するべ
き」として見解を求めました。

　神戸市看護大学は、近畿一
円から学生が集まり、看護師
や保健師を育て優秀な卒業生
を多数輩出してきています。
　赤田議員は、「より優れた

教育環境を維持していく必要
がある。これまで通り、神戸
市直営で運営するべき」とし
て見解を求めました。

答弁ダイジェスト
答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

　３月20日、神戸市議会本会議がひらかれ、上程された追加議案に対して赤田かつのり議員が
日本共産党神戸市会議員団を代表し質疑しました。

　岡口副市長：値上がり区間
もあるが値下がり区間もあ
る。非ETC車に関しては値上
がりとなる。利用者には十分

　久元市長：当然引き下げる
べきだと思う。
　赤田議員：奉仕者としての
職務を遂行しようという気持

　玉田副市長：自律的・効果
的で透明性の高い大学運営体
制を構築するためにも公立大
学法人に移行する。運営上の
自由度を増し、その中で無駄
なコストを削減していく必要

な周知を図り、阪神高速道路
株式会社、NEXCO西日本と
協力していきたい。
　赤田議員：このような料金

見直しの背景にあるのは、神
戸西バイパスの整備費を利用
者の料金でまかなうもの。不

要不急の公共事業のコストを
利用者でまかなう値上げは道
理に合わない。

ちがあっても、その力を発揮
する妨げにならないか心配し
ている。

がある。
　赤田議員：大学は最高学
府。学生が公費で安心して研
究でき、将来の進路に向けて
準備するためにも直営が望ま
しい。

各会派の賛否一覧
議案番号 件　　　名 共産 自民 公明 民進

こうべ
日本
維新 民進 新社会 平野（章）議員

浦上
議員

松本（し）
議員

　号　外　 神戸市副市長選任の件 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
予算第42号議案 平成29年度神戸市国民健康保険事業費補正予算 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
予算第46号議案 平成29年度神戸市介護保険事業費補正予算 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第121号議案 阪神高速道路株式会社が高速道路に係る許可を受けた事項の変更の許可に係る申請をすることに同意する件 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第40号議案 神戸市職員退職手当金条例の一部を改正する条例の件 × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○
第41号議案 公立大学法人神戸市看護大学評価委員会条例の件 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
第42号議案 公立大学法人神戸市看護大学定款の件 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
請願第24号 最低賃金の改善と中小企業支援の拡充等を要請する意見書提出を求める請願 ○ × × × × × ○ × ○ ×
請願第26号 消費税率10％への増税の中止を要請する意見書提出を求める請願 ○ × × × × ○ ○ × ○ ×

赤
田
議
員
が
議
案
質
疑

予算特別委員会審査から
しています。
今後は、用地取得す
るための資金や、融
資への利子補給、認
定こども園移行への
財政援助もおこない、
2020年４月の解消を
目指すとしています。
　山本議員は、用地
確保が問題になって

いるときに、神戸市が都市空
間向上計画で、郊外から誘導
すれば、ますます保育所が作

れなくなり、逆に行政コスト
もかさむと指摘。ニュータウ
ンなど多くの利便施設や住宅
が確保されている地域に、保
育所を設置して、若い世代の
入居を誘導することこそ検討
すべきとしました。
　長谷川達也こども家庭局長
「お住まいの地域に保育所が

みつからなければ、園に送迎
するサービスやパークアンド
ライドな先進事例も参考した
い」「住環境の評価が高いのは
ニュータウンならではである
ので、保育所に入りやすいな
どの活性化は一つの視点とし
ては大事である」と答弁しま
した。

ニュータウンにこそ
若い世代の入居誘導を

　神戸市は2018年４月に待機
児童解消を目指すとして、
2017年度は1600人の保育枠を
確保する計画でしたが、実際
は550人しか確保できません
でした。原因として、地価上
昇で保育所用地の確保が困難
になっていること、幼稚園か
ら認定こども園への移行が想
定以上に時間がかかることと

子ども家庭局審査で山本議員

執行が求められるため公立は
困難である。
　山本議員：市長は駅前にマ
ンションを建設して人口誘導
するとしている。そうすれ

ば、今でもマンション業者の
土地の取り合いだ。さらに土
地確保の困難さに拍車がかか
り、待機児童は解消できな
い。

　山本議員：待機児童の解消
は、民間だけでなく公立も含
め認可園をふやして対応を。
　局長：税の効率的効果的の

答弁ダイジェスト

オーバーストアになるような
三宮再開発はやめよ

　神戸市は「えき・まち空
間」の実現として、バスター
ミナルビルの建設、市役所本
庁舎、交通センタービルの建
て替えと莫大な投資で三宮再
整備を行おうとしています。
また民間では阪急、JRの駅

ビルも建て替えよう
としています。これ
らが完成すると三宮
周辺の延床面積がさ
らに増えます。有識
者会議でもオフィ
ス、商業ビルの増え
すぎのオーバースト
アを心配する意見が

でています。
　松本議員は、専門家らが心
配しているオーバーストアに
ついての見解やこれまで市当
局が否定的だった阪急と地下
鉄の相互乗り入れなどについ
ても見解を求めました。

住宅都市局審査で松本議員

３月8日

３月９日

入れがされています
が、朝倉議員は2013
年には８億7800万円
あった繰り入れが来
年度予算は３億6970
万と５億円以上削減
されていることを指
摘、赤字は減便で解
消するのでなく、さ
らなる繰り入れを求めて解消

市バス増便を願う市民の
切実な声にこたえて改善を
　神戸市は昨年４月に、市バ
ス19、39、38系統の減便を実
施しました。この地域は坂も
多く、お年寄りも多いため、
渦森台・鴨子ケ原・住吉山手
地域のみなさんから減便の回
復と増便を求めて陳情が出さ
れました。朝倉議員は、「ラ
ッシュ時は高齢者も立ったま
ま乗車」「満杯状態で事故が
あったら…」など、地域の切
実な声を紹介、減便後の実態

をつかんで、危険な状態を改
善するよう迫りました。
　また、赤字路線への補填と
して一般会計から基準外繰り

　朝倉議員：2300筆超える要
望書と切実な声をしっかり受
け止めて、市民と一緒になっ
て問題解消に努力するべきだ。
　自動車部長：全市的なバス

　部長：「都心三宮再整備は
大規模な商業床を作るために
計画したものではない」「神
戸の都心部では写真に撮る様
な美しい場所がない」とし
て、大都市神戸の玄関口とし
てシンボリックな空間を造ろ
うと努めている。

　局長：相互乗り入れについ
て「地下鉄沿線の活性化を考
えると意味があり難しい課題
だが検討する方向になった」
「昨年から本格的に検討を始
めている」などと答えまし
た。

事業運営を考える時に、需要
と供給のバランス見ながら、バ
ランスよく事業計画たててい
く。様々な意見は聞いている。
　朝倉議員：採算重視で市民
や利用者に不便をかけるばか

りでは市民の理解得られな
い。黒字路線も減便したり、
民間に投げていけば、赤字補
填すらできなくなる。住民福
祉の増進が自治体最優先の仕
事。

交通局審査で朝倉議員

答弁ダイジェスト

するべきだと質しました。

３月８日

答弁ダイジェスト
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神戸市は居住区域を
分けるような計画はやめよ

　国の環境大臣は神鋼石炭火
力発電所の建設について「温
暖化対策の道筋が描けない場
合は建設を容認できない」と
の大臣意見が提出され「選択
肢の中には事業計画の中止や
撤退も含まれる」と非常に厳
しい内容となっています。
　久元市長も神鋼石炭火力発
電所の増設について「環境評

価意見書において事業実施は
温暖化防止実現の見通しをも
って行う必要がある」として
います。
　山本議員は「計画認可を判
断する経済産業省に対して建
設中止を求める緊急の意見書
を提出するべき」として見解
を求めました。

　神戸市は、まちづくりのあ
り方を大きく変えようと「神
戸 市 都 市 空 間 向 上 計 画
（案）」を発表しました。計
画では人口減少を理由に市街
地の「適切な人口密度を保
つ」ためとして「居住誘導区
域」と「居住誘導区域外」に
分けようとするもので、ニュ
ータウンなどの宅地を「住宅
以外に転換」することを上か
ら決めようとしています。
　これではニュータウンの多
くの部分が「居住誘導区域
外」となる可能性があり、地
域からは「ニュータウンは切
り捨てなのか」などの声が上
がっています。
　山本議員は「居住を誘導す
る地域としない地域を分ける

ことで、切り捨てとなる地域
が生まれる」として地域指定

はするべきではないとして見
解を求めました。

　岡口副市長：民間業者の撤
退が発生している地域もあ
る。まずは民間サービスが継
続して提供してもらえるよう
に、一定の人口規模と密度を
維持する区域として居住推奨
区域を設定する。
　山本議員：何のために、そ
こに行政があるのか。民間が
できないからこそ行政のサー
ビスが存在するのではない
か。

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

　３月29日に神戸市議会本会議がひらかれ、山本じゅんじ議員が一般質問にたち、神戸製鋼石炭
火力発電所増設の問題や神戸市都市空間向上計画について久元市長の政治姿勢を質しました。

　山本議員：市長は神戸製鋼
ではなく、地域住民の代表で
あるべきで地域住民の立場に
立ち、建設の中止を求めるべ
き。
　久元市長：石炭火力の位置

づけは国において議論してい
ただきたい。本市としては、
CO２排出量をできるだけ削
減するという考え方に立ち、
環境影響評価に基づく手続き
を進めていく。

　山本議員：地元では建設問
題で大きな反対運動がおこっ
ている。健康問題や将来に対

する影響もあり放置できる問
題ではない。

　岡口副市長：ゆとりある居
住地域は都市機能の集積を目
的とする区域ではないが、引
き続き居住してもらえる。こ
の区域の設定が、この度の計
画で必要である。
　山本議員：サービスを維持

する地域としない地域など
と、こういうふうに分けて良
いのか。市場原理にあわせる
のが行政の仕事なのか。どこ
であっても行政サービスが等
しく提供されなければならな
い。

山本議員が一般質問

市長は建設中止を求めよ

　３月28日に開かれた神戸市
議会本会議で、林まさひと議
員が2017年度補正予算関連の
３議案に対して反対討論を行
いました。
　国民健康保険の補正予算
は、財政安定化基金へ11億
3000万円繰り入れるもので
す。国民健康保険料は兵庫県
が財政運営の主体となり、神
戸市がこれまで行っていた独

自控除の一部をなくす方向で
す。これにより来年から保険
料が大幅に値上がりする世帯
が多数出ます。
　林議員は「基金を使い、さ
らに一般会計法定外繰り入れ
を行うことで保険料を引き下
げるべき」としました。
　介護保険の補正予算は、23
億5900万円を基金に繰り入れ
るものです。来年度、介護保

　３月28日に開かれた神戸市
議会本会議で、金沢はるみ議
員は提出された「最低賃金の
改善と中小企業支援の拡充を
求める意見書」「消費税10％
への増税の中止を要請する意
見書提出を求める」請願の採
択を求めて討論しました。

　格差と貧困が広がる中、兵
庫県の最低賃金は、現在844
円です。早急に時給1000円以
上にすることが働く人たちの
切実な願いです。地域間格差
をなくす施策、中小企業を支
援する施策を進めることが大
切です。

　３月28日に開かれた神戸市
議会本会議で、大前まさひろ
議員が2018年度予算の議案
「一般職員の退職手当引き下
げ」「神戸市看護大学の独立
行政法人化」に反対し討論を

険料が改定され、基準額が月
額531円、年間で6372円引き
上げられます。
　林議員は「基金をさらに使
い一般会計からも繰り入れを
行い、保険料を引き下げるべ
き」としました。
　もう一つの議案は、国土交
通省が進める高速道路新設計
画の財政負担のため、第二神
明道路の料金水準を引き上げ

　消費税は「福祉、社会保障
の拡充」のためと1989年に導
入されました。しかし、社会
保障は、導入されてから一貫
して改悪されてきました。
　金沢議員は、最低賃金の速
やかなアップと消費税の引き
上げについては、税金の集め

行いました。
　大前議員は、一般職員の退
職手当引き下げについて「退
職後も守秘義務が課され、雇
用保険も適用されない公務員
の特殊性を無視し民間と同等
に引き下げるのは許されな
い」としました。
　神戸市看護大学に先行して

るものです。第二神明道路は
当初、今年３月には償還が終
わり、無料化する予定でし
た。
　林議員は「巨額な道路建設
のため永続的に市民負担を求
めることは認められない」と
しました。

方、使い方を変えれば財源は
生まれ、引き上げることなく
福祉の充実は可能としまし
た。

独立行政法人化している神戸
市外大を見ると、運営費交付
金は削減傾向にあり、授業
料、入学金が値上げされてお
り、看護大学も独立行政法人
化すると学生の負担が上がる
ことになります。
　大学の経営の在り方や教育
研究など重要な事項について

も、外部人材を含めた少数の
方が決めることになり、大学
運営自治の破壊が懸念されま
す。大前議員は「神戸市看護
大学はこのまま直営で運営す
べき」としました。

市民負担増の計画撤回を

地域間格差をなくせ

看護大学は直営維持を

林議員が議案討論

金沢議員が請願討論

大前議員が議案討論

　３月20日、神戸市議会本会
議がひらかれ、大かわら鈴子
議員が「号外・神戸市副市長
選任の件」に反対し討論を行
いました。
　久元喜造市長は、副市長に

総務省時代の部下の寺崎秀俊
氏を起用し、任期満了となる
岡口憲義副市長も再任しよう
としています。
　寺崎氏は、多くの国民と地
方自治体を苦しめた「三位一
体改革」に携わり「三位一体
改革の成果と税源移譲」とい
う論文でも「住民が痛みを感

じることを肯定」しています。
　また岡口氏は、中央区港島
地域での不明朗補助金問題で
市の幹部からの報告を受けて
いたにも関わらず、私的な文
章との扱いで隠蔽しました。
これにより不当要求行為が常

態化し、多くの職員がものも
言えない状態になりました。
　大かわら議員は「国でも森
友問題で公文書のあり方が問
われている」「公文書の扱い
は民主主義の根幹に関わる問
題」と批判しました。

副市長への
官僚天下りやめよ

大かわら議員が討論
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１．�「住民福祉の増進」ではなく、「国際競争力の強化」を口
実に、さらなる大企業・外資系企業のもうけを優先する
予算だから

２．�三宮一極集中の再開発の強行の一方で、地域の衰退が懸
念される予算だから

３．市民負担を増やし、市民のくらしを脅かす予算だから
４．�神戸経済の主役である既存中小企業予算は削減され、「成
長産業」に偏重している予算だから

５．市長のトップダウンの姿勢が際立っているから
６．市長が「公約」を守っていない予算だから

反対の理由

予算の２％の見直しで実現できます

中止・見直す主な事業
三宮・ウォーターフロント開発 85億円
戦略港湾、湾岸道路、神戸空港 98億円
医療産業都市構想の推進 36億円
誘致企業の減税（約60社） 6.6億円

財源対策
福祉施策を切り捨て
ため込んだ基金などを市民に還元 35億円

実施を提案する主な施策
中学卒業まで医療費無料 20億円
介護保険料の値上げ中止 21億円
国保料の引下げ 18億円
無料の敬老・福祉パス復活 11億円
小学校全学年で35人学級 8億円
保育料を政令市平均まで減額 3億円
中小企業や農業の事業継承補助など 5億円
住宅・店舗リフォーム助成 8億円
地域の病院や商店の維持と活性化策 6億円

　日本共産党神戸市会議員団
は、３月28日に開催された神
戸市議会で、久元喜造神戸市
長が提案する2018年度神戸市
一般会計予算案等に対する組
み替え動議を行いました。
　党神戸市議団の予算組み替
え提案は、18年連続となりま
した。
　市長の提案する予算案は、
従来型の大型プロジェクトへ
優先的に予算配分され、さら
に、都心・三宮の大規模開発
の事業化予算が計上されまし
た。
　一方で、昨年秋の市長選で
公約に掲げた「こども医療費
助成を高校生まで拡大」「2018
年３月の待機児童解消」は先

　３月27日に開かれた神戸市
議会本会議で、味口としゆき
議員が2018年度神戸市一般会
計予算等の議案に反対し予算
編成替えを求める討論を行い
ました。
　2018年度の予算案の特徴

は、三宮一極集中の
再開発をはじめとし
た大型開発を強行す
る一方で、国がすす
める立地適正化計画

を忠実に神戸に適用した都市
空間向上計画によって地域を
切り捨てようとするものです。
　味口議員は「市場原理を最
優先にした地方自治体の本旨
を捨て去るもの」と厳しく指
摘し採択を求めました。

まれました。市街地
を縮小、都心・三宮
に商業や行政を集中
し、ニュータウンを
切り捨てようとして
います。
　朝倉議員は、市民の暮らし
と福祉、今住んでいる地域を

送りされました。くわえて国
民健康保険料や介護保険料、
後期高齢者保険料の大幅な値
上げや、生活保護費の切り捨
てが計画されています。
　新年度予算案では、新たに
「都市空間向上計画（立地適
正化計画）」の策定が盛り込

守り、神戸経済を足元から温
める予算への転換を求めまし
た。

市民の暮らしを守り
地域を守る予算への転換を

地方自治体の本旨を
捨てたと厳しく批判

平成30年度主な予算関連議案に対する各会派の態度
件　　　名 共産 自民 公明 民進

こうべ
日本
維新 民進 新社会 平野（章）

議員
浦上
議員

松本（し）
議員

一般会計予算 × ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○
神戸市市場事業費・下水道事業会計・神戸市健康づくりセンター条例を廃止する条例の件など × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
市街地再開発事業費・港湾事業会計予算・市職員定数条例の一部を改正する条例の件 × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○
国民健康保険事業・介護保険事業・後期高齢者医療事業予算 × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○
市営住宅事業費・新都市整備事業会計・自動車事業会計・高速鉄道事業会計予算 × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○
国民健康保険条例と介護保険条例に関する条例の一部を改正する条例 × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○
神戸市認知症の人にやさしいまちづくり条例の件 × ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○
食肉センター事業・農業共済事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
神戸市駐車場事業予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
神戸市公債費予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
工業用水道事業会計予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

味口議員が
反対討論

朝倉議員が
予算組み替え
討論

日本共産党 神戸市議団
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垂水区いじめメモ隠ぺい問題

前教育長ら関係者の参考人招致を

真相の解明へ全力
　2016年10月に垂水区で起きた中学３年生の女子生徒の自殺を巡って、いじめを証言した同級
生からの聞き取りメモを神戸市教育委員会が隠ぺいしていたことが大問題になっています。

　このメモは、事件直後に同
級生が勇気を振り絞って、自
ら命を絶った生徒に対してい
じめがあったことを教師に語
ったものの記録です。自殺と
いじめの因果関係を解明する

　６月６日の神戸市議会文教こども委
員会において、日本共産党市議ら複数
の議員の提案で、前教育長ら関係者の
参考人招致を６月19日の委員会で検討

することになりました。
　一部会派は、再調査をおこなった弁
護士の招致にとどめる動きもあり、自
由民主党、公明党、こうべ市民連合、

維新の会、新社会党それぞれの議員
が、参考人招致にどのような態度をと
るのかが問われます。

うえで重要な証言です。
　遺族は、なぜ自分の子が死
を選ばざるを得なかったの
か、本当のことが知りたい
と、学校や教育委員会に対し
てメモの存在を公開するよう

に求め、さらに裁判所を通し
て「証拠保全」手続きも求め
ました。
　教育委員会は「メモの存在
が明らかになると遺族への情
報開示の事務作業が煩雑にな
る」などとして隠ぺいを指
示。学校側も「メモは廃棄し
た」と遺族や裁判所に対し、
うそをつき続けていたので
す。
　隠ぺいを指示した教育委員
会と、それに従った学校側の
姿勢はあまりにも不誠実であ
り、一人の生徒の命、遺族の
心情を踏みにじる行為だと言
わざるをえません。

◆

　遺族は「メモの隠ぺいは、
単なる特定の職員個人の判断
や職務怠慢ではなく、いじめ
の事実自体を隠そうとする学
校そして教育委員会の姿勢そ
のものから生じたものと言わ
ざるを得ません」と語ってい
ます。いじめと自殺の因果関
係を認めない教育委員会の組
織ぐるみの隠ぺいだったの
か、解明が求められています。
　一人の生徒の死という重大
性を受け止め、日本共産党市
会議員団は、赤田かつのり市
議、今井まさこ市議を先頭
に、真相の解明と再発防止に
全力でがんばります。

日本共産党議員団の委員会での追及はテレビでも報道されました
写真は質問する味口としゆき市議（中央）と山本じゅんじ市議（左）

一人の生徒の命が、こんな軽く
� 扱われていいのでしょうか？
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６月25日（月）午後２時頃から市議会本会議場にて
市役所１号館25階で傍聴手続きをお願いします。（他会派の質問の関係で時間が前後することもありますので、余裕をもってお越しください）

金沢はるみ議員、西ただす議員が一般質問
傍聴にお越しください

６月議会が開かれています。ぜひ傍聴にお越しください。

　日本共産党市会議員団は、
学校現場から聞き取りをおこ
ない、さらに議会でも真相の

解明へ力を尽くしています。
　教育委員会は「（当時の学
校長と教育委員会側担当者）

２人以外に経緯を知る教職員
はいなかった」と会見し、組
織としてメモ隠ぺいの関与を

　委員会の場では、他党の議
員からは、教育委員会の組織
改編などの提案も出されまし
た。事件の真相解明なしに、
「２人の教職員だけの問題」
「組織改編」などとして幕引
きは許されません。

認めていません。
　しかし、６月６日の文教こど
も委員会では、聞き取りメモ以
外にも、教育委員会内部で作
成された文書が情報公開でも
意図的に隠されていた事実が
明らかになりました。日本共産
党の味口としゆき議員の追及
に現教育長は「今から考えれ
ば、公開すべきであった」と謝
罪。ここにも教育委員会の組
織的隠ぺいがあったのではな
いかときびしく追及しました。

　日本共産党市会議員団は、
前教育長をはじめ、この問題
にかかわった事が明白な教育
委員会幹部職員を参考人とし
て招致し、議会で追及しつづ
ける決意です。

教育委員会の組織的な
� 隠ぺいではなかったのか？

事件の幕引きは許されません

　　　 真相の解明はこれからです

　　　 徹底した調査解明を

　今回の問題を通して「自分の子ども
が通う学校現場がこんな状況だなん
て」「いじめのない学校であってほし
い」と父母や市民のみなさんから声が
寄せられています。
　いじめはいかなる形をとろうとも人
権侵害であり、暴力です。いじめが広
がっていることは、社会全体の大きな

問題です。いじめをなくすためには、
学校や行政の対応を改めるなど様々な
課題があります。同時に、いじめ増加
は子どものストレスの増大を示し、そ
の背景には教育や社会の歪みがありま
す。この間、高校学区の拡大などで、
受験競争がさらに激化し、生徒も保護
者も過度の競争に疲れ果てている現状

があります。また、生徒を画一的に管
理する教育そのものをあらためること
も重要です。日本共産党市会議員団
は、今の教育と子どもを取り巻く環境
を憂い、何とかしたいと考える市民の
みなさんと力を合わせてがんばりま
す。

いじめのない学校へ、
力をあわせてがんばります

日本共産党
神戸市会議員団

学校現場で調査をおこなう今井まさこ市議（左）、赤田かつのり市議（中央）

日本共産党 神戸市議団
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こども委員会」で、岡口副市
長が「児童数の増加は極めて
少ない」と答弁された根拠に
ついて教育委員会が問われま
したが、教育委員会はその根
拠を示すことはできませんで
した。
　また、神戸市開発事業の手
続及び基準に関する条例で
は、児童数の増加により過密
問題が起こっている学校区で

開発を抑制することはできま
せん。長田教育長も条例の欠
陥を事実上認める答弁を行い
ました。
　今井議員は「この委員会質
疑の結果を踏まえるならば、
岡口副市長の発言はまったく
根拠がないことが明らかであ
り、本議案を撤回することは
当然」と批判しました。

小学校の過密を悪化させる
新港西再開発やめよ

　神戸市議会本会議が６月15日に開かれ、日本共産党議員団の大前まさひろ議員が議案質疑に
立ち、議案「神戸市民の住環境等をまもりそだてる条例の改定」について、久元喜造市長らの
見解をただしました。

　中央区の海岸側にある新港
町西地区の再開発計画がすす
められようとしています。本
議案はこの計画に伴い条例を
改正するものです。
　計画では高層マンション２
棟700戸の住居がつくられる
予定です。この地域は「こう

　岡口憲義副市
長：ウォーターフ
ロントを満喫でき

る「都心リゾート型」「グレ
ードの高い居住機能」の導入
「魅力と賑わいの創出」を図
るもので、みなと総局や教育
委員会と協議済み。小学校の
過密に特段の影響は生じな
い。

　大前議員：住機能をつくり
たいと考えているのは、事業
者か神戸市か。
　岡口憲義副市長：公募の条
件に住機能を入れている。供
給を予定している住宅は「小
学生をお持ちのファミリー層
ではない」、２人世帯、子育
てを終了された夫婦などを想
定しているため影響はない。

　大前議員：この地区に住宅
をつくりたいと提案したのは
神戸市側だ。マンション業者
の想定は、ファミリー層の入

居を絶対妨げるものではない。
要注意地区に該当している校
区に神戸市が住居を増やすと
いうのは非常に問題だ。

べ小学校」の校区であり、既
に児童数が過密状態で神戸市
は過密の要注意地域に指定し
ています。
　大前議員は、このマンション
計画では「小学校の過密を悪
化させ市民の住環境を守れな
い」として見解を求めました。

大
前
議
員
が
議
案
質
疑

　神戸市議会本会議が６月22

日に開かれ、日本共産
党議員団の今井まさこ

議員が反対討論を行いました。

新港西再開発 副市長答弁根拠なし
開発計画は撤回を！

今井議員が
反対討論

（２面につづく）

答弁
ダイジ
ェスト

市民の住環境を守り育てる条例の改定
　神戸市民の住環境を守り育
てる条例の改定は、新港西再
開発で、700戸もの住居建設
計画をすすめるものです。
　本会議での質疑で岡口副市

長は「児童数の増加は極めて
少ない」として「特段の影響
は生じない」と断言しまし
た。
　ところが、その後の「文教
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核兵器禁止条約

子どもの医療費を中学３年生まで無料化

　請願28号は「神戸市都市空
間向上計画の中止」と、ニュ
ータウンなどを居住誘導区域
外とされるなどの「地域名の
発表をしない」ことを要望し
ています。
　「神戸市都市空間向上計画」
は、国がすすめる立地適正化
計画を忠実に神戸に適用した
ものです。「立地適正化計画」
は、大企業のもうけ最優先で
都心の巨大開発を後押しし、
地域を切り捨てるものです。
これらは全て「人口減少社会」
を口実にすすめられています。
　ニュータウンなどで人口が
減少し、高齢化がすすんでい
る地域を居住誘導区域外と
し、今後「緩やかに住宅以外
の用途に土地利用転換を図

り、自助、共助、公助のバラ
ンスをとる区域」として、切
り捨てる計画です。

　こうした地域の切り
捨てと一体に、都心部
や市街地の「過密」が進む計
画の本質を市民は心配してい
ます。神戸市が行った「意見
募集」には、わずか１か月
で、409件の意見が寄せられ
ました。409件の意見で賛成

はわずか12件で市民の反対の
意思ははっきりしています。
　味口議員は「市民の意思は
明確であり、請願者が求める
『計画』の完全撤回は当然の
主張である」と訴えました。

　請願29号は、国連で昨年７
月７日に採択された「核兵器
禁止条約」を日本政府に署名
し、批准を求めるよう神戸市
に意見書の提出を求めるもの
です。
　2017年12月10日、ノーベル
平和賞の授賞式でセツコ・サ
ーローさんは「私たちヒバク
シャは、核兵器が禁止される
のを72年間待ちわびてきまし
た。これを核兵器の終わりの
始まりにしようではありませ

んか」と訴えました。
　核の傘に守られているなど
という「核抑止力論」は、も

はや通用する議論ではありま
せん。
　味口議員は「平和首長会議
に参加し、非核『神戸方式』
をもつ神戸市として、意見書
の提出をすべき」としました。

　子どもの医療費を中学校３
年生まで無料にすることを求
める請願30号については、文
教こども委員会において審議
未了で廃案とされました。
　味口議員は、これは「市民
の請願権を侵害するものであ

り、本会議に上程された請願
は本会議で採否を決するもの
である」として、請願討論の
最後に一言申し添え、議員の
皆さんの賛同を求めました。

神戸市都市空間向上計画は
中止せよ

味口議員が
請願討論

神戸市都市空間向上計画

2018年度所属常任委員会・特別委員会等
常任委員会 委　員　名

総務財政 ○赤田かつのり 朝倉　えつ子
文教こども 　今井　まさこ 味口としゆき
福祉環境 　林　まさひと 森本　　　真
企業建設 　山本じゅんじ 松本　のり子
経済港湾 ◎西　　ただす 大かわら鈴子
都市防災 　大前まさひろ 金沢　はるみ
市会運営（議運） △大かわら鈴子 味口としゆき

特別委員会 委　　員　　名
外郭団体等 △山本じゅんじ、大かわら鈴子、森本真
大都市税財政 △今井まさこ、林まさひと、西ただす
未来都市創造 △味口としゆき、大前まさひろ、金沢はるみ

阪神水道企業団議会議員 　山本じゅんじ、松本のり子
農業委員会委員 　林まさひと

◎委員長、○副委員長、△理事

市税条例の改正
　神戸市市税条例の一部を改
正する条例は、所得税法、地
方税法の税制の改定は、給与
所得控除や公的年金所得控除
額を10万円引き下げ、基礎控
除を10万円引き上げる内容で

す。
　所得控除が削られると国民
健康保険料や介護保険料、後
期高齢者医療保険料、保育
料、児童扶養手当など様々な
制度に影響があります。さら

に、給与所得控除の上限を
1000万円から850万円へ引き
下げれば、勤労世帯・中間層
への増税になります。
　国は「意図せざる影響や不
利益が生じないよう」にと通
達しているだけで、その解決
策は示していません。
　フリーランス・請負・起業

などは基礎控除が増えるので
メリットがあるという説明が
あります。しかし、国がすす
める「働き方改革」によって
本来、給与所得者がフリーラ
ンス、請負という呼び名で、
給与体系からも、社会保険の
制度からも放り出されてしま
う人々が増えていくことが想
定されます。
　今井議員は、これらの理由
により「税制改正に伴う神戸
市市税条例の改正には反対」
としました。

　神戸市議会本会議が６月22
日に開かれ、日本共産党議員

団の味口としゆき議員が請願
討論を行いました。

　また、同条例改正にかかわ
る北鈴蘭台駅西地区計画は、
桜ノ宮市営住宅2299戸を半分
の1250戸にし、北鈴蘭台駅か

ら一番近い場所を低層住宅専
用地に指定するものです。
　今井議員は、この場所は本
来「市営住宅を建てるべき大

切な公共の土地を民間に売却
し、民間の儲けを優先させる
ことは許されない」と批判し
ました。

日本共産党 神戸市議団
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質
問
項
目

１．神戸市都市空間向上計画について
２．国民健康保険料の問題について
３．済生会兵庫県病院について

済生会兵庫県病院は
北神地域住民の宝

済生会兵庫県病院

　三田市では、三田市民病院
を民営化し、医療圈域を越え
て北区の済生会兵庫県病院と
再編・統合を進めようとして
います。
　三田市長は、三田市民病院
の新公立改革プランで「神戸
医療圏域や丹波医療圈域の一

部を合わせた人口30万の医療
圏、すなわち三田市、篠山市、
神戸市北区の北部地域、その
他周辺地域を合わせた地域を
改めて想定・構築することが
望ましい」と発表しました。
　この改革プランを実行する
ための有識者による審議会で

市民意見409件中 賛成わずか12件
都市空間向上計画は撤回しかない！

　６月25日の神戸市議会・本会議で、日本共産党神戸市会議員団の金沢はるみ議員、西ただす議員が
一般質問をおこない、久元市長の政治姿勢を質しました。

　神戸市は、今年３月に都市
空間向上計画の基本的な考え
方案を発表しました。この計
画は、神戸市を住み続けられ
る地域と住み続けられない地
域に分断するものです。
　神戸市が４月に行った市民
意見の募集では、409件もの
意見が寄せられ、賛成意見は
わずか12件。多くが計画への
反対意見や不安・懸念の声と
なりました。多くの市民が都
市空間向上計画など望んでい

　金沢議員：久元
市長は409件の市
民意見を全部見た
か。

　久元市長：似たような意見
が沢山あり、共産党の組織的
な運動の結果と感じたのでパ
ラパラと見ただけ。
　金沢議員：大変失礼な話し。
パラパラっと見て反対の意見
が沢山あったら、組織的な意

見だと切り捨ててしまうの
か。市民の地域問題を解決し
て欲しいという願いが書かれ
ているもので、地域が切り捨
てられる計画に対して市民が
抵抗しているもの。市民の率
直な意見に対して団体的、組
織的と言うのは非常に問題
だ。市民のパブリックコメン
トに寄せられている思いを汲
みとろうとしていない。

ないのは明らかです。
　神戸市は市民の意見を踏ま
え、区域名称や施策の方向
性、スケジュールなどを見直
した「修正案」を公表すると
しています。
　金沢議員は「市民意見を踏
まえれば、どんな修正をした
としても、市民の理解は到底
得られない」として「都市空
間向上計画そのものを撤回す
べき」と求めました。

金
沢
議
員
が
一
般
質
問答弁

ダイジ
ェスト

は、再編・統合の相手に済生
会病院の名前が出ています。
　北区住民から神戸市議会に
陳情も出され、共産党市議団
は常任委員会で質問。保健福
祉局長は「済生会病院は北区
北神地域の中核病院として役
割を果たしている」「三田市と
は医療圈が違うベッドの移動
はできない」と答弁していま

す。神戸市民の命と健康を守
る立場からは当然のことです。
　金沢議員は「済生会兵庫県
病院は、北神地域の住民にと
ってかけがえのない地域の
宝」「三田市民病院と済生会
兵庫県病院の圏域を越えた統
合再編は認められない」「あ
りえない」と市長にはっきり
と言明するよう求めました。

　寺﨑副市長：三
田市と神戸市では
医療圏が異なる。

基準や規定があり圏域を越え
た再編統合は難しいと兵庫県
などには伝えてはある。
　金沢議員：再編統合が進ま

ない場合、県知事は強い権限
で進めかねない。絶対に守る
という一言が欲しい。
　寺﨑副市長：指摘のような
懸念を共有し適切に対応して
いきたい。

答弁
ダイジ
ェスト
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　久元市長：待機
児童を早期に解消
できなかったこと

は申し訳なく思っている。発
表した緊急対策を全力で推進
したい。
　西議員：どのていどの用地
が確保できているのか。

　寺﨑副市長：取りまとめて
庁内で検討し適切に社会福祉
法人などに提供していきたい。
　西議員：現場の声では、小
規模保育所の増設では困る。
認可保育所の建設の声があが
っている。声をよく聞いてす
すめて欲しい。

遊休市有地を活用した
認可保育園の建設を　

保育所待機
児童対策　

質
問
項
目

１．保育所待機児童対策について
２．神鋼石炭火力発電所について
３．垂水区いじめ自殺問題について
４．六甲アイランド高校の生徒飛び降り問題

　久元市長は、2018年３月末
までの待機児童ゼロの目標を
実現できず謝罪しました。神
戸市の待機児童は昨年の93人
から332人と３倍以上に増え
ています。
　日本共産党神戸市議団は、
これまで、待機児童解消は、
市有地などを活用した認可保

育所の建設が必要とくりかえ
し求めてきました。市長も待
機児童対策緊急プロジェクト
に取り組むとし「保育所用地
の確保の努力が十分ではなか
った」と認めました。
　西議員は「遊休市有地を活
用し認可保育所の建設を進め
るべき」と求めました。

西
議
員
が
一
般
質
問

答弁
ダイジ
ェスト

組織的隠ぺいを認め
自殺原因の究明を

垂水区いじめ自殺問題

　垂水区で起こった女子中学
生の自殺問題で、いじめがあ
ったことを告発した同級生か
らの聞き取りメモが隠ぺいさ
れていたことが発覚しまし
た。
　教育委員会は、その責任は
隠ぺいを指示した首席指導主
事とそれに従った当時の校長
の２名にしかないとしていま

す。19日の教育委員会の審査
では、自殺の原因を調査する
第三者委員会に提出された文
書では、意図的に「いじめ」
の記載が削除され、隠ぺいさ
れていたことが明らかになり
ました。ところが、教育長は
組織的隠ぺいを否定しつづけ
ています。
　西議員は久元市長に対し

「市長も責任は２名のみで、
いじめの隠ぺいは組織的なも

のでなかった」と考えている
のか見解を求めました。

　久元市長：この
問題に関する一連
の対応は不適切極

まりない。市民の信頼を著し
く失墜するもの。市長とは独
立した執行機関である教育委
員会の自らの責任で調査措置
を講じるように要請した。
　西議員：教育委員会は、な
んの根拠もなく組織的な隠ぺ
いを否定しているが、市長は
このまま黙っているのか。
　久元市長：組織的な隠ぺい

の有無は教育委員会の判断。
その判断を覆すにたる材料を
市長として今はもちあわせて
いない。
　西議員：子どもの命が脅か
されているその原因「いじ
め」の事実が教育委員会ぐる
みで隠ぺいされていたことが
分かったのではないか。独立
した機関であっても、教育委
員会がおかしくなった場合、
市民を代表する市長は積極的
に意見すべき。

答弁
ダイジ
ェスト

生徒の人権を無視する指導は
ただちにやめよ

六甲アイランド高校の生徒飛び降り問題

　昨年12月、六甲アイランド
高校において、２日間にわた
る長時間個室に入ったきりの
指導を受けた生徒がその直
後、校舎の５階から飛び降り
るという事件が起こりまし

た。
　学校と教育委員会は、指導
が行き過ぎたものであったこ
とは認めましたが、その中身
はほとんど明らかにせず「飛
び降りとの因果関係はわから

ない」としています。指導は
別室に生徒を押し込め、２日
間16時間に及ぶものでした。
　西議員は「このようなやり

方は人権を脅かすものであ
り、指導のあり方として問題
がある」として批判しました。

　長田教育長：複
数の生徒が関わる
トラブルだったた

め時間をかけて指導する必要
があった。ただ指導時間の長
さ、別室指導における教師の
配置などには適切なものとは
言えない面もあった。指導方
法の改善を行った。

　西議員：密室で指導が行わ
れたため、どんな指導がされ
たかが分からないのは問題。
長時間の拘束が「指導」とな
れば許され、その内容も客観
的に検証できなくなってい
る。このような指導はただち
にあらためるべきだ。

答弁
ダイジ
ェスト

日本共産党 神戸市議団

市議会だより 発行  日本共産党神戸市会議員団
神戸市中央区加納町6-5-1
神戸市議会内  TEL  322-5847  FAX  322-6165

日本共産党
神戸市会議員団のホームページ

日本共産党神戸市議団 検索

2018年９月16日（日）No.220

　７月豪雨災害で六甲北有料道路の長尾ラン
プから神戸三田インター間が通行止めとなっ
ています。10月下旬に片側通行での復旧予定
で完全な復旧ではありません。森本議員は、
今回の大雨が原因で被災した箇所など、日常
の安全点検、危険箇所の事前対策をどう考え
ているのか見解を求めました。

　2014年度のあり方検討委員会の意見で「公
社の中期経営計画は2018年度までが集中改革
期間」とされています。山本議員は、今年度
が最終年度で今後の経営改善に関し評価と検
証はいつされ、今後どのようにするのかを質
しました。

公団常務理事：2015年度に長期計画を策定
し、職員の点検は毎年で５年に１回は業者に
よる点検を実施。防災対策に努めている。10
月下旬には片側の通行を再開するが、復旧の
全体像は決まっていない。
森本議員：早目の応急修理、改善が必要。早
期改善を求める。

公社常務理事：あり方検討会の意見を踏ま
え、未納整理業務、メーター検針業務、期間
満了メーター取替業務の３つを公社の主要業
務と位置づけた。現状は計画の目標とかけ離
れている。総括の検証はじっくり考えなけれ
ばならない。水道局との連携がより一層不可
欠と考えている。
山本議員：正規、非正規職員の労働条件の悪
化が予想され心配。技術力の低下や労務災害
などが起きてはならない。

神戸市道路公団
　◦トンネル内でのラジオ放送について
神戸市公園緑化協会
　◦生垣緑化等助成について

　◦ 動物に関する知識の普及と理解の増進事
業について

建 設 局７月27日

水 道 局７月27日

　� �森本真議員

神戸市道路公団

７月豪雨による
通行止めについて

　� �山本じゅんじ議員

神戸市水道サービス公社

経営改善の取組みと
人材育成について

　神戸市議会外郭団体に関する特別委員会の審議が７月27日と31日に開催され、日本共産党神戸市会議員団の
森本真、大かわら鈴子、山本じゅんじ議員が外郭団体の運営状況などについて質問しました。

外郭団体特別委員会審査から①

その他の質問

答弁ダイジェスト

　９月から学校給食会が新設されます。これ
は給食に特化した団体です。大かわら議員
は、団体の事業内やこれから強化充実される
こと、食育、食材調達では神戸の農業の振興
などを質しました。

上がった。農業体験など様々な食育の事業を
強化、支援に取り組む。理事会でも食育のあ
り方について、さらに進めていくことを確認
している。
大かわら議員：農業振興も積極的にやっても
らいたい。食の循環や環境を意識した食育の
推進。食品ロス削減、学校現場と子どもたち
の評価、PTAの意見を聞いていく必要があ
る。

健康教育担当部長：学校給食会は５月に立ち
神戸市スポーツ教育協会
　◦王子スポーツセンターの雨漏りについて

教育委員会７月27日
神戸市学校給食会

� �大かわら鈴子議員

学校給食会について

その他の質問答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト



―70― ―71―

　大阪府北部地震によるブロック塀倒壊で子
どもや高齢者の死亡事故がおきました。安心
・安全の問題として神戸の「すまいるネッ
ト」の窓口にも230件の相談がありました。
　森本議員は「すまいるネット」のHPや新聞
で安全を確認するための補助制度が創設され
たことは掲載されている。補助制度に関する
ことも相談窓口で対応するように求めました。

　雲井通５丁目再開発株式会社では、雲井通　借上公営住宅（明泉寺南住宅）は返還後、

サービス付き高齢者向け住宅として活用する
ため運営事業者を募集していました。しかし
事業内容には、この件の記載がありません。
森本議員は「取り組みとして失敗したので記
載がないのか」と質しました。

　公社住環境再生部長：「すまいるネット」の
窓口でも補助制度の相談対応をしていきたい。

　公社専務：３社から参加の表明をもらった
が、実際に提案した事業者はなかった。事業
者からは、サービス付き高齢者向け住宅にす
ると立地的に高齢者が生活をすることが困
難、生活支援、介護サービスの提供ができな
いことが懸念された。高齢者向け住宅として
の活用は困難と判断した。今は若年層向け住
宅の提供を考えている。

　理事：複数の事業者から表明を受けてい
る。今回の募集は、これから再開発会社が事
業計画を策定していくための協力者を求めて
いる。バスターミナルの位置や規模などは、
地権者と共に会社のなかで決めていく。
　森本議員：市民にとって本当に良いことな
のか。事業そのものを再検討すべきだ。

５丁目再整備に向け市街地再開発事業として
事業化を検討するためにサポートをしてくれ
る事業協力者を募集しました。森本議員は、
応募状況、募集要項でミント神戸と一体利用
が提案範囲となっている。バスターミナルの
待合空間やターミナルの規模が決められてい
ないままでの提案募集はおかしいと思うが見
解を求めました。

住宅都市局７月31日

９月25日（火）14時30分頃から～日 時 市議会本会議場場 所 市役所１号館25階で
傍聴手続きをお願いします

赤田かつのり議員、大前まさひろ議員が登壇します

神戸すまいまちづくり公社
　◦桜の宮住宅再整備について

その他の質問

傍聴にお越しください 　９月18日から神戸市議会がはじまります。平成29年度神戸市決算が審査され９月25日に
代表質疑がおこなわれます。ぜひ傍聴にお越しください。

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

神戸すまいまちづくり公社

� �森本真議員

すまいるネットの対応について

雲井通５丁目再開発（株）

� �森本真議員

バスターミナル整備について

　駅舎のバリアフリー化が、あと３駅残って
います。大かわら議員は、それらの駅につい
ての状況について説明を求めました。

　計画部長：未整備の駅は西元町、大開、花
隈駅の３駅。西元町、花隈駅は2019年度完成
を目指している。大開駅については大規模な
工事になるため検討中となっている。
　大かわら議員：以前からの課題。できるだ
け早く進められるよう求める。

神戸高速鉄道（株）

� �大かわら鈴子議員

バリアフリー化について

答弁ダイジェスト

　次期中期経営計画で「さんプラザ」「セン
タープラザ」「センタープラザ西館」の三館
ビルの将来、2019年度以降のあり方が検討さ
れています。山本議員は、センタービル自体
が老朽化している三宮再整備とは別として、
老朽化対策と魅力あるビルのあり方が必要と
思うが、どのような検討がなされているのか
を質しました。

　住宅都市局長：この三館は三宮の玄関口と
して大事な位置にあり、将来的には商業の魅
力を高めるという意味で建て替えが必要なエ
リアと考えている。しかし、ここは400名を
超える区分所有者がいる。その方々の理解を
得ながらすすめる必要がある。
　山本議員：いろいろな議題調整があると思
うが、所有者に無理や矛盾がないように魅力
をどう出していくかを考えてもらいたい。

（株）神戸サンセンタープラザ

� �山本じゅんじ議員

中期経営計画について

答弁ダイジェスト

　センタープラザ西館６階では貸会議室の事
業をおこなっています。貸会議室の利用枠と
して午前、午後、夜間、終日と区分され利用
率は52％という状況です。山本議員は、利用
者層の拡大を目指すとあるが、今後の見通し
などを質しました。

　市街地整備部長：夜間の利用率が低い。会
社としては備品のリニューアル、会議室の予
約サイトと連携し利用率を上げようと取組ん
でいる。現状の利用率が適切とは思っていな
い余地はあると思う。引き続き努力していき
たい。
　山本議員：駐車場事業や貸会議室事業にま
だ改善の余地があると感じている。一般的に
十分なアナウンス、周知がされていない可能

性があると思う。利用層の拡大など利用の工
夫に鋭意努力してもらいたい。

（株）神戸サンセンタープラザ
　◦会社による店舗区画取得について
　◦管理会計について

その他の質問

答弁ダイジェスト

� �山本じゅんじ議員
貸会議室事業について

　2020年度からの２ヵ年で正社員の約15％が
定年退職する予定です。これに伴い技術職の
技術継承が心配されます。山本議員は、定年
退職の本格化は何年ぐらいで落ち着き、技術
の継承について議論はされているのかなどを
質しました。

　新交通常務取締役：あと３年後ぐらいから
ピークを迎える。技術の継承は皆で培ったノ
ウハウを共有できる会議を開催し社員に伝え
ていく形をとっていきたい。継承がなされる
よう会社として取り組む。

神戸新交通（株）

� �山本じゅんじ議員

人材育成について

答弁ダイジェスト

神戸新交通
　◦乗客誘致対策について

その他の質問

� �森本真議員
借上公営住宅返還後の活用について
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2018年９月23日（日）No.221

　神戸市の本庁舎の建て替えに伴う３つの移
転先の１つに貿易センタービルが上げられてい
ます。森本議員は、中央区役所との間でどのよう
な話し合いが行われているのかを質しました。

　神戸市周辺地域で形成する「神戸観光圏」
における多様な観光資源の魅力を最大限に活
かし、公民連携で観光事業を国内外で戦略的
に推進、地域経済の発展と市民文化の向上、
国際交流、国際親善などに取り組むとなって
いるが、本当の神戸の良さを知ってもらえる
ような取り組みになっていません。森本議員
は、外国の人に来てもらいお金を落としても
らうという施策はよくない。温かいおもてな
しで神戸らしさを感じてもらえる取り組みを
実施するべきと質しました。

　神戸市域の農業や漁業の振興に役立つ事業
を実施するということで新規就農者の育成、
農業振興があります。山本議員は、フルーツ
・フラワーパーク管理事業で2.8億円の予算
を組まれているが、純粋に農業振興にどれだ
け予算を確保しているのか。新規就農者の育
成などはどうなっているのかを質しました。

　中小企業の経営者へヒアリングなどを行
い、中小企業実態把握調査をしていますが、
前年比で増収した業況が良い非製造業のこと
ばかりが記載されています。大かわら議員
は、一番施策が必要なしんどいところ、本当
に経営がしんどいところの調査はどうなって
いるのかを質しました。

　局長：日本国内の消費が伸びていない。市
民所得を増やすことで市内消費が増え景気が
よくなり経済政策に結びつくものと考えてい
る。これは経済部で積極的に取り組むべき課
題と認識している。インバウンドの客数が高
く伸びており、大きな金額となっている。海
外からのお客さんをたくさん呼んでくること

　農政担当局長：全体の運営管理の約３億円
のうち、施設管理と農業振興で約半分ずつぐ
らいの予算。大型ハウス事業をJAと組んで
行っており、そこで農業の研修生を育成して
いる。西区の実証農場で何年か本格的な栽培
に従事してもらい新規就農者の育成につなげ
ていきたいと考えている。
　山本議員：農業というのは基幹産業であ
り、それを神戸市として振興していくことは
すごく大事なこと。

いるので、中小企業の平均よりも高い層にな
っているのではないかという認識は持ってい
る。昨年度は、成長支援という事業を開始した
ところで、そういう企業を掘り起こしたいと
いう狙いがあった。今年度は違った角度で考え
ていきたい。中小・零細企業の間で格差がでて
いることは認識している。中小企業を何とか
したいという気持ちで事業に取り組んでいる。
　大かわら議員：ぜひ厳しい実態があること
を掴んでもらいたい。なかなか効果が出てき
ていない。迅速な対応が必要。

神戸観光局
　◦公民共創事業について

経済観光局８月６日

　� �森本真議員

神戸観光局

神戸らしさを感じる
取り組みについて

　神戸市議会外郭団体に関する特別委員会の審議が８月６日と９日に開催され、日本共産党神戸市会議員団の
森本真、大かわら鈴子、山本じゅんじ議員が外郭団体の運営状況などについて質問しました。

外郭団体特別委員会審査から②

神戸商工貿易センター

　� �森本真議員
中央区役所の移転について

神戸みのりの公社

　� �山本じゅんじ議員
農業サポーターについて

神戸市産業振興財団

　� �大かわら鈴子議員
神戸経済の現状について

その他の質問

　経済部長：区民まちづくり会議の中で本庁
舎や区役所移転の協議がされたことは認識し
ているが、具体的に貿易センタービルと中央
区の間で移転についての協議が行われたとい
う認識はない。
　森本議員：区役所移転について貿易センタ
ービルと中央区で何も話をしていないのは全
くおかしな話し。空き室も中央区役所が入れ
るような面積はない。適当なところを３つ選
んで市民に意見を募集している。

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

が、観光に携わる方々の売上げ増になる。イ
ンバウンドの取り組みが関西３都市の中で一
番遅れているとの指摘もあり、積極的にイン
バウンドの誘致に取り組んでいきたい。
　森本議員：関西で遅れているから都市間競
争でインバウンドと言っている印象がある。
取り合いではなく、神戸の良さを知ってもら
うことが重要で行政区ごとの良さを広げるこ
とが大事。

９月25日（火）14時30分頃から日 時 市議会本会議場場 所 市役所１号館25階で
傍聴手続きをお願いします

赤田かつのり議員、大前まさひろ議員が登壇します
傍聴にお越しください 　９月18日から神戸市議会がはじまりました。平成29年度神戸市決算が審査され９月25日

に代表質疑がおこなわれます。ぜひ傍聴にお越しください。

　常務理事：増収した企業を調査対象にして
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市民参画推進局８月９日

みなと総局８月９日

交 通 局８月９日

　� �大かわら鈴子議員

神戸いきいき勤労財団

シルバー人材センター
事業について

　� �森本真議員

阪神国際港湾株式会社

阪神国際港湾（株）の
国との関係について

　2018年度の最低賃金を27円引き上げ、時給
871円とするよう答申され、10月から適用さ
れます。大かわら議員は、どの程度の事業者
が最低賃金を下回る見込みなのか、また、今
後の対応について見解を求めました。

　国が主導する「国際コンテナ戦略港湾」施
策の一環として、阪神港の国際競争力強化に
向け、神戸港と大阪港の一体的な港湾運営を
推進する取り組みをしています。森本議員
は、財務状況を見ていると国の補助金がない
と赤字になる。神戸市もお金を出し国の施策
として行っているが、神戸港としての自立性
がない。神戸経済への影響、集貨やコンテナ
量などの指標はあるが、市民の暮らしが良く
なったとは見えない、港から神戸が発展して
きた、大きな役割を果している、震災以降、
沈んでいた港勢も増え戻ってきているが費用
対効果について成果を示せるのか見解を求め

ました。

　2017年度の実績で会員数が4万3860人と経

年で見ると微減という状況で会員獲得が、た
びたび課題になっています。大かわら議員
は、課題が改善されない原因をどうのように
分析しているのか見解を求めました。

　常務理事兼事務局長：シルバー人材センタ

　常務執行委員：赤字になってまで事業はで
きない。集貨事業を続けるためには国庫補助
を継続してもらう必要があり、強く国に要望
している。集貨事業の効果は、どれだけの貨
物を支援したかになる。神戸港の港勢が明ら
かに拡大されている。
　森本議員：国策として行うなら負担金がな
い仕組みを作った方が良い。行財では自治体
の負担分はやめてほしいと国に訴えている。
市民の税金、負担金、自主財源のお金を使う
方法は見直すべきだ。

　市営交通事業の経営改善に役立つ事業で交
通事業に関連する事業の経営を行い、事業活
動を通じて市民福祉の向上に取り組んでいま
す。山本議員は、魚崎営業所は離職率が高い
とある。新たな運転士を雇うのは研修などで
既存の運転士、従業員の負担がかかるのでは
ないか。新しく採用した方々も１年更新の契
約なのか、なぜ１年というこま切れなのか、
現状の契約更新について見直しはできないの
か見解を求めました。

ーの受注価格は、市場価格と比較し仕事の内
容を考慮、民間事業者を圧迫しない程度で受
注価格を決めている。 今年の27円アップで
最低賃金を下回る契約は推定700件ほどあ
る。下回る企業へは引上げに対する協力依頼
文を送っている。電話や訪問などでも理解を
求めていきたい。
　大かわら議員：企業とは最低賃金の上昇と
連動して上がる契約とし広げて欲しい。

　常務理事兼事務局長：会員の減少について
は、会員数の多い企業が脱退した影響が大き
い。アプローチの強化、加入時のインセンテ
ィブの向上など工夫を重ね会員企業数を増や
す努力をしていきたい。
　大かわら議員：新たな視点で見直しを行う
など会員拡大に向けて努力してもらいたい。

　担当部長：研修は１～２ヶ月ほど行う。基
本的に研修担当の係長が対応する。路線研修
は指導運転手というものが１名ついて対応し
ている。研修には担当係長と指導運転手以外
関係しないので負担はない。受委託について
は、１年契約としているが65歳まで働くこと
ができ基本的に毎年更新できる状況。見直す
考えはない。
　山本議員：働いている人は更新時期が近づ
くと更新されるかどうしても不安になる。少
なくとも２～３年の契約期間になれば、少し
は気持ちに余裕をもてるのではないか。重要
なことだと考えている。無期雇用に変えるこ
とを強く求める。

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

（株）神戸フェリーセンター
　◦経営改善の取り組みについて

神戸航空貨物ターミナル（株）
　◦地域貢献について
（株）OMこうべ
　◦ショッピングセンターの運営について
　◦近隣センターのリニューアルについて
　◦全市的な市民還元について

その他の質問

� �大かわら鈴子議員
ハッピーパック事業について

神戸交通振興（株）

� �山本じゅんじ議員

魚崎営業所について

18年９月議会・決算特別委員会日程と共産党議員の質問予定

月 日 曜日 審査
順位

質問
予定時間 分科会 担当議員

行財政局、会計室、市長室 ９ 27 木 ２ 11：20 １ 赤田かつのり
交通局 ９ 27 木 ３ 12：50 ２ 松本　のり子
企画調整局 ９ 28 金 １ 10：20 １ 朝倉　えつ子
危機管理室 ９ 28 金 ４ 13：30 ３ 西　　ただす
水道局 10 １ 月 ２ 11：20 ２ 山本じゅんじ
消防局 10 １ 月 ３ 12：50 ３ 大前まさひろ
こども家庭局、選管、人事委員会
監査委員会 10 ２ 火 ５ 14：20 １ 今井　まさこ

朝倉　えつ子
環境局 10 ２ 火 １ 10：20 ２ 林　まさひと
教育委員会 10 ３ 水 ４ 13：30 １ 味口としゆき
住宅都市局 10 ３ 水 ２ 11：20 ３ 西　　ただす
保健福祉局 10 ４ 木 ５ 14：20 ２ 森本　　　真
経済観光局 10 ４ 木 １ 10：20 ３ 大かわら鈴子
市民参画推進局 10 ５ 金 ３ 12：50 １ 今井　まさこ
建設局 10 ５ 金 ４ 13：30 ２ 松本　のり子
みなと総局 10 ９ 火 ５ 14：20 ３ 金沢　はるみ
総括質疑 10 12 金 ２ 11：15 － 松本　のり子

※質問開始時間についてはあくまで予定ですので、前もって議員団までお問合せください。

日本共産党 神戸市議団

市議会だより 発行  日本共産党神戸市会議員団
神戸市中央区加納町6-5-1
神戸市議会内  TEL  322-5847  FAX  322-6165

日本共産党
神戸市会議員団のホームページ

日本共産党神戸市議団 検索

2018年９月30日（日）No.222

　神戸市は、どこでも快適に
住み続けられるまちづくりを
転換し、駅周辺への移住を誘
導する「都市空間向上計画」
をすすめています。この「計
画」をご存知でしたか？

　三宮駅周辺では、数
千億円もの費用を投じ
て高層ビルや、市役所
建て替えなど巨大な再
開発をすすめていま
す。この開発について、
どう思われますか？

　日本共産党神戸市会議員団は７月から
「市民アンケート」に取り組みました。
これまでに5000人以上の方から回答が寄
せられています。９月までの段階での中
間結果をまとめました。5000人からの回答をいただきました

市民アンケートを実施

　中学校給食は、８万の署名を力に実現しました。しか
し、神戸市が安上がりな調理方式にしたため「冷たい」
「美味しくない」と利用は３割台です。中学校給食にどん
な改善が必要でしょうか？

◦都市空間向上計画について ◦中学校給食について

◦三宮再開発について

自校調理方式：�小学校と同じように学校調理場で、
温かく安全な給食

親 子 方 式：�中学校が狭い場合、近隣の小学校で
つくった給食

センター方式：�市営の大量調理場で調理し、食缶で
運ぶ給食

デリバリー方式：�民間の大量調理場から配送

市民の暮らしにかかわる問題についてお聞きしました

憲法第９条
（戦争放棄）を
変えることについて

消費税の10％への
増税について

　回答者の性別は、男性24％、女性27％、不明
49％となっています。年代構成は、年齢が未記
入の人が多かったですが、59歳以下が15.06％
（753件）で60歳以上が33.04％（1652件）とな
っています。

回答者の性別、年代別など
基本情報
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　2017年に実施した市民アンケートの結果と同様で「無駄な
公共事業の削減」が最も多く「介護保険料・利用料の引き下げ」
「国民健康保険料の引き下げ」と続きます。福祉サービスに
不安を感じている市民のみなさんが多いと考えられます。

　39歳以下では「子どもの医療費の無料化」など子育て関連
が多く、40歳～59歳は「災害対策」や「雇用の安定」が多
く、60歳以上は「介護保険料・利用料の引き下げ」など福祉
関連が多くなっています。

　神戸市がすすめている「都市空間向上
計画」の設問では半数以上の方が「知ら
なかった」と答えています。「三宮再開
発」の設問でも半数以上の方が「大規模
開発は必要ない」と答えているように
「神戸市政に望むこと」の設問でも「ム
ダな公共事業の削減」が最も多くなって
います。

　自由意見には「文化ホールなどを三宮
に移さないでほしい、三宮に集中するの
はよくない」「子育て、老後のことが安
心できる社会にしてほしい」「商店街が
もっと盛り上がったらいいなと思う。大
きなスーパーだけでなく昔ながらの魚屋
・八百屋・米屋など高齢者や子どもも買
物しやすい商店街」「バスの便数がだん

だん減っていて困る」「それぞれの地域
で用が足せるようにしてもらいたい」な
どの意見が寄せられています。
　日本共産党議員団は、このような意見
を議会の質問でも紹介し、皆さんの生活
が少しでも良くなるように全力で頑張る
決意です。今後ともご協力いただきます
よう、お願い申し上げます。

中間集計結果から

「都市空間向上計画」の学習会
　都市空間向上計画を日本共産党神戸市会議員が
お話します。

10月10日（水）18時30分開始日 時

神戸市勤労会館２階・多目的ホール場 所

参加
無料

◦まちの活性化のため、あなたが神戸市政にのぞむことを選んでください

年齢別で見ると…

39歳以下

40歳～59歳

60歳以上

日本共産党 神戸市議団

市議会だより 発行  日本共産党神戸市会議員団
神戸市中央区加納町6-5-1
神戸市議会内  TEL  322-5847  FAX  322-6165

日本共産党
神戸市会議員団のホームページ

日本共産党神戸市議団 検索

2018年10月７日（日）No.223

質
疑
項
目

１．垂水区名谷町社谷の開発について
２．�湾岸線建設にともなう六甲アイランド南の
埋立てについて

３．災害被害を踏まえた緊急対策について

支援金受給対象者の
拡充と防災に早急な対応を

災害被害を踏まえた緊急対策について
湾岸線建設にともなう

六甲アイランド南の埋立てについて

優先すべきは大型開発ではない
―市民の命と安全なくらしを守るまちづくり―
　阪神高速大阪湾岸道路西伸
部の建設にともない排出され
る土砂などを国が直轄事業と
して、六甲アイランド南地区
に埋め立てをすることを承認
しようとしています。

　森本議員は「巨額の費用が
かかる湾岸道路の建設を含
め、不要な工事で排出される
土砂などの受入れを前提とし
た計画は承認できない」と質
しました。

　神戸をはじめ全国各地で自
然災害が広がっています。
　緊急対策では、ブロック塀
の撤去補助、豪雨、台風関連
での復旧事業に予算がついて
います。

　森本議員は「度重なる災害
を受けた被災者に対し、この
補正の金額、施策で良いの
か」と補正予算の災害被害を
踏まえた緊急対策について見
解を求めました。

を行っていきたい。
　森本議員：六甲アイランド
は高潮被害により陸の孤島と
なった。優先すべきは市民の
命と安全、財産を守るまちづ
くりである。湾岸道路建設も
今回の埋め立ても再考すべき
だ。

予算に計上した。
　森本議員：７月の豪雨災害
で甚大な被害が出た。行政は
普段の備えとして防災にもっ
と力を注ぐべき、危険な場所は
早期に工事をしてもらいたい。
　岡口副市長：今回の災害は
重大なものと受け止めている。
最大限できることをできるだ
け早くしていきたい。

森
本
議
員
が

　議
案
質
疑

神戸市議会の９月議会が始まる

　岡口副市長：国
から申請があった
埋立承認は、大阪

　寺崎副市長：神
戸市でも大きな被
害が発生した。被 答弁

ダイジ
ェスト

答弁
ダイジ
ェスト
災自治体には国の被災者生
活再建支援法が適応される。
ただ国が指定する被災者生活
再建支援法は、半壊などの被
害では対象にならない。そこ
で今回、支援金の対象を拡充
するために必要な予算を補正

　９月25日に開かれた本会議
で日本共産党議員団の大かわ
ら鈴子議員が委員長報告に対
して反対討論を行いました。

◦地方独立行政法人神戸市民病院機構第３期中期目標について
◦垂水区名谷社谷地区計画の内容を条例化について
◦�阪神高速大阪湾岸道路西伸部建設に伴い排出される浚渫土砂
を六甲アイランド南地区への埋め立て承認について

市民の命を守る
中央市民病院の変質はやめよ

大かわら議員が反対討論

　神戸市議会定例市会が、９月18日から始まり
ました。同日提案された神戸市一般会計補正予
算及び関連議案について、日本共産党の森本真
議員が質疑しました。

湾岸道路西伸部事業の橋梁
基礎工事などで発生する土砂
を六甲アイランド南地区で受
け入れる必要がある。神戸市
としても国に対し必要な協力
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　６月以降の台風や大雨にと
もなう一連の自然災害の状況
を踏まえ、１つは、災害から
市民の命や財産を守るための
防災・減災の強化、２つは災
害に遭われた被災者の方々へ
の支援の強化が必要であり、
これを自治体の第一義的な仕
事と位置づけ、全力で取り組
むことが求められます。
　日本共産党の質問に寺崎副

市長は「被災者生活再建法は
私有財産への公的支援に踏み
切ったことが、阪神・淡路大
震災以降の神戸市と被災者の
最大の成果」と答弁しまし
た。赤田議員は、いま求めら
れているのは「私有財産への
公的支援」で災害状況と被災
者の現状に見合ったものに拡
充すること」と見解を求めま
した。

　2017年度神戸市会計決算及び関連議案について
日本共産党の赤田かつのり議員と大前まさひろ議
員が代表質疑をしました。

　中央区の「こうべ小学校」
では学校の周辺で次々とマン
ションの建設がすすんでいま
す。
　大前議員は「過密化を解消
するためには、県有地も含め

土地を購入し新たな学校を新
設する、校舎を建てる」こと
が必要。さらには「これ以上
のマンション建設そのものを
規制することが必要ではない
か」と質しました。

　赤田議員：私有財産の公的
支援に踏み切っていくことが
大事。支給適応の要件や対象
を広げ金額を上げるべき。
　寺崎副市長：災害にあわれ
た方々の声に十分に耳を傾け
ながら必要な措置について講
じていきたい。

　久元市長：被災
自治体の財政事情
に関わらず全国一

質
疑
項
目

１．災害対策の強化について
２．都市空間向上計画について
３．兵庫県が策定した「地域医療構想」について
４．�垂水区の中学生自死事案・いじめメモ隠ぺ
い問題について

質
疑

項
目

１．三宮再整備について
２．学校の仮設校舎解消について
３．待機児童の解消について

赤
田
議
員
が

　代
表
質
疑

大
前
議
員
が

　代
表
質
疑

災害対策の強化について

学校の仮設校舎の解消について

私有財産にも災害状況に見合った公的支援の拡充を

生徒数の過密化による仮設校舎をなくす施策を

垂水区の中学生自死事案・
いじめメモ隠ぺい問題について

　「組織風土改革のための有
識者会議」の中間とりまとめ
を受け、教育委員会は学校教

育部長、学校教育課長に行政
職を置くなどの組織改正をお
こなうと発表しました。

答弁
ダイジ
ェスト
律に被災世帯に対して支給

される被災者生活再建支援法
による支援金対象要件の拡大
を国に求めていく必要があ
る。

　長田教育長：
「こうべ小学校」
の現地を見てお

答弁
ダイジ
ェスト

考える。学校の分離、新設は
都心部においては用地の確保
が難しい。ただ県有地、民有
地を含め土地の状況はアンテ
ナを張って見守っていきた
い。
　大前議員：小学校の過密化

り、この過密対策の中でど
ういった方法がとれるか。運
動場の確保に配慮しながら対
策がとれることではないかと

　これに対して遺族側の代理
人弁護士が「前教育長の責任
について論じられておらず、
原因究明も不十分」「前校長
と首席指導主事の２人に責任
を押し付け、組織的関与につ
いての追及が不十分」「この状
態のままで組織改革ができる
のか疑問」と述べています。
文教こども委員会でも与野党

会派問わず「組織改正はもっ
と時間をかけるべき」などと
批判の声があがりました。
　赤田議員は「求められる教
育委員会改革の焦点は、事務
局に行政職が入るかどうかで
はなく、教育委員会を中心に、
真の独立した機関としての機
能を発揮できるかどうかにあ
る」として見解を求めました。

　赤田議員：一番大事なのは
ご遺族の気持ちを本当に大事
にすること。真相の徹底解明
をしてほしいと願うご遺族の
気持ちに立っていない。

　長田教育長：教
育委員会は独立し
た行政機関とし

答弁
ダイジ
ェスト
て、この改革の取組みを着
実に進めていきたい。

を早く解消
し安心安全
に学べる環
境を整えて
ほしい。

日本共産党 神戸市議団

市議会だより 発行  日本共産党神戸市会議員団
神戸市中央区加納町6-5-1
神戸市議会内  TEL  322-5847  FAX  322-6165

日本共産党
神戸市会議員団のホームページ

日本共産党神戸市議団 検索

2018年10月14日（日）No.224

決算特別委員会審査から
　神戸市職員労働組合の歴代幹部役員に
よるヤミ専従（法に定められた手続きを
経ずに、職場で勤務しているように装い
ながら給与を受給しつつ、実際は職場を
離れて組合活動の専従をしていること）
が明らかになりました。神戸市が明言す
るように「（ヤミ専従は）当局側の関与
なしにはなしえない問題」です。
　赤田かつのり議員は９月27日の決算特
別委員会で根本原因と責任の所在につい
て質疑しました。

答 弁
　遠藤卓男行財政局長：「神戸市は、震

質
疑
項
目

１．�自動車事業会計への一般会計か
らの基準外繰入について

２．市バス営業所の管理委託について
　 ①魚崎営業所の労働条件改善
　 ②松原営業所の雇用環境改善

質
疑
項
目

１．�ヤミ専従の原因と責任の所在に
ついて

２．�三宮再整備にともなう不要な本
庁舎再整備について

３．遊休公有財産の積極活用について
４．�災害対応や区役所への職員増に
ついて

５．超過課税の市民負担増について

質問する赤田かつのり議員

ヤミ専従を生んだ元凶
強引な職員減らし
見直しを

行財政局審査で赤田議員

９月27日

市バス運転手の
労働条件を改善せよ
交通局審査で松本議員

質問する松本のり子議員

９月27日

災以降の『行財政改善』で、他都市平均
16％の倍の33％という大幅な職員削減を
おこなった」「これを進めるためにとっ
た労使協調路線のなかで、ルールが緩慢
になった」と答弁しました。
　赤田議員：行革による強引な職員減ら
しは、今回の台風や大雨の災害対応を一
層困難にしたと批判。市民の命を守るた
め、区役所など身近なところに職員を増 やすべきと求めました。

松本議員は「バスの運転手さんは、乗客
を目的地まで安全に運ぶ、命を守るとい
う責任ある仕事をしている。１年契約か
ら無期雇用でなく、正規社員にし、平均
よりも低い賃金をあげるべき」と質しま
した。また、運転手の人手不足の影響も
あり、残業時間が年619時間と、全職業
の年平均残業日数の約３倍にもなること
を指摘、運転手の労働条件の改善を求め
ました。また、松原営業所の運転手の長
時間労働の是正を求めました。

答 弁
　内藤交通局自動車部長：運転手の労働

　交通振興（株）のバス運転手は法律の改
正により、５年以上同じ仕事をしている
人は希望すれば有期雇用から無期雇用に
変わることができるようになりました。

条件については、事業者が労働組合と交
渉しながら労使で決めているので、交通
局が介入してもの申し上げる立場にない。
　松本議員：運転手は安い賃金で働き残
業もしている。運転に支障をきたした
り、病気になりやめざるを得なくなる。
交通振興（株）の取締役をしている局長は
交通局としてものを言うのは当然だ。

質
疑
項
目

１．ヤミ専従問題について
２．目指すべき人口について
３．�高潮被害と海岸沿いの再開発に
ついて

４．企業誘致について
質問する朝倉えつ子議員

人口減少対策の足を引っ張る
「都市空間向上計画」は撤回を
企画調整局審査で朝倉議員

９月28日

　神戸市は「出生率の維持」や「地域に
生じる様々な課題の解決」などをすすめ
人口減少を抑制する「神戸2020ビジョ
ン」を策定しています。ここでは2060年
時点で、何も対策をしなかった場合の推
計107～110万人を、131万人へ押し上
げ、将来にわたり多様で活力ある地域社 （２面につづく）
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増員などを求めました。

答 弁
　鍵本危機管理室長：出張所内で最大
70cm浸水した原因については現在議論
中。出張所の移転などの意思決定は消防
局。消防局での議論を間接的に聞くが移
転するような話は聞いていない。
　山平危機管理監：職員による避難所へ
の支援や人数、体制については新たな検
証課題として検討が始まっている。
　西議員：危機管理室は市民の命と安全

を守るという立場でもっと各部局へ意見
し予算を求めていくべきだ。

質
疑
項
目

１．�六甲アイランドの浸水した消防
出張所について

２．災害発生時の体制強化について
３．避難所の受入れについて
４．ブロック塀について

　７月の豪雨、台風と自然災害が続いて
おり、救急の役割は重要で消防職員、消
防設備の充実は不可欠となっています。
大前議員は「現在でも消防力整備指針を

満たしていないところがある」として一
刻も早く指針を満たすように求めました。

答 弁
　菅原消防局長：地域を取り巻く実情を
考慮し、神戸市の指針を見直してきてい
る。これまでに増隊した救急隊の効果な
どを検証しながら適正な配置に努めた
い。安心で安全な神戸の街を実現してい
くために人員や車両整備を引き続き努力
していきたい。

　台風21号は神戸市に大きな被害をもた
らしました。六甲アイランドでは消防署
の出張所が浸水し、消防車や救急車が水
につかり出動できない事態になりまし
た。住民の命を守るはずの消防署が被災
したことは非常に問題です。
　西議員は、今回の経験をもとに「地盤
面の高いところに移動するなどの対策が
必要」と求めました。また被災状況の把
握が地域によって差があり、行政の体制
の弱さを感じる「これは阪神・淡路大震
災以降、市の職員を削減した結果、災害
に弱い自治体をつくった」として職員の

倉議員は、2020ビジョンとも矛盾するこ
と、地域を維持する公的責任を放棄し、北
区のひよどり台などでの地域活性化の住
民努力に水を差すものと批判しました。

答 弁
　谷口真澄企画調整局長：「数字は違え

ど、どちらも将来的に維持し続ける街を
考えているから矛盾しない」「人口減少
する地域では、お互いにお互いを助け合
うということは重要であり、現在さまざ
ま取り組まれていることは、将来も生き
るのでは」などと答弁しました。

質
疑
項
目

１．�六甲アイランド消防署出張所の
災害対策について

２．消防力について
３．救急車の適正利用について
４．感震ブレーカー設置普及について
５．�住宅用火災報知機の設置促進に
ついて

早く消防力整備指針を
満たすよう求める
消防局審査で大前議員

質問する大前まさひろ議員

10月１日

会を維持できるとしています。
　ところが住宅都市局は「人口減少対策
は出生率の改善などで達成できない（９
月19日局長答弁）」などと、なにも対策を
しない場合の推計人口110万人を前提に、
駅から1600m離れている地域を「人口減
少のリスクが高い」地域と切り捨てる「都
市空間向上計画」をすすめています。朝

質問する西ただす議員

市民を守る消防出張所の
被災は問題

危機管理室審査で西議員

９月28日

まちを破壊する
� 神戸市都市空間の撤回を！

日本共産党神戸市会議員団

　神戸市は「都市空間向上計画」の考え
方修正案を発表し、市民意見募集も始ま
りました（10月２日から11月１日まで）。
　今春に行われた市民意見募集では409
件の意見が出され、そのうち「計画」に
賛成の意見は、わずか12件で、圧倒的多
数は「計画」の撤回を求めるものでし
た。市民の意思がこれだけ明確にもかか
わらず、久元市長は、反対意見は「一定
の政党や団体が非常に組織的な呼びかけ

をされている」など事実を歪める発言。
この市長の傲慢な姿勢そのままに「修正
案」は、市民に否定された「計画」をよ
り一層鮮明にするものになっています。
　この10月の「市民意見募集」で、前回
を大きく上回る市民からの意見を、神戸
市に集中し、「神戸市破壊計画」といえ
る「都市空間向上計画」を撤回させまし
ょう。みなさんのご協力をよろしくお願
いいたします。

ご意見の提出方法
　住所・氏名と、都市空間向上計
画に対する意見であることを記載
し、以下の方法で提出ください。

（１）郵送・持参
　〒650-8570
　　神戸市役所２号館４階
　　住宅都市局計画部都市計画課宛
　　（11月１日の消印有効）
（２）ファックス　078-322-6095
（３）電子メール
　toshikukan@office.city.kobe.lg.jp
（４）�詳しくは神戸市のホームページ

をご覧ください

日本共産党 神戸市議団

市議会だより 発行  日本共産党神戸市会議員団
神戸市中央区加納町6-5-1
神戸市議会内  TEL  322-5847  FAX  322-6165

日本共産党
神戸市会議員団のホームページ
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2018年10月21日（日）No.225

質
疑
項
目

１．神戸製鋼石炭火力発電所について
２．ごみの収集体制について
３．�災害時における事業系ごみの収
集について

４．不法投棄への対応について

決算特別委員会審査から
　現在、水道法の改正案が国会へ上程さ
れ、継続審議となっています。この法案
は基盤強化と称して水道事業の民営化や
広域化を狙うものとの指摘もあります。
山本議員は「水道は市民生活において健
康と生活に欠かせないもので、ずっと公
営でやってきた。法改正で水道事業の本
来の役割や性格が変わるようなことはあ
ってはならない」として、水道法改正は
断念するよう市として国に意見を言うべ
きと求めました。

質
疑
項
目

１．ヤミ専従について
２．待機児解消について
３．�子ども家庭センターの充実について
４．桜の宮保育所建て替えについて
５．�学童保育の位置づけの向上について

質
疑
項
目

１．水道法改正案について
２．管路更新について
３．水道サービス公社について

質問する朝倉えつ子議員

答 弁
　廣瀬水道局長：水道事業の継続に責任
を持つ考え方は国の考え方として十分示
されているので、改正案そのものについて
我々として特にコメントする状況にない。
　山本議員：水は生命に欠かせないもの
で、採算性、収益性を求めたら事業その
ものが成り立たない。120年公営でやっ
てきた長い歴史がある。水道事業は民間
に代替できるものではない。

機児童が増え続けている現状からも民営
化を進める根拠はない」と質しました。
　また垂水区の待機児童数が、神戸市内
トップになっている問題について、今井
まさこ議員は「垂水区には、学校跡地や
市営住宅跡地など神戸市の未利用地がた
くさんある」と指摘。マンションの一室
などで行う小規模保育ではなく、広い園
庭がある認可保育所の増設で、待機児童
を解消すべきと求めました。

答 弁
　森下局長：（建て替え後の桜の宮保育
所が）公立か民間かは、公立保育所の全

　神戸市の待機児童数は、久元市長にな
ってから毎年増え続けています。
　北区の市立桜の宮保育所について、神
戸市は建て替え後の運営主体については
「公立保育所全体の中で考える」として
民営化の可能性を否定していません。
　朝倉えつ子議員は「保育所を運営した
い社会福祉法人がいるなら、公立からの
民間移管ではなく、保育所を新設してあ
らたな運営してもらうべき」「北区の待

体像の中で考える。（北区南部は）保育需
要がある地域だというのは認識している。
　豊永子育て支援部長：（神戸市の未利
用地をふくめ）保育定員確保につながる
不動産については、民有含め30を超える
情報が寄せられている。適地かどうか検
討の上、とりくみをすすめたい。

（２面につづく）

質問する山本じゅんじ議員

水道法改正案は水道事業
の市場化を狙うもの！
水道局審査で山本議員

10月１日

質問する今井まさこ議員

民営化しても
受け皿は増えない
保育所増設で待機児解消を
こども家庭局審査で
� 今井議員と朝倉議員

10月２日

質問する林まさひと議員

現状の大気汚染物質より
増える石炭火力発電所の
増設はやめるべき
環境局審査で林議員

10月２日

　神戸市は神戸製鋼所と環境保全協定を
再締結しました。新環境保全協定では大
気汚染物質が旧協定より上限値を下げて
いますが、（２面図参照①1500→③1457、
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質
疑
項
目

１．都市空間向上計画について
　⃝都市機能誘導区域での支援制度
　⃝居住誘導区域での支援制度
　⃝�居住誘導区域外、山麓、郊外居
住区域での支援策

２．三宮再整備について

質
疑
項
目

１．学校過密について
２．�特別教室・体育館へのエアコン
設置について

３．仮設校舎のエアコン改修について
４．いじめメモ隠ぺいについて
５．ヤミ専従について

いじめ・隠ぺいの根絶は
教育委員会本来の役割発揮で
教育委員会審査で味口議員

質問する味口としゆき議員

10月３日

730→706、250→190）現状の大気汚染物
質（右図②）より数値が上がることにな
ります。林まさひと議員は「地元の方々
から高炉廃止後、大気がかなり改善され
ていると聞いている。環境悪化を引き起
こす、これ以上の石炭火力発電所の増設
はやめるべき」と質しました。

答 弁
　林環境政策部長：あくまでも上限値
だ。実際の排出量は電力需要等により変
動すると考えられるが、最大でもこの値
以下になるよう管理していただくという

数値だ。
　林議員：新協定値では窒素酸化物は
1457（トン／年）まで増やすことが可能

になるという数値だ。神戸製鋼が石炭火
力、高炉で行ってきた様々な有害物質の
排出量の総量を維持する値だ。

　自ら命を絶った垂水区女子中学生に対
し、いじめがあったことを同級生が告発
し、それを記録したメモが、教育委員会
の指示で隠ぺいされつづけていました。

　教育委員会は、一部の教職員だけに責
任を押し付け、事務系職員の権限つよめ
て学校現場への行政の介入を強める組織
改革を図ろうとしています。
　味口としゆき議員は「組織改革につい
て、ご遺族は『誰も急いでとは思ってい
ない。ただ真実が知りたい』と言ってい
る」「５人の教育委員それぞれが、独立
した立場で物事を考え、委員自身が遺族
に会って問題に向き合うことこそおこな
うべき」と求めました。
　また味口議員は、教育の自主性を権力

的介入から守るとの教育委員会の大原則
に立ち返り、教育委員が本来の役割を発
揮することが解決の要と指摘。行政職の
トップである教育長の独断や、いじめ隠
ぺいに関与した行政職の権限を強めても
問題解決につながらないと批判しました。

答 弁
　長田教育長：ご遺族には、教育委員会
を代表する立場として教育長である私が
参らせていただいた。
　後藤教育次長：教育長が代表者なので
教育長が前面に出たが、教育委員会は合
議制の機関なので、教育委員お一人お一
人が絶対会わないということではない。

質問する金沢はるみ議員

調査分析もしていない
計画は撤回せよ

住宅都市局審査で金沢議員

10月３日

　神戸市は都市空間向上計画の修正案を
公開しました。これらに対し金沢議員
は、国土交通省が公開する立地適正化の
手引きをもとに、都市機能誘導地域、居
住誘導地域の支援制度や人口密度の推移
などを、神戸市がどのような調査や分析
を行ってきたのか見解を求めました。

答 弁
　林計画部長：国土交通省の手引きの通
りにする必要はなく、人口密度の推移な
ど詳細な検討や計画はもっていない。
　金沢議員：計画をつくるなら調査、分

析をするのが基本ではないか。一体、何
を根幹に据えて立地適正化計画をつくっ
ているか。基本的なことをやらずに計画
し修正案をつくりパブリックコメントを
するのはおかしい。このような計画案は
撤回を求めていく。

今井まさこ議員が一般質問
※時間は早くなる可能性がありますので、余裕をもってお越しください。

10月26日（金）11時30分頃から日 時

市議会本会議場場 所
市役所１号館25階で傍聴手続きをお願いします

傍聴にお越しください

日本共産党 神戸市議団

市議会だより 発行  日本共産党神戸市会議員団
神戸市中央区加納町6-5-1
神戸市議会内  TEL  322-5847  FAX  322-6165

日本共産党
神戸市会議員団のホームページ

日本共産党神戸市議団 検索
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神戸市  労使癒着の「ヤミ専従」
強引な職員削減路線にこそメスを

市長の政治責任は明白
与党の結論先送りに反対し
日本共産党は徹底解明に全力

　神戸の市職員労働組合と市
従業員労働組合の歴代幹部役
員が正規の法手続きを経ずに
組合活動をおこなう「ヤミ専
従」が、当局によって長年黙
認されてきたことが明らかに
なりました。
　地方公共団体の職員団体
が、有給のまま勤務時間に団
体活動を専ら行うには、地方
公務員法等に基づく手続きが
必ず必要です。
　さらに1997年の神戸市長選
の５か月前に結ばれた神戸市
と組合幹部との密約により、

阪神・淡路大震災後、11人に
計約五千万円の退職手当の上
乗せ支給が行われていまし
た。
　公務員は、憲法第15条に規
定された「全体の奉仕者」と
しての職務を果たすために必
要な労働条件と労働基本権が
保障されなければなりませ
ん。ところが、労使一体・癒
着の「ヤミ専従」を行ってい
るようでは、市民から指弾さ
れるばかりか「全体の奉仕
者」としての職務を遂行する
ことはできません。

　日本共産党神戸市議団は、
９月18日開会の市議会で、ヤ
ミ専従の根本原因と責任の所
在について追及してきまし
た。
　久元喜造市長らはヤミ専従
への当局の関与を認め、その
背景に、阪神・淡路大震災以
降、全国平均の２倍にあたる
33％という大幅な職員削減を

すすめるために、労使協調路
線をとったことがあったと認
めました。
　大震災では、職員の献身的
な取り組みが重要な役割を果
たしました。しかし神戸市が
強引な、人員削減をすすめた
結果、職員は長時間過密労働
を強いられ、この間の豪雨・
台風災害の対応にも困難をつ

くりだしていま
す。
　党市議団は、ヤ
ミ専従の徹底解明
とともに「久元市
長が、前市長から
継承した労使協調
による強引な職員
削減路線こそ、見
直すべき」と求め
ました。
　10月12日の決算
特別委員会の総括
質疑において、日
本共産党の松本の
り子市議は、2017
年の市長選直前、
久元市長が組合幹

部に連れられて区役
所訪問活動をしてき
たことを指摘。「ヤ
ミ専従の過程で市長
の政治活動が行われ
たことが明らかにな
れば、市長は政治責
任をとるべきだ」と
ただしました。
　市長は区役所訪問
の事実を認めつつも
「設置した第三者委員会で実
態解明し、そのうえで対応し

たい」と、当局側の処分を行
っていません。

　一方、自民党の質疑に市長
は「毎年実施してきた組合と
の人員配置についての交渉の
廃止」を表明。団体交渉のル
ールを使用者である市長が一
方的に定め、それに反する交
渉には一切応じないとする不
当な行為です。市当局の不正
によって生み出された問題
を、公務現場ではたらく職員
の権利縮小に利用することは
許されません。
　自民党・公明党・こうべ市
民連合の与党会派は、16日の
決算特別委員会の意見決定に

おいて、第三者委員会の報告
を待つとして、10月の決算認
定議決を12月５日まで延期す
ることを多数で強行しまし
た。
　日本共産党市議団は、先延
ばしは議会のチェック機能を
放棄し、ヤミ専従を追認する
ものだとして、速やかに「不
認定」の結論を出すべきと主
張しました。
　党議員団は引き続き、ヤミ
専従の徹底解明、市長をはじ
め当局の責任の明確化へ全力
を尽くします。

1997年の神戸市当局と組合幹部の密約文書

ヤミ専従問題を追及する松本のり子議員

　松本議員：ヤミ
専従の一部が、市
長選で久元市長応

援への関与が明らかになれば
市長は責任をとるのか。
　久元市長：労使の癒着があ
ったことは認める。第三者委
員会では、組合役員に指揮監
督を行っていた幹部職員に
も、曇りのない目でしっかり
調査する。その上で必要な対
応がとられるべきと考える。

　松本議員：震災直後に、幹
部組合役員に対し退職手当上
乗せを密約する一方、大幅な
職員削減をすすめて長時間・過
密労働を一般職員に押し付け
てきた路線こそ見直すべきだ。
　岡口副市長：平成９年の退
職手当の文書も第三者委員会
で、実態と背景も調査され明
らかになると考える。過払い
の退職手当は速やかに返還請
求をおこなう。

答弁
ダイジ
ェスト
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決算特別委員会 審査日程延長につ
いて日本共産党の反対表明（概要）

　日本共産党は「ヤミ専従」にかかる給与過払
い分が含まれている点も考慮し、2017年度決算
は認定できないことを意見表明しました。
　自民党、公明党、市民連合など与党会派は、
「金額等の全容が示されていない」として「結
論を出さない」「保留」の意見表明をしました。
　決算認定できないことは明白
　経緯や決算特別委員会の議論を踏まえれば、
決算認定できないことは明白です。

　９月５日の神戸市記者会見では「４月以降、
ヤミ専従の告発が複数あり、対応を内部で検討
していた」「８月中旬に、久元市長、岡口副市
長で協議した」としています。久元市長は、ヤ
ミ専従が決算に影響があることを知りつつ、議
会に正式に説明せずに、決算を認定に付したこ
とになります。神戸市の姿勢を考えるなら、不
正金額が明らかになっていないからと「保留す
る」理由には全く当たりません。
　決算特別委員会の最終審査日にいたって、突
然市長が「第三者委員会の中間報告を年内に提
出するから、その上で審議を」とする手前勝手
な言い分を丸呑みし、採決を先送りすること
は、「ヤミ専従」問題の解決を先送りし、議会
の権能を放棄する態度だと考えます。
　「先延ばし」は決算認定制度の意義からも許
されない
　12月５日と２か月近くもの採決先送りは、決
算認定の意義からも許されません。
「決算認定」の「最も重要な意義」は「行政効
果の客観的判断と、今後の改善や反省事項の把
握と活用」で、そこから導き出される考え方が
「早期調製、早期審査、早期認定」です。（「議

員必携より」）
　また、来年度の神戸市「予算の編成方針」
が、例年11月に示されること、来春の統一地方
選挙日程から、予算議会が早まることから、決算
議会の結論を遅滞させることは許されません。
　延長するなら実効的な徹底審査を
　審査延長がなされるなら、第三者委員会の中
間報告まちではなく議会として実効的な審議・
徹底調査を日本共産党は求めます。
　市長及び当局をチェックする事は議会制民主
主義の根幹にかかわる問題です。議会として承
服しがたい議案の態度が問われた時に、議決権
を行使して「監視と評価」の任をはたすのでは
なく、当局である市長と諮問機関である第三者
委員会の結論に判断基準をゆだねるなど、議会
制民主主義の自殺行為であると言わざるをえま
せん。
　徹底審議すら拒否するなら、いたずらに「認
定する」時期を見計らうためだけの「先延ば
し」と言わざるを得ず、審議日程の延長には同
意できないことを主張します。

　第１の理由は、大型開発優先で防災を軽視し
てきたからです。
　神戸市は、震災復興を口実に、神戸空港建設
など巨大開発を市民の声を押し切って強行して
きました。
　現在も、阪神高速湾岸道路延伸、国際コンテ
ナ戦略港湾、神戸空港の民営化など大型開発・
プロジェクトを最優先し、さらに三宮一極集中
の巨大開発を推進しています。
　７月以降の台風・豪雨によって、多数の地域
で土砂災害や高潮による冠水・浸水が起こり、
市民生活が脅かされています。
　神戸市は、不要不急の大型開発・大型公共事
業推進路線をやめ、市民の命と財産を守る砂防
や高潮対策などの防災工事や地域に役立つ公共
事業を優先すべきです。
　第２の理由は、「神戸市破壊計画」である都
市空間向上計画を進めているからです。
　都市空間向上計画「基本的な考え方」（案）
に対する市民意見募集には409件の意見が寄せ
られ、「賛成」はわずか12件だけでした。
　市長は「一定の政党や団体が非常に組織的な
呼びかけをされている」などと事実を歪め、市
民の反対意見を全く考慮せず、「計画」を強行
しようとしています。
　市民の居住地を機械的に線引きし、居住地と
非居住地に区分けするなど許されるものではあ
りません。市場原理にすべてを委ね、郊外地域
を切り捨て、市街地に過密と集中をすすめる、
誰も喜ばない計画は撤回すべきです。
　第３の理由は、市民負担を増やし市民サービ
スを切り捨てているからです。
　介護保険では要支援の方を介護保険から外
し、さらに国民健康保険料・介護保険料の値上
げも強行しました。子どもの医療費無料化に背
を向け、保育所待機児童も増え続けています。
小学校給食の民営化を進め、給食費の値上げも
行いました。公立幼稚園９か所の閉園も進めて

おり、子育て世代の願いに反することを行って
います。認知症対策も、市民一人当たり新たに
400円の増税を課す計画になっており、許され
ません。医療では、地域医療構想にもとづき神
戸圏域で2400もの急性期病床削減を進めていま
す。
　第４の理由は、大企業・成長産業支援に偏重
し、地元の中小企業を守る姿勢がないからです。
　都心・三宮再開発に象徴されるように、市の
産業施策は、大企業・外資系企業の呼び込み、安
倍政権に追随した「成長産業」支援に偏重して
います。
　そのー方で、地元中小業者に対するわずかな
支援メニューである融資の信用保証料補助を改
悪するなど、神戸経済の主役である中小企業支
援が大後退しています。
　JR西日本・阪神電鉄により元町高架通商店
街、阪神有楽名店街の追い出しが進められ、イ
オン出店により地域の商店街の営業が脅かされ
ています。神戸市は大企業の横暴から地元中小
企業を守るべきです。
　第５の理由は、震災以降の労使協調路線の害
悪が市民に明らかになったからです。
　神戸市当局は、震災以降の労使協調路線が、
ヤミ専従を生んだことを認めました。震災以
降、神戸空港など不要不急の事業を優先させ、
福祉制度の切り捨てや強引な職員削減を、労使
一体ですすめるため労組幹部に違法な退職金の
上乗せまで行っていました。
　職員の長時間過密労働の常態化、公共サービ
スの民営化、人員削減など市民サービスを後退
させ、公務現場に著しい害悪をもたらしていま
す。今回の台風や大雨の災害でも、人員削減の
ため被災者対応が困難となりました。
　第３者委員会による事実解明は当然ですが、
市長自身の責任が問われています。
　第６の理由は、教育委員会の機能不全状態を
ただす必要があるからです。
　垂水区自死事案・いじめメモ隠ぺい問題で
は、教育委員が遺族に面会も謝罪もしていませ
ん。
　これは、いじめ防止対策推進法に示されてい

る「遺族に寄り添う」という法の要請に応えて
いないことに止まらず、レイマンコントロール
＝民衆統制という教育委員会制度にそもそも求
められる機能が全く果たせていないことを示す
ものです。第３者委員会による真相解明がなさ
れていないもとで、教育委員会は、遺族が納得
していない表面的な組織改正で済ますのではな
く、教育委員会本来の機能を発揮するよう根本
的改革をすすめるべきです。

　最後に、こうした反市民的な市政を強行す
る、久元市長のトップダウンの市政運営の転換
は急務です。
　安倍政権に追随する、久元市長のトップダウ
ンによる都心・三宮再開発によって、中央区役
所・勤労会館の移転、葺合文化センター・生田
文化会館の廃止・移転、さらに神戸文化ホール
の分割・移転などが強行され、神戸の歴史や、
地域の文化が壊されようとしています。
　さらに、「行財政改革2020」に伴う「働き方
改革」や「区役所改革」、また教育委員会の組
織改正は、市長のトップダウンを組織的に補完
するものであり許されません。
　市長は、ただちに傲慢な市政運営をやめ、市
民の声に耳を傾け、反対意見にも真摯に向き合
うべきです。

　また、「ヤミ専従」問題は、当局も認める震
災以降の労使協調路線が元凶であったことは明
らかです。久元市長は「定数交渉廃止」などの
措置を一方的にとることを表明しましたが、団
体交渉のルールを使用者である市長が一方的に
定め、それに反する交渉には一切応じないとい
うのは不当労働行為であり、問題の解決にもつ
ながりません。
　神戸市当局の不正によって生み出された問題
を、神戸市の公務現場ではたらく職員の権利を
縮小し、市長トップダウンの組織作りのテコに
するなど、市長をはじめ当局の無反省ぶりを示
すもので断じて容認できないことを申し述べて
おきます。

2017年度決算認定に反対する
日本共産党の意見表明

各会派の態度
決算認定につい
ての意見（15日）

議決先送りについ
ての態度（16日）

日本共産党 認定しない 反対
自民党 保留 賛成
公明党 保留 賛成

こうべ市民連合 保留 賛成
維　新 認定しない 反対

共創・国民民主 認定する 賛成
新社会 認定しない 賛成 態度表明全文は、市議団ホームページをご覧ください
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質
疑
項
目

１．神戸文化ホールについて
２．総合窓口について
３．�生田文化会館、葺合文化センター
の廃止について

決算特別委員会審査から
　北区北神地域で医療の中心を担ってい
るのが済生会兵庫県病院（268床）です。
　三田市は県医局長、神大病院長を委員
にすえ「市民病院の継続的な経営に関す
る審議会」を開催し、地域医療圏域をの
りこえ、済生会兵庫県病院の病床を三田
市にもっていき、500床規模の新病院を
建設するという方針をだしています。
　森本真議員は「済生会兵庫県病院の
268床は北神地域の命を守る砦で、なく
てはならない病院だ。神戸市として、三
田市、神戸大学病院に、こんな計画は絶
対に認めないと明言していただきたい」
と迫りました。

質
疑
項
目

１．�市民のいのちを守る医療体制の
充実について

　①�北区北神地区の医療体制について
　②�小児救急の危機打開と充実につ
いて

２．国民健康保険について
３．介護保険について

答 弁
　三木保健福祉局長：三田市は三田市民
病院の民営化や済生会兵庫県病院との統
合により病床を増やすことを考えている
ようだが、済生会兵庫県病院は済生会が
経営しているので、当局からは基本的に
は意見は言えない。
　森本議員：今の268床は絶対に必要だ。
強く抗議していただきたい。

て、直接支援も含めた対応を求めまし
た。

答 弁
　志水経済部部長：災害の支援策につい
て、経営円滑化貸付の制度を県との協調
で創設した。経営安定化に支障が出てい
る中小企業の融資を想定している。産業
振興財団での相談窓口も創設しており、
相談体制を充実していきたい。
　大かわら議員：融資だけでは２重ロー

　台風や高潮で多くの企業が被災してい
ます。特に中小企業が深刻な状況です。
神戸市では、経営円滑化貸付を支援策と
して災害対応を行っています。大かわら
議員は、今の支援策だけでは不十分とし

ンになる方もいる。助成制度も含め、も
う一歩踏み込んだ制度を考えるべき。被
災で廃業も考える業者も出ている。
　志水経済部部長：現時点では、この制
度を活用してもらうことが基本方針。
　大かわら議員：被災した中小企業の実
態をしっかりと掴むべき。事業継続でき
るよう支援を行って欲しい。

（２面につづく）

質問する森本真議員

済生会兵庫県病院は
北神地域の命を守る砦
保険福祉局審査で森本議員

10月４日

　神戸市は、三宮再開発にあわせて、大
倉山にある神戸市文化ホールを廃止し、
三宮地域に移転を計画しています。
　計画は、大ホールを三宮駅前雲井通の
新バスターミナルビルに、中ホールを音
楽専門として、市役所２号館に分割する

質
疑
項
目

１．神戸市内の経済
　①地域経済の活性化について
　②商店街支援について
　③�住宅・店舗リフォーム助成制度
について

　④�被災中小企業者への支援強化に
ついて

被災した中小企業への
支援強化せよ

経済観光局審査で大かわら議員

質問する大かわら鈴子議員

10月４日

質問する今井まさこ議員

神戸文化ホール
三宮移転ありきの計画撤回を
市民参画推進局審査で今井議員

10月５日
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質
疑
項
目

１．�津波・高潮に対する堤外地対策に
ついて

２．�六甲アイランドの街づくりにつ
いて

質
疑
項
目

１．災害関連について
　①�土砂災害における民地被害への
支援

　②民有地の擁壁への助成について
　③雨水幹線について
２．�レッドゾーンに指定された宅地
等への支援について

３．阪神高速湾岸線について

民間所有の土地にも
支援を

建設局審査で山本議員

質問する山本じゅんじ議員

10月５日

ものです。
　演劇関係者からは、文化ホールの分割
反対と中ホールは引き続き演劇として活
用できるようにすべきという要望があが
っています。
　今井議員は、全国の他都市の事例を見
ても、休館せずに、14か月のあいだ夜間
工事を行ったサントリーホールや、約１

年休館したが元の趣を活かしたまま改築
してその後利用者が1.5倍になった弘前
市民会館の例を紹介。三宮移転ありきで
はなく、利用者や出演者の意見を聞い
て、ふさわしい改修計画を検討すべきと
求めました。

答 弁
　岡田局長：外部の専門家の意見を踏ま

え庁内検討の結果、大規模改修では限界
があり、建て替え前提の結論になった。
国際競争力の観点から、三宮移転が適当
である。
　今井議員：市の検討委員会が始まる前
に海外の音楽ホールを視察するなど、初
めから「音楽ホール」ありきであり、演
劇排除は既定路線ではないか。

　７月豪雨をはじめ度重なる台風の襲来
によって、各地で多くの土砂災害が発生

しました。復旧には国や県の補助制度が
ありますが、民間所有の土地は補助要件
にあわなければ所有者のみで復旧するし
かありません。被害地のなかには個人の
責任だけでは全く手がつけられないよう
な大規模なものもあり、２次被害も心配
されます。山本じゅんじ議員は「補助要
件に合わない民地被害でも神戸市として
これまでの枠をこえて支援していくべ
き」と質しました。

　また、民有地の擁壁の補修や強化に対
しても支援を求めました。

答 弁
　鈴木建設局防災部長：放置することで
第三者に被害発生の恐れがある場合は状
況に応じてブルーシートなど補給対策を
行っている。危険が迫っていない場合
は、基本的には所有者に復旧していただ
くのが原則。
　山本議員：一旦崩れたら周囲の土地も
一緒に引っ張られて崩れ、被害が拡大して
いく。助成等も含め、早く手を打つべきだ。

質問する西ただす議員

六甲アイランドの
賑わいを守れ

みなと総局審査で西議員

10月９日

　神戸市は、マスタープランの中で魅力
ある多機能都市として、六甲アイランド
を整備するとしています。しかし、六甲
アイランドでは台風被害にくわえ、賑わ
いの喪失、医療、教育環境など様々な分
野で住民から不安の声があがっていま
す。７月にパントリーが撤退し現在、人
口２万人の街にスーパーが一軒だけとな
っています。駅前のRINKは１階から８
階まで空っぽの状態です。

　西議員は、神戸市史での六甲アイラン
ドの位置づけは「市民生活の基盤とな
り、市民のより良い生活環境づくりに役
立ち、市民に親しまれ、世界を結び、未
来を開く新しいまちづくり」としてき
た。神戸市は、もっと行政として関わる

べきだと求めました。

答 弁
　雲丹亀事業管理担当部長：まずは民間
で再建していただくべく申入れを行って
いるところである。
　西議員：過度に民間の都合に影響され
るような街づくりはおかしい。新しい街
づくりの姿勢が必要。そこは見直して行
って欲しい。

11月議会の予定
月　日 曜日 時　刻 区　　分 摘　　　要
11月28日 水 午前10時 本　会　議 議案説明
11月29日 木 常任委員会
11月30日 金 常任委員会
12月１日 土
12月２日 日
12月３日 月 午前10時 決算特別委員会－質疑
12月４日 火 午前11時 決算特別委員会－意見表明

12月５日 水 午前10時 本　会　議
議案決議
本会議終了後（議場）
決算特別委員会－意見決定

12月６日 木 午前10時 本　会　議 一般質問
12月７日 金 午前10時 本会議（閉会） 一般質問

日本共産党 神戸市議団
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2018年11月11日（日）No.228

が、一部の大手企業のみの調
査にとどまっています。

　大かわら議員は「港湾施設

　「ヤミ専従」は市民の目か
ら見ても到底許されるもので
はなく是正は当然です。
　ゆがんだ労使関係は、日本
国憲法と地方公務員法、そし
て労働関係法令に則り正さな
ければなりません。
　日本国憲法第15条には「す
べての公務員は、全体の奉仕
者であって、一部の奉仕者でな
い」と規定すると同時に、「労
働者の団結する権利」を保障
しています。また、地方公務員

法55条では、労働組合の自主
性や権利が明記されています。
　今井議員は「これらの日本
国憲法と地方公務員法、労働
関係法令をしっかりと踏まえ
て、正常化していくことが大
切だ」としました。久元市長
は「労使関係の正常化は、憲
法で保障された労働者に関す
る権利を尊重し、地方公務員
法また労働関係法令に沿って
行われなければならない」と
答えました。

　今年は豪雨や複数の台風が
襲来するなど自然災害が多発
しました。そのたびに、小中
学校の体育館が避難所として
開設されます。開設された体
育館に避難してきた多くの人
は不安と、異常な猛暑で眠れ
ない夜を過ごしました。
　神戸市は阪神・淡路大震災か

ら23年たつ今も、避難所の環
境はほとんど改善されていま
せん。これからも異常気象の下
で災害の多発が予測されます。
　今井議員は「すべての体育
館に空調施設を設置し、避難
者が少しでも快適に過ごせる
ようにするべき」と見解を求
めました。

（２面につづく）

今
井
議
員
が

�

一
般
質
問

すべての体育館にエアコンを設置せよ
　10月26日に神戸市議会本会議がひらかれ、日本
共産党議員団からの今井まさこ議員が、一般質問
に立ち久元喜造市長の政治姿勢をただしました。

「ヤミ専従」問題について

体育館の空調設備設置について

質
疑
項
目

１．「ヤミ専従」問題について
２．体育館の空調設備設置について
３．都市空間向上計画について
４．特別支援学校について

　10月18日に神戸市議会本会議がひらかれ、神戸
市が提案した補正予算と条例の一部を改正する条
例について日本共産党の大かわら鈴子議員が議案
質疑しました。

大
か
わ
ら
議
員
が

�

議
案
質
疑

神戸港の全面復旧には民間企業にも支援を

神戸市港湾事業会計補正について
　神戸市でも７月の豪雨や相
次ぐ台風、高潮により港湾施
設をはじめ多くの市民が被害
を受けました。台風21号によ
る災害復旧のため約92億円が

計上されていますが、港湾施
設を中心とした公共施設の復
旧にかかわるものです。また
今後の高潮浸水対策のため調
査検討を行うとしています

　長田教育長：夏
の猛暑の状況から
避難所の熱中症対

策は重要な課題と認識して
いる。国でも熱中症対策とし
て学校の空調整備に新たな交

付金が創設された。避難所の
開設実績のある体育館に、こ
の交付金を活用できないか検
討している。
　今井議員：国は全国からの
要望に応え体育館の空調設備

も認め始めている。避難所の
整備で「緊急防災・減災事業
債」、教育現場を整える名目

で臨時特例交付金も計上して
いる。是非、この交付金を検
討してもらいたい。

答弁
ダイジ
ェスト
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　大かわら議員：神戸市の屋
上を使用している企業でさえ
被災状況の調査がされていな
い。「今後に関する情報もま
ったくない」とのこと。早急
に対策をとるべき。神戸市が

浸水を想定していなかった所
で多くの被害が出ている。こ
れまでの予測では不十分だと
いうこと。具体的な調査をし
て実態を反映させるべき。

が、神戸港における関連団体
から支援の要望と市会からの
民間事業者への支援策につい
て指摘されており、神戸市と
しても神戸港の機能回復とい
う観点で可能な限り民間に支
援を頂けるよう強く国に要望
している。

　岡口副市長：民
間事業者の被害が
多岐にわたって出

質疑
項目

１．神戸市港湾事業会計補正について
２．�東灘区民センター小ホール廃止に
ついて答弁

ダイジ
ェスト
ている。冠水にともなう塩

害も含め設備などが被災して
いることは認識している。民
間が所有する物の補修は所有
者にて実施するのが原則だ

（※�賛成した会派：日本共産党、新社会党、国民民主、自民党、
公明党、日本維新の会 ）

ヤミ専従の不祥事をつかった職員の権利
縮小は許されない

一方的な廃止は不当労働行為
　神戸市の職員労働組合の
「ヤミ専従」不祥事を機に、
自民党と維新の会の２会派
が、給与からの組合費のチェ
ックオフ（天引き）を廃止する
条例改正案を提出しました。
　チェックオフは長年行われ
てきた慣行です。市長や市議
会が、一方的に廃止すること
は組合の弱体化を狙う行為で
あり、過去の裁判判例でも不

当労働行為だと断罪をされて
います。
　味口議員は「国際労働機関
ILOの『結社の自由委員会が
公正なチェックオフを国が禁
止する事は、結社の自由およ
び団結権の擁護に関する条約
に違反する』とされ、チェッ
クオフは国際的な労働慣行の
ひとつの基準で条約上も明瞭
だ」などと質しました。

　10月25日に神戸市議会本会議がひらかれ、議員
提案の組合費給与天引きを廃止する条例改正案に
ついて、味口としゆき議員が議案質疑しました。

　久元喜造市長：
ILOの条約が1960
年代に批准すると

規定に基づき各自治体でチェ
ックオフに関する運用がなさ
れている。
　味口議員：茨城県牛久市で
は10年前に廃止したチェック
オフ条例が全会一致（※）で復活
可決された。他の判例からも
本議案が議案として正当性を
欠くものだ。

答弁
ダイジ
ェスト

区民センター小ホールが廃止
されようとしています。利用
者からは「何十年もここを使
っているのに張り紙一枚で追
い出すのはひどい」と怒りの
声が上がっています。

　神戸市は「今後は学童保育
として活用する」としている
が、学童保育を設置すること
は市が独自で責任を持つべき
ことで教育環境の整備を考え
てこなかった市の怠慢です。

西議員は、一方的な廃止は決
して容認できないと反対を表
明しました。

　利用率が96％と地域のみな
さんに広く愛されてきた東灘

東灘区民センター小ホールの廃止に反対

西議員が反対討論

任は承認できないと表明しま
した。

　久元市長が再任を提案して
いる教育委員は、垂水区自死
事案・いじめメモ隠ぺい問題
について「教育委員会全体の
これまでの組織風土が要因で
あり、組織風土改革を確実に

すすめる」と抱負を述べまし
た。しかし遺族側からは真相
解明が途上であり、教育委員
会の組織風土改革は「拙速」
だと疑念を投げかけていま
す。

　森本議員は「教育委員会は
遺族に寄添っていない」「表
面的な組織改正ですまそうと
している」「求められている
のは教育委員会制度本来の役
割を発揮すること」として再

教育委員会本来の役割発揮できる根本的な改革を

森本議員が反対討論

きに大変、大きな国内問題
になったと承知している。条
約と国内法、特に国家公務員
法、地方公務員法などとの整
合性を十分、勘案して我が国
は批准をした。チェックオフ
については条例で規定され地
方公務員法に存在する。この

にとどまらず、被災中小企業
支援を行うべき。そのために

も具体的な状況をつかむため
調査をすべき」と質しました。
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　市はふれあいのまちづくり
協議会などの地域団体に各区
の拠点児童館も含め児童館の

管理を受託しようと考えてい
ます。
　森本議員は、福祉や教育に

かかわる施設は、専門性と安
定的な運営が必要であり、直
営もしくは、これまで拠点児

童館を担ってきた社会福祉協
議会が運営すべきとして見解
を求めました。

　「神戸高齢者総合ケアセン
ター」は、介護保険が始まる前
から、高齢者の老健施設や通
所リハビリテーション、訪間
看護を担ってきた神戸市の先

駆的な福祉施設です。この施
設を廃止しようとしています。
　森本議員は「廃止ではなく
存続させるべき」と質しまし
た。

　認知症条例を改定し、認知
症診断と事故救済制度にかか
る年間約３億円の費用を個人
市民税均等割に超過課税をか

けようとしています。
　森本議員は「なぜ市民に負
担させるのか」明確な理由を
質しました。
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認知症対策で市民増税（� ）はおかしい

　神戸市議会定例市会本会議が11月28日にひらか
れ、日本共産党議員団を代表して森本真議員が議
案質疑に立ち久元喜造市長らの見解を質しました。

児童館の指定管理について 神戸高齢者総合
ケアセンターについて

認知症条例の改正について

　寺崎副市長：認
知症に対する新し
い神戸モデルを創

　寺崎副市長：児
童館は地域におけ
る子育ての支援、

体のその多くの理由は財政再
建や合併による財政危機から
で神戸市はそういう状況では
ない。「市税のしおり」にも
「人が負担する税金の額は、
市役所からどれだけの公共サ
ービスを受けるかではない、
その人の所得の額に応じて決
まる」と書かれ、税金は負担
能力に応じて払うと言うこと
だ。市民増税ではなく税金の
使い方をしっかり改めれば、
超過課税をせずに認知症対策
に使うお金はある。

た弾力的な経営、運営が可能
だと考えている。
　森本議員： 子育てのなか
でも重要な児童館に法人格も
なく、専門性も必要な児童館
をなぜ地域に押し付けるの
か。専門性や責任の所在はど
う担保するのかなどの問題が
ある。

答弁
ダイジ
ェスト

答弁
ダイジ
ェスト

設する。診断助成制度と事
故救済制度を組み合わせて実
施するもの。その財源は超過
課税の導入で市民から負担し
てもらう全国初の取り組み。
神戸モデルに必要な経費は、
将来世代に先送りすることな
く、市民に負担してもらいた
いと考えている。
　森本議員：個人市民税に対
し超過課税を課している自治

子どもの健全育成の拠点。
指摘の通り専門性、安定性、
地域性、経済性が求められ
る。一部の児童館で社会福祉
協議会から地域団体等に順
次、運営団体を変更しており
地域の特色やニーズに密着し

質疑
項目

１．認知症条例の改正について
２．児童館の指定管理について
３．神戸高齢者総合ケアセンターについて

　12月５日の神戸市議会
予算特別委員会で今井ま
さこ議員は、保育所待機
児童解消と保育士の処遇
改善を求めました。

今
井
議
員
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保育・教育予算の増額を求める
　寺崎副市長：介
護保険制度施行後
老人施設数、通所

ものと考えている。
　森本議員：神戸市の先進的
な福祉の施策であり、市民の
くらしを守るために役立って
きた施設を潰すことはおかし
い。

答弁
ダイジ
ェスト
リハビリ事業者数は大幅に
増加しているので、公の施設
として運営する必要性はない

個人市民税　　
均等割超過課税

税金の使い方を改めれば
増税なくてもできる
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神戸市職員の職員団体等の活動における職務専念義務
違反に関する調査委員会による中間報告等（概要）

専従休職者の復職時の昇給及び昇格並びに退職手当の過払いに問題について
（略）

久元市長の責任は明白

労働組合もヤミ専従は「久元市長の
公約実現のため」と認めている

　第三者委員会が11月22日に
発表した「中間報告」等で
は、神戸市が「脱法行為と指
摘されることを認識してい
た」にとどまらず、「市の事
業や取り組みを円滑に進める
ための手段として位置づけ」
ており、「長期間の組合専従

は神戸市の意向が強く反映さ
れたものと言わざるを得ず、
神戸市の責任は重い」と、厳
しく指摘しました。
　味口議員は、この調査結果
から、当局主導の不正行為は
明白であり、久元市長は自らの
責任を取るべきと求めました。

職労も機関紙「公鏡」で「久
元市長の公約実現のためにや
ってきた」と述べています。
　味口議員は、市長が５年間
知らなかったなどありえない

と述べ、久元市長は、直ちに
責任を取るべきと求めまし
た。

　第三者委員会はヤミ専従は 「神戸市主導」と指摘し、市

　神戸市当局と労働組合幹部（市職員労働組合と市従業員労働組合）が組織ぐるみで、ヤミ専従を行ってきた問題で、職務専念義
務違反に関する調査委員会（以下、第三者委員会）は、〝神戸市の意向が強く反映され神戸市主導で行われてきた脱法行為である〟と
断罪しました。12月３日に開かれた決算特別委員会総括質疑で、日本共産党の味口としゆき議員が市長の政治責任を追及しました。

　久元市長：市長
には当然責任があ
るので、第三者委

　味口議員：第三
者委員会は、ヤミ
専従は神戸市主導

した。異常に高い給与など革
新自治体の経営がヤミ専従の
根源だ。
　味口議員：市長自身の責任
を先送りしながら、真相解明
をまかせた第三者委員会で一
言も触れられてもいない革新

自治体についてなぜ言及でき
るのか。高い給与というな
ら、自治省官僚として地方公
務員より高い給与と退職手当
を受け取ったのは久元市長で
はないか。
　自治省発表の1973年決算の
一般会計にしめる人件費割合

は、革新自治体だった東京都
35.2％、保守県政の兵庫県
40.7％。けっして過去の革新
自治体が高かった証拠はな
い。40年以上前の破たんした
議論を持ち出し、自身の責任
を免れるような発言は絶対許
されない。

員を、副市長や局長に任命し
たのは市長だ。自分の責任は
先送りで最終報告を待つなど
とんでもない態度だ。
　久元市長：最終報告待たず
に、（幹部職員を）十分では

ない根拠に基づいて処分でき
ない。私は職員出身ではなく
不適正な職場の実態は承知し
ていない。５年間、把握でき
なかったということについて
は責任がある。

　味口議員：総務省の官僚と
して地方政治に精通している
ことを売りにしてきた市長と
しては逃げ口上にすぎる。市
長に統治能力がなかったと言
っているようなものだ。

答弁
ダイジ
ェスト

答弁
ダイジ
ェスト
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「神戸市当局主導」の違法行為と
第三者委員会が断罪

員会の最終報告を受けたあ
とに明らかにする。しかし、
過去神戸市政では73年から93
年まで、共産党は市長を応援

離席率について（中間報告）
　離席率（職場を離れている時間に
は職免申請がなされている時間も含
まれているので離席率＝職務専念義
務違反の割合ではない）に関して、
現段階で一応の心証を得た者につい
て報告する。調査未了者がいるた
め、年内の最終報告を目指す。

過員配置問題について（中間報告）
　組合本部役員がいることを理由と
する過員配置を廃止し、業務量に対
応した適正な人員配置にすべき。
（抜粋）「平成７年から平成21年に
かけて職員部長や行財政局長のポス
トにあった複数の元職員から事情を
聴取したが、いずれも『過員配置』
の事実については『認識していなか
った』、『職務専念義務違反（ヤミ専
従）』の事実についても…どの程度

だったかはわからない」との回答し
か得られなかった。これらの供述
が、多くの職員が…『当然のこと』
と認識していたと供述していること
に照しても、その信用性には大きな
疑いがある」

虚偽回答問題について
　平成20年５月に総務省によって実
施された「無許可専従に関する一斉
点検」に対する神戸市の（ヤミ専従
はなかったなどとする）回答は、客
観的事実に反し、虚偽回答であった
可能性も否定できない。
（抜粋）「職務専念義務違反行為
は、職員団体等の側で内密に行って
いたというものではなく、当局側に
おいても、職員団体との日常的な協
議・意見交換を市の事業や取り組み
を円滑に進めるための手段として位

置づけ、これを随時行えるよう、職務
専念義務違反行為を長年に亘って事
実上容認してきた経緯が存在する」

法令の上限を超える在籍専従許可問
題について
　平成元年以降、法令上限を超える
在籍専従許可を受けた職員は、市職
労は８名、市従労は４名認められた。
　平成14年以降、法令上限を超え組
合専従させる目的で、外郭団体等に
派遣されていた職員は、市職労は２
名、市従労は４名認められた。神戸
市は法趣旨を逸脱することを認識し
ており明らかに脱法行為である。
（抜粋）「神戸市職員作成による平成
14年７月10日付『組合専従者に対す
る対応』では、情報公開請求がされた
場合、法令の上限を超える在職専従
について違法性を指摘される可能性
があるため、退職派遣を用い、派遣先

で休職等した上、組合専従するとさ
れている。また、『７年問題はクリア
できるが、全容が明らかになると意
図的に脱法的行為を行ったととらえ
られる危険性がある』とも記されて
おり、神戸市においても、脱法行為と
指摘される可能性を認識していた」
（抜粋）「退職派遣を用いた組合専
従を行う場合、組合役員の給与等は
組合負担であり、在籍専従に比して
組合側に特段の利益はないことから
すれば、法令違反の批判を避けるべ
く、神戸市主導で退職派遣を用いた
と考えざるを得ない。さらに、退職
派遣以前から、『３役については専
従に入ってもらうよう対応してき
た』と記されていることからして
も、長期間の組合専従は神戸市の意
向が強く反映されたものと言わざる
を得ず、神戸市の責任は重い」

と指摘している。これを利
用してきたのが久元市長だ。
ヤミ専従を温存させてきた職
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　「ヤミ専従」を調査してい
る第３者委員会は、総務省に
虚偽の回答を行い隠ぺいし、
全国でも行っていない制度の

悪用を神戸市当局の主導で編
み出し、退職金の上乗せで
「市の事業や取組みを円滑に

　押部谷地域は、神戸電鉄粟
生線沿線にいくつかの団地が
開発されました。高齢化がす
すむなか、買物困難地域が増
えています。いま対策をとら

なければ生活しづらい地域に
なってしまいます。
　林議員は、美穂が丘団地で
閉店したスーパートーホー跡
への商店の誘致を求めました。

　神戸市議会本会議が12月６日にひらかれ、日本
共産党議員団から林まさひと議員と朝倉えつ子議
員が、一般質問をおこないました。

　岡口副市長：ス
ーパーなどの撤退
は他の地域でも発

域住民の自発的な商業施設の
利用なども必要と考えている。
　林議員：神戸市の開発団地
でありながら、他人事のよう
な冷たい答弁。これでは市民
は納得できない。

答弁
ダイジ
ェスト
生している。地域の商業施
設を維持していくためには、
店舗側の経営努力と同時に地

西区押部谷地域の
まちづくりについて

　西区は1982年、垂水区から
分区し、玉津町小山に区役所
庁舎を建て36年たち区役所は
区民に定着しています。神戸
市は、区役所を西神出張所に
うつし、玉津町にある区役所
を支所にしようとしていま
す。区民からは玉津の区役所

の行政機能が減り、不便にな
るのではと不安の声が出てい
ます。
　林議員は、北区では北神に
２つめの区役所が設置され
る、西区でも玉津で存続し、
区役所を２つにすべきと求め
ました。

　枦谷川が合流した明石川の
左岸地域は、大雨や台風でた
びたび浸水するところです。
2011年の浸水では避難所が開
設され、数年おきに大きな浸
水被害がある地域です。神戸
市の雨水整備重点地区となっ
ています。浸水対策として雨

水幹線築造の工事が進められ
ています。
　林議員は「雨水幹線築造の
工事が進められているが、地
元の要求はポンプ場」、住民
の不安を解消するためにも早
急にポンプ場をつくるよう求
めました。

西河原地域の浸水対策について

　岡口副市長：現
在の西神中央出張
所と比べ取扱業務

　岡口副市長：比
較的地盤が高い北
側のエリアの雨水

を拡充し、玉津周辺の住民に
不便が生じないように取り組
んでいきたいと考えている。

期待できるものと考えている。
　林議員：建設局の西河原地
域の整備計画では、ポンプ排
水が必要でポンプ場の位置が
書かれている。計画通り早く
ポンプ場を整備すべきだ。

を明石川に放流するための
雨水幹線の工事を行ってい
る。浸水被害の大幅な軽減が

答弁
ダイジ
ェスト

答弁
ダイジ
ェスト

西区玉津に区役所の存続を
北区と同じように
区役所は２ヶ所に
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１．西河原地域の浸水対策について
２．西区のまちづくりについて
３．西区押部谷地域のまちづくりについて
４．「ヤミ専」問題について
５．大阪万博と統合型（IR）リゾートについて

「ヤミ専」問題について

（２面につづく）

　12月５日の神戸市議会本会
議で大前まさひろ議員は、長
く市民に親しまれてきた「神
戸高齢者総合ケアセンター」

の廃止、個人市民税均等割に
超過課税を求める「神戸市認
知症条例」をつくり、専門性
や安定的な運営が必要な児童

館の指定管理などの議案につ
いて反対の理由を表明し議員
の賛同を求めました。

大
前
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神戸高齢者総合ケアセンター存続を
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　北区ひよどり台小学校に
は、車椅子や歩行具を使用す
る児童が２人います。職員室

のある南側校舎にはエレベー
ターが１基設置されています
が北側校舎にはエレベーター

がありません。段差などがあ
り、図書館や家庭科室などへ
行けないなどの事態が起きて
います。

　朝倉議員は、障がいのある
児童が安全、円滑に学校生活を
送るために北側校舎にもエレ
ベーターの設置を求めました。

　済生会兵庫県病院と三田市
民病院の統合・再編は、市民の
命と健康を守る地域医療の後
退に通じます。三田市民病院
の継続的経営に関する審議会
では、三田市民病院の将来の
パートナーとして済生会兵庫
県病院の名前がだされ、病院
の再編と指定管理制度を導入
する方向が打ち出されました。
　朝倉議員は、済生会兵庫県
病院を利用する北区民は、い
まの場所で診療を続けること

を望んでいる。将来にわたり
急性期医療や救急医療を担い
続けられるのか見解を求めま
した。
　またJCHO神戸中央病院は
慢性的な医師不足や看護師不
足のため、入院病床がない科
があり充実を求める声が多数
あります。
　朝倉議員は、地域の人たち
が安心してかかれる総合病院
として充実するように求めま
した。

　北区区民センターのある体
育館は、申し込みが多く予約
が取れない状況です。ある団
体からも「学校体育館を転々
としており、スポーツ施設が

足りない」との声があります。
　朝倉議員は、兵庫商業高校
跡地や旧区役所を活用するな
ど体育館の新設を求めまし
た。

　長田教育長：新
築改築する学校
は、校舎の建設時

　寺崎副市長：小
児救急を含めた救
急医療体制を支え

　長田教育長：ほ
とんどの小学校で
体育館やグラウン

　朝倉議員：ひよどり台小学
校は子供たちが利用する図書
室や家庭科室がある校舎にエ
レべーターなく自由に行けな
いところがある。子供たちの
状況が違う。実態にあわせて
個別に改善をすすめる必要が
ある。

に整備をしている。エレベ
ーターを必要とする児童生徒
が在籍または入学予定の学校
対象に優先的に整備を進めて
いる。

伴う再編統合は難しいと考え
ている。
　朝倉議員：神戸市は、三田
市に対してきっぱりと統合に
ついて、断りの話し合いを持
つべきだ。

ているので使ってほしい。北
区役所や兵庫商業高校の跡地
活用は全市的に検討をしてい
る。
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る、北神地域の拠点病院で
あると認識している。三田市
とは医療圏域が異なってお
り、圏域を越えた病床移動を

ドなどの学校施設を開放し

市の責任で北区の地域医療を守れ

ひよどり台小に必要な数の
エレベーター設置を

済生会は今のまま充実を

鈴蘭台地域体育館の新設置について

進めるための手段」として行
使してきたことを明確に断罪
しています。

　林議員は、神戸市主導のヤ
ミ専従であり、久元市長の責
任は極めて重いとしました。

　2025年の万博開催地が大阪 に決定しました。その万博の

質
疑
項
目

１．北区の地域医療について
　◦済生会兵庫県病院再編問題
　◦JCHO神戸中央病院
２．�小中学校に通う障がいのある児童の
支援について

３．鈴蘭台地域のまちづくりについて

となりにはカジノを持ってこ
ようとしています。久元市長
は、海路・空路をつくって開
催地の経済効果を呼び込むこ
とをねらっています。
　林議員は「万博の理念を否
定するものではない」とした

うえで「カジノに海路・空路
などつくって神戸市が積極的
にかかわるべきではない」と
し、ギャンブル依存症が大問
題になっているカジノに合わ
せ無駄な開発はすべきではな
い。

大阪万博と統合型（IR）リゾートについて

　12月５日の神戸市議会本会
議で赤田かつのり議員は、チ
ェックオフに関する「神戸市
職員の給与に関する条例の一
部を改正する条例の件」を閉
会中継続審査とすることに反
対し討論しました。

　12月６日の神戸市議会本会
議で金沢はるみ議員は、防災
軽視の大型開発優先、神戸市
破壊の都市空間向上計画など
を進めようとする神戸市各会
計決算・決算関連議案につい
て反対し討論しました。
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田
議
員
が

議
員
提
出
議
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　神戸市議会外郭団体に関する特別委員会の審議が９月７日と12月11日、13日に開催され、日本共産党神戸市
会議員団の森本真、山本じゅんじ、大かわら鈴子議員が外郭団体の運営状況などについて質問しました。

外郭団体特別委員会審査から③

市 長 室９月７日

　� �大かわら鈴子議員

公立学校法人神戸市外国語大学

市内就職支援の
取り組みについて

　� �森本真議員

神戸国際協力交流センター

海外事務所の所管
について

　地元企業を取りまとめた学内合同説明
会の開催を予定するなど学生の就職支援
体制を強化しています。
　大かわら議員は、事業概要に市内就職
内定率11％を確保したとの記載がある

　アジアを中心とした地域の情報、文化
の交流拠点としてアジア交流プラザを運
営していましたが、今年度をもって閉め
る予定です。
　森本議員は、開設当初の目的を達成し
たのかを質しました。

が、経年で見て増加、減少などの傾向に
ついて質しました。

　田中事務局長：今年度の市内就職率は
11％、昨年度11％、一昨年度13％で10％
強で推移している。
　大かわら議員：就職内定率99％で市内
就職率が11％とのこと。もう少し市内就
職率を高くできないか。
　田中事務局長：大学としても地元就職
に力を入れたい。

　山村室長：18年余り運営してきた。一

定の成果はあった。軸足を多文化共生、
在住外国人支援に振り向ける必要がある
と感じて閉鎖する。ただ、支援の拠点は
必要で外国人が交流できるスペースを検
討している。
　森本議員：シューズプラザ自身が民間
に売却されたことが大きい。支援の拠点
を長田区で考えてもらいたい。

　山村室長：シアトル事務所は、企画調
整局で所管している。職員１名が兵庫県

　国際交流センターでは、都市交流など
の事業として中国の天津、上海に海外事
務所を設置しています。
　森本議員は、シアトル事務所が県と合
同になったが、所管など神戸市との関係
について質しました。

ワシントン州事務所で業務をしている。
　森本議員：海外事務所が何をしている
かわかりづらい。もっと市民生活に役立
っていることが分かるような取り組みを
発信してほしい。
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� �森本真議員

アジア交流プラザ
について

行財政局９月７日

　� �山本じゅんじ議員

神戸都市振興サービス

新たな投資計画の
事業化について

　先端医療センターの病院部分の売却で
得られた資金を活用し、新たな投資事業

としてレンタルラボを進めています。
　山本議員は、収支計画の見通しなど、
市として事業を続ける必要性があるのか
と見解を求めました。

　前田代表取締役常務：建設に必要な資
金として、約53億円程度を見込んでい

答弁ダイジェスト

企画調整局12月11日
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企画調整局12月13日

　� �大かわら鈴子議員

阪神・淡路大震災復興基金

震災の経験・教訓
継承事業について

　� �大かわら鈴子議員

神戸在宅医療・介護推進財団

老人健康センター
について

� �森本真議員

神戸市民病院機構

西神戸医療センター
について

　� �森本真議員

神戸医療産業都市推進機構

神戸市からの出捐金
について

　� �山本じゅんじ議員

こうべ市民福祉振興協会

介護保険の指定介護
認定業務について

　� �森本真議員

計算科学振興財団

スーパーコンピュータの
経営と誘致について

　神戸市は、老人健康センターが12月で
事業を終了し施設を廃止しようとしてい

ます。大かわら議員は、施設利用者が今
後どうなるか、存続すべきと質しました。

　阪神・淡路大震災からの復興のための
各般の取組みを補完し、被災者の救済と
自立を支援するために設立した事業です
が2019年度で終了するとしています。
　大かわら議員は、この事業の助成を受
け地域の資器材の補充や防災訓練を行っ
ている。2020年以降も継続するように求
めました。

　神戸医療産業都市推進機構に先端医療
センターがあるときは、毎年15億円が出
捐金として、神戸市から出されていまし
た。先端医療センターが市民病院機構に
移行された今でも出捐金８億円が出され
ています。
　森本議員は、これ以上の出捐金をやめ
て自立した機構する計画はあるのかと質
しました。

　計算科学振興財団ではスーパーコンピ
ュータ「京」と「FOCUS」を保有し、
スーパーコンピュータの産業利用や普及
に関する事業を行っています。
　森本議員は、スーパーコンピュータ
「京」と「FOCUS」、次にポスト「京」
などと言われるが、財団との具体的な関
わりはどうなっているのかを質しました。

　大畑政策企画部長：地域の防災コミュ
ニティの支援事業で同様の資器材の整備
助成制度あり、一般施策として助成制度
が既にある。大半がこの制度へ移行して

いると考えている。

　長田常務理事：機構独自で国庫補助
金、企業からの共同研究費、受託事業収
入など外部資金をあてがって運営をして
いる。
　森本議員：創薬など医療分野での事業
化は特に難しい。神戸市の支援がなくて
は自立できない外郭団体はいかがなもの
かと思う。

　今西理事：いきなり「京」を利用する
には、大変ハードルが高い。まずは
「FOCUS」を利用してもらい「京」に
ステップアップしてもらうために役立て
ている。計算科学というものを普及させ
ることが重要な役目。
　森本議員：スパコンが神戸経済にどう
役立っているのか、市民生活にどう関わ
りがあるのかまったく見えてこない。

　原総務部長：転出先は、ゆっくり考え
て探そうかという方が７名いる。
　大かわら議員：７名の方がリハビリを
断念されるかもしれないという状況。方
針が決まってから押しつけるのではな

く、初めから話し合いをしてすすめるべ
きだ。
　原総務部長：２月に市も出席してもら
い利用者の方々には編成に関わる説明を
したところ。要望があれば相談に応じる。
　大かわら議員：神戸市都合でこうなっ
ている。要望があればではなく、責任を
持ってフォローできないなら存続すべき
だ。

　田中理事：小児医療については、垂水
区の掖済会病院がやめ、徳洲会病院は小
児の入院もやめた。西神戸医療センター
も小児科医をふやして対応している。
　森本議員：神戸市でも小児科産科が厳
しくなっている。市民病院機構の病院が

支えて欲しい。 ろいろと検討され対策もしているがその
効果が出ているのかを質しました。

　医師の働き方について、労働基準監督
署から是正勧告を踏まえた改善策の実施
が必要とされています。森本議員は、い

　東野専務理事：現在、介護の人材が不
足している。今年に入り認定調査員を11
名採用した。
　山本議員：調査依頼があってから調査
票提出まで一定の期間がかかる。利用者
は、申請からできるだけ早く認定が出る
ことを望んでいる。認定が少しでも早く
出せるようにさらなる人材確保の努力を
して欲しい。

　久戸瀬理事：職員の健康管理の確保と
労働時間の適正化を理事長名の文書で通
知。実施可能な取組みを実施している。

　西神戸医療センターが今後、担う役割
として、特に地域の小児周産期医療を支
えるためにも医師体制の強化を図ること
が求められています。森本議員は、これ
らの具体的なプランを市が示すことを求
めました。

　要介護認定業務の年間処理件数が３万
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る。病院の売却により得られた資金と当
社が保有している内部資金を活用する。
開設当初から高い入居率があるとは考え
ていない。３年目には入居率も高まり、
収支が黒字になるという見込みで計画し
ている。

件を超え、更に年々増加をしています。
山本議員は、増え続ける件数に対して調
査員自体が不足をしているとして、協会
としてどう対応するのか見解を求めまし

た。

医師の時間外勤務
について
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　神戸市会議員選挙（３月29日告示・４月７日）をひかえ
た２月８日、神戸市は2019年度当初予算案を発表しました。
　４年前の選挙で日本共産党は、９名から12名へ第二会派
に躍進。この４年間、住民のみなさんと力をあわせて野党
であっても、数々の住民要求を実現してきました。新年度
予算でも、長年の運動と論戦が実り、学校体育館や特別教
室へのエアコン設置、民有地擁壁工事の公費助成、転居子
育て世代へのリフォーム助成や家賃補助が実現しました。
　日本共産党神戸市会議員団は、市民の切実な願い実現の
流れをさらに前進させるとともに、安倍自民・公明政権い

いなりの久元市政の、“神戸のまち壊し”にストップをか
けるために全力をつくします。

アベ政治の持ち込みによる“神戸のまち壊し”にストップ！
住民と力をあわせて、政治を動かし、要求実現を前へ

2019年度神戸市予算案について 日本共産党神戸市会議員団

　予算発表にあたって、久元喜造市長は
「暮らしの質と都市の価値向上」を重点に
するとしました。しかし、市長が重視する
「暮らしの質」とは「街のたたずまい」や
「景観」「デザイン性」です。
　事実、新年度予算では「子育て・教育、
高齢者・障害者施策など、すべての世代を
対象とした社会保障生活は厚みを増し」な
どとし、自らが掲げた「子ども医療費の無
料化」や「高校生まで助成拡大」には、ま
ったく手をつけていません。
　その一方、大阪湾岸道路西伸等に58億
円、国際コンテナ戦略港湾に63億円など大
型開発を推進。また、神戸市が人口減少社
会を迎えても、大企業や外資系企業が「効
率的」に儲けを確保することを狙い、トッ

プダウンで進める三宮・ウォーター
フロントの巨大再開発には34億円を
計上しています。
　市民が求めているのは、子育てや
教育、医療や福祉など、暮らしに根付
いた生活の質の向上であり「たたず
まい」や「デザイン」など、うわべ
だけの「質」の向上ではありません。
　いま、市民の暮らしむきはどうでしょう
か？
　安倍内閣の施策によって、実質賃金や年
金が下がるなか、国民健康保険料や介護保
険料の負担増や、保育所や学童保育の待機
児童増など、若い世代から高齢者まで、先
行きが見えない将来不安がひろがっていま
す。また、医療・買い物・交通・防災、ど

れをとっても親しんだ地域に住み続けられ
るのか、切実な課題に直面しています。
　いま、神戸市政には、アベ政治の持ち込
みによる“神戸のまち壊し”によって住民
に負担を強いるのか、それとも国の悪政か
ら住民を守る役割を発揮するのかが、問わ
れているのではないでしょうか？

うわべだけの“質”を求めて駅前開発を進める予算から、
地域の暮らしに根付いた「住民の福祉の向上」に転換を1

2019年度当初予算の規模
（単位：百万円、％）

会 計 別 平成31年度 平成30年度 増△減
伸率

一般会計 811,640 778,490 33,150 4.3
特別会計 680,191 660,424 19,767 3.0
企業会計 308,087 317,682 △9,595 △3.0
合　　計 1,799,918 1,756,596 43,322 2.5

住民の願いをまっすぐ届け、実現へ全力2 日本共産党市議団

（２面につづく）

　日本共産党神戸市議団は、９つの行政区
に議員を持ち、草の根ネットワークを活か
し、住民の願いを実現してきました。
　新年度予算でも、住民のみなさんと力を
あわせた長年の運動と議会論戦が実り、多
くの施策を実現させました。

生活再建と民有地防災工事に
公的助成実現

災害に強いまちに

　日本共産党神戸市議団は、阪神・淡路大
震災の直後から、被災者への個人補償を求
め、超党派で運動してきました。そうして

制定された被災者生活再建支援法は、昨
年、寺崎副市長が「私的財産に対する公的
な補助・助成をやるべきじゃないという議
論を乗り越えてつくられた制度」です。
　災害からの復興と防災強化は、こうした
国の「私有財産は支援しない」という「原
則」を抜本的に転換し、市民と生活再建と

1 ��うわべだけの“質”を求めて駅前開発を進める予算から、
地域の暮らしに根付いた「住民の福祉の向上」に転換を

2 住民の願いをまっすぐ届け、実現へ全力－日本共産党市議団
3 アベ政治の持ち込みによる“神戸のまち壊し”にストップを！
4 住民の切実な願いに背を向ける－オール与党会派
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安全のために、公的支援を行う政治への転
換が求められています。
　昨年９月の議会では、せめて500万円以
上に支援金の増額を求めた日本共産党の質
疑に、市長は「支援法の対象拡大に加えて
災害規模要件の緩和も国に要望する」と表
明し、国家要望にも盛り込まれました。さ
らに支援法の対象外である半壊・一部損壊
・床上浸水世帯にも支援金を支給する神戸
市の支援制度（兵庫県との協調）が初めて
実施され、見舞金の拡充とあわせて、７月
からの豪雨・台風被害者に168件5900万円

が支払われました。
　日本共産党は、神戸の災害経験や横浜や
広島の支援事例を示し、神戸の住宅地の防
災力を高めるためには、危険な擁壁の撤去
や改修など民有地への公的支援が絶対に必
要と、くりかえし議会で質問しました。
　そして新年度予算案では、「民有地は個
人の責任」が「原則」という神戸市のかた
くなな言い分をついに覆し、民有地擁壁な
ど「危険がけ応急対策助成」（補助額２／
３・上限100万円・要件あり）が予算化さ
れました。また危険なブロック塀の撤去に

対する公費助成（補助額２／３・上限20万
円等）も実現しました。
　そのほかにも、西神南地区への消防出張
所の整備、水上消防の浸水対策、防災の抜
本工事として、浸水被害防止に新ポンプ場
および雨水幹線の整備（東川崎地区）、高
潮時に雨水幹線の破損を防ぐ工事（東灘
区）、国道428号（箕谷北）のトンネル整
備、烏原川（鈴蘭台北町他）の河川災害対
策の拡充が予算化されました。（灘区篠原
台や兵庫区清水町も砂防ダムの建設を国の
予算で実施）

エアコン設置などの学校環境改善

昨夏以降の運動が実る

　学校・園の環境改善について、日本共産
党議員団はこれまでも独自に全校アンケー
ト調査を実施し、データを示して改善を求
めてきました。神戸市もその必要を認め、
改修予算を飛躍的に増大させ、老朽化校舎
やトイレの改修、普通教室へのエアコン設
置も進みました。新年度予算では、過密校
対策のための増改築や大規模改修、エレベ
ータ設置の予算が増額されました。
　さらに、昨年10月の日本共産党の今井ま
さこ議員の質問に対し、教育長は「国の交
付金制度などを活用し、特別教室ととも
に、避難所になった中学校の体育館に優先
的にエアコンを設置したい」と市議会で初
めて表明しました。新年度予算では、災害
時には避難所にもなる中学校体育館（31中
学校）にエアコン設置の予算化が実現。特
別教室も国の交付金も活用し、85小学校と
35中学校分の予算が確保されました。エア
コンについては、仮設校舎の空調増設や老
朽化空調の更新、幼稚園の保育室に全園設
置も決まるなど大きく前進しました。

子育て世帯転居リフォーム助成
家賃補助が実現

長年の論戦で風穴

　長田区や兵庫区などでは、高齢化、建物
の老朽化などの理由から、都心周辺部であ
っても人口が減少するインナーシティーが
問題になっていました。日本共産党は、若
年層を呼び込むためには過去おこなってい
た若年層向けの家賃補助の復活が不可欠
と、一貫して要望してきました。新年度予
算では、人口過密が問題となる三宮近郊を

のぞき全行政区対象に、就学前の子どもが
いる世帯の住み替え後の家賃補助、（最大
３年間で計54万円）が実現しました。
　住宅リフォーム助成制度は、住民がリフ
ォームを行った場合にその経費の一部を自
治体が助成することにより、住宅の改善を
容易にすると共に、中小零細事業者の振興
をも図るものです。日本共産党は、企業の
呼び込みなど外需頼みではなく、循環型の
地域経済をつくる重要施策として、業者団
体と連携実施をもとめてきました。これま
で耐震化や、介護用具設置などの助成制度
に限定されていましたが、新年度予算で
は、転居直後の子育て世代に限定されます
が、リノベーションにかかる費用の２分の
１・最大50万円のリフォーム助成制度が実
現しました（市外からの転居者は70万円ま
で）。
　いずれの施策も、日本共産党は、インナ
ーやニュータウン対策や地元中小業者の仕
事起こしなど、地域と地域経済の活性化に
結び付く事業となるよう、要件緩和や制度
充実をもとめて、引き続き全力で頑張りま
す。

子育て、福祉、地域でも
一定の前進

　子育て世代の負担軽減については、保護
者のねばり強い運動と議会論戦が実を結
び、就学援助の直接申請制度化や入学児童
生徒学用品費の入学前３月支給が昨年実
現。今年は、小・中学生ともに支給金の１
万円増額がきまりました。このほか、予防
接種助成拡充（インフル、ロタ・おたふ
く）、新生児聴覚検査費用の助成制度創
設、通学定期割引率拡大、医療的ケア対策
や児童虐待防止策の拡充などが実現。認可
保育施設の新増設（17か所930人分、遊休

土地活用も）や学童保育の増設（５か所）
や民設学童への助成拡充が実現していま
す。
　また、精神障害者医療助成の創設、難病
患者支援センター設置など要望の強かった
事業が実施されます。
　地域住民の要望の強かった、西神中央地
域への区役所の設置、北神区役所・図書館
への格上げが実現。慢性的な交通渋滞で悩
まされている、垂水区小束山６丁目交差点
及び、北区皆森交差点への対策も強化され
ました。

運動と論戦で要求をさらに前へ！

要求実現の財源はある

　三宮再開発など不要不急の大型開発や
「大企業よびこみ」の６億円もの減税や、
補助金など大盤振る舞いなどの無駄づかい
をただし、予算のわずか２％程度を組み替
えれば、子どもの医療費無料化や、国民健
康保険料の引き下げなど、切実な住民要求
が実現できます。
　くわえて、この10年間で、神戸市は福祉
切り捨てなどで貯めた年度会計の黒字の積
み増しによって、財政調整基金を120億円
も大幅に積み増しています。議員団は、総
務省が財政調整基金を「優先的に取り組む
事業への活用を図る」ことを求めているこ
とを示し、毎年論戦で求め２年前から活用
が開始されています。現在、神戸市の「た
め込み金」は、約270億円（財政調整基金
129億円・都市整備等基金139億円　2018年
３月現在）です。
　日本共産党は、住民福祉と地方自治を保
障する財源の確保を国に求めるとともに、
神戸市予算の使い道をあらため、市の「た
め込み金」も積極的に活用し、切実な住民
要求にこたえるよう求め、がんばります。

森本真・味口としゆき両議員が代表質疑
市役所１号館25階で傍聴
手続きをお願いします２月18日（月）午後２時前後から市議会本会議場にて

みなさんの議会傍聴や、請願陳情をおねがいします

日本共産党 神戸市議団

市議会だより 発行  日本共産党神戸市会議員団
神戸市中央区加納町6-5-1
神戸市議会内  TEL  322-5847  FAX  322-6165

日本共産党
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アベ政治の持ち込みによる“神戸のまち壊し”にストップ！
住民と力をあわせて、政治を動かし、要求実現を前へ

2019年度神戸市予算案について その② 日本共産党神戸市会議員団

　就任５年を迎えた久元市長は「人口を増
やすことを目的にせず、都市の価値を高め
ることに視点を置いた政策を展開する。こ
の点は経済界とも一致している」（神戸新聞
11月20日付インタビュー）と公言。住民より
も、財界や安倍政権の意向に沿った市政運
営をはばからない立場を鮮明にしています。

三宮一極集中の再開発は、
住民サービスの切り捨てに直結
　久元喜造市長は「震災はおわった」「国
際競争力に打ち勝つ」まちづくりをすすめ
るとして、大阪湾岸道路や、六甲アイラン
ド南の埋め立てなど、長年凍結されていた
大型公共事業計画を復活させました。神戸
市が人口減少社会を迎えても、大企業や外
資系企業が「効率的」に儲けを確保するこ
とを狙う三宮再開発をトップダウンでおし
すすめています。
　三宮再開発のもとで行政サービスの核で
ある区役所は遠くに立ち退きをさせられ、
勤労会館や図書館・青少年会館も移転、神
戸文化ホールや生田文化会館、葺合文化セ
ンターなどは、集約され現地からなくなり
ます。
　さらに、駅から距離で地域を選別する
「都市空間向上計画」や、公共施設10％カ
ットを進める「公共施設等総合管理計画」
などで、郊外やニュータウンなど人口減少
により困難を抱える地域の住民サービス切
り捨てに突き進もうとしています。
　こうした「神戸まち壊し計画」といえる
計画は「大企業が一番活躍しやすい」国づ
くりを強行する安倍自民・公明政権が地方
自治体に押し付ける「大都市圏環状道路」
「国際戦略港湾」「都市再生緊急整備」「立
地適正化計画」「インフラ長寿命化基本計
画」などを忠実に実行したものです。

駅前再開発と郊外切り捨てが一体に
さらに「呼び込み型」企業誘致偏重も
　久元市長は、駅前再開発を「都市の価値
の向上」の重点と位置付け、垂水駅、西神
中央駅、名谷駅などでタワーマンションを
核とした「拠点駅前」再開発を推進しよう
としています。駅前のタワーマンションの
林立は、待機児童の増加と学校の過密化を
まねき、地価高騰で公共施設が確保できな
くなっています。そのため、新年度予算で
は、学級増対策に３小学校、１中学校で仮
設校舎建設がすでに必要になっています。
さらに、遠距離通園を前提としたパーク＆
ライド型の保育施設や、幼稚園の廃止転
用、マンションを優先にした近隣センタ－
の縮小など、これまで小学校区の生活圏で
つちかってきたコミュニティを無視した公
共施設再編がすすめられています。
　また、地域経済の担い手である地場産業
や市場商店街など中小企業対策はおざなり
に、新年度は「再開発」を円滑に進めるた
めの立ち退き助成金を創設。さらに、誘致
企業の従業員の市内移住促進助成（一人当
たり120万円）や、東京圏から市内へ転居
する起業家などに移住支援金として最大
100万円などなりふり構わない「呼び込
み」策を新年度予算ですすめています。

国の社会保障負担増に歩調
あわせ、増税と新たな負担増
　総務省官僚からの天下りの久元市長は、
消費税増税と住民福祉を天秤にかける安倍
首相の手法をそのまま輸入し、認知症患者
の事故救済制度の財源（年３億円）に、70
万人以上の納税市民に１人当たり年400円
もの住民税増税を強行するなど、全国に例

のない住民負担増をすすめています。
　国民健康保険料についても、一般会計か
らの支援（法定外繰り入れ金）を中止し、
兵庫県均一保険料に近づけることで保険料
が値上がりする世帯に対し、前年度実施し
ていた値上げ抑制策を、新年度は半減して
しまいました（値上げの激変緩和　上限15
％→30％）。
　さらに、来年10月の消費税増税計画に歩
調をあわせ、上下水道料金、市バス料金、
地下鉄料金、公営駐車場料金、公共施設や
市場使用料など、軒並み値上げを強行しよ
うとしています。

根深い神戸の不正・腐敗構造
　垂水区中学生のいじめ自死事件では、教
育委員会によるいじめメモ隠ぺいが大問題
となりました。また労働組合幹部の「ヤミ
専従」問題では、神戸市当局主導で、違反
・脱法行為がすすめられ、黙認し続けた歴
代市長を含めトップや幹部職員の責任問題
に発展しています。
　議員団は、不正行為に対する市民の批判
を逆手にとって、学校現場や労働組合への
不当な弾圧を許さず、不正を行った者とト
ップの責任を厳しく追及しています。

運動いかんで“まち壊し”計画跳ね返し、
地域の願いに応えることも可能

　いま、神戸市政では、安倍政権いいなり
に“神戸まち壊し計画”をすすめるのか、
それを押しとどめて、地域と暮らしに寄り
添う「地方自治体」として役割を果たすの
かが、鋭く問われています。
　日本共産党は「都市空間向上計画（案）」
が、安倍政権がすすめる“地方壊し”の一
環として「駅前には過密が押し付けられ、

アベ政治の持ち込みによる“神戸のまち壊し”にストップを！３
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組合幹部と市職員幹部の不正行為を理由に
職員の正当な権利を縮小するな

住民の切実な願いに背を向ける４ 自民党主導の与党会派
　安倍内閣と一体になった、こうした久元
市政を主導的に支えているのが、自民党と
公明党です。
　市議会でも「増えていく社会保障費をど
うするということで、消費税に行き着く。
神戸市も一緒で社会保障費の増大、また三
宮の再整備、大阪湾岸道路西伸部の整備と
か、神戸のこれからの成長・発展に必要と
なる大規模プロジェクトがめじろ押しと言
ってもいいが、その財源を確保して安定的
な財政運営を行うというのは当たり前」
（公明党・藤本浩二市議 2018年２月28日
予算特別委員会）などと、大型開発推進と
住民負担増を後押しています。日本維新の
会も「都心三宮再整備、ウオーターフロン
トの再整備などにスピード感を持って展開
していくことには異論はない」「都市空間
向上計画はスピーディーに策定を」などと
して、市長トップダウンの市政運営のスピ
ードアップを求めるなど、悪政の先兵の役
割を果たしています。
　日本共産党は、昨年の予算議会で、子ど

もの医療費無料の市長公約の実現をもとめ
「条例修正案」を議会に提案し21名の議員
の賛同を得ましたが、自民党や公明党にく
わえ、国政野党である立憲民主党や国民民
主党の市議らの反対で無料化の実施を阻ん
でいるのが実態です。

力あわせ政治を変えよう

暮らしに希望を

　日本共産党神戸市会議員団が2017年と18
年におこなった「神戸市民アンケート」に
は、9700人を超える方々から多くの声が寄
せられました。
　アンケートでは「まちの活性化のため
に、市政にのぞむこと」のトップは、三宮
再開発などの「ムダな公共事業の削減」
（44％）でした。その一方、「子どもに係
る医療費の負担や、入れない保育所を改善
してほしい」「高すぎる国保・ 介護保険
や、介護施設を増やして入れるようにして
ほしい」「スーパーの撤退で移動販売しか

なくなった」「バスが減便されて不便に」
「公立幼稚園が廃止され、子どもたちの声
が聞こえなくなりさびしくなった」「台風
・大雨のたびに崩れる崖や冠水被害。いつ
になったら改善されるのか」など、暮らし
や地域課題の改善を求める切実な声があが
っています。
　暮らしに寄り添い、こうした願いに応え
ることこそ神戸市政は最優先にすべきで
す。

安倍政権の暴走ストップを
神戸から

　また、市民アンケートでは、安倍政権の
もとで憲法第９条を変えることについては
68％の方が、消費税10％増税については70
％の方が反対を表明されており、市民の願
いは明白です。
　消費税10％増税ストップと憲法９条守
れ！の声を、神戸から大きく広げましょう。

駅から離れた郊外は切り捨てられる。誰も
喜ばない反市民的な計画」であることを明
らかにし、政党・党派や立場の違いを超え
て広範な市民に反対をよびかけました。
　2018年３月の「計画の考え方（案）」
と、10月の「計画の考え方（修正案）」の

市民意見募集では、連続して反対意見が多
数寄せられ、神戸市は、年度内の地域指定
（線引き）を断念しました。
　また灘区鶴甲団地の会館問題について、
当初の「廃止」計画を撤回させ、さらに団
地の中心地への鶴甲会館の移転・新築を実

現。過密化の問題では、HAT灘の浜で小
学校と特別支援学校の新設、高羽小学校の
校舎の新設、保育所・児童館の新築などが
実現、新年度も予算が計上されるなど、運
動いかんでは地域を巻き込み、幅広い共同
の事業として発展しています。
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　神戸市の2019年度予算案など
を審議する定例市会が２月12日
から３月20日までの予定で開会
されました。12日の本会議で日
本共産党議員団の森本真議員が
議案質疑に立ちました。
　ヤミ専従問題を調査する第三
者委員会の最終報告では、神戸
市が主導で長きにわたって組織
ぐるみで行われ、久元市長も含
めた歴代市長の責任が問われて

合費の給与天引き（チェック・
オフ） を禁止する条例改正で
す。第三者委員会の調査結果で
も「市民に対して説明のできる
適正かつ健全な労使関係の構
築」を求めており「正当な組合

活動までが過度に制約されるこ
とのないよう留意されるべきで
ある」 と警鐘をならしていま
す。
　調査結果には、チェック・オ
フがヤミ専従に関係があったよ

うな指摘は一切なく、組合幹部
と市職員幹部の不正を理由に職
員の正当な権利を縮小すべきで
ないとしました。議案は自民・
公明・維新などの賛成多数で可
決されました。

　２月18日に開かれた神戸市議
会本会議で、赤田かつのり議員
は議案反対討論を行いました。
　自民党議員らの提出議案は組

赤田議員が
反対討論

久元市長らトップの責任は明白ヤミ専従
います。報告では久元市長が職
員に対して実施したアンケート
で、この違法行為を職員が告発
していたが有効な措置をとって
いない。市長として相当の管理
監督責任を免れないとしていま
す。森本議員は「久元市長自身
の関与など市民への説明が必
要」「全体的な話では全く責任
がなかった」という市長の対応
を厳しく批判しました。
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　三宮再整備や湾岸道路な
ど、呼び込み型の大型開発に
予算が偏重した神戸市予算案
では、トリクルダウン経済の

幻想を振りまくだけで、既存
の中小業者と地域の経済を疲
弊させます。森本議員は、住
宅・店舗リフォーム助成など

個別店舗への直接支援こそ、
地域経済活性化に不可欠なも

のとして、中小企業対策費の
大幅な増額を求めました。

　防災対策について、森本議 員は、長年の住民の願いと党

が議会論戦で求めてきた、神
戸市独自の被災者救援制度
（被災者生活再建支援法の対
象外の世帯に最大25万円支
給）や、民有地の擁壁工事助
成制度が実現したことに触

れ、被災者復興の大きな障壁
となってきた「私有財産には
支援しない」という国の「原
則」が崩れつつあると指摘。
　そのうえで、被災者が自力
で復興や防災対策を進められ

大型開発から防災・減災に
―公共事業の軸足を変えよ―

　２月18日に神戸市議会本会議が開催され、日
本共産党の森本真議員と、味口としゆき議員が
新年度予算案に関して久元喜造市長に対して代
表質疑を行いました。

〈�子ども医療費無
料化について〉
　久元市長：段階

　森本議員：久元
市長は長田区の集
会では賑わいを取

ということで拡充し実現でき
た。
　森本議員：（実現と言うが）
無料にはならなかった。兵庫

ている。しかし、市場・商店
街など個店に直接支援する施
策が全然ないではないか。
　岡口副市長：人材確保や販
路拡大など神戸市としてでき
る予算を組んでいる。

答弁
ダイジ
ェスト
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的かつ速やかに無料にする

り戻すには「まず地域の中
小企業の振興、地元での雇用
を増やす必要がある」と言っ

呼び込み・外需依存やめ
中小業者に直接支援を

国の悪政から、福祉と子育て・
� 暮らしを守る予算へ転換を

森
本
議
員
が
代
表
質
疑

　いま、安倍政権の消費税増
税や社会保障削減策の中で、
労働者の実質賃金は減少、高
齢者には生活の糧である年金
の削減、国民健康保険・介護
保険・後期高齢者医療保険の
保険料引き上げなど、市民の
暮らしは深刻です。
　にもかかわらず神戸市予算
案は、住民税増税や国民健康
保険料の引き上げに加え、消費
税増税に連動して、市バス・地
下鉄、上下水道、駐車場などの
値上げなどで、市民ばかり負担
が増えるものになっています。
　一方、神戸市の開発優先の

ムダ遣いの予算案を住民目線
で見直し、さらに約270億円
のため込み金（財政調整基金
や都市整備等基金）を活用す
れば、子どもの医療費の無料
化や、国民健康保険料の引き
下げ、保育所や特別養護老人
ホームの建設など市民の願い
の多くが実現できます。
　森本議員は、消費税増税や
社会保障改悪など国の悪政か
ら、市民の暮らしを守る防波堤
になることが神戸市政に求め
られていると指摘。市民の願い
に応え福祉や子育てを最優先
に取り組むべきと求めました。

県の８割を超える自治体で無
料化を実現している。神戸市
も実現してもらいたい。
〈国民健康保険料について〉
　寺崎副市長：国保加入者と
そうではない人との間の負担
に公平性がある。本市として
独自に一般会計繰入による保
険料の引き下げは考えていな
い。
　森本議員：高い国民健康保
険料を引き下げるために他の
自治体は努力をしている。神

戸市もやってもらいたい。
〈�後期高齢者・介護保険の保
険料について〉

　森本議員：高い保険料負
担。これでどうして、市長は
全ての世代を対象とした社会
保障政策の厚みが増したと言
えるのか。
　寺崎副市長：県下の後期高
齢者から等しく保険料の負担
をしていただく制度、本市単
独で保険料の軽減を行うとい
うことは考えていない。

（２面につづく）

質問の動画はこちら扌
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駅前開発を規制し、地域の住民
サービス充実に全力あげよ

　久元市長は、新年度予算案
の提案説明で「暮らしの質と
都市の価値向上」をめざすと
し、三宮再開発とともに「各
駅の駅前再整備」を進めると
して、垂水、西神中央、名谷
駅前の再整備計画の具体化を
打ち出し、高層マンションを
誘致する一方、区役所や病院
などを郊外から駅前に集約し
ようとしています。

　味口議員は、駅周辺の過密
を促進し、郊外地域を切り捨
てる考え方の大元になってい
る「神戸市都市空間向上計画
の考え方」は昨年３月と11月
に二度にわたる市民意見募集
で市民から反対を突きつけら
れたものと指摘。市民の意見
を無視してトップダウンで予
算化するなど許されないと批
判しました。

小規模に頼った待機児対策
市長の失策は明らか

　久元市長：人口
減少の時代に便利
な駅前に人口を流

　寺崎副市長：３
歳児以上の待機児
童が非常に多いこ

　久元市長：人口
減少対策というこ
とを考えたとき、

設や子育て施設を集積させて
いく、これが上質な街。
　味口議員：おそらく現状を
知らないと思う。市長の発言
は、摩耶周辺の小学校や学童
保育が過密で劣悪教育に心を
寄せないものだ。

児の卒園後の継続した保育環
境整備に努力をしていきたい。
　味口議員：あらゆる方策と
位置づけるなら公有地を活用
し直ぐにでも保育所を建てる
べきだ。

例ではマンションを規制した
くてもできない。本当に対策
をとると言うならば規制がで
きる。対策と併せてやらなけ
れば、神戸自体が壊れてしま
う予算になっていることを指
摘しておく。
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動させる、JRがおこなっ
た摩耶駅は一つのモデルだ。
駅前に人口誘導は必要だ。マ
ンションだけでなく、商業施

とについては、対応が十分
でないことは認識している。
あらゆる方策を通じて、３歳

駅前に人口を誘導すること
は必要な政策だと思うが、そ
れに伴って発生する問題は個
別にしっかりと対応していか
なければいけない。
　味口議員：今の法体系、条

　市長が公約に掲げた待機児 童対策は、解消どころか、安

上がりの０～２歳対象の小規
模保育事業に頼った結果、３
歳児の受け入れはいよいよ困
難になっています。保育所の
一次選考の結果が出ました
が、灘区では３歳児の保留率

は76％に及んでいます。味口
議員は、安上がりの待機児童
対策は失策だったと批判、市
有地を優先的に活用して認可
保育所整備を進めるよう求め
ました。

　森本議員：「市
民の安全と財産を
守る」それが自治

げた応急復旧のままの状態が
ある。応急復旧ではなく防災・
減災対策までとりくむべき。
　岡口副市長：国県と連携を体の役割。土のうを積み上
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とりながら総合的に取り組ん
でいきたい。
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大かわら鈴子議員が総括質疑
市役所１号館25階で傍聴
手続きをお願いします３月６日（水）午前11時頃から市議会本会議場にて

傍聴にお越しください

るまで必要な公的助成制度を
神戸市が国に要請するととも
に、公共工事のあり方を大型
開発偏重から防災・減災優先
に転換するよう求めました。

マンション規制し教育施設優先
　駅周辺の過密によって、学
校用地が確保できず、学校生
活は仮設校舎と狭いグラウン
ドが押し付けられています。
これまで暫定校舎という名で
仮設校舎を整備しています
が、新年度はさらに３小学校

１中学校で仮設校舎の建設が
予定されています。
　味口議員は、小学校を増や
すことに本腰を入れるべきと
指摘。さらに、過密校のある駅
周辺の土地利用について、マ
ンションを規制し、学校や保

育所などを誘致するまちづく りに転換すべきと求めました。

質問の動画はこちら扌
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2019年３月10日（日）No.235

　谷口局長：公共交通
網の拠点である鉄道駅
は起点であり、駅前は
大事な公共空間だ。来街者に
とっても玄関口がきれいにな
るのは大切。駅前の活気・活
力が地域の安全安心も高める
と考える。
　朝倉議員：郊外では、スー
パーの撤退など公共施設がな

　2月21日に金沢はるみ議員
は、予算特別委員会・危機管
理室審査で、浸水想定区域や
土砂災害想定区域にある要援

護者施設の避難確保計
画の策定について質疑
しました。
　国は災害想定区域に
ある要援護者施設につ
いて避難確保計画の策
定を求めています。災
害時に避難所に受け入
れてもらえなくて困っ
たという話も委員会で

取り上げられました。
　入所者や患者の命が守れな
い事態になりえるため、施設
が災害時にどうするのかを決

重から、徒歩圏で住み
続けられるまちづくり
へ転換すべきと求めま
した。

予算特別委員会審査から

　赤田議員：旧垂水養護学校
跡地の活用は、区民の関心が
高く、議員団の「市民アンケー
ト」でも、障害児教育や保育、
公園、福祉、体育施設の充実な
ど、多彩な要望が寄せられた。
　上原資産活用部長：これま
でも自治会のご要望も聞いて

きており、垂水駅周辺の公共
用地の活用再編については、
３月上旬に開催する住民説明
会で理解を求めたい。
　赤田議員：病院の誘致の要
望は多く聞いてきたが、養護
学校の跡地にしてほしいな
ど、住民からは聞いたことは
ない。トップダウンでの押し
付けは改めるべきだ。

垂水駅周辺の公共用地活用は
住民合意で

土砂災害想定区域にある要援護者
施設の避難確保計画策定を

　2月20日に赤田かつのり議
員は、予算特別委員会・行財
政局審査で、垂水駅前再開発
に関連し公共用地転換のあり
方について質疑しました。

　神戸市は、垂水体育
館と垂水勤労市民セン
ターの体育室を、平磯
の垂水スポーツガーデ
ンに移転・集約させ、垂
水体育館跡地と旧垂水
養護学校跡地を「中核
的医療機関」の誘致先
候補にしようとしてい
ます。
　赤田議員は、神戸市

が周産期や小児救急に対応し
た病院機能を区内に誘致する
ことは、医師会や住民のみな
さんの強い要望であり大切な
ことだが、垂水体育館の更新

答弁ダイジェスト

行財政局審査で赤田議員

危機管理室審査で金沢議員

徒歩圏で安心して住める
まちづくりを

　2月21日に朝倉えつ子議員
は、予算特別委員会・企画調
整局審査で、北区のまちづく
りのあり方について質疑しま
した。
　神戸市は、鈴蘭台駅前につ
づき、北鈴蘭台や西鈴蘭台、
谷上、岡場などを「拠点駅」
と位置づけ、再整備を進める
としています。久元市長は
「神戸電鉄の沿線から離れて
いる郊外は、駅前に人口を誘

導していく」「路線バスに頼
るだけでなく、コミュニティ
ー交通も取り組んできた」
「これが人口減少にふさわし
いまちづくり」と予算発表の
記者会見で発言しました。
　朝倉議員は、安全性の観点
から駅舎改修や、駅周辺のバ
リアフリー化は大切だが、市
長の発言は、ひよどり台など
郊外地域切り捨てを宣言する
ようなものだと批判。駅前偏

くなり、住民のくらしは不便
と負担等が増している。再整
備で駅前空間だけきれいにな
っても区民の理解は得られな
い。公共交通が大切というな
らバス路線など地域密着の交
通網の充実が大切だ。

企画調整局審査で朝倉議員

方法や養護学校跡地の活用
は、あくまでも住民合意が前

提ですすめるべきと求めまし
た。

　星野担当課長：避難所確保
計画の策定を受け付けしたの
は33件。作成にあたっては市
のホームページでの説明、職

員による出前トークなどを実
施している。所管部局へも働
きかけて推進していきたい。
　金沢議員：入所をされてい
る家族が心配すると思う。ぜ
ひお願いしたい。

答弁ダイジェスト

めておく必要があります。
　金沢議員は、現時点の計画

策定状況と今後の見通しにつ
いて説明を求めました。

答弁ダイジェスト
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被災者に寄り添い
生活再建への支援を

　２月22日に森本真議員は、
予算特別委員会・建設局審査
で生活再建への支援について
質疑しました。
　昨年の豪雨・台風災害では、
神戸市各地で裏山が崩れて赤

土の土砂が大量に道路
に流出したり、崖崩れ
が起きて民家に土砂が
襲ったりと大きな被害
が出ました。森本議員
は、いまだに復旧して
いない長田区の状況
（一里山町の土砂流出・
上池田の崖崩れ・明泉

寺の土砂崩れ・丸山の道路陥
没）をパネルで紹介し、民有地
であっても被災者に寄り添い、
被災者が自力で歩んでいける
まで必要な生活再建に向けた
支援を行うよう求めました。

建設局審査で森本議員 　油井建設局長：隣接の第三
者に重大な危害が生じる場合
は土地所有者等が行う応急対
策費について助成させていた
だく。本格復旧には専門家を
派遣するアドバイザー派遣制
度や融資制度などで支援す
る。

　森本議員：被災者の生活再
建、被災地の復興の大きな障
害になっている「私有財産は
支援しない」という国の「原
則」は今、崩れつつある。24
年前の阪神淡路大震災を体験
した神戸市として踏み込んだ
対応を要望する。

答弁ダイジェスト

　高田部長：解体工事
期間中、店舗の休業、
再建中に周辺の客離れ
が進むのは困る。私ど
もとしてもそのあたり
のバックアップ、支援
の方は精一杯させても
らう。
　大前議員：若い人たちを中
心に音楽祭やイベントを行う
など、なにかと盛り上げよう
としている。その流れが途絶

えないように是非、支援の方
をお願いする。

マンション建設で発生する
商店街への影響対策を

　２月22日に大前まさひろ議
員は、予算特別委員会・経済
観光局審査で、商店街対策に
ついて質疑しました。
　メルカロード宇治川では、
今年２月、市場跡にマンショ
ンの建設、５月にはジョイエ
ールの入る下山手住宅が廃止
され解体、連日工事が予定さ

れています。ジョイエールが
なくなり、さらに周辺で大き
な工事がおこなわれることで
商店街への大きな影響が考え
られています。
　大前議員は、工事の影響を
小さくするなど、商店街へ影
響がでないように対策を講じ
るように求めました。

経済観光局審査で大前議員

消費税で値上げされる
水道料金はこれ以上あげるな

　２月25日に山本じゅんじ議
員は、予算特別委員会・水道
局審査で、水道料金について
質疑しました。

　水道局では中期経営
計画2019が来年で終了
するため、次期中期経
営計画が新たに作成さ
れます。その中で水道
料金の議論もされるこ
とになります。水道料
金は来年度予算案で消
費税の増税にともなっ

て値上げが予定されていま
す。山本じゅんじ議員は、こ
れ以上、水道料金をあげるべ
きでないと質しました。

水道局審査で山本議員

答弁ダイジェスト

　広瀬水道局長：料金改定を
するかどうかは、 収益の動
向、増加が見込まれる老朽化

した施設整備、水道管の更新
費用など慎重に見極める必要
があるので、現時点では答え
られる状況ではない。
　山本議員：水道法では「水

道は国民の日常生活に直結
し、その健康を守るために欠
くことのできないもの」と規

定されている。値上げになら
ないよう、市の負担区分のあ
り方の見直しが必要だ。

答弁ダイジェスト

質
疑
項
目

１．地球温暖化防止にむけた取り組み
　⃝削減目標達成に向けた取り組みについて
　⃝�神戸製鋼石炭火力発電所の中止を求めるべき
２．再生可能エネルギーの普及促進について
３．ごみの減量化について
４．水素エネルギー推進事業はやめるべき

市役所１号館25階で傍聴
手続きをお願いします３月20日（水）12時半頃から市議会本会議場にて

山本じゅんじ議員が一般質問傍聴にお越しください

環境局審査で山本議員 2月20日
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　三木局長：保険料を
下げる目的で繰入を行
うと、国保加入者と加
入者でない市民の間で
負担の公平性の観点か
ら課題がでるため、困
難である。
　松本議員：厚生労働省は都
道府県化後も一般会計の繰入
は自治体の判断でできる。生
活困窮者への自治体独自軽減
は問題ないということを答弁
している。

　西ただす議員は、予算特別
委員会・みなと総局審査で、
六甲アイランドの防災対策と
保育園の設置について質疑し
ました。
　昨年の台風で六甲アイラン
ドは広い地域が浸水し、一般

車両が通行できなくな
る事態が起こりまし
た。浸水した消防署の
派出所や六甲アイラン
ドへの橋のたもとなど
暫定的な対策は行われ
ましたが、根本的な対
応には至っていませ
ん。また六甲アイラン

ド病院の医療機能縮小や六甲
アイランド内の小学校で仮設
校舎ができるなど子どもの人
口が増大するなど対応が求め
られています。
　西議員は、防災対策と安心
して医療が受けられることや

子どもの人口増加に対して保
育所の設置をするなど他局と

も協力し対応するように求め
ました。

　辻局長：〈防災について〉
抜本的な体制など高潮対策検
討委員会も踏まえながら個別
に検討していきたい。
〈六甲アイランド病院について〉
六甲アイランド病院の診療科

　予算特別委員会保健福祉局
審査が２月27日に行われ、松
本のり子議員が質疑にたちま
した。
　神戸市の国民健康保険の加
入者は約33万人、そのうち年
間所得100万円以下の方が約
76％、200万円以下の方は約
90％にもなります。年々滞納

者が増え、短期証や資格証の
差し押さえも増えています。
松本のり子議員は、「資格証
差し押さえの強権は、市民の
命をおびやかすことにつなが
る。保険料を下げるために法
定外繰入をしっかり行うべ
き」と質しました。

予算特別委員会審査から

　岡田局長：垂水駅周
辺エリアの公共施設の
再整備は重要で、子育
て支援拠点を垂水勤労
市民センター体育室に
替わって整備する。垂
水勤労市民センター体
育室は、平磯に移転さ
れる垂水区体育館と合築とな
り、面積は減らない。
　今井議員：体育室の移転を
望んでいる市民の声はなかっ
た。駅前にあり人気のある施

設を、駅から遠い平磯に移転
させること市長がトップダウ
ンで決めるべきではない。撤
回すべき。

体育施設を垂水駅前再開発の
犠牲にするな

国保料を下げるため
法定外繰入を

　今井まさこ議員は、予算特
別委員会・市民参画推進局に
対し、駅前再開発の犠牲にさ
れる文化・公共施設について
質疑しました。
　神戸市は、垂水再開発にあ
わせ、垂水勤労市民センター
の体育室と、垂水体育館を平
磯地域に移転集約しようとし
ています。その理由は、垂水
駅前にある垂水勤労市民セン
ター内に、子育て支援拠点を

整備するためとのことです。
　垂水駅前再開発では勤労市
民センターが犠牲にされ、三
宮再開発では神戸文化ホール
の分割・移転が強行。また元
町駅前再整備では、生田文化
会館が民間開発の種地にされ
ようとしています。今井議員
は、住民不在の駅前再開発に
よる公共施設つぶしを批判し
ました。

六甲アイランドの防災・病院・
子ども教育環境の対策を

目が増える。地域の方とも利
用しやすい形を病院と進めて
いく。
　山本担当部長：保育所の対
応は、神戸市としても非常に
重要な政策の一つだと認識し
ている。子ども家庭局と一緒
になって検討を進めたい。

みなと総局審査で西議員

　三木局長：首長の判断だ。
　松本議員：無職や非正規労
働者、年金の方が圧倒的に多
い。市民の命と健康を守る保
健福祉局として、そういう姿
勢は改めていただきたい。

答弁ダイジェスト

答弁ダイジェスト

市民参画推進局審査で今井議員

保険福祉審査で松本議員

答弁ダイジェスト
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兵庫区の市営住宅は
廃止せず建て替えを

　大かわら鈴子議員は、予算
特別委員会・住宅都市局審査
で、都市空間向上計画におけ
る駅周辺の再開発について質
疑しました。
　三宮再整備には莫大な費用
がかかる試算が示されまし
た。市民合意のない三宮一極

集中の再整備には莫大
な費用が必要です。そ
のうえ主要な地域の駅
前の再開発も計画され
ています。これらの地
域では人口過密などの
様々な問題がもう既に
起こっています。駅周

辺への人口誘導、郊外切捨て
の都市空間向上計画は、上質
なまちづくりとはかけ離れた
ものです。
　大かわら議員は、兵庫区の
湊川駅周辺でも再開発による
問題が起こっている。市営松
本住宅が廃止され、その影響

住宅都市局審査で大かわら議員

　三木住宅担当局長：市営松
本住宅など古い住宅は、マネ
ージメント計画に基づいて再
編している。ミナイチも住宅
と商店街の再編をあわせて住
民と話をしながら進め

　味口議員：過密解消に「新
たな学校を造るか」「過密に

ている。
　大かわら議員：古い住宅を
そのまま使えと言っているの
ではない。兵庫区は市営住宅
への入居希望が多い。民間に
売却するのではなく建て替え
るべきだと言っている。

答弁ダイジェスト

ならないようなまちづ
くりに転換するか」、
この方向性しかない。
教育委員会として久元
市長に進言すべきだ。
　後藤次長：教育環境
を守る立場から関連部
局に伝えているが、市全体の
まちづくりの大きな方針があ
る。やむをえない対応として
暫定校舎、隣接公園利用、校
区変更などで環境維持に務め
たい。
　味口議員：４校合併で新設
された神戸祇園小学校が、も

ともと基準の半分以下の運動
場面積しか確保しなかった責
任が問われている。安易な統
廃合計画を見直すべきだ。
　長田教育長：今の教育長の
立場として率直に反省しなけ
ればならない。最大限のグラ
ウンド確保につとめたい。

美野丘小学校の過密解消を
　味口としゆき議員は、予算
特別委員会・教育委員会審査
で質疑しました。
　神戸市が進める駅前再開発
では、駅周辺の学校用地が不
足し、仮設校舎でグラウンド
が狭くなる悪循環がおこって
います。一方、郊外では、広
い運動場など良好な学校環境

が活かしきれていません。
　味口議員は、灘区の美野丘
小学校などでは、元々グラウ
ンドが狭いなか仮設校舎がた
ち本設プールもない状況が生
まれていると指摘。国の学校
の面積基準も示し、教育環境
最優先に対策を求めました。

教育委員会審査で味口議員

答弁ダイジェスト

乗り換えなしの循環バスを
西神ニュータウンに

　予算特別委員会交通局審査
が２月28日行われ、林まさひ
と議員が質疑にたちました。
　西区は、西神中央駅を中心
としたバス路線になってお
り、東西へ行くには西神中央

駅で乗継をしないとい
けません。以前から
「ニュータウンの西の
端にある西体育館にル
ープバスがほしい」
「東西どちらからも１
本で行けるルートがほ
しい」との声が強くあ

ります。林議員は、「ニュー
タウンの人たちも高齢化して
いる。住民の足を確保するた
めにも東西のループバスの実
現を」と質しました。

交通局審査で林議員
　内藤交通局自動車部長：バ
スの本数も十分あるので乗り
継ぎに特に不便はないと思っ
ている。街びらきしてから長
期にわたって定着した路線に
なっているので、新路線をつ
くることで、今不自由なく利
用されているお客様に不便さ

がでてくるので総合的に判断
していく必要がある。
　林議員：ニュータウンには
高齢で車の免許証を返納した
人がいる。そういう方の移動
をどう保障していくかが交通
局の仕事の一つだ。住民の足
となる「公共・公営交通」はも
っとも求められている。市営
バスが果たす役割は重要だ。

答弁ダイジェスト

質疑
項目

１．消防力について　２．救急車の適正利用について
３．ごみの減量化　　４．防災コミュニティ

市役所１号館25階で傍聴
手続きをお願いします３月20日（水）午前12時半頃から市議会本会議場にて

山本じゅんじ議員が一般質問傍聴にお越しください

質疑
項目

１．認可施設最優先で待機児対策を（朝倉議員）
２．過密学童の解消（朝倉議員）
３．子ども家庭センターの体制充実（今井議員）
４．児童虐待対策の強化（今井議員）

子ども家庭局審査で朝倉議員 2月22日
消防局審査で大前議員 ３月１日

で歴史あるミナイチが閉鎖さ
れ大事な市場がつぶされてい

る。市営住宅は廃止せずに建
て替えるべきだと質しました。
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問題は、神戸市の市有地の売
却方針に問題があると指摘。
４校合併した兵庫区の神戸祇
園小学校は、過密のため新設
当初から、運動場が狭く、こ
のたび、近隣の公園を利用し
て運動場を拡張する方針が出
されていますが、それでも国
の面積基準をクリアできませ

ん。
　にもかかわらず神戸市は、
この４校合併で廃止された３
校の跡地の一部を売却しマン
ションを誘致する可能性が出
ています。
　大かわら議員は、市有地
は、子育てや教育、住民のた

　神戸市は、垂水、名谷、西
神中央など各拠点駅周辺の再
開発を計画しています。再開
発で高層マンションの誘致が

すすめられれば、学校過密対
策や待機児童解消がますます
困難になることは明らかです。
　大かわら議員は、学校過密

―教育・文化・健康など―

　神戸市議会予算特別委員会の総括質疑が３月
６日に開かれ、日本共産党の大かわら鈴子議員
が質疑しました。

　岡口副市長：本
庁舎は２号館が築
61年、３号館は築

定め、着実に進めたい。
　大かわら議員：本庁舎２号
館整備に360億円、中央区総
合庁舎に95億円など、公共施
設だけで1000億円の再開発
だ。一方、教育委員会は、本
来60年としてきた学校の校舎
を、90年まで延命化する努力
をされている。誰が聞いても
優先順位が逆立ちしている。

答弁
ダイジ
ェスト
52年を迎え老朽化してい
る。（バスターミナルビルの
計画地で移転が計画される）
中央区役所は築38年である。
市役所２号館再整備は、三宮
の活性化に重要であり、限ら
れた財源の中で優先順位を見

1000億円以上の
三宮再開発

置き去りにされる　
　地域の公共施設

不要不急の市役所建て替えが
なぜ神戸の活性化につながるのか？

大
か
わ
ら
議
員
が

�
総
括
質
疑

（２面につづく）

　久元喜造神戸市長は、三宮
再開発計画のなかで、1000億
円以上かけて、市役所・区役
所などを建て替える計画を発
表しました。耐震基準を満た
している中央区役所や三宮図
書館や勤労会館を、バスター
ミナル整備に置き換えるため
破棄・移転。市役所２号館を
集客施設がテナントに入るデ
ラックスな庁舎に、まだまだ

使える市役所も、莫大な費用
をかけ、建て替えようとされ
ています。
　市長は、これまでも神戸の
活性化のために、神戸の玄関
口である三宮の再開発をすす
めるといってきました。まだ
まだ使える市役所をデラック
スにすることが、なぜ、神戸
の活性化につながるのでしょ
うか？

　大かわら議員は、三宮に湯
水のごとく予算を投入する一
方、地域に身近な公共施設
は、予算がないと廃止や極端
な延命化が押し付けられてい
ると指摘。
　教育施設で、小学校や中学
校の校舎は、これまで60年が

耐用年数と言われてきました
が、校舎の長寿命化というこ
とで、90年使うことが計画さ
れています。そのもとで、老
朽したトイレや配管などの維
持のため教員が苦労する事例
が増えています。
　健康施設では、兵庫区の健

康ライフプラザのトレーニン
グジムが、年間13万人の方が
利用されているにもかかわら
ず廃止。市民から「何とか存
続してほしい」と2000筆近い
署名が寄せられても、神戸市
は「限られた財源」との理由
で、昨年９月に廃止されまし
た。
　文化施設では、中央区の生
田文化会館や葺合文化センタ
ーの廃止が計画されるととも

に、大倉山の神戸文化ホール
についても三宮に、大ホール
と中ホールがバラバラに移転
されようとしています。
　大かわら議員は、莫大な予
算をかけた市民不在の三宮再
整備を中止し、市民の教育や
文化、健康づくりのための公
共施設の維持充実を優先すべ
きであり、市民の命を守る防
災・減災対策こそ予算を投入
すべきと求めました。

駅前再開発で過密の押しつけやめ
マンション規制で教育環境を守れ
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めに活用すべきで、安易にマ
ンションを誘致して、小手先

の人口対策をすべきでないと
しました。

　日本共産党は、民有地のが
けの防災対策に公的補助をく
りかえし求めてきました。大
かわら議員は、神戸市が新年
度予算で、応急対策に助成す
る制度をはじめてつくったこ
とに触れ、完全な防災工事が

行えるよう金額も対象もふや
すこと求めました。また、神
戸市が三宮再開発などムダな
大型開発をやめ、暮らしや防
災最優先にした予算案とする
よう「予算組み替え」の動議
をおこないました。

　須磨ニュータウンは、高齢
化とともに人口減少で、駅か
ら離れた地域の交通や買い物
など、多くの課題に直面して
います。一方、公共用地の利
活用でマンションや戸建て住
宅を誘致したところでは、保

育所待機児童や学童の過密な
どが偏在的に起こっていま
す。
　神戸市は、名谷や妙法寺な
ど地下鉄駅前のマンション誘
致や大型商業施設更新を中心
にした駅前再開発をすすめよ

うとしていますが、駅前の過
密と、駅から離れた地域の困
難さに拍車がかかります。
　ニュータウンには、計画的
整備された道路や上下水道、
公園などの公共インフラがま
だまだ利用でき、子どもたち
がのびのびと使えるグラウン
ドをもった学校や幼稚園があ
ります。山本議員は、こうし

た優良な公共ストックを活か
して、駅から遠くても歩いて
行ける、買い物や病院・介護
施設を積極的に、神戸市は誘
致すべきと求めました。

　大かわら議員：
神戸市のネットモ
ニターアンケート

すべきだ。
　岡口副市長：人口減少のと
らえ方や深刻性を、市民は認
識していない。駅前再整備は
必要な取り組みだ。過密は学
校であり、人口は過密ではな
い。都心・三宮は（商業店舗
誘致の障害となるため）マン
ション規制するが、都心以外
の駅前などの規制は適当では
ない。

答弁
ダイジ
ェスト
調査では、「新規の住宅開

発はやめて、すでにある住宅
の建て替えや空き家を活用す
るべき」という方が、75％。
「新規の住宅開発を積極的に
進めるべき」はわずか２％。
市民の思いに応えるなら、駅
前へのマンション誘致は規制

大型開発よりも防災や
地域課題解決優先に
―予算組み替えを動議―

ニュータウンの活性化
優良な公共ストック活かせ

山本議員が一般質問

　神戸市議会の最終日の３月20日、山本じゅん
じ議員が一般質問をおこないました。

　神戸市議会本会議が、３月19日ひらかれ、日本共産党の林まさひと議員が予算組み替え提案、大前まさ
ひろ議員が議会請願の採択を求め討論、今井まさこ議員が市長提案の予算に反対する討論を行いました。

住民の願い実現の
財源はある

国民健康保険料の
引き下げを

林議員が予算組み替え提案を説明

大前議員が請願討論

神戸市議会２月議会の主な会派の態度

共　産 自　民 公　明 市民連合
（立憲・国民） 維　新

神戸市一般会計予算案 反　対 賛　成 賛　成 賛　成 賛　成
消費税増税にともなう公共
料金値上げの条例案 反　対 賛　成 賛　成 賛　成 賛　成

神戸市国民健康保険の改善
を求める請願 採　択 不採択 不採択 不採択 不採択

介護保険の充実を求める請願 採　択 不採択 不採択 不採択 不採択
電車・バスで通学する高校生へ
の定期代の助成等を求める請願 採　択 審議未了 審議未了 審議未了 審議未了

　一般会計の8116億円のう
ち、三宮再開発などムダな開
発予算のわずか２％を改めれ
ば、こども医療費無料化や国
民健康保険料の引き下げ、保

　国民健康保険に加入する方
の多くが、高齢者や中小事業
者、そして非正規雇用などの
若い労働者です。大前議員
は、無保険状態の資格証明書
発行世帯が前年から倍増し、

育所や特養老人ホーム新設な
ど、切実な住民要求が実現で
きるとして、林まさひと議員
が提案説明をおこないました
（詳細次号）。

滞納も県内で高い比率である
と指摘。保険料決定の権限は
神戸市にあることから、命と
健康を守る立場で保険料の引
き下げを求める議会請願の採
択を求めました。

開発優先の
予算案に反対
今井議員が予算反対討論

　市長提案の新年度予算は、
三宮再開発に1000億円を投入
し、駅前再開発で、市街地を
過密化し、ニュータウン・郊
外を切り捨てようとするもの
です。一方、国民健康保険料
の値上げにみられるように、
市民生活を切り捨て、脅かす

ものとなっています。今井議
員は、「住民の福祉の増進」
という地方自治体の本旨を投
げ捨て、神戸を安倍政権の進
める国家戦略の「実験場」に
し、市場原理を最優先にする
新自由主義的変質を進める予
算だと厳しく批判しました。

日本共産党 神戸市議団

市議会だより 発行  日本共産党神戸市会議員団
神戸市中央区加納町6-5-1
神戸市議会内  TEL  322-5847  FAX  322-6165

日本共産党
神戸市会議員団のホームページ

日本共産党神戸市議団 検索
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三宮再開発などやめ市民の福祉を増進する本来の役割を
　市長提案の予算の特徴は、
三宮一極集中の再開発をはじ
め不要不急の大型開発をすす
める一方、市民サービスを犠
牲にしています。また、都市
空間向上計画を先取りした駅
前再開発による、駅前過密と

郊外切り捨てが一体にすすめ
られています。これは、まち
づくりを市場原理に委ね、自
治体の都市計画の仕事を放棄
するものです。
　市長が公約に掲げた子ども
の医療費助成の高校生までの

拡充や待機児童解消はまたも
や先送りにされ、さらに、国
民健康保険料を値上げするな
ど、市民生活を顧みないもの
となっています。国の福祉切
り捨ての悪政にたいし、「防
波堤」となって、市民の福祉

を増進する自治体本来の役割
をはたすことが神戸市に求め
られています。
　日本共産党神戸市会議員団
が提案した、組み替え提案の
概要は以下の通りです。

第１の提案 将来を担う子どもたちのための子育て支援の抜本的な拡充
①�中学校卒業までの医療費を
全額助成するとともに、市
長の公約どおり高校生まで
制度拡充をおこないます。
②�全ての行政区で認可保育所
の誘致のための予算を増額
するとともに、公立保育所
を増設する予算を確保し、

速やかに待機児童を解消し
ます。
③�大規模学童解消のため公設
学童増設の予算を増額しま
す。
④�小・中学校の過密問題が全
市に広がっています。学ぶ
環境を改善するため、プレ

ハブ校舎解消に年次を区切
って取り組みます。さら
に、過密解消のために小学
校用地取得費を計上し、井
吹台では中学校新設のため
の調査費を確保します。
⑤�小学校全学年で35人学級を
実施するため教員をふや

し、豊かな学びを保障しま
す。また、中学校には、い
じめ・体罰根絶のための支
援員の配置など教職員をふ
やします。

⑥�教育負担の軽減のため、給
付型奨学金制度を新設しま
す。

第２の提案 市民が安心して暮らせるための医療・介護・福祉の充実
①�国民健康保険料の引き下げ
に、22億円の独自軽減制度
を、一般会計からの法定外
繰り入をおこないます。こ
れによって一世帯１万円程

度、保険料を引き下げま
す。また、介護保険料も基
金の活用も含め、引き下げ
ます。
②�高齢者が安心して暮らせる

まちにするため、待機者解
消のため、特別養護老人ホ
ームの建設を進めます。
③�敬老パスは無料制度を復
活。福祉パスは生活保護世

帯への支給を復活し、それ
ぞれのパスを、神戸電鉄な
ど私鉄へも対象を広げま
す。

第３の提案 市場・商店街、とりわけ個別店舗への直接支援の実施
①�神戸市外郭団体の調査で
も、地域経済への波及効果
が明確となっている住宅・
店舗リフォーム助成制度を
創設します。
②�市場・商店街振興のため、

使途を狭めず地域活性化に
資する活性化助成金を創設
します。
③�神戸市としても、販路拡大
につながるトライアル発注
をおこない、中小企業の仕

事づくりを応援します。
④�従業員の賃金アップや正規
化をすすめる中小企業に対
しては、奨励交付金など必
要な支援をおこないます。
⑤�第一次産業を振興するた

め、新規の就業の担い手支
援制度を創設するととも
に、地元産資源・生産物の
利用転換を促進するための
助成制度を創設します。

　神戸市議会本会議が、３月19日ひらかれ、日本共産党神戸市
会議員団は、神戸市予算の組み替え動議を提出しました。2019
年度の神戸市一般会計予算案は総額8116億円です。三宮再開発
などムダな開発予算の２％程度を改めれば、こども医療費無料
化や国民健康保険料の引き下げ、保育所や特養老人ホーム新設
など、切実な住民要求が実現できます。動議は、久元喜造市長
に対し、神戸市予算案を編成替えして再提出することを求める
もので、19年連続の提案です。
　大企業からの献金や政党助成金を受け取らない日本共産党神
戸市議団だからこそ、ぶれずに市民の願いにこたえ、市政のムダ
を削る実効性ある予算組み替え提案がおこなえます。

ぶれない党だからできる財政提案 日本共産党
神戸市会議員団
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2019年度神戸市予算
組み替え提案の主な内容

削減提案（企業減税７億円の歳入含む）

増額提案（住民税増税2.5億円の歳入含む）

当初予算8116億円のうち 削減26項目 135億円（全体の1.66％）
増額30項目 134億円

第４の提案 生まれた街で住み続けられるための、まちづくりの応援
①�地域に必要な利便施設等を
誘致するため、郊外住宅近
接型の小規模公的施設誘致
支援事業を創設します。

②�産科や小児科など地域医療
の基盤を維持するための助

成制度を創設します。
③�行政区にある保健センター
を強化するとともに、小学
校区単位の健康づくり事業
をすすめます。
④�災害に強い地域をつくるた

め、私有地の危険擁壁にた
いする助成を応急対策にと
止めず、安全工事までむす
びつくよう改修助成を拡充
します。
⑤�原発や石炭火力発電に頼ら

ない地域分散型の再生可能
エネルギー施策を促進しま
す。

財源の提案 予算案のわずか２％を組み替えることで実現可能
①�毎年、50億円以上の一般財
源が投入されている医療産
業都市や呼び込み偏重の企
業誘致施策を見直し、子ど
もの医療費無料や、保険料
引き下げ、持続的な中小業
者助成など、経常経費に充
当します。

②�新年度予算案では、三宮再
開発や、大阪湾岸道路建設

などに40億円を超える都市
整備等基金が使われていま
すが、これら大型開発を中
止し、保育所や特別養護老
人ホームの建設費や、地域
の防災やまちづくりの基盤
強化に活用することで、地
域経済循環型の投資に改め
る公共事業の転換も提案し
ています。

③�誘致企業約70社への７億円
もの行き過ぎた減税を中止
するともに、70万市民にた
いする住民税均等割３億円
増税は中止します。
④�神戸空港、ウオーターフロ
ント開発、国際コンテナ戦
略港湾への支援を見直すと
ともに、須磨多聞線など住
民合意の無い事業は中止し

ます。
⑤�財源不足分については、空
港開港までは一般会計に繰
り入れていた新都市整備事
業利益剰余金の繰り入れ、
また財政調整基金の活用な
どを提案します。
⑥�これら事業を実施しても、
市長提案より20億円、市債
発行を圧縮できます。

◦三宮再開発� 約49億円
　◦本庁舎整備� 40億7907万円
　◦新文化ホール� 3258万円
　◦新中央区庁舎� 5117万円
　◦磯上公園体育館� 8450万円
　◦東遊園地整備� 1375万円
　◦新三宮図書館� �200万円
　◦都心の再生� �５億9440万円
◦湾岸道路� 約21億円
　◦建設局� 16億5500万円

　◦みなと� �４億4176万円
◦呼び込み偏重� 約54億円
　◦医療産業都市� 36億7540万円
　◦市民病院の変質� �７億6210万円
　◦企業誘致偏重� ８億6429万円
　◦水素産業偏重� 7820万円
◦その他� 約11億円
　◦駅前再整備� 900万円
　◦都市空間向上計画� 500万円
　◦明石海峡公園負担� 3011万円

　◦垂水再開発� １億2160万円
　◦須磨多聞線� 8126万円
　◦須磨海浜水族園民営化� 927万円
　◦神戸空港（繰入金）� ７億5333万円
　◦ウォーターフロント整備（繰入金）
� 1120万円
　◦戦略港湾（繰入金）� １億3023万円
　◦議員費用弁償（廃止）� 1752万円

◦企業減税� ７億2920万円（73社）

◦子育て教育� 約65億円
　◦こども医療費無料化� 20億円
　　（中学卒業まで）
　　こども医療費助成拡充� �８億円
　　（高校卒業まで助成）
　◦奨学金拡充� �２億円
　◦35人学級� �６億4000万円
　　（小学校５・６年まで拡充64学級）
　◦いじめ対策支援員� 6000万円
　◦小学校給食費値下げ�３億0800万円
　　（�前回値上げ分
� 450円×6万2000人×11か月）
　◦保育所・学童保育整備� 25億円
◦医療介護福祉� 約43億円
　◦国民健康保険料引き下げ� 11億円
　　（のこる11億円は基金活用）

　◦介護保険料引き下げ� ８億4045万円
　　（のこる13億円は基金活用）
　◦敬老パスの無料化復活と拡充� ５億円
　　（JRのぞく私鉄４社への路線拡充含む）
　◦福祉パス（生保）の復活と拡充
� 約６億5000万円
　　（JRのぞく私鉄４社への路線拡充含む）
　◦特別養護老人ホーム等整備� 10億円
◦中小業者支援� 約10億円
　◦雇用改善奨励金� ２億円
　◦トライアル発注制度� １億円
　◦就農支援� １億円
　◦店舗リフォーム助成� ３億円
　◦商店街・小売市場活性化助成� ３億円
◦地域課題解決� 約18億円
　◦住宅リフォーム助成� ５億円

　◦産科小児科等地域医療基盤整備� ２億円
　◦区保健センターと健康づくり� １億円
　◦郊外住宅近接型施設誘致� １億円
　◦私有地防災工事助成� １億円
　◦地域分散型エネルギー転換� 7303万円
　◦過密学校対策� ７億3000万円

◦住民税増税中止� ２億5200万円
　（70万市民に400円10か月分）

◦財源対策と効果
　◦財政調整基金� 10億円
　◦新都市整備会計剰余金� 10億円
　◦都市整備等基金（振替）� 約42億円
　◦市債削減効果� 20億円
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くらしに希望をもてる神戸に

　いま兵庫県（神戸市）の最低賃金は時給871
円。大阪936円、東京985円とくらべても低すぎま
す。普通に働き暮らせる社会をつくるために、最
低賃金をただちに全国どこでも時給1000円に
引き上げ、1500円をめざすことを提案しています。
　神戸市も公契約条例で公共事業の賃金底上
げを実施し、「ブラック企業おことわり宣言」で市
内企業の残業抑制（月45時間上限をめざす）や
非正規労働者の正社員化を応援するべきです。
また市独自に中小企業支援や、介護や保育の労
働者の賃金を月５万円上げるための補助金の増
額を求めます。

８時間働けばふつうに
暮らせる社会に

　子どもの医療費は、兵庫県下35市町85％で「中
学卒業まで医療費無料」になっています。神戸市
では皆さんの願いが実り、所得制限はなくなりまし
たが、一部負担が残っています。国が無料化に踏
み出せば、これまで確保した市の財源を活かして
高校卒業までの無料化や、障害者（児）の福祉医
療の無料化が可能です。
　政令市トップクラスの高すぎる国民健康保険料
の引き下げや、介護保険料の軽減、「減らない年
金」制度や生活保護費の削減の中止など、国がそ
の気になり、兵庫県や神戸市がスクラムを組め
ば、安心の社会保障が神戸から実現できます。

くらしを支える
安心の社会保障に

　神戸市の大学・短大生は24校７万人で、大阪市
の２倍の学生が学んでいます。にもかかわらず賃
金や待遇など経済的な理由から神戸を離れて東
京や大阪に就職する学生が後を絶ちません。賃上
げとともに、学費の軽減や給付奨学金の拡充が神
戸経済の活性化にいまこそ必要です。
　また、園庭のある認可保育所を増やして待機児
童を解消することや、学校給食や高校教育の完
全無料化など、お金の心配なく、学び子育てでき
る社会を神戸からつくりましょう。

お金の心配なく、学び、
子育てできる社会を

毎年の市長と
大学学長懇談より声

最低賃金

兵庫 大阪 東京

871
円

936
円

985
円

85%

中学卒業まで
医療費無料

兵庫県下35市町

増税に頼らない財源対策

　日本共産党は、大企業に中小企業並みに法人税負担

を求めるとともに、富裕層の優遇是正などで7.5兆円の

財源を生み出します。さらに、くらし応援の施策を実施す

ることで、消費税３％減税と同じ経済効果を生み出すと

提案しています。

　また、神戸市の一般会計予算は８千億円。この２％程

度の大型開発優先予算を見直すことで、医療費無料化や

学費負担の軽減、国保料や介護保険料の引き下げが実

現できます。

「学生は神戸に就職し
たいという希望を持っ
ているが就職先が見つ
からない」

（神戸国際大学）

「500万円もの借金を
背負って卒業する学生
や、保護者が非正規で
働いている家庭も多く
経済的に苦しいので、
奨学金の給付型も考え
ていただきたい」
（神戸親和女子大学）



神戸市ホームページより

　「ヘイトスピーチ対策法（解消法）」の自治体
の具体化にあたる同条例。日本共産党の松本
のり子市議を筆頭に36名の市会議員が名を
連ねた議員提案がな
され、６月５日に施行
日など一部修正の上、
全会一致で可決され
ました。

　2005年に大阪市など全国で問題となり解
消されたはずの労働組合の「ヤミ専従」が、神
戸市役所では最近までつづいていました。日
本共産党は議会できびしく追及。神戸市の当
局が、強引な職員削減などすすめるために、
外郭団体「新交通」を巻き込んで「ヤミ専従」
が続くよう、市当局が「偽装工作」してきたこ
とも明るみに出ています。引き続き真相糾明
に全力をあげます。

　日本共産党神戸市会議員団は、市会議員の
任期が替わる６月11日、議会運営の民主化を
すすめる提案をおこないました。提案では、公
費による海外視察や費用弁償の廃止などとと
もに、土日議会の開催や託児所の設置を要
求。「いじめ自殺」「飛び降り」など教育に関す
る度重なる重大事案を調査するための特別委
員会の設置を求めました。

　日本共産党は、1922年の創立から、
侵略戦争反対と国民主権を主張。戦後
は、旧ソ連の横暴勝手とも対決――反
戦・平和の歴史がつまった党名です。
人による人のさく取をなくし、労働時間
をうんと短くして、誰もが自分の能力を
自由に全面的に花ひらかせることがで
きる未来社会――これが「共産党」にこ
めた私たちの理想です。

　日本共産党は、30万人いる党員が地域・職場・
学校ごとに支部をつくり、市民の身近な要求を聴
き取り、日本共産党神戸市会議員団が、県会議
員、国会議員とも連携して、お困りごとの解決に
全力で活動しています。

　市民が苦しくても消費税を
上げ、沖縄県民がノーといって
も米軍基地建設を強行する安
倍政権。こうした「財界の利益
中心」「アメリカいいなり」とい
う政治の歪みをただす主張を
貫いている党だから、神戸でも
「市民のための政治」実現に頑
張れます。

神戸市会議員団
ブレない党だから実現できる

神戸市外国人に対する差別の解消と
多文化共生社会の実現に関する条例

神戸市当局主導の「ヤミ専従」

外郭団体にも波及

議会の徹底改革

いじめ調査等特別委員会設置も提案
実現

東灘区 

松本のり子
TEL414-8875
総務財政委員
大都市特別委員

東灘区

西 ただす
TEL414-8875
都市防災委員
市会運営委員

灘区

味口としゆき
TEL881-2581
文教こども委員
市会運営委員会理事

兵庫区

大かわら鈴子
TELTEL577-7987
企業建設委員
阪神水道企業団議員

長田区

森本 真
TEL642-0448
福祉環境委員
未来都市特別委員

北区

朝倉えつ子
TEL591-4755
文教こども委員
外郭団体特別委員会理事

須磨区

山本じゅんじ
TEL732-6578
経済港湾委員
外郭団体特別委員

垂水区

今井まさこ
TEL753-5287
企業建設委員長
未来都市特別委員会理事

西区

林 まさひと
TEL919-6650
都市防災副委員長
大都市特別委員会理事

総務会長政調会長 幹事長 団 長
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　安倍政権が進める――地域切り捨て政策
（立地適正化計画）の神戸版「都市空間向上計
画」の素案が公表されました。
　ここでは、垂水区や西区の大半を切り捨て、
神戸市自ら開発した団地（渦森、鶴甲、ひよどり

台、須磨ニュータウン、西神中央など）に対する責任を放棄しようとしています。
　その一方、三宮都心部や利用者の多い駅周辺に、区役所や基幹病院を集約す
ることで人口を誘導するとしています。

　久元市長は「大阪のベットタウンにしたくない」などと
して、三宮駅周辺のタワーマンション建設を規制する
条例を議会に提案。しかし規制の目的は、都心部に巨
大オフィスビルや商業施設を集中させるためです。一方
で、垂水駅では逆にマンション規制を条例で緩和。「都
市空間向上計画」を先取りした駅前再開発で、駅前過
密と郊外切り捨てに拍車をかけようとしています。

　さらに久元市長は、敬老パス・福祉パスを「長期的に
維持」すると称して見直し（改悪）をすすめる審議会を
設置。安倍政権の年金改悪に歩調をあわせた高齢者
や障害者のくらし破壊をすすめようとしています。

安倍政権いいなりの
「地域とくらし」切り捨ては許さない

駅前の過密さらに加速

敬老・福祉パスの改悪も

明日に
希望がもてる
神戸を

市民意見募集や、「説明会・相談会」に、
地域切り捨てストップの声を集中させよう

７月９日～８月８日市民意見募集期間

意見提出方法や説明会・相談会の
日程は神戸市のホームページ
または都市計画課
078-322-5481に
お問い合わせください

人口密度を維持する区域（居住誘導区域）
住宅ストックを抑制する区域（居住誘導区域外）
工業団地・臨港地域などの区域

区役所、図書館、総合スーパー、
地域医療支援病院を移転集約する区域

神戸市都市空間向上計画（素案）の区域指定
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「地域切り捨て」計画を撤回させよう！

　安倍政権が進める「地域切り捨て政策（立地適正化計画）」の
神戸版である「都市空間向上計画」（素案）が公表されました。
　神戸市は、駅から離れた住宅地を、「山麓・郊外居住区域」に
指定し、その地域の「住宅ストックを抑制」しつつ、スーパ－や
病院が撤退しても、あらたな施設誘致よりも「代替手段」として
「移動販売車」や「遠隔医療」「ドローンを使った荷物配送」を
すすめるなど、過疎の村のような扱いをしようとしています。
　公表された「区域」案では、垂水や西区の大半を切り捨て、神
戸市による開発団地（渦森、鶴甲、ひよどり台、須磨ニュータウ
ン、西神中央、西神南）への責任も放棄しようとしています。

　一方で、都心三宮やJRや地下鉄の利用客の多い駅の近郊を規
制緩和して、高層ビルやマンションを誘致し、区役所や基幹病院
を集約し、さらに過密化をすすめます。
　多くの住民が、長年まちづくりに尽力してこられ、様々な地域
課題の解決にむけて努力している最中です。こうした努力を踏み
にじり、愛着ある街を奪う権利が、いったい誰にあるというので
しょうか。市民意見募集と説明会・相談会に、こぞって、みなさ
んの率直な思いを伝えていただくことを呼びかけます。
　日本共産党神戸市会議員団は、この「地域切り捨て」計画を撤
回させるまで全力で奮闘する決意です。

パブリックコメント提出先 受付期間：７月９日～８月８日まで

神戸市都市空間向上計画（素案）件 名

都市局都市計画課
意見募集宛て宛 先

〒650-8570 神戸市役所２号館４階
FAX 078-622-6095
E-mail toshikukan@office.city.kobe.lg.jp

送付方法
持参も可

神戸市が、都市空間向上計画（素案）で「切り捨てる区域」公表

神戸市主催の計画（素案）説明会・相談会スケジュール
　郊外・山麓「区域」に指定された地域図の例示（濃い色）。
他のお住まいの地域は、神戸市ホームページに掲載されていま
す（「都市空間向上計画」で検索）。

区 日　　時 場　　所 収用人数

説
　
明
　
会

灘・東灘 ７月８日 月 18:30～ 東灘区民センター 多目的ホール 100
中央・兵庫 ７月10日 水 18:30～ 神戸市勤労会館 308号室 120
北 ７月11日 木 18:30～ 北区民センター 多目的ホール 70

北　神 ７月16日 火 18:30～ 北神区役所５階 第１会議室 54
長田・須磨 ７月16日 火 18:30～ 新長田勤労市民センター別館

ピフレホール会議室Ａ 70

垂　水 ７月12日 金 18:30～ 垂水勤労市民センター
レバンテホール 572

西 ７月９日 火 18:30～ 西区民センター 多目的ホール 70
全　市 ７月14日 日 10:00～ 神戸市勤労会館 403・404号室 120
区 日　　時 場　　所 収用人数

相
　
　
談
　
　
会

東　灘 ７月17日 水 ９:30～11:30 東灘区役所３階 33会議室 30７月26日 金 14:00～17:00

灘 ７月17日 水 14:00～17:00 灘区役所３階 302会議室 18７月26日 金 ９:30～11:30

中　央 ７月19日 金 ９:30～11:30 中央区役所 3A会議室 調整
可能７月24日 水 14:00～17:00

兵　庫 ７月18日 木 ９:30～11:30 兵庫公会堂 第１集会室 20７月23日 火 14:00～17:00

北 ７月18日 木 14:00～17:00 北区役所５階 会議室 15８月１日 木 ９:30～11:30

北　神 ７月25日 木 ９:30～11:30 北神区民センター 第４会議室 29
８月１日 木 14:00～17:00 北神区役所５階 第１会議室 54

長　田 ７月23日 火 ９:30～11:30 長田区役所７階 702会議室 30７月25日 木 14:00～17:00

須　磨 ７月22日 月 14:00～17:00 須磨区役所４階 403会議室 30７月31日 水 ９:30～11:30

北須磨 ７月29日 月 ９:30～11:30 北須磨支所５階 501会議室 30７月31日 水 14:00～17:00

垂　水 ７月22日 月 ９:30～11:30 垂水区役所 201会議室 20７月30日 火 14:00～17:00

西 ７月19日 金 14:00～17:00 西区役所 Ａ会議室 15７月30日 火 ９:30～11:30

西　神 ７月24日 水 ９:30～11:30 西区民センター 会議室５ 20７月29日 月 14:00～17:00

全　市

７月20日 土 ９:30～11:30 センタープラザ西館６階 ３号室 2814:00～17:00

７月21日 日 ９:30～11:30 センタープラザ西館６階 ３号室 2814:00～17:00
７月24日 水 18:30～20:30 センタープラザ西館６階 ３号室 28

須磨ニュータウン（菅の台） 東灘区北部（渦森団地ほか）

北
区（
ひ
よ
ど
り
台
）
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水
区
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域
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か
）

西
神
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（
樫
野
台
、春
日
台
）

案に対するご意見に、
◦件名 ◦お名前 ◦住所
を添えて提出ください。



待機児童解消のためにも
保育士の賃上げを急げ 巨額予算を使っての

埋め立てなど不要

味
口
議
員
が
議
案
質
疑

　神戸市は、三宮駅周辺エリ
アのタワーマンションの建設
を2020年度に規制する条例施
行を提案。都心部にオフィス
や商業施設を集中させるため
としています。一方で、垂水
駅前は「都市空間向上計画」
を先取りした駅前再開発によ

り、駅前過密と郊外切り捨て
に拍車をかけます。
　味口議員は、「三宮を商業
・業務機能に純化させるとい
う市長の理想より、市民の住
環境を考えるべきではない
か」として見解を求めまし
た。

　味口議員は、「待機児童対
策緊急プロジェクト」などに
ついて質問しました。また、
神戸の今の保育士処遇改善策

の予算は、京都市がおこなっ
ている施策のわずか１/８で
あることをしめし、予算の増
額を求めました。 　神戸市は、「フェリーの貨物

量増加」や「ツアーバス駐車場
の確保」のために25億円もの巨

額予算を投資し、新港の埋め
立てを計画していることにつ
いて味口議員が質問しました。

子ども・市民の
ためにこそ タワーマンション規制を
　神戸市定例市議会本会議が６月24日に開かれ、日
本共産党議員団を代表して味口としゆき議員が議案
質疑に立ち、議案「神戸市民の住環境等をまもりそ
だてる条例の改定」について、久元喜造市長らの見
解をただしました。

　油井副市長：都
心の活力とにぎわ
いを創出するため

　味口議員：桜が
丘保育園跡地な
ど、すぐに使える 　岡口副市長：埋

め立て予定地のス
ペース確保は、フ

心づくりを目指したいと考え
ている。
　味口議員：三宮の駅周辺の
過密問題は以前から問題にな
っている。今回規制を緩和す
る垂水中央東地区には過密や

したいと考えている。
　味口議員：保育人材確保の
問題では、賃金が他業種と比
べて平均10万円安いが、いか
がか。
　寺﨑副市長：恒久財源を活
用した処遇改善は、本来国の
責任でおこなうもの。市でも
取り組んでいる。

　味口議員：国待ちにせず、
市としてもしっかり検討して

いただきたい。

ればならない。
　味口議員：再開発を一方的
に進めながら、土地がなくな
ったから25億円も使い埋め立
てる計画など、市民の理解は
得られないものだ。

保育所問題はないのか。
　油井副市長：垂水小学校は
老朽化に伴い建て替えを検討
しているので、児童数の増加
にも対応できる。待機児童は
子ども家庭局としっかり対応
していく。

　味口議員：垂水区では小学
校の過密と待機児童数は深刻
な状況になっている。商業業
務機能を中心にものを考える
のではなく、市民のくらしや
教育、子育てにこそ配慮して
条例を見直すべきだ。

答弁
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所をなぜ使わないのか。市
有地の活用をもっとスピード
アップさせるべきだ。
　寺﨑副市長：市有地の活用
はおこなっている。民有地と
の両面で待機児童ゼロを目指

ェリー会社から強い要請が
ある。大型クルーズ船の寄港
の増加にも対応していかなけ

タワーマンション建設を規制
緩和する条例に反対討論をお
こないました。
　今井議員は、「垂水駅前は
すでに過密の『要注意地区』
です。タワーマンションが建
てば、いびつな人口増をまね
き、さらに待機児童等、教育
環境や住環境に著しく影響を
及ぼします」と批判しました。

　今井議員は、７月１日の開
かれた本会議で、垂水駅前の

今井議員が反対討論 　味口議員が、待機児童や過
密の問題があるのに、「なぜ
規制緩和するのか？」と問う
と、“共産党独裁国家なら出来
るでしょうが”と、旧ソ連の
問題を取り上げ始めた市長。
議場が騒然となりました。
　一体、垂水駅前の問題と旧
ソ連社会と何の関係があるの
でしょうか？
　味口議員は、日本共産党綱

領ではソ連と日本の共産党は
関係ない事、その轍を踏まな
い事を銘記していることを述
べました。
　久元市長も、官僚出身な
ら、そんな使い古された反共
攻撃ではなく、堂々と政策論
議すべきではないでしょう
か？
　本当に、これが神戸市長か
と思うと、情けない限りです。

的外れな市長のレッテル張り

には一定の定住の人口が必
要で、多様な都市機能と居住
機能とのバランスのとれた都
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敬老パス
福祉パス制度の見直しは中止し、市民の足を守れ

―都市空間向上計画―

　７月３日の神戸市議会・本会議で、日本共産
党神戸市会議員団の朝倉えつ子議員、森本真議
員が一般質問をおこない、久元市長の政治姿勢
を質しました。

　寺﨑副市長：敬
老パス・福祉パス
は、非常に多くの

　朝倉議員：北区
では、ひよどり台
全域が『山麓郊外

からの要望は真摯に受け止め
るべきと考える。
　朝倉議員：事業者の負担が
増えているのであれば、市が
払うべきではないか。

緒に考えていくつもりだ。
　朝倉議員：地域の皆さんは
今までもとても努力されてき
たが、バス路線や買い物の問
題など、なにも解決されてい
ない。神戸市は、地域の課題
を地域や民間任せにしてい
る。「50年先も心地よく健や
かに住み続けられるまち」を
目指すのであれば、都市空間
向上計画は撤回し、勝手な線
引きはやめるべきだ。

　寺﨑副市長：市が負担して
解決する問題ではない。市の
財政を含めて長期的に維持で
きる制度のあり方を検討して
いかなければならない。
　朝倉議員：６年前の福祉パ

スの制度見直しの際には、市
長に対し２万筆の要請署名が
集まった。神戸市は必要な支
援を責任をもっておこない、
利用者の声をしっかり聞くべ
きだ。
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勝手な線引きで地域を切り
捨てる計画は撤回すべき

朝
倉
議
員
が

�

一
般
質
問
質疑
項目

１．敬老パス・福祉パスについて
２．都市空間向上計画について
３．高校生の通学定期負担と助成について

　70歳以上の高齢者や障がい
のある市民が、バスや地下鉄
などを無料または減額で利用
できる、市の「敬老優待乗車
制度（敬老パス）」と「福祉
乗車制度（福祉パス）」。「利
用者の増加に伴い負担が増え
ている」との民間バス５事業
者の要望を受けて、久元喜造
神戸市長は有識者会議を立ち

上げ、制度の「見直し」をし
ようとしています。
　朝倉議員は、「敬老パス・
福祉パスは、いわゆる社会的
弱者である方たちの外出を支
援し、社会参加を促進するた
めの制度であり、市民の大事
な足となっている。市民負担
を増やすような制度の見直し
は止めるべき」と求めました。

　神戸市は、『都市空間向上計
画（素案）』を発表。「人口減
少に対応した、よりコンパク
トなまちづくりをおこなって
いく」として『駅周辺居住区
域』と『山麓郊外居住区域』
などの線引きが示されました。

　「山麓郊外居住区域」は「居
住誘導区域外」として、切り
捨てられる地域になります。
　朝倉議員は、地域を切り捨
てる勝手な線引きはやめるべ
きと批判しました。

安倍政権いいなりの「地域切り捨て」やめよ
パブリックコメント提出先 受付期間：７月９日～８月８日まで

神戸市都市空間向上計画（素案）件 名

都市局都市計画課
意見募集宛て宛 先

〒650-8570 神戸市役所２号館４階
FAX 078-322-6095
E-mail toshikukan@office.city.kobe.lg.jp

送付方法
持参も可

案に対するご意見に、
◦件名 ◦お名前 ◦住所
を添えて提出ください。

パブリックコメントに多数の声を寄せ、計画（素案）を撤回させよう！

前号（239号）、パブリックコメント提出先のFAX番号が誤っていました。正確な番号は078-322-6095です。訂正

居住区域』に指定されてい
る。ひよどり台南町は10年ほ
ど前に市が開発した地域なの
に無責任ではないか。
　油井副市長：『山麓郊外居
住区域』を住みにくいまちに
するつもりはない。交通問題
を含め、短期的な課題も長期
的な課題も地域の皆さんと一

方が利用されているのは事
実だが、市として交通事業者



政令市の
中でも　ダントツに高い国保料の
引き下げを 森
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１．国民健康保険料について
２．都市空間向上計画について
３．震災25年。震災復興のまちづくりについて

　６月14日に2019年度の神戸
市国民健康保険料の通知が発
送され、17日から10日間で全
区役所に２万人を超える市民
が相談・抗議に訪れました。
　森本議員は「今年度の神戸
市の国保料は、すべての区分
で値上げがおこなわれてお

り、神戸市議団の独自調査で
は政令市の中でもダントツに
高いものだ」として、国保料
の引き下げと、全国で大きな
問題になっている『目減りす
る年金』について対策を求め
ました。

　寺﨑副市長：見
かけの保険料率で
はなく、実際の負

が、国保加入者と非加入者の
間の負担の公平性の観点か
ら、保険料を下げるための繰
入は考えていない。
　森本議員：全国で大きな問
題になっている「目減りする
年金問題」の原因は、市とし
てどのように考えているの
か。
　久元市長：「マクロ経済ス
ライド」が原因かと思う。こ
れは社会保障制度を若者にも
支給し続けるためにはやむを
得ないもの。

　森本議員：年金が減る一番
の原因は、物価が上昇しても
年金が上がらないマクロ経済
スライド方式、二番目に、年
金から天引きされる国保・介
護・後期高齢者保険料の値上
げ、三番目は、神戸市特有の
認知症対策として徴収されて

いる市民税均等割の超過課
税。
　「減らない年金」にするに
は、マクロ経済スライドを廃
止するとともに、天引きされ
る保険料の値上げを回避する
ことだ。市としてできること
があるのではないか。

答弁
ダイジ
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担額でみると一概に神戸市

が一番高いとはいえない。 
　森本議員：他の政令市では
法定外の一般会計繰入や基金
をとりくずし、保険料の値上
げの抑制をおこなっ ている
が、神戸市も繰入をおこなえ
ば保険料は下がるのではない
か。
　寺﨑副市長：昨年度と比較
すると保険料は上がっている

神戸元町の
レトロな商店街を守れ

　神戸市議会本会議が７月１
日に開かれ、日本共産党議員
団の林まさひと議員が請願討
論をおこないました。
　一つは、兵庫県保険医協会

などにより提出された、政府
に対して消費税増税中止を要
請する意見書の提出を求める
請願です。
　安倍政権は、今年10月から

消費税を10％に引き上げるこ
とを公言しています。
　林議員は、「内閣府の景気
動向指数でも『悪化』となる
ほど消費不況であり、減り続
ける年金問題でも市民の不安
は増している。さらに増税が

かさなれば国民経済はいっそ
う苦しめられるだろう。税金
の集め方、使い方を見直して
不公平税制を正すべき」とし
て、 請願の採択を求めまし
た。

　もう一つは、元町高架通商
店街の関係者とJRと神戸市
の三者で更新拒否の問題につ
いて話し合うことなどを求め
る請願です。
　元町高架通商店街・通称モ
トコーは、市民に親しまれる
神戸を代表する商店街です。
JR西日本は耐震化工事など
の理由で土地の借地権の更新
を拒否。JRは一時立ち退き

を迫っていますが、今仮移転
しても元に戻れる保証はあり
ません。
　林議員は、「この伝統ある
モトコーを支え続けてきた商
店主・家族・従業員が困難に
あっているときこそ、営業継
続を望む事業者が改修後の場
所に戻れるように市が話し合
いの労をとり、関わっていく
べきだ」と訴えました。

2019年度所属常任委員会・特別委員会等
常任委員会 委　員　名

総務財政 松本　のり子
文教こども 　味口としゆき、朝倉　えつ子
福祉環境 森本　　　真
企業建設 ◎今井　まさこ、大かわら鈴子
経済港湾 山本じゅんじ
都市防災 〇林　まさひと、西　　ただす
市会運営（議運） △味口としゆき、西　　ただす

特別委員会 委　員　名
外郭団体 △朝倉　えつ子、山本じゅんじ
大都市行財政制度 △林　まさひと、松本　のり子
未来都市創造 △今井　まさこ、森本　　　真

阪神水道企業団議会議員 大かわら鈴子
◎委員長、〇副委員長、△理事

消費税増税中止を
林議員が請願討論
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アイランドセンターアイランドセンター
湊川湊川
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西神中央西神中央

新神戸新神戸

鈴蘭台鈴蘭台

谷上谷上

垂水垂水
舞子舞子

神戸神戸

新長田新長田
板宿板宿

名谷名谷

学園都市学園都市

岡場岡場

有馬温泉有馬温泉

道場道場

フラワータウン

400m
私鉄・地下鉄
JR

人口密度を維持する区域（居住誘導区域）
住宅ストックを抑制する区域（居住誘導区域外）
工業団地・臨港地域などの区域

区役所、図書館、総合スーパー、
地域医療支援病院を移転集約する区域

神戸市都市空間向上計画（素案）の区域指定

　安倍政権がすすめる地域切り捨て政策である「立地適正化計画」
の神戸版である「都市空間向上計画」（素案）が公表されました。
　神戸市は、駅から離れた住宅地を「山麓・郊外居住区域」（居住誘
導区域外）に指定し、その地域では「住宅ストックを抑制」し、スー
パーや病院が撤退しても、新たな施設を誘致するのではなく「代替
手段」として「移動販売車」や「遠隔医療」「ドローンを使った荷物配
送」をすすめるなど、過疎の村のような扱いをしようとしています。
　公表された「区域」案では、垂水区や西区の大半を切
り捨て、神戸市による開発団地（渦森、鶴甲、ひよど
り台、須磨ニュータウン、西神中央、西神南）への
責任も放棄しようとしています。
　一方で、都心三宮やJRや地下鉄の利用客が
多い駅の近郊を規制緩和して、高層ビルやマン
ションを誘致。区役所や基幹病院を集約し、さらに
過密化をすすめています。神戸市は駅前が便利にな
れば「コンパクト＋ネットワーク」のまちづくりが進むとし
ますが、市バス路線を切り捨て、今度は敬老パス、福祉パスをまた改
悪し、市民の足を奪おうとしています。
　多くの住民が、長年まちづくりに尽力してこられ、様々な地域課題
の解決にむけてとりくんでいる最中に、こうした努力を踏みにじり、
愛着ある街を奪う権利が、いったい誰にあるというのでしょうか。
　日本共産党神戸市会議員団は、この「地域切り捨て」計画を撤回さ
せるまで全力で奮闘する決意です。

「よりコンパクトなまちづくりを行う」と
人口の３割を
切り捨てる
地域に

神戸市が都市空間向上計画（素案）を発表

2019年7月号　発行  日本共産党神戸市会議員団
神戸市中央区加納町6-5-1  神戸市議会内　電話322-5847  FAX322-6165www.jcp-kobe.com

神戸市会報告 7
2019

パブリックコメント提出先
７月９日～８月８日まで受付期間

神戸市都市空間向上計画（素案）件名

神戸市都市局都市計画課意見募集宛て宛先
〒650-8570 神戸市役所２号館４階
FAX 078-322-6095
E-mail toshikukan@office.city.kobe.lg.jp

送付方法
持参も可

案に対するご意見に、
●件名 ●お名前 ●住所
を添えて提出ください。

西　区 人口の６割
垂水区 人口の５割以上
須磨区 人口の３割
北　区 人口の３割
灘　区 人口の１割
東灘区 人口の５％

切り捨てる地域（行政区別）

＊兵庫区と長田区は、あわせて約１千世帯
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東灘区・灘区 渦森台・鶴甲・長峰台など神戸市の開発団地をまるごと居住誘導区域外に

『まち壊しノー！』の声を
  神戸市にお寄せください。

日本共産党神戸市会議員団

林 まさひと
西区  TEL919-6650

今井まさこ
垂水区  TEL753-5287

山本じゅんじ
須磨区  TEL732-6578

団 長

森本 真
長田区  TEL642-0448

朝倉えつ子
北区  TEL591-4755

総務会長

味口としゆき
灘区  TEL881-2581

政調会長

西 ただす
東灘区  TEL414-8875

松本のり子
東灘区  TEL414-8875

大かわら鈴子
兵庫区  TEL577-7987

幹事長

渦森台、鴨子ケ原、御影山手、住吉山手、住吉台、甲南台、森北町７丁目、
西岡本７丁目、本山町（岡本、森、中野、田中、野寄）

地図の詳細は
神戸市のホームページ
からご確認ください

神戸市ホームページ「神戸市都市空間向上計画 ( 素案 ) 区域図の詳細」より作成

説明会
【灘区・東灘区】
●７月８日（月）18:30～
　東灘区民センター多目的ホール
【全市】
●７月14日（日）10：00～
　神戸市勤労会館403・404号室

相談会
【東灘区】
●７月17日（水）9：30～11:30
●７月26日（金）14：00～17:00
　東灘区役所3階33会議室
【灘区】
●７月17日（水）14：00～17:00
●７月26日（金）9：30～11:30
　灘区役所3階302会議室

【全市】
●７月20日（土） 9：30～11:30
 14：00～17:00
●７月21日（日） 9：30～11:30
 14：00～17:00
●７月24日（水） 18：30～20:30
　センタープラザ西館6階3号室

神戸市主催の計画（素案）説明会・相談会スケジュール

駅周辺居住区域
山麓郊外居住地域
駅周辺居住区域・山麓郊外
居住区域から除く区域

居住区域

広域型都市機能誘導区域
都心
旧市街地型
郊外拠点型

神戸市都市空間向上計画（素案）の区域指定

［東灘区］人口の５％を切り捨て

鶴甲、六甲台町、一王山町、大月台、篠原台、篠原伯母野山町、長峰台、
箕岡通、山町、桜ヶ丘町、高羽、水車神田、篠原、大石

［灘区］人口の1割を切り捨て

お困りごとがありましたら
私たちにご相談ください

ぜひ

※一部でも山麓・郊外居住区域に含まれる町名（市街化調整地域のぞく）

居住誘導区域外
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